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総括研究報告書（令和５年度）

新型コロナウィルス感染症対策に取組む食品事業者における

食品防御の推進のための研究

研究代表者 今村知明（奈良県立医科大学 公衆衛生学講座 教授）

研究要旨

これまで、食品のテイクアウトや宅配等は、食品の調理・提供業者が直接消費者に手渡すという

方式が採られてきたが、昨今、その「手渡し」部分を請負う「オンラインフードデリバリーサービ

ス」等の、調理・提供業者と消費者の間を繋ぐ新たな事業の創業が相次いでいたところである。

そのような状況の中、新型コロナウィルス感染症の流行が始まった。この感染症の流行は、上記

のような宅配事業、また自社サイトを通じて直接注文を受け付けるインターネット販売等も含めて、

新しい飲食物の販路を開拓させ、またそれらの多様化を押し進めることとなった。

しかしその一方で、この調理・提供事業者と消費者とを接続する部分のサービスにおいて、食品

防御に関する多くの懸念点が散見されるようにもなってきた。

以上の認識に基づき、本研究では、特にこれらの新しい事業形態（飲食物の運搬）を行う事業者

における、実行性のある食品防御対策を行うための実態調査等を実施し、それらを踏まえた食品防

御の方法等の見直しを行うことを目標とするものである。

本研究における研究体制は以下の通り。

・ 今村知明（奈良県立医科大学 公衆衛生

学講座 教授）［代表］

・ 岡部信彦（川崎市健康安全研究所 所長）

［分担］

・ 赤羽学（国立保健医療科学院 医療・福祉

サービス研究部 部長）［分担］

・ 田口貴章（国立医薬品食品衛生研究所

食品部 第一室長）［分担］

・ 渡辺麻衣子（国立医薬品食品衛生研究所

衛生微生物部 第三室長）［分担］

・ 加藤礼識（別府大学 食品栄養科学部発

酵食品学科 講師）［分担］

・ 髙畑能久（大阪成蹊大学 経営学部 教

授）［分担］

・ 神奈川芳行（奈良県立医科大学 公衆衛

生学講座 非常勤講師）［協力］

・ 松本伸哉（島根大学医学部 環境保健医

学講座 講師）［協力］

・ 赤星千絵(川崎市健康安全研究所)［協力］ 
・ 畠山理沙(川崎市健康安全研究所)［協力］ 
・ 浅井威一郎(川崎市健康安全研究所)［協

力］

・ 佐々木国玄(川崎市健康安全研究所)［協

力］

・ 牛山温子(川崎市健康安全研究所)［協力］ 
・ 赤木英則(川崎市健康福祉局保健医療政策

部食品安全担当)［協力］

・ 油田卓士(川崎市教育委員会)［協力］

・ 穐山浩（星薬科大学薬学部 薬品分析化

学研究室）［協力］

・ 西角光平（国立医薬品食品衛生研究所衛

生微生物部研究員）［協力］

・ 工藤由起子（国立医薬品食品衛生研究所

衛生微生物部長）［協力］

・ 長田瑞花（別府大学食物栄養科学部発酵

食品学科）［協力］

・ 吉田小春（別府大学食物栄養科学部食物

栄養学科）［協力］

・ 永野衣祝（別府大学食物栄養科学部発酵

食品学科）［協力］

・ 上尾光司朗（別府大学文学部 史学・文化

財学科）［協力］

・ 阿部しず代（長崎大学熱帯医学・グローバ

ルヘルス研究科）［協力］
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A．研究目的 
近年、食品への意図的な毒物混入事件が頻発

したこともあり、通常の食品事業者においては

食品防御への対応が進んできているところであ

るが、飲食物の運搬を請負う事業者については

参考となる食品防御対策ガイドラインが存在せ

ず、十分な対応が行われているとは言えない。特

に、新型コロナウィルス感染症がもたらした新

しい飲食サービス形態に関する安全・安心の実

現は急務である。 
本研究では、従来の食品事業者だけではなく、

飲食物の運搬を請負う事業者においても、食品

への意図的な毒物混入を防御するための方策に

ついて研究する。具体的には、以下を明らかにす

るための研究を実施する。 
 

・ 多様化した飲食物の販路における食品防御

上の課題に関する調査（髙畑、加藤、神奈川、

赤羽） 
・ フードチェーン全体の安全性向上に向けた

食品防御対策ガイドライン等の改善（赤羽、

岡部、神奈川） 
・ 血液・尿等人体試料中毒物及び食品中の毒

物・異物の検査手法の開発と標準化（田口、

穐山） 
・ 食品のデリバリーやテイクアウト用の容器

等における新型コロナウィルスのモデルウ

ィルスを用いた生残性評価（渡辺、工藤） 
・ 新興感染症流行時における地方自治体の食

品防御対策の検討（岡部） 
・ 新型コロナウィルス感染症対策と食品防御

対策ガイドラインとの調和に関する検討

（赤羽、髙畑、神奈川） 
・ 海外における食品防御政策等の動向（今村） 
 
 
B．研究方法 
 
１．全体概要 
研究は、A．に示した大きく７つの項目につい

て、国内外の政府機関ウェブサイト・公表情報の

収集整理、実地調査、検討会における専門家・実

務家らとの討議を通じて実施した。 
検討会の参加メンバーと開催状況は以下の通

りである。（以下敬称略、順不同） 

（検討会の参加メンバー）（敬称略、順不同） 
・ 今村 知明（奈良県立医科大学 公衆衛生学講

座 教授） 
・ 岡部 信彦（川崎市健康安全研究所 所長） 
・ 赤羽 学（国立保健医療科学院 医療・福祉サ

ービス研究部 部長） 
・ 鬼武 一夫（日本生活協同組合連合会 品質保

証本部 総合品質保証担当（Senior Scien-
tist）） 

・ 田口 貴章（国立医薬品食品衛生研究所 食品

部 第一室長） 
・ 渡辺 麻衣子（国立医薬品食品衛生研究所 衛

生微生物部 第三室長） 
・ 髙畑 能久（大阪成蹊大学 経営学科 食ビジ

ネスコース フードシステム研究室 教授） 
・ 鶴身 和彦（公益社団法人日本食品衛生協会 

公益事業部長） 
・ 高谷 幸（公益社団法人日本食品衛生協会 技

術参与） 
・ 田崎 達明（関東学院大学 栄養学部 管理栄

養学科） 
・ 神奈川 芳行（奈良県立医科大学 公衆衛生学

講座 非常勤講師） 
・ 島崎 眞人（一般社団法人日本農林規格協会 

専務理事） 
・ 赤星 千絵（川崎市健康安全研究所 ウィル

ス・衛生動物担当） 
・ 扇谷 りん（厚生労働省 医薬・生活衛生局 

生活衛生・食品安全企画課 課長補佐）※第

１回 
・ 三木 朗（厚生労働省 健康・生活衛生局 食

品監視安全課 食品監視分析官）※第 2 回 
・ 小林 秀誉（農林水産省消費・安全局食品安

全政策課 食品安全危機管理官） 
・ 丸野 吾郎（農林水産省 消費・安全局食品安

全政策課 危機管理・情報分析課長補佐） 
・ 花井 拓（農林水産省 消費・安全局食品安全

政策課） 
・ 山口 紗央里（農林水産省 消費・安全局食品

安全政策課） 
・ 加藤 礼識（別府大学 食物栄養科学部 発酵

食品科学 講師） 
・ 穐山 浩（星薬科大学薬学部 薬品分析化学研

究室） 
・ 工藤 由起子（国立医薬品食品衛生研究所 衛
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生微生物部 部長） 
・ 志田 静夏（国立医薬品食品衛生研究所 食品

部第三室長） 
・ 赤木 英則（川崎市 健康福祉局 保健医療政

策部 食品安全担当食品安全担当課長補佐） 
・ 佐々木 国玄（川崎市健康安全研究所 ウィル

ス・衛生動物担当）※第 1 回 
・ 畠山 理沙（川崎市健康安全研究所 ウィル

ス・衛生動物担当）※第 2 回 
・ 名倉 卓（一般社団法人 日本能率協会 審査

登録センター ＣＳ・マーケティング部） 
・ 一蝶 茂人（BSI グループジャパン株式会社） 
・ 南谷 怜（BSI グループジャパン株式会社） 
・ 河井 宏介（BSI グループジャパン株式会社） 
・ 野村 梢（BSI グループジャパン株式会社） 
・ 平野 展代（一般社団法人日本食品安全支援

機構） 
・ 入江 芙美（九州大学大学院医学研究院） 
・ 山口 健太郎（社会構想大学院大学 コミュニ

ケーションデザイン研究科 客員教授） 
・ 義澤 宣明（株式会社三菱総合研究所 セーフ

ティ＆インダストリー本部 リスクマネジメ

ントグループ 主席研究員） 
・ 濱田 美来（株式会社三菱総合研究所 イノベ

ーション・サービス開発本部 健康ビジネス

グループ 主任研究員） 
・ 瀬川 優美子（株式会社三菱総合研究所 セー

フティ＆インダストリー本部 リスクマネジ

メントグループ 研究員） 
 
（検討会の開催状況） 
・ 令和 5 年 7 月 4 日（火）（オンライン） 
・ 令和 6 年 2 月 7 日（水）（オンライン） 
 
◆倫理面への配慮 
本研究で得られた成果は全て厚生労働省に報

告しているが、一部人為的な食品汚染行為の実

行の企てに悪用される恐れのある情報・知識に

ついては、本報告書には記載せず、非公開として

いる。 
 
 
 
 

２．分担研究について 
 
２．１  フードチェーン全体の食品防御上の安

全性向上に向けた脆弱性評価 
食品を取り扱う事業所２箇所に対して実地調

査を実施し、食品防御の観点からみた脆弱性に

関する情報を収集・整理した。 
 
２．２  新型コロナウィルス感染症対策と調

和した食品防御対策ガイドラインに関す

る検討 
新型コロナウィルス感染症対策の有用性と、

食品防御対策との両立の課題について評価、改

訂を実施した。併せて、食品防御対策ガイドライ

ン（小規模事業者向けチェックリスト案）につい

ても、同様に精査し、改訂を実施した。(資料 1：
別添１、２、３、４－１・２・３)フードデリバ

リーサービス提供事業者及び利用事業者向けの

チェックリストの内容について、別テーマのフ

ードデリバリー事業者に対する調査結果を踏ま

えて修正するとともに、現場担当者向けにより

分かりやすく伝えるためのツールを作成した。

（資料 1；別添５－１・２、６、７) 
 
２．３  テイクアウト・デリバリー施設等にお

ける食品防御対策の実態調査 
（一社）日本フードサービス協会および（一社）

日本ゴーストレストラン協会の会員企業が運営

するブランドを含むテイクアウト・デリバリー

施設 3,000 店舗から近畿エリアのゴーストレス

トラン（クラウドキッチン含む）467 店舗を抽出

し、郵便ハガキにより実地調査を依頼した。また、

それら運営企業 18 社には電話やメール等によ

り調査を依頼した。協力が得られた店舗・企業に

は、あらかじめ食品防御対策ガイドラインおよ

びフードデリバリーサービス配達員向けチェッ

クリストの試作版を提示したうえ、主にゴース

トレストランの課題と解決策について実地調査

を実施した。調査期間は、令和 5 年 9 月から令

和 6 年 1 月である。 
（一社）日本フードデリバリー協会を通し、自

社配達を主とするテイクアウト・デリバリー専

門店と中華料理店ならびに（一社）日本フードデ

リバリーサービス協会を通し、フードデリバリ

ープラットフォーム事業者に調査協力を依頼し
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た。協力が得られた店舗・企業に同じく試作版を

提示したうえ、主に効果的な食品防御教育の実

践方法について実地調査を実施した。調査期間

は、令和 6 年 1 月から令和 6 年 2 月である。 
 
２．４  コロナ禍に実施した食品に対する意

識調査結果のテキスト分析 
一般住民の食品防御や食の安心安全に関する

意識を調査した既存アンケート調査結果の自由

記述回答に対して、消費者の行動と関連する項

目（背景）を明らかにすることを目的として、日

本語解析を行った。 

日本語解析では、最初に形態素（言語で意

味を持つ最小単位で、単語に近い）の列に分

解した後、係り受けなどを無視し、回答者ご

とに形態素の出現頻度をまとめた（Bag of 

Words）。その後、頻出語と頻出文を求めた。頻

出語は数をカウントし、頻出文の抽出は共起

ネットワーク分析を行った。共起ネットワー

ク分析は、回答者ごとに共に出現しやすい単

語同士を結び付けてネットワークとして表現

した。 

頻出語と他の設問と回答との関係を調べる

ためにコレスポンデンス分析を行った。 

日本語解析の分析ツールとして、KH-Coder を

用いた。 
 

２．５  飲食店における食品防御対策の現状

と課題～客の不適切な食品の取り扱いの

責任を飲食店が負わなければならないの

は何故か～ 
昨年度把握した、客テロとされる事案や迷惑

系 YouTuber と称される人物などによる食品

の安心・安全を脅かす事案について、その内容を

一覧で把握できるよう図表化した。客テロが発

生した飲食店におけるその後の対策や、実施者

のその後について確認した。なお、実際に客テロ

が発生した飲食店に、聞き取り調査への回答を

依頼したが、本報告書作成までに、聞き取り調査

への回答までは至っていない。 
客テロの発生に対しての飲食店での事前の備

え（食品防御対策）の有無を確認し、客テロが発

生した後にどのような社会的反応があったのか

を調査する。そのうえで、なぜそのような社会的

反応が起こったのかを検証し、飲食店における

食品防御対策の立案について検討した 
 
２．６  血液・尿等人体試料中毒物及び食品中

の毒物・異物の検査手法の開発と標準化 
前年度に検討したヒト血液中のシアン化物イ

オン及びその代謝産物であるチオシアン酸イオ

ンの迅速同時分析法から、ヒト尿中の両イオン

の迅速同時分析法を検討した。また、食品への毒

物・異物混入事例の調査結果に基づき、加工食品

中の界面活性剤の分析法を検討した。 
人体試料、対象化合物、分析法などの研究方法

の詳細については分担研究報告書を参照された

い。 
 

２．７  食品のデリバリーやテイクアウト

用の容器等における新型コロナウィル

スのモデルウィルスを用いた生残性評

価 
食品用容器・包装の試料片から添加物を溶出

し、その溶出液存在下で培養細胞にウシコロナ

ウィルスを感染させ、ウィルス感染力価を測定

した。試料片の添加物溶出は、食品用器具及び容

器包装に関する食品健康影響評価指針別紙 2（食

品安全委員会、2019 年）を参考にした。ウィル

スの生残性は、ウィルスを感染させた培養細胞

の細胞変性の割合でウィルス感染力価を算出す

る TCID50（Tissue culture infectious dose 50％, 
50％組織培養細胞感染量）法にて算出し、未溶

出液と比較して評価した。各容器・包装からの結

果を比較し、ウィルスが生残しにくい容器の条

件を検討した。本実験系の流れ図を図 1 に示し

た。なお、実験での安全性・効率性を考慮し、

BSL2 実験室で取り扱いが可能な実験用モデル

ウィルスとして、新型コロナウィルスと同属の

ベータコロナウィルス属に属するウシコロナウ

ィルスを用いることとした。使用するウシコロ

ナウィルス株は、ウシ呼吸器症状由来の CS5 株

を供試し、培養細胞株はヒト結腸癌由来細胞株

（HRT-18G）を用いた。試料片添加物溶出実験

とウシコロナウィルス感染力価測定試験の手順

の詳細については、分担研究報告書を参照され

たい。 
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２．８  新興感染症流行時における地方自治

体の食品防御対策の検討 
昨年度実施した食品衛生監視指導計画調査の

分析結果について、今年度見直しを行い、文意の

整理をした上で再度集計した。また、昨年度、川

崎市の食品衛生監視員（以下、監視員）経験者を

対象に実施したアンケート調査の結果、研修会

の要望が多く、食品衛生監視員の知識向上を図

るため、研修会を開催した。 

令和 3-4 年度に確立した検査方法を用いて、

食品の表面成分等によるSARS-CoV-2検出への影

響及び本検査方法における添加回収率を確認し

た。その後、実際に流通している食品について実

態調査を実施し、水洗い等の効果の検証を行っ

た。使用した資材、試薬および検査方法の詳細に

ついては分担研究報告書を参照されたい。 

 
２．９  海外における食品防御政策等の動向

調査 
米国 FDA（Food and Drug Administration）

の公表情報や、研究班会議において収集した情

報等に基づき、米国 FDA「食品への意図的な混

入に対する緩和戦略」規則・ガイダンスの更新状

況について確認した。 
また、CODEX 委員会の食品輸出入検査・認証

制度部会 CCFICS での議論されている「食品偽

装の防止及び管理に関するガイドライン策定」

について進捗状況を調査した。 
 
C．研究結果 
本年度研究によって以下の成果を得た。詳細

については、それぞれの分担研究報告書を参照

されたい。 
 

１．フードチェーン全体の食品防御上の安全性

向上に向けた脆弱性評価 
過年度までに作成している「食品防御対策ガ

イドライン」をベースに、意図的な食品汚染に関

する脆弱性について、食品製造業２箇所につい

て実地調査を行い、食品防御の観点からみた脆

弱性に関する情報を収集・整理した。 
その結果として、今後、食品防御対策ガイドラ

インに反映できる可能性のある対策４点を抽出

した。 
情報の悪用を防ぐため、これらの内容につい

て本報告書では非公開とするが、研究班会議に

おいては報告・共有を行っている。 
 

２．新型コロナウィルス感染症対策と調和した

食品防御対策ガイドラインに関する検討 
食品防御対策ガイドラインの食品製造工場向

け（令和元年度改訂版）（案）、同じく運搬・保管

施設向け、調理・提供施設向け（それぞれ令和元

年度版）（案）について、新型コロナウィルス感

染症対策との調和を考慮して 3 点の修正点を抽

出し、修正を行った。併せて、小規模事業者向け

チェックリスト（案）も修正を行った。(資料 1：
別添１、２、３、４－１・２・３) 
フードデリバリーサービス提供事業者及び利

用事業者向けの食品防御対策チェックリスト

（案）について事業者の実態を踏まえ、15 点の

修正点を抽出し、修正を行った。 
さらに、フードデリバリーサービス提供事業

者および利用事業者向けのチェックリスト(案)
から、配達員向けの教育ツールとしてチェック

リスト及びリーフレットの作成を行った。 
それぞれの成果物の詳細については、巻末に

添付した。(資料 1：別添５－１・２、６、７) 
 
３．テイクアウト・デリバリー施設等における

食品防御対策の実態調査 
ゴーストレストランおよびクラウドキッチン

の実地調査は、ゴーストレストラン 1 店舗の店

長、クラウドキッチン 1 社の代表より実地調査

に協力が得られ、それぞれ運用の実態や課題に

ついて把握することができた。今回現地調査し

た先については衛生面での課題はなかったが、

制度が未整備であるため運用実態の幅や都道府

県によって保健所の指導内容が異なるといった

課題が明らかになった。また、食品防御対策につ

いてはビジネスオーナーに知識がなく、対応が

不十分であることが分かった。特に、配達は外部

に委託するケースが多いため、配達員の水準に

課題を感じていることが分かった。 
フードデリバリー・テイクアウト専門店のオ

ーナーシェフ、中華料理店の調理師、配達代行業

者 3 社の担当者より協力が得られた。フードデ

リバリー・テイクアウト専門店、中華料理店いず

れも自社配達または配達員を店舗が雇用する店

舗型配達で、質の高いサービスを提供していた。
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いずれも免許証等の身分証明書で身元確認し、

交通安全や接客マナー、衛生管理（異物混入を含

む）についての教育を実施していた。一方で、食

品防御対策については、教育を実施していなか

った。配達代行業者は、いずれも個人業務委託型

（個人事業主である配達員に委託）のビジネス

モデルを主としていた。この場合は配達員に教

育を行うことができず、情報提供や注意喚起を

行うことしかできない。そのため、配達員登録時

に禁止行為を提示し、問題があった場合は配達

員にメールで注意喚起を行い、重大な問題だけ

でなくミスを繰り返した場合などアカウントを

永久停止することで、配達員の対応品質を担保

する施策がとられていた。しかし、食品防御対策

については十分な情報提供が実施されておらず、

配達代行業者には課題として認識されていた。 
 
４．コロナ禍に実施した食品に対する意識調査

結果のテキスト分析 
全ての設問に回答した 1,442 人（各年齢階級

男女各 103名）を分析対象とした。 

自由記述の設問「コロナ禍において外食をす

る際に、あなたが心配すること」に対する単語の

出現頻度は高い順に「感染」「人」「マスク」「外

食」であった。共起ネットワーク分析結果のサブ

グラフの中で、サブグラフ１からは「マスクを外

して食事や会話をすることが心配」、サブグラフ

２からは「テーブルが消毒されているか」、サブ

グラフ３からは「飛沫などの感染対策がなされ

ているか」を、サブグラフ５は「大声で話す」、

サブグラフ８は「隣の席の客と距離が近い」こと

を心配していることが推測された。 

自由記述の設問「コロナ禍において今後、食品

製造会社に期待すること」に対する単語の出現

頻度は高い順に「特に」「衛生」「安全」「管理」

「徹底」であった。共起ネットワーク分析結果の

サブグラフ１からは「家庭で簡単に調理できる

料理の開発」を、サブグラフ３からは「異物やウ

ィルスの混入防止」、サブグラフ４からは「安心

安全」、サブグラフ５からは「個包装を増やして

ほしい」と期待していることが推測された。 

自由記述の設問「コロナ禍において今後、外食

産業（レストラン等）に期待すること」に対する

単語の出現頻度は高い順に「特に」「徹底」「衛生」

「消毒」「対策」であった。共起ネットワーク結

果のサブグラフ１からは「コロナ禍で大変だと

思うが頑張って安心安全な外食ができるよう期

待している」、サブグラフ２からは「テーブルや

席の間隔を空け、アルコール除菌を設置し、換気

を行ってほしい」、サブグラフ３からは「テイク

アウトのメニューやデリバリーを充実してほし

い」ということが推測された。 

他の設問との関係をみるために実施したコレ

スポンデンス分析では、「コロナ禍において今後、

食品製造会社に期待すること」と各設問におい

て、輸入食材と外食に対するリスクの感度が高

い人がいる傾向が見られた。 

 
５．飲食店における食品防御対策の現状と課題

～客の不適切な食品の取り扱いの責任を飲

食店が負わなければならないのは何故か～ 
昨年度抽出した客テロ事例および、客テロ発

生の 6 要因（①省人化による監視の目の不足、

②監視の目が届かない食品がある、③SNS 上の

承認欲求、④あえて炎上を狙う人々、⑤情報リテ

ラシーの不足、⑥群集心理と傍観者効果）をもと

に、客テロ発生とその後の状況から、飲食店の責

任について検証した。飲食店では、「店内の安全

管理」「常設された食品・容器の衛生管理」「商品

および在庫の管理」「店舗への信頼消失」の 4 点

を抽出し、飲食店が食品防御対策を行うべき理

由について考察した。結果の詳細については、分

担研究報告書を参照されたい。 
 

６．血液・尿等人体試料中毒物及び食品中の毒

物・異物の検査手法の開発と標準化 
尿中シアン化物イオン（CN-）及びチオシアン酸

イオン（SCN-）の迅速同時分析法を開発した。前

年度に開発した血液中のCN-及びSCN-の迅速同

時分析法と合わせ、食品テロ等、意図的毒物混入

事件発生時に有用である。 
また、調理済み食品のモデルの一例としてインス

タントラーメンを試料とし、界面活性剤の分析法を

検討した。本法は、コンビーフに混入する陰イオン

界面活性剤の一部の分析にも適用可能と考えられ

たが、他の加工食品や非イオン性界面活性剤の分

析には、改良検討が必要である。 
詳細な分析結果は分担研究報告書を参照され

たい。 
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７．食品のデリバリーやテイクアウト用の容器

等における新型コロナウィルスのモデルウ

ィルスを用いた生残性評価 
ウシコロナウィルスをモデルウィルスとして、

食品容器包装の添加物溶出液を用いたウィルス

力価を測定することによって、容器包装表面の

ウィルス生残性に影響を及ぼす要因について検

討した。その結果、食品用容器包装の添加物や素

材原料の溶出は、表面に付着した感染性ウィル

スの生残性に対して影響を及ぼすこと、またそ

の影響の程度は、大きくはプラスチック樹脂と

紙類に分類され、さらに成形時の加工や表面加

工の程度等にも影響され、変化する可能性があ

ることが示唆された。詳細な分析結果は分担研

究報告書を参照されたい。 
 
８．新興感染症流行時における地方自治体の食

品防御対策の検討 
アンケート調査の結果、食品防御にも関連し

た内容として 13 ワードを食品衛生監視指導計

画に１つ以上含む自治体数は 30 と全体の 45%
であった。その 30 自治体の 13 ワードを含む部

分の記載について内容別に集計したところ、自

治体間や関連機関、警察等との連携協力（情報共

有を含む）等の事後の対応に向けた取組みが多

かった一方、意図的な異物混入を未然に防ぐ取

組みについて記載している自治体が 2 自治体あ

り、「フードディフェンス」の記載があった自治

体であった。 
川崎市の公衆衛生関係職員を対象とした研修

会の参加者は 34 名で「食品防御に対する理解が

深まった」との感想が得られた。 
店頭で販売されている食品に不活化ウィルス

の添加回収試験を行った結果、モデル食品ごと

に 15.8％、19.0％、25.9％、18.4％、8.1％、14.2%
が回収された。最も回収率の良かったなすを用

いて、水洗いによる洗浄効果の検証を行ったと

ころ、流水のみよりも水拭きや擦り洗いの方が

なす表面における SARS-CoV-2 の減少率が高か

った。実験の手法および結果の詳細については

分担研究報告書を参照されたい。 
 
 

９．海外における食品防御政策等の動向調査 
2019 年３月に公表された「食品への意図的な

混入に対する緩和戦略」ガイダンス（産業界向け）

（ Draft Guidance for Industry: Mitigation 
Strategies to Protect Food Against Intentional 
Adulteration）については、一昨年度「小規模な

食品事業者における食品防御の推進のための研

究」の分担研究「海外（主に米国）における食品

防御政策の動向調査」において報告した内容か

ら大きな更新がなされていないことを確認した。 
2023 年 5 月に開催された食品輸出入検査・認

証制度部会（CCFICS）第 26 回部会において、

「食品偽装の防止及び管理に関するガイドライ

ン」の案が未定稿として報告された。ガイドライ

ンは 2024年または 2025年の完成を目指してお

り、完成までに複数回草案が提示される見込み

である。改訂版の作成は電子作業部会（EWG 議

長国：米国、共同議長国：英国、中国、EU、イ

ラン）が作業を進める。今後は、2024 年 6 月に

会議用文書が提出、2024 年 9 月に CCFICS 第

27 回部会で報告予定である。 
 
D．考察 
フードチェーン全体の食品防御上の安全性向

上に向けた脆弱性評価については、今後、食品防

御対策ガイドラインに新たに反映できる可能性

のある脆弱性の内容として、以下のような項目

が考えられた。 
＜製造版について＞ 
・ 人的要素（従業員等）」パート 

 顔見知りのグループ内から複数の従業

員が雇用されていることが想定される

ような状況においては、組織外におけ

るグループで影響力を持つ人物をチー

ムリーダーとするなど、組織外のヒエ

ラルキーの要素も加味したマネジメン

トを行う。 
 手順や禁止事項などは動作を動画にす

るなどして、可なら次実施すべき事項

については言語等によるギャップが生

じないようにする。 
・ 「施設管理」パート 

 事務エリアなど別の機能を持つ場所と

隣接せざるを得ない場合は、なるべく

物理的障壁を設けて異物混入を防ぐ。 
 施設内で利用するターレ等の什器類に

ついては、鍵の管理を厳格化し、悪意を
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持った第三者に使用されないようにす

る。 
 
新型コロナウィルス感染症対策と調和した食

品防御対策ガイドラインに関する検討について、 
既存の食品防御対策ガイドラインは、多くの

項目において、新型コロナウィルス感染症対策

としての有用性も併せ持っていることが確認で

きた（資料１参照）。また、新型コロナウィルス

感染症の経験を経て新たな日常として定着した

種々の感染症対策があるが、人々のリスク意識

に合わせてこれらも日々変化している。こうし

た社会の実態を踏まえて、その変化に合わせて

食品防御対策も対応していく必要がある。 
今後、新たな感染症が流行した際には、本ガイ

ドラインを参考に、食品防御対策との調和を考

慮した具体的な対策を検討する必要がある。 
また、フードデリバリーサービス提供事業者

や利用事業者については、従来の食品製造工場

や調理・提供施設等では、複数の従業員が一緒に

業務を行っているため、従業員同士の相互監視

が重要な役割を担っていたが、これらの業態で

は、配達員が単独で行動する事が一番の特徴で

ある。 
また、配達員も、アルバイトや個人事業主とし

ての請負契約が多いことから、身元の確認、食品

衛生管理や食品防御対策に関する教育等に実効

性や強制力を担保させることも困難である。 
その一方で、スマートフォン等の GPS 機能等

は既に有効に活用されていた。今後、各ステーク

ホルダーがそれぞれ可能な範囲で実施できる対

策を整理し、それぞれの掛け合わせにより、フー

ドデリバリーサービスのサプライチェーン全体

として食品防御対策の実効性が向上されるシス

テムを構築する必要がある。 
 
テイクアウト・デリバリー施設等における食

品防御対策の実態調査について、今年度調査対

象としたゴーストレストランにおいては、任意

調査ではあるものの実地調査に協力が得られた

ゴーストレストランは 1 店舗のみであり食品防

御対策に対する関心の低さが現れている。また、

フードデリバリープラットフォーム事業者の加

盟店が配達員に不満をもっていることが分かっ

た。セパレートタイプのクラウドキッチンが普

及していないことや、飲食業の未経験者による

ゴーストレストランにおいては衛生面等での知

識不足、店内飲食と異なり顧客による監視が機

能しないため不衛生な場所で調理されているケ

ースがあることも懸念された。したがって、食品

衛生や食品防御対策に関する知識を習得するた

めに役立つ教育ツールの提供が急務である。 
配達員に限らず店舗やクラウドキッチンでも

食品防御対策に関する教育が実施されていない

ことが明らかとなった。食品防御教育の浸透を

阻害している要因としては、事業者の知識不足

であり、教育ツールが提供されていないことが

考えられた。今回、協力が得られたすべての企

業・店舗が食品防御対策ガイドライン等を用い

た教育または情報提供や注意喚起を実施したい

と希望していた。このことから食品防御対策ガ

イドラインおよびフードデリバリーサービス配

達員向けチェックリストが実践的な教育ツール

として強く求められており、それらの重要性を

再認識できた。将来的にはフードデリバリープ

ラットフォーム事業者が配達員の登録時に提示

する「個人配達業務等委託に関する規約」や「ク

ルーガイド」などに食品防御対策の実践方法を

明記してもらうことが望ましい。 
 
コロナ禍に実施した食品に対する意識調査結

果のテキスト分析については、インターネット

調査会社の登録モニタを対象としたウェブアン

ケート調査の結果の中で、自由記述欄に対して

日本語解析を行った。コロナ禍での外食時には、

心配事のほとんどが感染対策に関連するもので

あった。今回のアンケート調査のタイミングが

非常事態宣言発出下であったことも影響してい

ると考えられる。 
食品製造会社に期待することとして、食品衛

生に関連する単語が上位を占めていた点は通常

消費者が企業に期待する内容であるが、ウィル

ス混入防止はコロナ禍特有の期待ととらえるこ

とができる。簡単に調理できる製品の開発や個

包装を増やすなども外食の頻度を減らしていた

消費者が求めていたのかもしれない。このよう

な中でも「異物混入の防止」に対する期待があっ

たことは注目すべき点である。 
本研究の限界として、今回の調査がウェブ調

査であることは留意しなければならない。調査
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対象者の抽出が年齢階級男女均等割り付けであ

るため、居住地や国全体の年齢別人口割合を考

慮したものではない。また、本研究が分析対象と

したアンケートの実施時期が 2021 年 1 月であ

り、COVID-19 感染症拡大下で第 2 回目の緊急

事態宣言が出ていた時期である。そのため、当時

の感染対策に対する意見が今回のアンケート調

査の回答にも影響を与えている可能性もあり、

少し強めの対策が必要と回答した人が多くなっ

た可能性も考慮しなければならない。 
 
飲食店における食品防御対策の現状と課題～

客の不適切な食品の取り扱いの責任を飲食店が

負わなければならないのは何故か～については、

客テロ発生時の責任の所在について検討した。

これまでに発生している客テロは、店内に置い

てある食品に対して、店内で意図的に食品を汚

染させているものであり、飲食店側がほんの少

し気を配ることによって防げるものがほとんど

であった。このほんの少しの警戒をすべきだっ

たのではというところに、客テロが発生した際

に、飲食店側はなぜ客テロが起こるような状態

で店舗運営をしていたのかという批判につなが

り、社会的な責任を負うことにつながるのでは

ないだろうか。食品防御対策ガイドライン（調

理・提供編）では、サラダバー、ドリンクバー、

ビュッフェ等の不特定多数がアクセスできる食

品に対しては、常に監視を行うようにと提案し

ている。これは、監視の目があるところではテロ

行為を抑止できるためである。食品工場等では、

監視カメラによる監視が従業員による不適切な

食品の取り扱いの抑止力として奏効しており、

これらは食品防御対策ガイドラインに沿った対

策として、客テロ防止対策としても十分準用可

能なものであると考えられる。 
 
血液・尿等人体試料中毒物及び食品中の毒物・

異物の検査手法の開発と標準化については、人

体試料中シアン化物イオン及びチオシアン酸イ

オンの迅速同時分析法として、昨年度開発した

血液試料の分析法に続き、今年度は尿試料の分

析法を開発した。開発した尿中シアン化物イオ

ン（CN-）及びチオシアン酸イオン（SCN-）の迅

速同時分析法は、妥当性評価試験においてガイ

ドラインの目標を満たしたことから、食品テロ

等、意図的毒物混入事件発生時に有用であるだ

けでなく、シアン暴露におけるチオシアン酸イ

オン代謝量の関係性の解明にも有用であると期

待される。 
加工食品中の界面活性剤の分析については、

陰イオン界面活性剤を主成分とする A 社台所洗

剤と、非イオン性界面活性剤を主成分とする B
社台所洗剤を、インスタントラーメンから抽出・

精製して定量する分析法を検討したところ、C10 
~ C12-LAS 及び OG の回収率は良好で妥当性評

価の目標値を満たしたが、アルキル鎖長の長い

LAS や SDS、OG 以外の非イオン性界面活性剤

への適用は難しいと考えられる。POE 以外、M. 
std./S. std.の値が 1.00 に近いことから、十分に抽

出できていないと考察した。また、本法は、コン

ビーフ中に混入する陰イオン界面活性剤の定量

には適用可能だが、コンビーフ中の非イオン性

界面活性剤の分析、並びに乾燥えびに混入する

界面活性剤の分析には、抽出溶媒や精製方法の

改良検討が必要と考察した。 
 
食品のデリバリーやテイクアウト用の容器等

における新型コロナウィルスのモデルウィルス

を用いた生残性評価について、食品用容器包装

の添加物や素材原料の溶出は、表面に付着した

感染性ウィルスの生残性に対して影響を及ぼす

こと、またその影響の程度は大きくはプラスチ

ック樹脂と紙類に分類され、さらに成形時の加

工や表面加工の程度等にも影響され変化する可

能性があることが示唆された。本研究班のこれ

までの検討結果から、容器包装試料は、表面付着

ウィルス生残性がより高い素材（プラスチック

樹脂を含む）と、より低い素材（紙類を含む）に

分類されることがすでに明らかにされており、

今年度の結果は、その試料による生残性の違い

を生じさせた要因の一つは添加物の使用や素材

原料の特性等がもたらしたものであったことを

明白に示した。 
一方で、本研究結果は、ウシコロナウィルスを

モデルとした培養細胞によるウィルス感染性の

評価であり、実際のヒトへの新型コロナウィル

ス感染性を示すものではない。しかしながら、モ

デルウィルスにおいては長時間感染性が保持さ

れることが示されたことから、食品関連事業者

にとって、通常の食品衛生管理で必要とされて
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いるレベルでの手洗い・手指衛生を十分に行う

必要があることを改めて確認した。 
 
新興感染症流行時における地方自治体の食品

防御対策の検討について、行政機関における食

品防御対策の検討は、未然防止の食品防御対策

に関しては所管が不明瞭な自治体が多いと考え

られ、そのような中でも食品衛生監視員は、食品

事業者等からの食品防御対策に関する相談に対

応することがあると考えられた。食品事業者等

の身近な相談窓口として食品衛生行政機関が担

うべき役割が明確化された方がよいと思われた。

また、食品衛生監視員に対する研修を定期的に

実施するなどにより、知識向上を図る必要性を

感じた。 

食品における新型コロナウィルスの汚染状況

の有無の検証については、モデル食品表面の成

分等の検出への影響及びモデル食品表面におけ

る不活化ウィルスの回収率の確認を行った。回

収率は食品によって 8.1％から 25.9％と異なり、

食品の種類間や個体間において、表面の形状や

状態等の差によると思われるバラつきがみられ

た。なす表面に付着した SARS-CoV-2 が流水の

みでは半数以上残存したことから、SARS-CoV-
2 が食品表面に強固に結合している可能性が示

唆され、食品表面からの回収率が低い一因であ

る可能性が考えられた。十分な水拭きや擦り洗

いをすることで、9 割以上の SARS-CoV-2 を除

去することが可能であり、手洗いや調理前の食

材洗浄をしっかり行うことで、食品表面に付着

した SARS-CoV-2 が感染源となる可能性は極め

て低くなるといえる。 
なお、本検討における試験では不活化ウィル

スを用いてウィルス RNA を検出したこと、及び

汚染実態調査においてもウィルス RNA を検出

したことは考察する上での制限（limitation）と

なるが、食品衛生上の基本である洗浄、手洗い等

の重要性を再認識させるものであった。 
 
海外における食品防御政策等の動向調査につ

いては、2021 年 7 月 26 日の最終の遵守日をも

って、米国 FESMA は完全に制度化され、運用

されている。また、CODEX 委員会では特に異物

混入を伴わない食品偽装も広く食品安全の問題

としてとらえ、ガイドラインを作成中である。日

本国内においても、こうした海外の動向を踏ま

えて日本の規制やガイドラインの在り方を検討

する必要がある。 
新型コロナウィルス感染症の拡大により、フ

ードデリバリー業界においては事業者の多様化

や市場拡大が進み、食品の無人販売所という新

たな業態も生まれるなど、食品業界においては

急激に構造変化が起こった。また、社会慣行にも

食毒液の常設など、様々な変化が新しい生活様

式として定着している。 
これら急激に変化した事業者や業態、日常の

変化を踏まえ、新たなルールやガイドラインの

設定が求められる。 
 

E．結論 
フードチェーン全体の食品防御上の安全性向

上に向けた脆弱性評価については、食品製造業

２箇所について実地調査を行い、食品防御の観

点からみた脆弱性に関する情報を収集・整理し

た。その結果として、今後、食品防御対策ガイド

ラインに反映できる可能性のある対策４点を抽

出した。 

 
新型コロナウィルス感染症対策と調和した食

品防御対策ガイドラインに関する検討について

は、食品防御対策ガイドラインの食品製造工場

向け（令和元年度改訂版）（案）、同じく運搬・保

管施設向け、調理・提供施設向け（それぞれ令和

元年度版）（案）について、新型コロナウィルス

感染症対策との調和を考慮した修正を行った。

フードデリバリーサービス提供事業者及び利用

事業者向けの食品防御対策チェックリスト（案）

について事業者の実態を踏まえた修正を行った。

さらに、フードデリバリーサービス提供事業者

および利用事業者向けのチェックリスト(案)か
ら、配達員向けの教育ツールとしてチェックリ

スト及びリーフレットの作成を行った。 
 
テイクアウト・デリバリー施設等における食

品防御対策の実態調査については、テイクアウ

ト・デリバリー施設等における食品防御対策は

不十分であることが明らかとなった。したがっ

て、食品防御対策ガイドラインや配達員向けチ

ェックリスト等を活用し、より一層の普及・啓発

活動が求められる。 
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コロナ禍に実施した食品に対する意識調査結

果のテキスト分析については、ウェブアンケー

ト調査結果の自由回答を分析し、感染症拡大下

において消費者が外食時に心配したことや食品

製造会社、外食産業に対して期待したことを明

かにすることができた。 
 
飲食店における食品防御対策の現状と課題～

客の不適切な食品の取り扱いの責任を飲食店が

負わなければならないのは何故か～については、

客テロが発生した場合については、本来飲食店

は被害者であり、客テロ発生の責任を負うのは

不合理なものである。しかし、適切な対応を怠れ

ば、飲食店は被害者という立場から、不衛生な食

品を提供した、食品衛生上の加害者という立場

に変わってしまう。必要な食品防御対策をとら

ずに客テロが発生してしまった場合には、株式

価値の低下による運営企業の企業価値の減少や、

来店客減少による経済的な損失という社会的な

責任を負うことになり、客テロ行為に対する食

品防御対策が必要であることを明らかにした。 
 
血液・尿等人体試料中毒物及び食品中の毒物・

異物の検査手法の開発と標準化について、尿中

シアン化物イオン（CN-）及びチオシアン酸イオ

ン（SCN-）の迅速同時分析法を開発した。前年

度に開発した血液中の CN-及び SCN-の迅速同

時分析法と合わせ、食品テロ等、意図的毒物混入

事件発生時に有用である。 
また、調理済み食品のモデルの一例としてイ

ンスタントラーメンを試料とし、界面活性剤の

分析法を検討した。本法は、コンビーフに混入す

る陰イオン界面活性剤の一部の分析にも適用可

能と考えられたが、他の加工食品や非イオン性

界面活性剤の分析には、改良検討が必要である。 
 
食品のデリバリーやテイクアウト用の容器等

における新型コロナウィルスのモデルウィルス

を用いた生残性評価については、食品の容器・

包装上の感染性ウィルス生残性は容器・包装の

種類によって異なること、また、それらでのウ

ィルス生残性減少の傾向は、大きくは生残性の

高いプラスチック樹脂系統と、生残性の低い紙

類系統に分類されるが、発泡スチレンや、表面

をサンドブラスト加工したポリスチレン、表面

をポリスチレンコーティングした未晒クラフト

紙の例の通り、表面加工の程度や添加物の使用

等の要因によって影響を受け、大きく変化する

ことが示唆された。今後、容器・包装それぞれ

の化学的・物理的性状の情報を収集し考察する

ことによって、残存性が低くなる要因を解明す

るため、検討を継続する必要がある。 
 
新興感染症流行時における地方自治体の食品

防御対策の検討については、行政機関における

食品防御対策として、研修会の開催等により食

品衛生監視員の知識向上を図る必要がある。ま

た、未然防止の食品防御対策に関しては所管が

不明瞭な自治体が多いと考えられ、食品事業者

等の身近な相談窓口として食品衛生行政機関が

担うべき役割が明確化されるべきである。 
食品表面における SARS-CoV-2 の汚染状況の

有無の検証のために試験方法の検討を行い、本

法を用いて、店頭で販売されている食品の汚染

実態調査を実施した。流行状況により流通食品

表面に SARS-CoV-2 が存在する可能性があるこ

とがわかった。十分な水拭きや擦り洗いをする

ことで、9 割以上の SARS-CoV-2 を除去するこ

とが可能であり、手洗いや調理前の食材洗浄を

しっかり行うことで、食品表面に付着した

SARS-CoV-2 が感染源となる可能性は極めて低

くなるといえる。 
 
海外における食品防御政策等の動向調査につ

いては、米国 FDA の公表情報や、研究班会議

において収集した情報等に基づき、米国 FDA
「食品への意図的な混入に対する緩和戦略」規

則・ガイダンスの更新状況について整理した。 
その結果、「食品への意図的な混入に対する

緩和戦略」規則・ガイダンスについては、今年

度中の大きな更新はなされていなかった。 
また、CODEX 委員会においては、2023 年 5

月の CCFICS 部会で食品偽装に関するガイダ

ンス草案が提出された。今後、2024 年 9 月 16
日～20 日にオーストラリアのケアンズで開催

予定の CCFICS 部会で改訂版が提出される予

定であることが分かった。 
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吉田小春、加藤礼識、長田瑞花、阿部しず代、
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リーサービスの配達従事者への食品防御教育の
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行、赤羽学、今村知明、加藤礼識．客による不
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月 2 日． 
 
古澤魁世、菊島優奈、甲斐剛志、伊藤里恵、田

口貴章、堤智昭、穐山浩．食品テロ対策のため

のヒト血液中のシアン化物イオン及びチオシア

ン酸イオンの同時分析法の確立. 日本食品化学
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田口貴章、難波樹音、穐山浩、堤智昭．食品テ

ロ対策のための血液・尿等人体試料中のヒ素等

重金属の分析法検討（第 2 報）．日本食品衛生

学会第 119 回学術講演会（東京）．2023 年 10
月 12 日． 
 
葛西伶乃凜、古澤魁世、菊島優奈、甲斐剛志、

伊藤理恵、岩崎雄介、田口貴章、堤智昭、今村

知明、穐山浩．蛍光検出ポストカラム HPLC
法を用いたヒト血液及び尿試料におけるシアン

化物イオン及びチオシアン酸イオンの分析法の

確立．日本薬学会 第 144 年会（横浜）．2024
年 3 月 30 日． 
 
渡辺麻衣子、西角光平、岡部信彦、工藤由起

子、今村知明、食品容器・包装およびそれらの
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素材における新型コロナウィルスのモデルウィ

ルスを用いた生残性評価、日本食品衛生学会第

119回学術集会、令和 5年 10月 12日（東京） 
 
赤星千絵、畠山理沙、牛山温子、油田卓士、赤
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なし 
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『食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（令和５年度改訂版）、（運搬・保管施設向け）（令和５年

度版）、（調理・提供施設向け）（令和５年度版）』と、『食品防御対策ガイドライン（中小規模事業所向け）・

（フードデリバリーサービス提供事業者及び利用事業者向けチェックリスト）・（フードデリバリーサービス

配達員向けチェックリスト及びリーフレット版）』について 

 

安全な食品を提供するために、食品工場では、HACCP システムや ISO を導入し、高度な衛生状態を保っています。

その一方で、衛生状態を保つだけでは、悪意を持って意図的に食品中に有害物質等を混入することを防ぐことは困難

とされています。 

平成 13（2001）年 9月 11日の世界同時多発テロ事件以降、世界各国でテロ対策は、国家防衛上の優先的課題とな

っています。特に米国では、食品医薬品局（Food and Drug Administration；FDA）が、農場、水産養殖施設、漁船、

食品製造業、運輸業、加工施設、包装工程、倉庫を含む全ての部門（小売業や飲食店を除く）を対象とした、『食品

セキュリティ予防措置ガイドライン“食品製造業、加工業および輸送業編”』［Guidance for Industry: Food Producers, 

Processors, and Transporters: Food Security Preventive Measures Guidance, 2007.10］1を作成し、食品への有

害物質混入等、悪意ある行為や犯罪、テロ行為の対象となるリスクを最小化するため、食品関係事業者が実施可能な

予防措置を例示しています。 

世界保健機関（World Health Organization；WHO）、2003年に「Terrorists Threats to Food- Guidelines for 

Establishing and Strengthening Prevention and Response Systems（食品テロの脅威へ予防と対応のためのガイダ

ンス）」を作成し、国際標準化機構（International Organization for Standardization: ISO）も「ISO 22000；食

品安全マネジメントシステム－フードチェーンに関わる組織に対する要求事項（Food safety management systems - 

Requirements for any organization in the food chain）」（2005年 9月）や「ISO/TS 22002-1:2009食品安全のた

めの前提条件プログラム－第 1部:食品製造業（Prerequisite programmes on food safety -- Part 1: Food manu-

facturing）」（2009年 12月）を策定するなど、国際的にも食品テロに対する取り組みが行われています。 

日本では、食品に意図的に有害物質を混入した事件としては、昭和 59（1984）年のグリコ・森永事件、平成 10

（1998）年の和歌山カレー事件、平成 20（2008）年の冷凍ギョーザ事件、平成 25（2013）年の冷凍食品への農薬混

入事件等が発生しており、食品の製造過程において、意図的な有害物質の混入を避けるための「食品防御対策」の

必要性が高くなっています。 

平成 19（2007）年以降、当研究班の前身である、「食品によるバイオテロの危険性に関する研究」や、「食品防御

の具体的な対策の確立と実行可能性の検証に関する研究」において諸外国の取組の情報収集や日本における意図的

な食品汚染の防止策の検討が行われ、 

平成 23 年度末には、日本の食品事業者が食品防御に対する理解を深め、実際の対策を検討できるように、過去

の研究成果を基に、優先度の高い「１．優先的に実施すべき対策」と、将来的に実施が望まれる「２．可能な範囲

での実施が望まれる対策」の２つの推奨レベルに分けた食品製造者向けのガイドライン「食品防御対策ガイドライ

ン（食品製造工場向け）」（案）やその解説、食品防御の観点を取り入れた場合の総合衛生管理製造過程承認制度実

施要領（日本版ＨＡＣＣＰ）［別表第１ 承認基準］における留意事項（案）を作成しました。 

平成 25 年度厚生労働科学研究費補助金「食品防御の具体的な対策の確立と実行可能性の検証に関する研究班」

では、平成 23 年度に作成した「食品防御対策ガイドライン（案）（食品製造工場向け）」を中小規模の食品工場等

での使用を前提により分かりやすく修正し、解説と一体化しました。 

平成29年度厚生労働科学研究費補助金「行政機関や食品企業における食品防御の具体的な対策に関する研究班」

では、『食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成 25 年度改訂版）』の一部改訂案を作成すると共に、

運搬や保管、接客施設等、食品の流通・提供の流れに沿って、運搬・保管施設向けや、調理・提供施設向けのガイ

ドラインの試作版（案）を作成したが、平成 30 年度においては、食品事業者等への聞き取り調査等を踏まえて加

筆・修正し、（食品製造工場向け）の改訂版（第 2案）、（運搬・保管施設向け）や（調理・提供施設向け）のガイド

ラインの試作版（第 2案）を作成し、令和元（2019）年度には、それらの最終案を作成しました。その一方で、既

存の食品防御対策ガイドラインは、小規模事業者が利用することは困難であったことから、令和２(2020)年には、

解説と一体化した中小規模事業所向けの『食品防御対策ガイドライン』も作成しました。 

1 http://www.fda.gov/food/guidanceregulation/guidancedocumentsregulatoryinformation/fooddefense/ucm083075.htm 

資料１ 
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さらに、令和２年度には、新型コロナウィルスの感染拡大により、日常生活において感染予防対策が必要になっ

たことや、大規模イベント開催時の対応が特に注意を要することとなったことから、感染症対策と食品防御対策の

並立が求められることとなりました。そのため、令和 3年度からは、厚生労働科学研究費補助金事業「新型コロナ

ウィルス感染症対策に取組む食品事業者における食品防御の推進のための研究班」において、新型コロナウィルス

感染症対策や第３者認証の要素を加味して食品防御対策ガイドラインを見直し、今後の世界的な感染症流行時にも

活用できるよう、令和５年度改訂版を作成しました。 

併せて、中小規模事業所向けの『食品防御対策ガイドライン』も、感染症対策との並立の視点から見直と共に、

新型コロナウィルスの感染拡大を受けて急速に広まったフードデリバーサービスに対しても、フードデリバリーサ

ービス提供事業者やその利用事業者向けの「フードデリバリーサービス提供事業者及び利用事業者向けチェックリ

スト」や、その配達員の方向けの「フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト」やリーフレットも作成

しました。 

本ガイドライン等を参考に、食品に関係する多くの事業者が、関係する食品関連施設の規模や人的資源等の諸条

件を考慮しながら、「実施可能な対策の確認」や「対策の必要性に関する気付き」を得て、定期的・継続的に食品防

御対策が実施され、確認されることが望まれます。 

 

（別添１）食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（令和５年度改訂版） 

（別添２）食品防御対策ガイドライン（運搬・保管施設向け）（令和５年度改訂版） 

（別添３）食品防御対策ガイドライン（調理・提供施設向け）（令和５年度改訂版） 

（別添４－１）食品防御対策ガイドライン（中小規模：食品製造工場向け）（令和５年度版） 

（別添４－２）食品防御対策ガイドライン（中小規模：運搬・保管施設向け）（令和５年度版） 

（別添４－３）食品防御対策ガイドライン（中小規模：調理・提供施設向け）（令和５年度版） 

（別添５－１）食品防御対策ガイドライン フードデリバリーサービス向けチェックリスト 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け）（令和５年度版） 

（別添５－２）食品防御対策ガイドライン フードデリバリーサービス向けチェックリスト 

（フードデリバリーサービス利用事業者向け）（令和５年度版） 

（別添６）食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト）（令和５年度版） 

（別添７）食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト）(令和５年度版)【リーフレット版】 

1-15



（参考） 

食品防御対策ガイドラインの検討経過 
平成 17 年度（特別研究事業） 食品によるバイオテロの危険性に関する研究 
平成 18～20 年度 食品によるバイオテロの危険性に関する研究 
 食品工場における脆弱性評価の実行可能性の検証 
 脆弱性評価手法（CARVER+Shock） 
 食品テロ対策の検討 
 チェックリストの作成（食品工場向け／物流施設向け） 
①食品工場における人為的な食品汚染防止に関するチェックリスト（案）の作成（平成 18 年度） 

②食品に係る物流施設における人為的な食品汚染防止に関するチェックリスト（案）作成（平成 20 年度） 
 

平成 21～23 年度 食品防御の具体的な対策の確立と

実行可能性の検証に関する研究 
平成 24～26 年度 食品防御の具体的な対策の確立と

実行検証に関する研究 

 平成 18～20 年度 食品によるバイオテロの危険

性に関する研究 
平成 21～23 年度 食品防御の具体的な対策の確

立と実行可能性の検証に関する研究 
 食品工場におけるチェックリストの実行可能性の

検証（平成 21～24 年度） 
 チェックリストの充実・精緻化（平成 21～24 年

度） 
 中小規模の食品工場等における脆弱性評価の実施

とチェックリストの適用可能性の検討（平成 25 年

度） 

  食品防御対策の検討（平成 18～25 年度） 
 費用対効果の測定等（平成 21～23 年度） 

 
平成 21～23 年度 食品防御の具体的な対策の確立と実行可能性の検証に関する研究 
ガイドライン等の作成・公表 
① 食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（案）（平成 23 年度） 
② 食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（案）［解説］（平成 23 年度） 
③ 食品防御の観点を取り入れた場合の総合衛生管理製造承認制度実施要領（日本版 HACCP）［別表第 1 

承認基準］における留意事項の検討（平成 23 年度） 
平成 24～26 年度 食品防御の具体的な対策の確立と実行検証に関する研究 

上記ガイドラインの改訂；中小規模の食品工場等での使用を前提に分かりやすく修正し、解説と一体化 
① 食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成 25 年度改訂版） 

 
平成 27～29 年度 行政機関や食品企業における食品防御の具体的な対策に関する研究 
 食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成 25 年度改訂版）の再改訂 
 運搬・保管施設向け、調理・提供施設向けのガイドラインの試作版（案）の作成 
（別添１）食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成 29 年度改訂版）（第１案） 
（別添２）食品防御対策ガイドライン（運搬・保管施設向け）（平成 29 年度試作版）（第１案） 
（別添３）食品防御対策ガイドライン（調理・提供施設向け）（平成 29 年度試作版）（第１案） 
 
平成 30～令和 2 年度 小規模な食品事業者における食品防御の推進のための研究 
 フードチェーン全体の安全性向上に向けた食品防御対策ガイドライン（小規模事業者向けチェックリスト

案）の作成開始 
 大規模イベント時の対策をガイドラインンに追記。 
（別添１）食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（令和元年度改訂版）（案） 
（別添２）食品防御対策ガイドライン（運搬・保管施設向け）（令和元年度版）（案） 
（別添３）食品防御対策ガイドライン（調理・提供施設向け）（令和元年度版）（案） 
 大規模イベント向けの食品防御対策ガイドライン【製造工場編、調理・提供編、運搬・保管編】と、 
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【管理者向け】【従業員向け】の教育用媒体の作成 
 
令和 3～5 年度 新型コロナウィルス感染症対策に取組む食品事業者における食品防御の推進のための研究班 
 食品防御対策ガイドラインと感染症対策との並立についての検討とガイドラインの修正 
（別添１）食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（令和５年度改訂版） 
（別添２）食品防御対策ガイドライン（運搬・保管施設向け）（令和５年度改訂版） 
（別添３）食品防御対策ガイドライン（調理・提供施設向け）（令和５年度改訂版） 

 小規模事業者向けのガイドラインの検討・作成 
（別添４－１）食品防御対策ガイドライン（中小規模：食品製造工場向け）（令和５年度版） 
（別添４－２）食品防御対策ガイドライン（中小規模：運搬・保管施設向け）（令和５年度版） 
（別添４－３）食品防御対策ガイドライン（中小規模：調理・提供施設向け）（令和５年度版） 

 新型コロナウィルス感染症の流行に伴い、需要が高まったフードデリバリーサービスにおける食品防御対

策推進のための食品防御対策ガイドライン（フードデリバリーサービス提供事業者及び利用事業者向けチ

ェックリスト等）の検討・作成 
（別添５－１）食品防御対策ガイドライン フードデリバリーサービス向けチェックリスト 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け）（令和５年度版） 
（別添５－２）食品防御対策ガイドライン フードデリバリーサービス向けチェックリスト 

（フードデリバリーサービス利用事業者向け）（令和５年度版） 
（別添６）食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト）（令和５年度版） 
（別添７）食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト）(令和５年度版)【リーフレット版】 
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（別添１） 

※令和元年度版に、感染症対策との並立の視点を加味したもの。 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

（危機管理体制の構築） 

○ 製品の異常を早い段階で探知するため苦情や健康危害情報等を集約・解析する仕組みを構築すると共に、リスク

情報に関するモニタリングを実施しましょう。 

○ 万一、意図的な食品汚染が発生した際に迅速に対処できるよう、自社製品に意図的な食品汚染が疑われた場合の

保健所等への通報・相談や社内外への報告、製品の回収、保管、廃棄等の手続きを定めておきましょう。 

解 説 

・社内の連絡網、保健所・警察等関係機関への連絡先等をマニュアル等に明記しておくことは、

万が一、製品に意図的な食品汚染が判明した場合や疑われた場合の関係部署への情報提供を

円滑に行うために有用です。 

・苦情、健康危害情報等については、販売店経由で寄せられる情報についても把握に努め、こ

れらの情報等についても企業内で共有しましょう。 

・異物混入が発生した際には、原因物質に関わらず、責任者に報告し、報告を受けた責任者は

故意による混入の可能性を排除せずに対策を検討しましょう。 

 

（異常発見時の報告） 

○ 従業員等や警備員は、施設内や敷地内での器物の破損、不要物、異臭等に気が付いた時には、すぐに施設責任

者や調理責任者に報告しましょう。 

解 説 

・警備や巡回時に確認する項目をチェックリスト化し、警備の質を確保しましょう。 

・故意による器物の破損や悪意の落書きなどの予兆を見つけた場合は、早急に責任者に報告し

ましょう。 

 

（感染症対策） 

○ 従業員が感染症に罹患した場合、工場閉鎖や食品汚染の原因となることがあります。 

○ 地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応策を

事前に検討しておきましょう。 

解 説 

・食品企業における感染症対策の意義を理解しましょう。 

・普段から地域の感染症の流行状況に注意を払い、従業員等が感染した場合には、出勤させ

ないようにしましょう。 

・世界的な感染症の流行が発生した際に備えて BCP を作成し、出勤禁止や職場復帰可能の基準

を予め定めておき、従業員に周知しましょう。 

 

（職場環境づくり） 

○ 従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めましょう。 

（教育） 

○ 従業員等が自社の製品・サービスの品質と安全確保について高い責任感を感じながら働くことができるように、

適切な教育を実施しましょう。 

解 説 

・働きやすい快適な職場環境は、職場に対する不満等を抱かせないためにも、重要なもので

す。労働安全衛生法に基づき、毎月 1 回開催されている安全衛生委員会がある職場では、

その場も有効に活用しましょう。 

食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け） 

  ―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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・食品工場の責任者は従業員が職場への不平・不満から犯行を行う可能性があることを認識

し、対応可能な食品防御対策の検討や、従業員教育を行いましょう。 

・従業員の多様な背景を十分に理解して対応できるようにしましょう。 

・従業員の不満を早期に把握し対応するため、定期的なサーベイランスの実施、第三者窓口や

社長へ直接メール等の通報制度を活用しましょう。 

・従業員の人間関係を良好に保つため、普段からのコミュニケーションを心掛けましょう。 

 

（教育内容） 

○ 定期的な従業員教育の中に、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置に関する内容を含め、その重要性を

認識してもらいましょう。 

○ 世界的な感染症が流行している時期には、その感染症に対する内容も含めましょう。 

解 説 

・食品防御の教育の目的は、食品防御に対する意識を持ってもらうことであり、従業員等の監

視を強化することではないことに留意しましょう。 

・食品防御対策は、食品衛生対策とは異なる視点が必要であることを理解してもらいましょう。 

・採用時や定期的な従業員教育の中に、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置に関する

内容を含め、その重要性を認識してもらいましょう。 

・自社で製造した飲食料品に意図的な食品汚染が発生した場合、顧客や行政はまず製造工場の

従業員等に疑いの目を向ける可能性があるということを、従業員等に認識してもらいましょ

う。 

・従業員等には、自施設のサービスの品質と安全を担っているという強い責任感を認識しても

らいましょう。 

・臨時スタッフについても同様の教育を行いましょう。 

・従業員教育の際には、内部による犯行を誘発させないよう、部署ごとに応じた内容に限定す

る等の工夫や留意が必要です。 

・従業員への教育では、具体的な事例や手口を伝えないように注意することが重要です。教育

用媒体を有効に活用しましょう。 

・万が一犯行に及んだ場合には、刑事罰だけでなく民事訴訟（損害賠償請求など）を受けるこ

とも教育しておきましょう。 

・SNSの利用に関する注意を行いましょう。 

・感染症に関する内容も適宜取り入れましょう。 

 

（勤務状況等の把握） 

○ 従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握しましょう。 

解 説 
・平時から、従業員の勤務状況や業務内容、役割分担について正確に記録する仕組みを構築し

ておくことは、自社製品に意図的な食品汚染が疑われた場合の調査に有用です。 

 

■人的要素（従業員等 2） 

従業員採用時の留意点 

（身元の確認等） 

○ 従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認しましょう。 

解 説 

・記載内容の虚偽の有無を確認するため、従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を

確認しましょう。 

・確認時に用いる身分証、免許証、マイナンバーカード、各種証明書等は、可能な限り原本

を確認しましょう。 

・外国籍の人に対しては「在留証明書」の原本を確認しましょう。 

2 派遣社員、連続した期間工場内で業務を行う委託業者などについても、同様の扱いが望まれる。可能であれば、“食品防御に

対する留意”に関する内容を、契約条件に盛り込む。 
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・イベント期間中のみの臨時スタッフや派遣スタッフ等についても、同様となるように、派

遣元等に依頼しておきましょう。 

・応募の動機や、自社に対するイメージ等も確認しましょう。 

・採用後も、住所や電話番号が変更されていないかを定期的に確認しましょう。 

 

（従業員の配置） 

○ フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を重要箇所に配置しましょう。 

解 説 

・経験と信頼感のある従業員を重要な箇所に配置し、混入事故の事前防止や、同僚の不審な

行動等の有無を見守りましょう。 

・脆弱性が高いと判断された工程や場所に配置する従業員は、事前に面談を行い、不平・不

満を抱えていないかを確認しましょう。 

 

（従業員の健康管理） 

○ 日々、従業員の健康管理を適切に行いましょう。 

○ 飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こりやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への感染

拡大防止や、食品中への混入防止に留意しましょう。 

解 説 

・自身の健康管理の重要性について理解させましょう。 

・感染拡大が心配される感染症に罹患した際に無理に出勤した場合、同僚への感染拡大や、

食品中への混入による食中毒の原因となります。 

・感染症に罹患した場合（同居の家族を含む）や、体調が優れない場合の出勤停止の考え方

を予め整理し、従業員等の理解を得ておきましょう。 

・パンデミック等が発生した際には、通常の健康管理に加えて、勤務シフトの厳格化や、共

有部分の小まめな清掃により、感染拡大予防に努めましょう。 

 

（制服・名札等の管理） 

○ 従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理しましょう。 

解 説 

・製造施設への立ち入りや、従業員を見分けるために重要な制服や名札、IDバッジ、鍵（キ

ーカード）等は厳重に管理しましょう。 

・名札や社員証等は、可能な限り顔写真付きのものにしましょう。 

・退職や異動の際には制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を確実に返却してもらいま

しょう。 

 

（私物の持込みと確認） 

○ 私物を製造現場内へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守されているかを定期的に確認しましょう。 

解 説 

・私物は、異物混入や感染症拡大の原因となる可能性があるため、原則として製造現場内へ

は、持ち込まないようにしましょう。 

・私物（財布などの貴重品）は金庫などの鍵のかかる貴重品保管場所に保管し、作業場には原

則として持ち込まないようにしましょう。 

・持ち込み可能品はリスト化しましょう。 

・持ち込む場合には、個別に許可を得るなど、適切に管理しましょう。 

・更衣室やロッカールームなどでも相互にチェックできる体制を構築しておきましょう。 

・従業員立会いの下、不定期でロッカーを点検し、不審物の持込の未然防止に努めましょう。 

・換気で窓等を開ける際には、外部からの侵入に注意しましょう。 

 

（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

○ 休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけましょう。 

解 説 
・休憩室やトイレ等の 5Sを普段から推奨しましょう。 

・感染症流行時には、感染源になることが指摘されている多くの人が触れるドアノブ・スイ
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ッチ類や休憩室等は入念に清掃・消毒をしましょう。 

・消毒用薬剤を利用する際には、その管理に注意しましょう。 

 

（出勤時間・言動の変化等の把握） 

○ 従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握しましょう。 

解 説 

・従業員等が意図的な異物混入等を行う動機は、勤務開始後の職場への不平・不満等だけでな

く、採用前の事柄が原因となることも考えられます。 

・製造現場の責任者等は、作業前の朝礼、定期的なミーティング、個別面談等を通じて、従業

員の心身の状態や、職場への不満等について確認しましょう。 

・新型コロナウィルス等の感染症が拡大している場合には、社員の健康状態にも十分に留意し、

必要に応じて出勤時の検温等を実施しましょう。 

・日常の言動や出退勤時刻の変化が見られる場合には、その理由についても確認しましょう。 

・深夜の時間帯での勤務のみを希望する者についても、同様にその理由を確認し、出退勤時

間を管理しましょう。 

・他人への成りすましを防ぐため、指紋認証システムを出退勤のチェックに導入している企

業もあります。 

 

（移動可能範囲の明確化） 

○ 就業中の全従業員等の移動範囲を明確化にし、全従業員等が、移動を認められた範囲の中で働いているように

しましょう。 

解 説 

・製品に異物が混入された場合の混入箇所を同定しやすくするために、施設の規模に応じて

他部署への理由のない移動を制限しましょう。 

・感染症が疑われる場合には、感染による影響の大きい箇所での勤務は禁止しましょう。 

・制服や名札、帽子の色、IDバッジ等によって、全従業員の「移動可能範囲」や「持ち場」等

を明確に識別できるようにしましょう。 

・倉庫内での荷物の運搬に利用するフォークリフト等にも運転者の氏名を表示するなど、使用

者が分かりやすい状況を作りましょう。 

 

（新規採用者の紹介） 

○ 新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、見慣れない人への対応力を高めましょう。 

解 説 

・新規採用者は朝礼等の機会に紹介し、皆さんに識別してもらいましょう。 

・見慣れない人の存在に従業員が疑問を持ち、一声かける習慣を身につけてもらいましょう。 

・日々の挨拶や態度で異変を感じたら直ぐに上司に報告しましょう。 

 

■人的要素（部外者） 

（訪問者への対応） 

①事前予約がある場合 

○ 身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行しましょう。 

○ 感染症の流行時は、直接の訪問は極力避けて頂く様にしましょう。 

解 説 

・訪問者の身元を、社員証等で確認しましょう（顔写真付きが望ましい）。 

・感染症が流行している時期においては、体調確認に対する協力も要請しましょう。 

・訪問理由を確認した上で、従業員が訪問場所まで同行しましょう 

 

②事前予約がない場合や初めての訪問者 

○ 原則として事務所等で対応し、工場の製造現場への入構を認めないようにしましょう。 

○ 感染症の流行時は、特に注意しましょう。 

1-21



解 説 

・「飛び込み」の訪問者は、原則として製造現場には入構させず、事務所等で対応しましょう。 

・訪問希望先の従業員から、面識の有無や面会の可否等について確認が取れた場合は、事前予

約がある場合と同様に対応しましょう。 

 

（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

○ 訪問者（業者）用の駐車場を設定したり、駐車許可証を発行する等、無許可での駐車を防止しましょう。 

解 説 

・全ての訪問者について車両のアクセスエリア、荷物の持ち込み等を一律に制限することは現

実的ではありません。 

・駐車エリアは、原材料や商品の保管庫やゴミ搬出場所等、直接食品に手を触れることができ

るような場所とはできるだけ離れていることが望ましいでしょう。 

・繰り返し定期的に訪問する特定の訪問者（例：施設メンテナンス、防虫防鼠業者等）につい

ては、それらの車両であることが明確になるように、駐車エリアを設定しておきましょう。 

 

（業者の持ち物確認） 

○ 食品工場内を単独で行動する可能性のある訪問者（業者）の持ち物は十分確認し、不要なものを持ち込ませな

いようにしましょう。 

解 説 

・施設・設備のメンテナンスや防虫・防鼠等のために、長時間にわたり施設内で作業すること

もある業者については、全ての作業に同行することは困難です。 

・立入り業者については、制服・顔写真付き社員証等を確認しましょう。 

・作業開始前には、持ち物の確認を実施し、不要な持ち込み品を持ち込ませないようにしまし

ょう。 

・可能であれば、入場時と退場時に業者の同意を得て、鞄を開けた状態でデジタルカメラによ

る写真撮影により、証拠を残しましょう。 

 

（郵便・宅配物の受取場所） 

○ 郵便、宅配物等の受け入れ先（守衛所、事務所等）を定めておきましょう。 

解 説 

・郵便局員や宅配業者が、食品工場の建屋内に無闇に立ち入ることや、施設内に置かれている

食材等に近づくことは、異物混入の危険性を高めます。 

・郵便、宅配物等の受け入れ先は、守衛所、事務所等の数箇所の定められた場所に限定してお

きましょう。 

・郵便局員や宅配業者が、食品工場内に無闇に立ち入ることや、建屋外に置かれている資材・

原材料や製品に近づけないように、立ち入り可能なエリアを事前に設定しておきましょう。 

 

■施設管理 

（調理器具等の定数管理） 

○ 使用する原材料や調理器具、洗剤等について、定位置・定数管理を行いましょう。 

解 説 

・食品工場で使用する原材料や工具等について、定位置・定数管理を行い、過不足や紛失に気

づきやすい環境を整えましょう。 

・不要な物、利用者・所有者が不明な物の放置の有無を定常的に確認しましょう。 

・食品に直接手を触れることができる製造工程や従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を

混入し易い箇所については特に重点的に確認しましょう。 

・配電盤等不要な物を隠せる場所には、施錠等の対応を行いましょう。 

 

（脆弱性の高い場所の把握と対策） 

○ 食品に直接手を触れることができる仕込みや袋詰めの工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を混

入しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れない様にカバーなどの防御対策を検討しましょう。 
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解 説 

・仕込みや包装前の製品等に直接手を触れることが可能な状況が見受けられます。 

・特に脆弱性が高いと判断された箇所は、見回りの実施、従業員同士による相互監視、監視カ

メラの設置等を行うと共に、可能な限り手を触れられない構造に改修しましょう。 

 

（無人の時間帯の対策） 

○ 工場が無人となる時間帯についての防犯対策を講じましょう。 

解 説 

・工場が無人となる時間帯は、万が一、混入が行われた場合の対応が遅れます。 

・終業後は必ず施錠し、確認する習慣を身につけましょう。 

・製造棟が無人となる時間帯は必ず施錠し、人が侵入できないようにしましょう。 

・施錠以外にも、無人の時間帯の防犯対策を講じましょう。 

 

（鍵の管理） 

○ 鍵の管理方法を策定し、定期的に確認しましょう。 

解 説 
・鍵の使用権を設定し、誰でも自由に鍵を持ち出せないようにしましょう。 

・鍵の管理方法を定め、順守されているかどうかを確認しましょう。 

 

（外部からの侵入防止策） 

○ 製造棟、保管庫への外部からの侵入防止対策を行いましょう。 

解 説 
・異物が混入された場合の被害が大きいと考えられる製造棟、保管庫は、機械警備、補助鍵の

設置や、格子窓の設置、定期的な点検を行い、侵入防止対策を採りましょう。 

 

（確実な施錠） 

○ 製造棟の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採りましょう。 

解 説 
・全ての出入り口・窓に対して直ちに対策を講じることが困難な場合は、優先度を設定し、施

設の改築等のタイミングで順次改善策を講じるように計画しましょう。 

 

（試験材料等の管理） 

○ 食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）や有害物質の保管場所を定め、当該場所への人の出入りを

管理しましょう。また、使用日時や使用量の記録、施錠管理を行いましょう。 

解 説 

・試験材料（検査用試薬・陽性試料等）の保管場所は検査・試験室内等に制限しましょう。 

・無断で持ち出されることの無いよう定期的に保管数量を確認しましょう。 

・可能であれば警備員の巡回やカメラ等の設置を行いましょう。 

 

（紛失時の対応） 

○ 食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）や有害物質を紛失した場合は、工場長や責任者に報告し、

工場長や責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・法令等に基づき管理方法等が定められているものについては、それに従い管理しましょう。 

・それ以外のものについても管理方法等を定め、在庫量の定期的な確認、食品の取扱いエリア

や食品の保管エリアから離れた場所での保管、栓のシーリング等により、妥当な理由無く有

害物質を使用することの無いよう、十分に配慮した管理を行いましょう。 

・試験材料や有害物質の紛失が発覚した場合の通報体制や確認方法を構築しておきましょう。 

 

（殺虫剤の管理） 

○ 殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管理を徹底しましょう。 

解 説 

・食品工場の従業員等が自ら殺虫・防鼠等を行う場合は、使用する殺虫剤の成分について事前

に確認しておくことが重要です。 

・殺虫剤を施設内で保管する場合は、鍵付きの保管庫等に保管し、使用場所、使用方法、使用
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量等に関する記録を作成しましょう。 

・防虫・防鼠作業を委託する場合は、信頼できる業者を選定し、殺虫対象、殺虫を行う場所を

勘案して、委託業者とよく相談の上、殺虫剤（成分）を選定しましょう。 

・殺虫・防鼠等を委託する場合、殺虫剤は委託業者が持参することになりますが、施設責任者

等が知らないうちに、委託業者から従業員等が殺虫剤を譲り受けたり、施設内に保管したり

するようなことがないよう、管理を徹底しましょう。 

 

（給水施設の管理） 

○ 井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じましょう。 

解 説 

・井戸、貯水、配水施設への出入り可能な従業員を決めましょう。 

・井戸、貯水、配水施設への立入防止のため、鍵等による物理的な安全対策、防御対策を講じ

ましょう。 

・貯水槽等の試験用水取出し口や塩素投入口、空気抜き等からの異物混入防止対策を講じまし

ょう。 

・浄水器のフィルターについても定期的に確認しましょう。 

 

（井戸水の管理） 

○ 井戸水に毒物を混入された場合の被害は、工場全体に及ぶため、厳重な管理が必要です。 

解 説 

・井戸水を利用している場合は、確実に施錠し、塩素消毒等浄化関連設備へのアクセスを防止

しましょう。 

・可能であれば監視カメラ等で監視しましょう。 

 

（コンピューターの管理） 

○ コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正なアクセス

を防止しましょう。 

解 説 

・コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムにアクセス可能な従業員をリス

ト化し、従業員の異動・退職時等に併せてアクセス権を更新しましょう。 

・アクセス許可者は極力制限し、データ処理に関する履歴を保存しましょう。 

・システムの設置箇所に鍵を設ける、ログインパスワードを設ける等の物理的なセキュリティ

措置を講じましょう。 

 

■入出荷等の管理 

（ラベル・包装・数量の確認） 

○ 資材や原材料等の受け入れ時及び使用前に、ラベルや包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数量

との整合性を確認しましょう。 

○ 異常を発見した場合は、工場長や責任者に報告し、工場長や責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・資材や原材料等の受け入れ時や使用前には、必ずラベルや包装を確認しましょう。 

・異常が発見された場合は、異物混入の可能性も念頭に工場長や責任者に報告し、工場長や責

任者はその対応を決定しましょう。 

・数量が一致しない場合は、その原因を確認しましょう。 

・納入数量が増加している場合は特に慎重に確認し、通常とは異なるルートから商品等が紛れ

込んでいないかに注意を払いましょう。 

・運搬時のコンテナ等の封印など、混入しづらく、混入が分かりやすい対策も検討しましょう。 

 

（積み下ろしや配膳作業の監視） 

○ 資材や原材料等の納入時の積み下ろし作業や製品の出荷時の積み込み作業を監視しましょう。 

解 説 
・資材や原材料等積み下ろし、積み込み作業は、人目が少なかったり、外部の運送業者等が行

うことがあるため、食品防御上脆弱な箇所と考えられます。 
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・実務上困難な点もありますが、相互監視や可能な範囲でのカメラ等による監視を行う等、何

からの対策が望まれています。 

・感染症拡大時には、感染予防に注意して監視作業を行いましょう。 

 

（在庫数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

○ 保管中の在庫の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、工場長や責任者に報

告し、工場長や責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・数量が一致しない場合は、その原因を確認しましょう。 

・食材等の在庫量が増加している場合は特に慎重に確認し、外部から食材等が紛れ込んでいな

いかに注意を払いましょう。 

 

（過不足への対応） 

○ 製品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増加）についての連絡があった場合、工場長や責任者に報告し、

工場長や責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・過不足の原因について、妥当な説明がつくように確認しましょう。 

・特に納入量が増加している場合は慎重に確認し、外部から製品が紛れ込んでいないかに注意

を払いましょう。 

 

（対応体制・連絡先等の確認） 

○ 製品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもすぐに確認できるようにしておきましょう。 

解 説 

・食品工場内で意図的な食品汚染行為等の兆候や形跡が認められた場合は、被害の拡大を防ぐ

ため、至急納入先と情報を共有しましょう。 

・納入担当者が不在の場合でも、代理の従業員が至急連絡できるように、予め手順・方法を定

めておきましょう。 

 

 

２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

■人的要素（従業員等） 

（従業員の所在把握） 

○ 施設内・敷地内の従業員等の所在を把握しましょう。 

解 説 
・従業員の施設内・敷地内への出入りや所在のリアルタイムでの把握や、記録保存のために、

カードキーやカードキーに対応した入退構システム等の導入を検討しましょう。 

 

■施設管理 

（フェンス等の設置） 

○ 敷地内への侵入防止のため、フェンス等を設けましましょう。 

解 説 
・食品工場の敷敷地内への出入りしやすい環境が多いため、敷地内への立ち入りを防止するた

めの対策（フェンス等の設置）を検討しましょう。 

 

（監視カメラの設置） 

○ カメラ等により工場建屋外の監視を検討しましょう。 

解 説 
・カメラ等による工場建屋への出入りを監視することは、抑止効果が期待できると共に、有事

の際の確認に有用です。 

 

（継続的な監視） 

○ 警備員の巡回やカメラ等により敷地内に保管中／使用中の資材や原材料の継続的な監視、施錠管理等を行いま
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しょう。 

解 説 
・人が常駐していないことが多く、アクセスが容易な場合が多い資材・原料保管庫は、可能な

範囲で警備員の巡回やカメラ等の設置、施錠確認等を行いましょう。 
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（別添２） 

※令和元年度版に、感染症対策との並立の視点を加味したもの。 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

（危機管理体制の構築） 

○ 製品の異常を早い段階で探知するため苦情や健康危害情報等を集約・解析する仕組みを構築すると共に、リス

ク情報に関するモニタリングを実施しましょう。 

○ 万一、意図的な食品汚染が発生した際に迅速に対処できるよう、自社の取扱商品に意図的な食品汚染が疑われ

た場合の保健所等への通報・相談や社内外への報告、製品の回収、保管、廃棄等の手続きを定めておきましょ

う。 

解 説 

・社内の連絡網、保健所・警察等関係機関への連絡先等をマニュアル等に明記しておくこと

は、万が一、取扱商品に意図的な食品汚染が判明した場合や疑われた場合の関係部署への情

報提供を円滑に行うために有用です。 

・苦情、健康危害情報等については、販売店経由で寄せられる情報についても把握に努め、こ

れらの情報等についても企業内で共有しましょう。 

・異物混入が発生した際には、原因物質に関わらず、責任者に報告し、報告を受けた責任者は

故意による混入の可能性を排除せずに対策を検討しましょう。 

 

（異常発見時の報告） 

○ 従業員等や警備員は、施設内や敷地内での器物の破損、不要物、異臭等に気が付いた時には、すぐに施設責任

者に報告しましょう。 

解 説 

・警備や巡回時に確認する項目をチェックリスト化し、警備の質を確保しましょう。 

・故意による器物の破損や悪意の落書きなどの予兆を見つけた場合は、早急に責任者に報告し

ましょう。 

 

（感染症対策） 

○ 従業員が感染症に罹患した場合、施設の閉鎖や食品汚染の原因となることがあります。 

○ 地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応策を

事前に検討しておきましょう。 

解 説 

・食品企業における感染症対策の意義を理解しましょう。 

・普段から地域の感染症の流行状況に注意を払い、従業員等が感染した場合には、出勤させ

ないようにしましょう。 

・世界的な感染症の流行が発生した際に備えて BCP を作成し、出勤禁止や職場復帰可能の基準

を予め定めておき、従業員に周知しましょう。 

 

（職場環境づくり） 

○ 従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めましょう。 

（教育） 

○ 従業員等が自社の取扱製品・サービスの品質と安全確保について高い責任感を感じながら働くことができるよ

うに、適切な教育を実施しましょう。 

解 説 
・働きやすい快適な職場環境は、職場に対する不満等を抱かせないためにも、重要なもので

す。労働安全衛生法に基づき、毎月開催されている安全衛生委員会がある職場では、その

食品防御対策ガイドライン（運搬・保管施設向け） 

  ―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 
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場も有効に活用しましょう。 

・物流・保管施設の責任者は従業員が職場への不平・不満から犯行を行う可能性があること

を認識し、対応可能な食品防御対策の検討や、従業員教育を行いましょう。 

・従業員の不満を早期に把握し対応するため、定期的なサーベイランスの実施、第三者窓口や

社長へ直接メール等の通報制度を活用しましょう。 

・従業員の人間関係を良好に保つため、普段からのコミュニケーションを心掛けましょう。 

 

（教育内容） 

○ 定期的な従業員教育の中に、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置に関する内容を含め、その重要性を

認識してもらいましょう。 

○ 世界的な感染症が流行している時期には、その感染症に対する内容も含めましょう。 

解 説 

・食品防御の教育の目的は、食品防御に対する意識を持ってもらうことであり、従業員等の監

視を強化することではないことに留意しましょう。 

・食品防御対策は、食品衛生対策とは異なる視点が必要であることを理解してもらいましょう。 

・採用時や定期的な従業員教育の中に、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置に関する

内容を含め、その重要性を認識してもらいましょう。 

・取扱商品で意図的な食品汚染が発生した場合、顧客や行政はまず当該施設内の従業員等に疑

いの目を向ける可能性があるということを、従業員等に認識してもらいましょう。 

・従業員等には、自施設のサービスの品質と安全を担っているという強い責任感を認識しても

らいましょう。 

・臨時スタッフについても同様の教育を行いましょう。 

・従業員教育の際には、内部による犯行を誘発させないよう、部署ごとに応じた内容に限定す

る等の工夫や留意が必要です。 

・従業員への教育では、具体的な事例や方法を伝えないように注意することが重要です。 

・万が一犯行に及んだ場合には、刑事罰だけでなく民事訴訟（損害賠償請求など）を受けるこ

とも教育しておきましょう。教育用媒体を有効に活用しましょう。 

・SNSの利用に関する注意を行いましょう。 

・感染症に関する内容も適宜取り入れましょう。 

 

（勤務状況等の把握） 

○ 従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握しましょう。 

解 説 
・平時から、従業員の勤務状況や業務内容、役割分担について正確に記録する仕組みを構築し

ておくことは、自社の取扱商品に意図的な食品汚染が疑われた場合の調査に有用です。 

 

■人的要素（従業員等 3） 

従業員採用時の留意点 

（身元の確認等） 

○ 従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認しましょう。 

解 説 

・記載内容の虚偽の有無を確認するため、従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を

確認しましょう。 

・確認時に用いる身分証、免許証、マイナンバーカード、各種証明書等は、可能な限り原本

を確認しましょう。 

・外国籍の人に対しては「在留証明書」の原本を確認しましょう。 

・イベント期間中のみの臨時スタッフや派遣スタッフ等についても、同様に、派遣元等に依

頼しておきましょう。 

3 派遣社員、連続した期間工場内で業務を行う委託業者などについても、同様の扱いが望まれる。可能であれば、“食品防御に

対する留意”に関する内容を、契約条件に盛り込む。 
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・応募の動機や、自社に対するイメージ等も確認しましょう。 

・採用後も、住所や電話番号が変更されていないかを定期的に確認しましょう。 

 

（従業員の配置） 

○ フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を重要箇所に配置しましょう。 

解 説 

・経験と信頼感のある従業員を重要な箇所に配置し、混入事故の事前防止や、同僚の不審な

行動等の有無を見守りましょう。 

・脆弱性が高いと判断された工程や場所に配置する従業員は、事前に面談を行い、不平・不

満を抱えていないかを確認しましょう。 

・倉庫側の管理が及ばない外部組織の従業員が荷揚げや搬入を行っている場合には、外部組

織とも十分に連携した管理を行いましょう。 

 

（従業員の健康管理） 

○ 日々、従業員の健康管理を適切に行いましょう。 

○ 飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こりやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への感染

拡大防止や、食品中への混入防止に留意しましょう。 

解 説 

・自身の健康管理の重要性について理解させましょう。 

・感染拡大が心配される感染症に罹患した際に無理に出勤した場合、同僚への感染拡大や、

食品中への混入による食中毒の原因となります。 

・感染症に罹患した場合（同居の家族を含む）や、体調が優れない場合の出勤停止の考え方

を予め整理し、従業員等の理解を得ておきましょう。 

・パンデミック等が発生した際には、通常の健康管理に加えて、勤務シフトの厳格化や、共

有部分の小まめな清掃により、感染拡大予防に努めましょう。 

 

（制服・名札等の管理） 

○ 従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理しましょう。 

解 説 

・保管施設や仕分け現場への立ち入りや、従業員を見分けるために重要な制服や名札、IDバ

ッジ、鍵（キーカード）等は厳重に管理しましょう。 

・名札や社員証等は、可能な限り顔写真付きのものにしましょう。 

・退職や異動の際には制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を確実に返却してもらいま

しょう。 

   

（私物の持込みと確認） 

○ 私物を仕分け現場内へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守されていることを確認かを定期的に確

認しましょう。 

解 説 

・私物は、異物混入や感染症拡大の原因となる可能性があるため、原則として仕分け現場内

へは、持ち込まないようにしましょう。 

・私物（財布などの貴重品）は金庫などの鍵のかかる貴重品保管場所に保管し、作業場には原

則として持ち込まないようにしましょう。 

・持ち込み可能品はリスト化しましょう。 

・持ち込む場合には、個別に許可を得るなど、適切に管理しましょう。 

・更衣室やロッカールームなどでも相互にチェックできる体制を構築しておきましょう。 

・従業員立会いの下、不定期でロッカーを点検し、不審物の持込の未然防止に努めましょう。 

・換気で窓等を開ける際には、外部からの侵入に注意しましょう。 

 

（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

○ 休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけましょう。 

解 説 ・休憩室やトイレ等の 5Sを普段から推奨しましょう。 
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・感染症流行時には、感染源になることが指摘されている多くの人が触れるドアノブ・スイ

ッチ類や休憩室等は入念に清掃・消毒をしましょう。 

・消毒用薬剤を利用する際には、その管理に注意しましょう。 

 

（出勤時間・言動の変化等の把握） 

○ 従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握しましょう。 

解 説 

・従業員等が意図的な異物混入等を行う動機は、勤務開始後の職場への不平・不満等だけでな

く、採用前の事柄が原因となることも考えられます。 

・物流・保管施設の責任者等は、作業前の朝礼、定期的なミーティング、個別面談等を通じて、

従業員の心身の状態や、職場への不満等について確認しましょう。 

・新型コロナウィルス等の感染症が拡大している場合には、社員の健康状態にも十分に留意し、

必要に応じて出勤時の検温等を実施しましょう。 

・日常の言動や出退勤時刻の変化が見られる場合には、その理由についても確認しましょう。 

・深夜の時間帯での勤務のみを希望する者についても、同様にその理由を確認し、出退勤時

間を管理しましょう。 

・他人への成りすましを防ぐため、指紋認証システムを出退勤のチェックに導入している企業

もあります。 

 

（移動可能範囲の明確化） 

○ 就業中の全従業員等の移動範囲を明確化にし、全従業員等が、移動を認められた範囲の中で働いているように

しましょう。 

解 説 

・取扱商品に異物が混入された場合の混入箇所を同定しやすくするために、施設の規模に応

じて他部署への理由のない移動を制限しましょう。 

・感染症が疑われる場合には、感染による影響の大きい箇所での勤務は禁止しましょう。 

・制服や名札、帽子の色、IDバッジ等によって、全従業員の「移動可能範囲」や「持ち場」等

を明確に識別できるようにしましょう。 

・倉庫内での荷物の運搬に利用するフォークリフト等にも運転者の氏名を表示するなど、使用

者が分かりやすい状況を作りましょう。 

 

（新規採用者の紹介） 

○ 新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、見慣れない人への対応力を高めましょう。 

解 説 

・新規採用者は朝礼等の機会に紹介し、皆さんに識別してもらいましょう。 

・見慣れない人の存在に従業員が疑問を持ち、一声かける習慣を身につけてもらいましょう。 

・日々の挨拶や態度で異変を感じたら直ぐに上司に報告しましょう。 

 

■人的要素（部外者） 

（訪問者への対応） 

①事前予約がある場合 

○ 身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行しましょう。 

○ 感染症の流行時は、従業員との接触を極力避ける工夫を行いましょう。 

解 説 

・訪問者の身元を、社員証等で確認しましょう（顔写真付きが望ましい）。 

・感染症が流行している時期においては、体調確認に対する協力も要請しましょう。 

・訪問理由を確認した上で、従業員が訪問場所まで同行しましょう 

 

②事前予約がない場合や初めての訪問者 

○ 原則として事務所等で対応し、工場の製造現場への入構を認めないようにしましょう。 

○ 感染症の流行時は、特に注意しましょう。 
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解 説 

・「飛び込み」の訪問者は、原則として仕分け現場には入構させず、事務所等で対応しましょう。 

・訪問希望先の従業員から、面識の有無や面会の可否等について確認が取れた場合は、事前予

約がある場合と同様に対応しましょう。 

 

（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

○ 訪問者（業者）用の駐車場を設定したり、駐車許可証を発行する等、無許可での駐車を防止しましょう。 

解 説 

・全ての訪問者について車両のアクセスエリア、荷物の持ち込み等を一律に制限することは現

実的ではありません。 

・駐車エリアは、取扱商品保管庫やゴミ搬出場所等、直接商品に手を触れることができるよう

な場所とはできるだけ離れていることが望ましいでしょう。 

・繰り返し定期的に訪問する特定の訪問者（例：施設メンテナンス、防虫防鼠業者等）につい

ては、それらの車両であることが明確になるように、駐車エリアを設定しておきましょう。 

 

（業者の持ち物確認） 

○ 物流・保管施設内を単独で行動する可能性のある訪問者（業者）の持ち物は十分確認し、不要なものを持ち込

ませないようにしましょう。 

解 説 

・施設・設備のメンテナンスや防虫・防鼠等のために、長時間にわたり施設内で作業すること

もある業者については、全ての作業に同行することは困難です。 

・立入り業者については、制服・顔写真付き社員証等を確認しましょう。 

・作業開始前には、持ち物の確認を実施し、不要な持ち込み品を持ち込ませないようにしまし

ょう。 

・可能であれば、入場時と退場時に業者の同意を得て、鞄を開けた状態でデジタルカメラによ

る写真撮影により、証拠を残しましょう。 

 

（郵便・宅配物の受取場所） 

○ 郵便、宅配物等の受け入れ先（守衛所、事務所等）を定めておきましょう。 

解 説 

・郵便局員や宅配業者が、物流・保管施設の建屋内に無闇に立ち入ることや、施設内に置かれ

ている商品等に近づくことは、異物混入の危険性を高めます。 

・郵便、宅配物等の受け入れ先は、守衛所、事務所等の数箇所の定められた場所に限定してお

きましょう。 

・郵便局員や宅配業者が、物流・保管施設内に無闇に立ち入ることや、建屋外に置かれている

取扱商品等に近づけないように、立ち入り可能なエリアを事前に設定しておきましょう。 

 

■施設管理 

（仕分け用具等の定数管理） 

○ 使用する仕分け作業用の器具や工具等について、定位置・定数管理を行いましょう。 

解 説 

・物流施設で使用する機器や工具等について、定位置・定数管理を行い、過不足や紛失に気づ

きやすい環境を整えましょう。 

・不要な物、利用者・所有者が不明な物の放置の有無を定常的に確認しましょう。 

・取扱商品に直接手を触れることができる仕分け工程や従事者が少ない場所等、意図的に有害

物質を混入し易い箇所については特に重点的に確認しましょう。 

・配電盤等不要な物を隠せる場所には、施錠等の対応を行いましょう。 

 

（脆弱性の高い場所の把握と対策） 

○ 取扱商品に直接手を触れることができる仕分けや袋詰めの工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質

を混入しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れない様にカバーなどの防御対策を検討しましょう。 
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解 説 

・仕分けや梱包前の取扱商品等に直接手を触れることが可能な状況が見受けられます。 

・特に脆弱性が高いと判断された箇所は、見回りの実施、従業員同士による相互監視、監視カ

メラの設置等を行うと共に、可能な限り手を触れられない構造に改修しましょう。 

 

（無人の時間帯の対策） 

○ 物流・保管施設が無人となる時間帯についての防犯対策を講じましょう。 

解 説 

・物流・保管施設が無人となる時間帯は、万が一、混入が行われた場合の対応が遅れます。 

・終業後は必ず施錠し、確認する習慣を身につけましょう。 

・物流・保管施設が無人となる時間帯は必ず施錠し、人が侵入できないようにしましょう。 

・施錠以外にも、無人の時間帯の防犯対策を講じましょう。 

 

（鍵の管理） 

○ 鍵の管理方法を策定し、定期的に確認しましょう。 

解 説 
・鍵の使用権を設定し、誰でも自由に鍵を持ち出せないようにしましょう。 

・鍵の管理方法を定め、順守されているかどうかを確認しましょう。 

 

（外部からの侵入防止策） 

○ 物流・保管施設への外部からの侵入防止対策を行いましょう。 

解 説 
・異物が混入された場合の被害が大きいと考えられる物流・保管施設は、機械警備、補助鍵の

設置や、格子窓の設置、定期的な点検を行い、侵入防止対策を採りましょう。 

 

（確実な施錠） 

○ 物流・保管施設の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採りましょ

う。 

解 説 
・全ての出入り口・窓に対して直ちに対策を講じることが困難な場合は、優先度を設定し、施

設の改築等のタイミングで順次改善策を講じるように計画しましょう。 

 

（殺虫剤の管理） 

○ 殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管理を徹底しましょう。 

解 説 

・物流・保管施設の従業員等が自ら殺虫・防鼠等を行う場合は、使用する殺虫剤の成分につい

て事前に確認しておくことが重要です。 

・殺虫剤を施設内で保管する場合は、鍵付きの保管庫等に保管し、使用場所、使用方法、使用

量等に関する記録を作成しましょう。 

・防虫・防鼠作業を委託する場合は、信頼できる業者を選定し、殺虫対象、殺虫を行う場所を

勘案して、委託業者とよく相談の上、殺虫剤（成分）を選定しましょう。 

・殺虫・防鼠等を委託する場合、殺虫剤は委託業者が持参することになりますが、施設責任者

等が知らないうちに、委託業者から従業員等が殺虫剤を譲り受けたり、施設内に保管したり

するようなことがないよう、管理を徹底しましょう。 

 

（コンピューターの管理） 

○ コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正なアクセス

を防止しましょう。 

解 説 

・コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムにアクセス可能な従業員をリス

ト化し、従業員の異動・退職時等に併せてアクセス権を更新しましょう。 

・アクセス許可者は極力制限し、データ処理に関する履歴を保存しましょう。 

・システムの設置箇所に鍵を設ける、ログインパスワードを設ける等の物理的なセキュリティ

措置を講じましょう。 
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■入出荷等の管理 

（ラベル・包装・数量の確認） 

○ 取扱商品等の受け入れ時及び仕分け前に、ラベルや包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数量と

の整合性を確認しましょう。 

○ 異常を発見した場合は、施設責任者に報告し、責任者はその対応を決定しましょう。 

○ 入荷時には、事前に発送元から通知のあったシリアルナンバーと製品・数量に間違いがないかを確認しましょ

う。 

○ 出荷時には、シリアルナンバーの付いた封印を行い、製品・数量とともに荷受け側に予め通知しましょう。事

前通知には、車両のナンバーやドライバーの名前なども通知することが望ましい。 

解 説 

・取扱商品等の受け入れ時や仕分け前には、必ずラベルや包装を確認しましょう。 

・異常が発見された場合は、異物混入の可能性も念頭に施設責任者に報告し、施設責任者はそ

の対応を決定しましょう。 

・数量が一致しない場合は、その原因を確認しましょう。 

・納入数量が増加している場合は特に慎重に確認し、通常とは異なるルートから商品等が紛れ

込んでいないかに注意を払いましょう。 

・運搬時のコンテナ等の封印など、混入しづらく、混入が分かりやすい対策も検討しましょう。 

 

（積み下ろしや積み込み作業の監視） 

○ 取扱商品等の納入時の積み下ろし作業や出荷時の積み込み作業を監視しましょう。 

解 説 

・積み下ろし、積み込み作業は、人目が少なかったり、外部の運送業者等が行うことがあるた

め、食品防御上脆弱な箇所と考えられます。 

・実務上困難な点もありますが、相互監視や可能な範囲でのカメラ等による監視を行う等、何

からの対策が望まれています。 

・感染症拡大時には、感染予防に注意して監視作業を行いましょう。 

 

（製品等の混在防止対策） 

○ ハイセキュリティ製品と一般製品が混ざる事の無いように動線を確保し、物理的に分離して保管しましょう。

また監視カメラを設置するなどの対策が望ましい。 

解 説 
・物流・保管施設では、大規模イベント用の商品と一緒に一般の商品を取り扱う場合があるた

め、枠で囲う、ラインを分けるなどの対策が必要です。 

 

（在庫数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

○ 保管中の商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者に報告し、

施設責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・数量が一致しない場合は、その原因を確認しましょう。 

・在庫量が増加している場合は特に慎重に確認し、外部から商品等が紛れ込んでいないかに注

意を払いましょう。 

 

（過不足への対応） 

○ 取扱商品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増加）についての連絡があった場合、施設責任者に報告し、

施設責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・過不足の原因について、妥当な説明がつくように確認しましょう。 

・特に納入量が増加している場合は慎重に確認し、外部から商品が紛れ込んでいないかに注意

を払いましょう。 

 

（対応体制・連絡先等の確認） 

○ 取扱商品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもすぐに確認できるようにしておきましょう。 
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解 説 

・物流・保管施設内で意図的な食品汚染行為等の兆候や形跡が認められた場合は、被害の拡大

を防ぐため、至急発注元や納入先と情報を共有しましょう。 

・発注・納入担当者が不在の場合でも、代理の従業員が至急連絡できるように、予め手順・方

法を定めておきましょう。 

 

 

２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

■人的要素（従業員等） 

（従業員の所在把握） 

○ 施設内・敷地内の従業員等の所在を把握しましょう。 

解 説 
・従業員の施設内・敷地内への出入りや所在をリアルタイムでの把握や、記録保存のために、

カードキーやカードキーに対応した入退構システム等の導入を検討しましょう。 

 

■施設管理 

（フェンス等の設置） 

○ 敷地内への侵入防止のため、フェンス等を設けましましょう。 

解 説 
・物流・保管施設の敷敷地内への出入りしやすい環境が多いため、敷地内への立ち入りを防止

するための対策（フェンス等の設置）を検討しましょう。 

 

（監視カメラの設置） 

○ カメラ等により物流・保管施設建屋外の監視を検討しましょう。 

解 説 
・カメラ等による物流・保管施設建屋への出入りを監視することは、抑止効果が期待できると

共に、有事の際の確認に有用です。 

 

（継続的な監視） 

○ 警備員の巡回やカメラ等により敷地内に保管中の商品の継続的な監視、施錠管理等を行いましょう。 

解 説 
・人が常駐していないことが多く、アクセスが容易な場合が多い取扱商品の保管庫は、可能な

範囲で警備員の巡回やカメラ等の設置、施錠確認等を行いましょう。 

 

 

３．大規模イベント時に必要な対応 

 大規模イベント時には、ケータリング等、外部の食品工場等で調理された商品が搬入されることがあるため、

配送用トラックや客席等で必要な対策。 

 

（感染症流行期の対策） 

○ 世界的な感染症の拡大が見られる場合には、運搬中の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極的に

取り入れましょう。 

解 説 

・従業員の健康管理と感染予防対策を定め、職場内での感染拡大防止を徹底しましょう。 

・感染症の拡大時期には、国等のガイドラインに従って感染防止対策を講じましょう。 

・搬送用トラックへの同乗時は、マスク直用・会話を控える等の感染予防策を徹底しましょう。 

 

（荷台等への私物の持込み） 

○ 車輛の荷台には、私物等は持ち込ませない。また定期的に持ち込んでいないかを確認しましょう。 

解 説 
・荷台への私物の持ち込みは、異物混入のリスクを高めるだけでなく、従業員への疑いも繋が

ります。 
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（無関係者の同乗禁止） 

○ 配送用トラック等車輛には、運転手及び助手以外の配送作業に関係しない人間は同乗させない。 

解 説 ・たとえ同じ会社の同僚・上司であっても配送車輛への同乗は異物混入のリスクを高めます。 

 

（荷台ドア等の施錠） 

○ 荷台ドアに施錠が出来る車輛での配送を行い、荷積み、荷卸し以外は荷台ドアに施錠をしましょう。車輛を離

れる際は、荷台ドアの施錠を確認しましょう。 

○ 配送作業が無い場合でたとえ施設内に駐車した車輛でも必ず、運転席や荷台ドアの施錠を行いましょう。 

解 説 

・夜間や駐車中の車輛に行われる意図的な行為に対いてのリスクを低減しましょう。 

・閉めると自動で鍵がかかる機能を持つ荷台の扉などを積極的に導入し、駐車時等の盗難防止

に努めましょう。 

 

（GPS等による位置確認） 

○ 不測の事態が起こった場合などに備え、GPSが搭載された車輛が望ましい。 
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（別添３） 

※令和元年度版に、感染症対策との両立の視点を加味したもの。 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

（危機管理体制の構築） 

○ 提供した飲食料品の異常を早い段階で探知するため、苦情や健康危害情報等を集約・解析する仕組みを構築す

ると共に、リスク情報に関するモニタリングを実施しましょう。 

○ 万一、意図的な食品汚染が発生した際に迅速に対処できるよう、自施設で提供した飲食料品に意図的な食品汚

染が疑われた場合の保健所等への通報・相談や社内外への報告、飲食料品の回収、保管、廃棄等の手続きを定

めておきましょう。 

解 説 

・社内の連絡網、保健所・警察等関係機関への連絡先等をマニュアル等に明記しておくことは、

万が一、提供した飲食料品に意図的な食品汚染が判明した場合や疑われた場合の関係部署へ

の情報提供を円滑に行うために有用です。 

・苦情、健康危害情報等については、販売店経由で寄せられる情報についても把握に努め、こ

れらの情報等についても企業内で共有しましょう。 

・異物混入が発生した際には、原因物質に関わらず、責任者に報告し、報告を受けた責任者は

故意による混入の可能性を排除せずに対策を検討しましょう。 

・施設内での情報伝達の際には警備班や、外部の関係機関等（警察・消防・関係省庁・自治体・

保健所等）と連携して行いましょう。 

・事前に決めたルールに通りに対応できない場合の対応者と責任者を決めておきましょう。 

 

（異常発見時の報告） 

○ 従業員等や警備員は、施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に気が付いた時には、すぐに施設責任

者や調理責任者に報告しましょう。 

解 説 

・警備や巡回時に確認する項目をチェックリスト化し、警備の質を確保しましょう。 

・故意による器物の破損や悪意の落書きなどの予兆を見つけた場合は、早急に責任者に報告し

ましょう。 

 

（感染症対策） 

○ 従業員が感染症に罹患した場合、施設の閉鎖や食品汚染の原因となることがあります。 

○ 地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応策を

事前に検討しておきましょう。 

解 説 

・食品企業における感染症対策の意義を理解しましょう。 

・普段から地域の感染症の流行状況に注意を払い、従業員等が感染した場合には、出勤させ

ないようにしましょう。 

・世界的な感染症の流行が発生した際に備えて BCP を作成し、出勤禁止や職場復帰可能の基準

を予め定めておき、従業員に周知しましょう。 

 

（職場環境づくり） 

・ 従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めましょう。 

（教育） 

○ 従業員等が自社の商品・サービスの品質と安全確保について高い責任感を感じながら働くことができるように、

食品防御対策ガイドライン（調理・提供施設向け） 

  ―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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適切な教育を実施しましょう。 

解 説 

・働きやすい快適な職場環境は、職場に対する不満等を抱かせないためにも、重要なもので

す。労働安全衛生法に基づき、毎月開催されている安全衛生委員会がある職場では、その

場も有効に活用しましょう。 

・接客施設の責任者は従業員が職場への不平・不満から犯行を行う可能性があることを認識し、

対応可能な食品防御対策の検討や、従業員教育を行いましょう。 

・様々な地域からの来訪者が想定されます。多様性を十分に理解して対応できるようにしまし

ょう。 

・従業員の不満を早期に把握し対応するため、定期的なサーベイランスの実施、第三者窓口や

社長へ直接メール等の通報制度を活用しましょう。 

・従業員の人間関係を良好に保つため、普段からのコミュニケーションを心掛けましょう。 

 

（教育内容） 

○ 定期的な従業員教育の中に、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置に関する内容を含め、その重要性を

認識してもらいましょう。 

○ 世界的な感染症が流行している時期には、その感染症に対する内容も含めましょう。 

解 説 

・食品防御の教育の目的は、食品防御に対する意識を持ってもらうことであり、従業員等の監

視を強化することではないことに留意しましょう。 

・食品防御対策は、食品衛生対策とは異なる視点が必要であることを理解してもらいましょう。 

・採用時や定期的な従業員教育の中に、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置に関する

内容を含め、その重要性を認識してもらいましょう。 

・施設内で提供した飲食料品に意図的な食品汚染が発生した場合、顧客や行政はまず当該施設

内の従業員等に疑いの目を向ける可能性があるということを、従業員等に認識してもらいま

しょう。 

・従業員等には、自施設のサービスの品質と安全を担っているという強い責任感を認識しても

らいましょう。 

・臨時スタッフについても同様の教育を行いましょう。 

・従業員教育の際には、内部による犯行を誘発させないよう、部署ごとに応じた内容に限定す

る等の工夫や留意が必要です。 

・従業員への教育では、具体的な事例や方法を伝えすぎないように注意することが重要です。

教育用媒体を有効に活用しましょう。 

・万が一犯行に及んだ場合には、刑事罰だけでなく民事訴訟（損害賠償請求など）を受けるこ

とも教育しておきましょう。 

・SNSの利用に関する注意を行いましょう。 

・感染症に関する内容も適宜取り入れましょう。 

 

（勤務状況等の把握） 

・ 従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握しましょう。 

解 説 

・平時から、従業員の勤務状況や業務内容、役割分担について正確に記録する仕組みを構築し

ておくことは、自施設で提供した飲食料品に意図的な食品汚染が疑われた場合の調査に有用

です。 

 

■人的要素（従業員等 4） 

従業員採用時の留意点 

（身元の確認等） 

・ 従業員の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認しましょう。 

4 派遣社員、連続した期間工場内で業務を行う委託業者などについても、同様の扱いが望まれる。可能であれば、“食品防御に

対する留意”に関する内容を、契約条件に盛り込む。 
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解 説 

・記載内容の虚偽の有無を確認するため、従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を

確認しましょう。 

・確認時に用いる身分証、免許証、マイナンバーカード、各種証明書等は、可能な限り原本

を確認しましょう。 

・外国籍の人に対しては「在留証明書」の原本を確認しましょう。 

・イベント期間中のみの臨時スタッフや派遣スタッフ等についても、同様に、派遣元等に依

頼しておきましょう。 

・応募の動機や、自社に対するイメージ等も確認しましょう。 

・採用後も、住所や電話番号が変更されていないかを定期的に確認しましょう。 

 

（従業員の配置） 

・ フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を重要箇所に配置しましょう。 

解 説 

・経験と信頼感のある従業員を重要な箇所に配置し、混入事故の事前防止や、同僚の不審な

行動等の有無を見守りましょう。 

・脆弱性が高いと判断された工程や場所に配置する従業員は、事前に面談を行い、不平・不

満を抱えていないかを確認しましょう。 

 

（従業員の健康管理） 

・ 日々、従業員の健康管理を適切に行いましょう。 

・ 飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への感染

拡大防止や、食品中への混入防止に留意しましょう。 

解 説 

・自身の健康管理の重要性について理解させましょう。 

・感染拡大が心配される感染症に罹患した際に無理に出勤した場合、同僚への感染拡大や、

食品中への混入による食中毒の原因となります。 

・感染症に罹患した場合（同居の家族を含む）や、体調が優れない場合の出勤停止の考え方

を予め整理し、従業員等の理解を得ておきましょう。 

・パンデミック等が発生した際には、通常の健康管理に加えて、勤務シフトの厳格化や、共

有部分の小まめな清掃により、感染拡大予防に努めましょう。 

 

（制服・名札等の管理） 

・ 従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理しましょう。 

解 説 

・接客（食事提供）施設への立ち入りや、従業員を見分けるために重要な制服や名札、IDバ

ッジ、鍵（キーカード）等は厳重に管理しましょう。 

・名札や社員証等は、可能な限り顔写真付きのものにしましょう。 

・退職や異動の際には制服や名札等を確実に返却してもらいましょう。 

   

（私物の持込みと確認） 

・ 私物を食材保管庫・厨房・配膳の現場へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守されているかを定期

的に確認しましょう。 

解 説 

・私物は、異物混入や感染症拡大の原因となる可能性があるため、原則として食材保管庫・

厨房・配膳の現場内へは、持ち込まないようにしましょう。 

・私物（財布などの貴重品）は金庫などの鍵のかかる貴重品保管場所に保管し、作業場には原

則として持ち込まないようにしましょう。 

・持ち込み可能品はリスト化しましょう。 

・持ち込む場合には、個別に許可を得るなど、適切に管理しましょう。 

・更衣室やロッカールームがある場合には、相互にチェックできる体制を構築しておきまし

ょう。 

・共用の従業員ロッカー等を利用している場合、不審な荷物に気が付いた時には、ただちに
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責任者に報告しましょう。 

・換気で窓等を開ける際には、外部からの侵入に注意しましょう。 

 

（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

○ 休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけましょう。 

解 説 

・休憩室やトイレ等の 5Sを普段から推奨しましょう。 

・感染症流行時には、感染源になることが指摘されている多くの人が触れるドアノブ・スイ

ッチ類や休憩室等は入念に清掃・消毒をしましょう。 

・消毒用薬剤を利用する際には、その管理に注意しましょう。 

 

（出勤時間・言動の変化等の把握） 

○ 従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握しましょう。 

解 説 

・従業員等が意図的な異物混入等を行う動機は、勤務開始後の職場への不平・不満等だけでな

く、採用前の事柄が原因となることも考えられます。 

・調理・提供施設の責任者等は、作業前の朝礼、定期的なミーティング、個別面談等を通じて、

従業員の心身の状態や、職場への不満等について確認しましょう。 

・新型コロナウィルス等の感染症が拡大している場合には、社員の健康状態にも十分に留意し、

必要に応じて出勤時の検温等を実施しましょう。 

・日常の言動や出退勤時刻の変化が見られる場合には、その理由についても確認しましょう。 

・深夜の時間帯での勤務のみを希望する者についても、同様にその理由を確認し、出退勤時

間を管理しましょう。 

・他人への成りすましを防ぐため、指紋認証システムを出退勤のチェックに導入している企業

もあります。 

 

（移動可能範囲の明確化） 

○ 規模の大きな施設では、就業中の全従業員等の移動範囲を明確化にし、全従業員等が、移動を認められた範囲

の中で働いているようにしましょう。 

解 説 

・提供した飲食料品に異物が混入された場合の混入箇所を同定しやすくするために、施設の

規模に応じて他部署への理由のない移動を制限しましょう。 

・感染症が疑われる場合には、感染による影響の大きい箇所での勤務は禁止しましょう。 

・規模の大きな施設で、職制等により「移動可能範囲」を決めている場合には、制服や名札、

帽子の色等によって、その従業員の「移動可能範囲」や「持ち場」等が明確に識別できる

ようにしましょう。 

 

（従業員の自己紹介） 

○ 新たな店舗等がスタートする際には、ミーティング等で自己紹介し、スタッフ同士の認識力を高め、見慣れな

い人への対応力を高めましょう。 

解 説 

・新たな店舗等での業務がスタートする際には、自己紹介等を行い、スタッフ同士の認識力

を高めましょう。 

・応援スタッフや新規採用者は、その日の打合せ等の機会に紹介し、皆さんに識別してもら

いましょう。 

・見慣れない人の存在に従業員が疑問を持ち、一声かける習慣を身につけてもらいましょう。 

・日々の挨拶や態度で異変を感じたら直ぐに上司に報告しましょう。 

 

■人的要素（部外者） 

（訪問者への対応） 

①事前予約がある場合 

○ 身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行しましょう。 
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○ 感染症の流行時は、従業員との接触を極力避ける工夫を行いましょう。 

解 説 

・訪問者の身元を、社員証等で確認しましょう（顔写真付きが望ましい）。 

・感染症が流行している時期においては、体調確認に対する協力も要請しましょう。 

・訪問理由を確認した上で、従業員が訪問場所まで同行しましょう。 

 

②事前予約がない場合や初めての訪問者 

○ 立ち入りを認めないようにしましょう。 

○ 感染症の流行時は、特に注意しましょう。 

解 説 

・「飛び込み」の訪問者は、原則として立ち入りは認めないようにしましょう。 

・訪問希望先の従業員から、面識の有無や面会の可否等について確認が取れた場合は、事前予

約がある場合と同様に、従業員が訪問場所まで同行しましょう。 

 

（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

○ 規模の大きな施設では、納入業者用や廃棄物収集車の駐車場を設定したり、駐車許可証を発行する等、無許可

での駐車を防止しましょう。 

解 説 

・全ての訪問者について車両のアクセスエリア、荷物の持ち込み等を一律に制限することは現

実的ではありません。 

・専用の駐車エリアがある場合には、食材保管庫やゴミ搬出場所等、直接食品に手を触れるこ

とができるような場所とはできるだけ離れていることが望ましいでしょう。 

・繰り返し定期的に訪問する特定の訪問者（例：施設メンテナンス、防虫防鼠業者等）につい

ては、それらの車両であることが明確になるように、駐車エリアを設定しておきましょう。 

 

（業者の持ち物確認） 

○ 厨房等施設・設備内を単独で行動する可能性のある訪問者（業者：報道関係・警備関係を含む）の持ち物は十

分確認し、不要なものを持ち込ませないようにしましょう。 

解 説 

・施設・設備のメンテナンスや防虫・防鼠等のために、長時間にわたり施設内で作業すること

もある業者については、全ての作業に同行することは困難です。 

・立入り業者については、制服・顔写真付き社員証等を確認しましょう。 

・作業開始前には、持ち物の確認を実施し、不要な持ち込み品を持ち込ませないようにしまし

ょう。 

・可能であれば、持込み可能品リストを作成し、それ以外のものを持ち込む場合には、申告し

てもらいましょう。 

 

（悪意を持った来客対策） 

○ 来客の中には悪意を持っている者がいる可能性も考慮しましょう。 

解 説 

・来店するお客様の中には、店舗等に悪意を持っている人がいる可能性も 0ではありません。 

・お客によるいたずら等を防ぐために、国際的なスポーツ大会等の大規模イベント時に必要な

対応を参考にした対策を採りましょう。 

 

■施設管理 

（調理器具等の定数管理） 

○ 使用調理器具・洗剤等について、定位置・定数管理を行いましょう。 

解 説 

・厨房で使用する原材料や調理器具、洗剤等について、定位置・定数管理を行うことで、過不

足や紛失に気づきやすい環境を整えましょう。 

・不要な物、利用者・所有者が不明な物の放置の有無を定常的に確認しましょう。 

・食品に直接手を触れることができる調理・盛り付け・配膳や従事者が少ない場所等、意図的

に有害物質を混入し易い箇所については特に重点的に確認しましょう。 

・配電盤等不要な物を隠せる場所には、施錠等の対応を行いましょう。 
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・医薬品が保管されている医務室等については、医師・患者等関係者以外の立入の禁止、無人

となる時間帯の施錠、薬剤の数量管理を徹底しましょう。 

 

（脆弱性の高い場所の把握と対策） 

○ 飲食料品に直接手を触れることができる調理や配膳の工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を混

入しやすい箇所を把握しましょう。 

解 説 

・調理や配膳では、飲食料等に直接手を触れないことは不可能です。 

・特に脆弱性が高いと考えられる人目の少ない箇所（配膳準備室・厨房から宴会場までのルー

ト）等は、見回りの実施、従業員同士による相互監視、監視カメラの設置等を行うと共に、

可能な限り手を触れられない構造への改修や、配膳方法に工夫をしましょう。 

・レストランや食堂等の客席に備え付けの飲料水や調味料、バイキング形式のサラダバーなど

では、従業員以外の人物による意図的な有害物質の混入にも注意を払いましょう。 

・店舗の設計に際しては、食品防御を意識した作業動線や人の流れを考慮しましょう。 

 

（無人の時間帯の対策） 

○ 厨房・食事提供施設が無人となる時間帯（閉店後を含む）についての防犯対策を講じましょう。 

解 説 

・食品保管庫や厨房等が無人となる時間帯は、万が一、混入が行われた場合の対応が遅れます。 

・終業後は必ず施錠し、確認する習慣を身につけましょう。 

・食品保管庫や厨房等が無人となる時間帯は必ず施錠し、人が侵入できないようにしましょう。 

・施錠以外にも、監視（品質向上）カメラ等、無人の時間帯の防犯対策を講じましょう。 

 

（鍵の管理） 

○ 鍵の管理方法を策定し、定期的に確認しましょう。 

解 説 
・鍵の使用権を設定し、誰でも自由に鍵を持ち出せないようにしましょう。 

・鍵の管理方法を定め、順守されているかどうかを確認しましょう。 

 

（外部からの侵入防止策） 

○ 食品保管庫や厨房への外部からの侵入防止対策を行いましょう。 

解 説 

・異物が混入された場合の被害が大きいと考えられる食品保管庫や厨房は、機械警備、補助鍵

の設置や、格子窓の設置、定期的な点検を行い、侵入防止対策を採りましょう。 

・店舗外のプレハブ倉庫等に食材を保管している場合も、適切に施錠しましょう。 

・通常施錠されているところが開錠されている等、定常状態と異なる状態を発見した時には、

速やかに責任者に報告しましょう。 

 

（確実な施錠） 

○ 食品保管庫や厨房の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採りまし

ょう。 

解 説 
・全ての出入り口・窓に対して直ちに対策を講じることが困難な場合は、優先度を設定し、施

設の改築等のタイミングで順次改善策を講じるように計画しましょう。 

 

（洗剤等の保管場所） 

○ 厨房の洗剤等、有害物質の保管場所を定め、当該場所への人の出入り管理を行いましょう。また、使用日時や

使用量の記録、施錠管理を行いましょう。 

解 説 

・日常的に使用している洗剤等についても、作業動線等も考慮した管理方法等を定め、在庫量

を定期的に確認しましょう。 

・保管は、食材保管庫や調理・料理の保管エリアから離れた場所とし、栓のシーリング等によ

り、妥当な理由無く使用することが無いよう、十分に配慮しましょう。 
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（洗剤等の紛失時の対応） 

○ 厨房の洗剤等、有害物質を紛失した場合は、施設責任者や調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はそ

の対応を決定しましょう。 

（殺虫剤の管理） 

○ 殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管理を徹底しましょう。 

解 説 

・調理・提供施設の従業員等が自ら殺虫・防鼠等を行う場合は、使用する殺虫剤の成分につい

て事前に確認しておくことが重要です。 

・殺虫剤を施設内で保管する場合は、鍵付きの保管庫等に保管し、使用場所、使用方法、使用

量等に関する記録を作成しましょう。 

・防虫・防鼠作業を委託する場合は、信頼できる業者を選定し、殺虫対象、殺虫を行う場所を

勘案して、委託業者とよく相談の上、殺虫剤（成分）を選定しましょう。 

・殺虫等を委託する場合、殺虫剤は委託業者が持参することになりますが、施設責任者等が知

らないうちに、委託業者から従業員等が殺虫剤を譲り受けたり、施設内に保管したりするよ

うなことがないよう、管理を徹底しましょう。 

・24時間営業等で営業時間帯に外部委託業者に店内の清掃を行う場合には、店員の目の届く範

囲で作業を行うなど、異物混入に留意しましょう。 

 

（給水施設の管理） 

○ 井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じましょう。 

解 説 

・井戸、貯水、配水施設への出入り可能な従業員を決めましょう。 

・井戸、貯水、配水施設への立入防止のため、鍵等による物理的な安全対策、防御対策を講じ

ましょう。 

・貯水槽等の試験用水取出し口や塩素投入口、空気抜き等からの異物混入防止対策を講じまし

ょう。 

・浄水器のフィルターについても定期的に確認しましょう。 

 

（井戸水の管理） 

○ 井戸水に毒物を混入された場合の被害は、接客（食事提供）施設全体に及ぶため、厳重な管理が必要です。 

解 説 

・井戸水を利用している場合は確実に施錠し、塩素消毒等浄化関連設備へのアクセスを防止し

ましょう。 

・可能であれば監視カメラ等で監視しましょう。 

 

（顧客情報の管理） 

○ 喫食予定の VIP の行動や食事内容に関する情報へのアクセス可能者は、接客の責任者などに限定しましょ

う。 

 

■入出荷等の管理 

（ラベル・包装・数量の確認） 

○ 食材や食器等の受け入れ時及び仕分け前に、ラベルや包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数量

との整合性を確認しましょう。 

○ 異常を発見した場合は、料理長や責任者に報告し、責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・食材だけでなく食器等の受け入れ時や使用前には、必ず数量やラベル・包装を確認しましょ

う。 

・異常が発見された場合は、異物混入の可能性も念頭に、施設責任者や調理責任者に報告し、

施設責任者や調理責任者はその対応を決定しましょう。 

・数量が一致しない場合は、その原因を確認しましょう。 

・納入数量が増加している場合は特に慎重に確認し、通常とは異なるルートから商品等が紛れ
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込んでいないかに注意を払いましょう。 

・加工センターで調理された食材の配送は、契約した配送業者に依頼しましょう。 

・食材等は棚卸しの実施や売上との乖離の確認により、定期的に点検しましょう。 

 

（積み下ろし作業の監視） 

○ 食材や食器等の納入時の積み下ろし作業は監視しましょう。 

解 説 

・食材や食器等の納入作業は、食品防御上脆弱な箇所と考えられます。 

・実務上困難な点はありますが、従業員や警備スタッフの立会や、可能な範囲でのカメラ等に

よる確認を行いましょう。 

・無人の時間帯に食材等が搬入される場合は、カメラ等による確認を行いましょう。 

・感染症拡大時には、感染予防に注意して監視作業を行いましょう。 

 

（調理や配膳作業の監視） 

○ 調理や料理等の配膳時の作業を監視しましょう。 

解 説 

・調理や料理の配膳作業は、食品防御上脆弱な箇所と考えられます。 

・従業員同士の相互監視や、作業動線の工夫、可能な範囲でのカメラ等による監視を行いまし

ょう。 

 

（保管中の食材や料理数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

○ 保管中の食材や料理の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者

や調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・保管中の食材や料理の数量が一致しない場合は、その原因を確認しましょう。 

・食材や食器、料理の保管数量が増加している場合は特に慎重に確認し、外部から食材等が紛

れ込んでいないか、慎重に確認しましょう。 

 

（過不足への対応） 

○ お客様から、提供量の過不足（特に増加）についての連絡があった場合、施設責任者や調理責任者に報告し、

施設責任者や調理責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・過不足の原因について、妥当な説明がつくように確認しましょう。 

・特に提供量が増加している場合は慎重に確認し、外部から飲食料品が紛れ込んでいないかに

注意を払いましょう。 

 

（対応体制・連絡先等の確認） 

○ 喫食者に異変が見られた場合の対応体制・連絡先等を、誰でもすぐに確認できるようにしておきましょう。 

解 説 

・調理・提供施設内で意図的な食品汚染行為等の兆候や形跡が認められた場合は、被害の拡大

を防ぐため、至急施設内で情報を共有しましょう。 

・責任者が不在の場合でも、代理の従業員が至急連絡できるように、予め手順・方法を定めて

おきましょう。 

 

 

２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

■人的要素（従業員等） 

（従業員の所在把握） 

○ 施設内・敷地内の従業員等の所在を把握しましょう。 

解 説 
・従業員の施設内・敷地内への出入りや所在をリアルタイムでの把握や、記録保存のために、

カードキーやカードキーに対応した入退構システム等の導入を検討しましょう。 
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■施設管理 

（扉の施錠等の設置） 

○ 接客（食事提供）施設内での作業空間への侵入防止のため、扉への施錠等を検討しましょう。 

解 説 

・接客（食事提供）施設の敷地内へは、常に利用客が出入りしています。作業用スペースへの

利用客の立ち入りを防止するため、死角となるような個所では、扉の施錠等の対策を検討し

ましょう。 

・食材や原材料等が保管されているバックヤードは、無人になることがあるため、確実に施錠

しましょう。 

 

（監視カメラの設置） 

○ カメラ等により接客（食事提供）施設建屋内外の監視を検討しましょう。 

解 説 
・カメラ等による接客（食事提供）施設の建屋内外を監視することは、抑止効果が期待できる

と共に、有事の際の確認に有用です。 

 

（継続的な監視） 

○ 警備員の巡回やカメラ等により敷地内に保管中／使用中の食材や食器等の継続的な監視、施錠管理等を行いま

しょう。 

解 説 

・人が常駐していないことが多く、アクセスが容易な場合が多い食材保管庫は、カメラ等の設

置、施錠確認等を行いましょう。 

・警備員が配置されている規模の大きな施設で、定期的な巡回経路に組み込みましょう。 

 

 

３．大規模イベント時に必要な対応 

 大規模イベント時には、ケータリング等、外部の食品工場等で調理された商品が搬入されることがあるため、

配送用トラック等でも必要な対策。 

 

（感染症流行期の対策） 

○ 世界的な感染症の拡大が見られる場合には、施設内での感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極的

に取り入れましょう。 

解 説 

・従業員の健康管理と感染予防対策を定め、職場内での感染拡大防止を徹底しましょう。 

・感染症の拡大時期には、国等のガイドラインに従って感染防止対策を講じましょう。 

・利用者にも体調確認を依頼し、体調不良者には、施設の利用を控えて頂きましょう。 

  

（利用客対策） 

○ 不特定多数の利用客が出入りする接客（食事提供）施設では、利用客に交じって意図的に有害物質を混入する

ことも考えられますので対策を行いましょう。 

解 説 

・接客（食事提供）施設では、不特定多数の人の出入りがあるため、お客様に交じって意図的

に有害物質を混入することも考えられます。利用客の行動可能範囲を予め定めておきましょ

う。 

 

（客席等の対策） 

○ 客席等には、お冷や調味料、食器などは置かないようにしましょう。 

○ また、セルフサービスのサラダバーやドリンクバー等での混入防止対策も必要です。 

○ 感染拡大時には、換気や客席の間隔をとる等、動線上の手洗い場を設ける等の有効な対策も検討しましょう。 

解 説 
・客席テーブル上のお冷や調味料、食器等に異物が混入される可能性も否定できず、食器、共

有のトング等は、感染拡大の原因にもなります。食品防御及び感染拡大防止の両方の観点か
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ら、それらを客席に備え付けることは控え、その都度渡す、封をする等の対策を行いましょ

う。 

・利用客に交じっての異物混入や、共有のトング等による感染を予防する観点から、ビュッフ

ェ形式は避け、小分けにした状態で個別に提供することが望ましいでしょう。 

 

（監視カメラの設置） 

○ 利用客者が直接、食品に触れる様なカフェテリア形式の配膳場所、サラダバー等には、カメラ等による監視を

検討しましょう。 

解 説 
・不特定多数の利用客が出入りする飲食店等の配膳場所やサラダバー・ドリンクバー等をカメ

ラ等により監視することは、抑止効果が期待できると共に、有事の際の確認に有用です。 

 

（厨房の防犯・監視体制の強化） 

○ 厨房内には、作り置きの料理等が保管される場合があります。保管の際には、冷蔵庫等にカギをかける等の異

物混入対策が必要です。 

（報道陣対応） 

○ 大規模なイベント時には、報道陣に紛れての不審者の侵入にも注意しましょう。 

解 説 
・報道関係者の駐車エリアも設定しておきましょう。 

・報道関係者も施設内に立ち入る際には、適切な許可を受けた者のみにしましょう。 

 

（関係機関との連携強化） 

○ 大規模なイベント時には、多くの関係機関との連携を密にし、迅速な情報の共有化に努めましょう。 

解 説 

・大規模イベント時には、開催主体・食品事業者・保健所等、多くの組織が運営に関与します。

どのような組織が関与しているのか十分に把握しておきましょう。 

・事故等発生時、感染者が利用した際の連絡体制及び対応方法を定め、情報の共有と適切・迅

速な対応に努めましょう。 
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（別添４－１） 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

○（危機管理体制の構築） 

異常の早期発見するための苦情等集約する仕組みを構築している。 

保健所等への相談、社内外への報告、製品の回収、保管、廃棄等の手続き定めている。 

○（異常発見時の報告） 

施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に気が付いた時には、すぐに施設責任者や調理責任者に報告

させている。 

○（感染症対策） 

従業員の感染症への罹患状況を確認している。 

地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応策を

事前に検討している。 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めている。 

○（教育） 

自社の製品・サービスの品質と安全確保について高い責任感を持ちながら働けように、適切な教育を行ってい

る。 

○（教育内容） 

定期的に食品防御に関する教育を行い、その重要性を認識してもらっている。 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握している。 

 

■人的要素（従業員等） 

○（従業員採用時の留意点：身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認している。 

○（従業員の配置） 

フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を重要箇所に配置している。 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適切に行っている。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への感染

拡大防止や、食品中への混入防止に留意している。 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理している。 

○（私物の持込みと確認） 

私物を製造現場内へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守されていることを確認かを定期的に確認

している。 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

○（出勤時間・言動の変化等の把握） 

従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握している。 

○（新規採用者の紹介） 

新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、見慣れない人への対応力を高めている。 

食品防御対策ガイドライン（中小規模：食品製造工場向け） 

―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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■人的要素（部外者） 

○（訪問者への対応） 

①事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行している。 

感染症の流行時は、直接の訪問は極力避ける様にしている。 

②事前予約がない場合や初めての訪問者 

原則として事務所等で対応し、工場の製造現場への入構を認めないようにしている。 

特に感染症の流行時は、注意している。 

○（業者の持ち物確認） 

食品工場内を単独で行動する可能性のある訪問者（業者）の持ち物は十分確認し、不要なものを持ち込ませな

いようにしている。 

○（郵便・宅配物の受取場所） 

郵便、宅配物等の受け入れ先（守衛所、事務所等）を定めている。 

 

■施設管理 

○（調理器具等の定数管理） 

使用する原材料や調理器具、洗剤等について、定数・定位置管理を行っている。 

○（脆弱性の高い場所の把握と対策） 

食品に直接手を触れることができる仕込みや袋詰めの工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を混

入しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れない様にカバーなどの防御対策を検討している。 

○（無人の時間帯の対策） 

工場が無人となる時間帯についての防犯対策を講じている。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

○（外部からの侵入防止策） 

製造棟、保管庫への外部からの侵入防止対策を行っている。 

○（確実な施錠） 

製造棟の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採っている。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（試験材料等の管理） 

食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）や有害物質の保管場所を定め、当該場所への人の出入りを

管理する。また、使用日時や使用量の記録、施錠管理を行っている。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（紛失時の対応） 

食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）や有害物質を紛失した場合は、工場長や責任者に報告し、

工場長や責任者はその対応を決定している。 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管理を徹底している。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（給水施設の管理） 

井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じている。 

○（井戸水の管理） 

井戸水に毒物を混入された場合の被害は、工場全体に及ぶため、厳重に管理している。 

○（コンピューターの管理） 

コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正なアクセ

スを防止している。 

 

■入出荷等の管理 
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○（ラベル・包装・数量の確認） 

資材や原材料等の受け入れ時及び使用前に、ラベルや包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数量

との整合性を確認している。 

異常を発見した場合は、工場長や責任者に報告し、工場長や責任者はその対応を決定している。 

○（積み下ろしや積み込み作業の監視） 

資材や原材料等の納入時の積み下ろし作業や製品の出荷時の積み込み作業を監視している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼関係や、重量での発注に基づく「納入品の外置き」等の習

慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図ること。 

○（在庫数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

保管中の在庫の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や調理責

任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対応を決定している。 

○（過不足への対応） 

製品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増加）についての連絡があった場合、工場長や責任者に報告し、

工場長や責任者はその対応を決定している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼関係や、重量での発注に基づく「納入品の内容をよく確認

しない」等の習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図ること。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

製品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもすぐに確認できるようにしている。
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（別添４－２） 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

○（危機管理体制の構築） 

異常の早期発見のための苦情等を集約する仕組みを構築している。 

保健所等への相談、社内外への報告、製品の回収、保管、廃棄等の手続きを定めている。 

○（異常発見時の報告） 

施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に気が付いた時には、すぐに施設責任者に報告させている。 

○（感染症対策） 

従業員の感染症への罹患状況を確認している。 

地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応策を

事前に検討している。 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めている。 

○（教育） 

取扱い製品の品質と安全確保について高い責任感を持ちながら働けるように、適切な教育を行っている。 

○（教育内容） 

定期的に食品防御に関する教育を行い、その重要性を認識してもらっている。 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握している。 

 

■人的要素（従業員等） 

○（従業員採用時の留意点：身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認している。 

○（従業員の配置） 

フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を重要箇所に配置している。 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適切に行っている。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への感染

拡大防止や、食品中への混入防止に留意している。 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理している。 

○（私物の持込みと確認） 

私物を仕分け現場へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守されているかを定期的に確認している。 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

○（出勤時間・言動の変化等の把握） 

従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握している。 

○（新規採用者の紹介） 

新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、見慣れない人への対応力を高めている。 

 

■人的要素（部外者） 

○（訪問者への対応） 

食品防御対策ガイドライン（中小規模：運搬・保管施設向け） 

―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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①事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行している。 

感染症の流行時は、直接の訪問は極力避ける様にしている。 

②事前予約がない場合や初めての訪問者 

原則として事務所等で対応し、工場の製造現場への入構を認めないようにしている。 

特に感染症の流行時は、注意している。 

○（業者の持ち物確認） 

物流・保管施設内を単独で行動する可能性のある訪問者（業者）の持ち物は十分確認し、不要なものを持ち込

ませないようにしている。 

○（郵便・宅配物の受取場所） 

郵便、宅配物等の受け入れ先（守衛所、事務所等）を定めている。 

 

■施設管理 

○（仕分け用具等の定数管理） 

使用する仕分け作業用の器具や工具等について、定数・定位置管理を行っている。 

○（脆弱性の高い場所の把握） 

食品に直接手を触れることができる仕分けや袋詰め工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を混入

しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れない様にカバーなどの防御対策を検討している。 

○（無人の時間帯の対策） 

物流・保管施設が無人となる時間帯についての防犯対策を講じている。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

○（外部からの侵入防止策） 

物流・保管施設への外部からの侵入防止対策を行っている。 

○（確実な施錠） 

物流・保管施設の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採っている。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管理を徹底している。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（コンピューターの管理） 

コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正なアクセ

スを防止している。 

 

■入出荷等の管理 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

取扱商品等の受け入れ時及び仕分け前に、ラベルや包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数量と

の整合性を確認している。 

異常を発見した場合は、施設責任者に報告し、責任者はその対応を決定している。 

入荷時には、事前に発送元から通知のあったシリアルナンバーと製品・数量に間違いがないかを確認している。 

出荷時には、シリアルナンバーの付いた封印を行い、製品・数量とともに荷受け側に予め通知している。事

前通知には、車両のナンバーやドライバーの名前なども通知している。 

○（積み下ろしや積み込み作業の監視） 

取扱商品等の納入時の積み下ろし作業や出荷時の積み込み作業にも気を配る。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼関係や、重量での発注に基づく「納入品の外置き」等の習

慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図ること。 

○（製品等の混在防止対策） 

ハイセキュリティ製品と一般製品が混ざる事の無いように動線を確保し、物理的に分離して保管している。

また監視カメラを設置するなどの対策を行っている。 
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○（在庫数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

保管中の商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や調理責

任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対応を決定している。 

○（過不足への対応） 

取扱商品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増加）についての連絡があった場合、施設責任者に報告し、

施設責任者はその対応を決定している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼関係や、重量での発注に基づく「納入品の内容をよく確認

しない」等の習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図ること。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

取扱商品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもすぐに確認できるようにしている。 

 

２．大規模イベント時に必要な対応 

大規模イベント時には、ケータリング等、外部の食品工場等で調理された商品が搬入されることがあるため、配送

用トラック等でも必要な対策。 

 

〇（感染症流行期の対策） 

世界的な感染症の拡大が見られる場合には、運搬中の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極的

に取り入れている。 

○（荷台等への私物の持込み禁止） 

配送用トラック等の車輛の荷台には、私物等は持ち込ませない。また、定期的に持ち込んでいないかを確認し

ている。 

○（無関係者の同乗禁止） 

配送用トラック等の車輛には、運転手及び助手以外の配送作業に関係しない人間は同乗させない。 

○（荷台ドアの施錠） 

配送用トラック等の荷台ドアに施錠が出来る車輛での配送を行い、荷積み、荷卸し以外は荷台ドアに施錠し、

車輛を離れる際は、荷台ドアの施錠を確認している。 

配送作業が無い場合でたとえ施設内に駐車した配送用トラック等の車輛でも必ず、運転席や荷台ドアの施錠を

行っている。 

〇（GPS等による位置確認） 

不測の事態が起こった場合などに備え、車輛には GPSを搭載している。 
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（別添４－３） 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

○（危機管理体制の構築） 

異常の早期発見のための苦情等を集約する仕組みを構築している。 

保健所等への相談、社内外への報告、飲食料の回収、保管、廃棄等の手続きを定めている。 

○（異常発見時の報告） 

施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に気が付いた時には、すぐに施設責任者や調理責任者に報告

させている。 

○（感染症対策） 

従業員の感染症への罹患状況を確認している。 

地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応策を

事前に検討している。 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めている。 

○（教育） 

自社の製品・サービスの品質と安全確保について高い責任感を持ちながら働けるように、適切な教育を行って

いる。 

○（教育内容） 

定期的に食品防御に関する教育を行い、予防措置に関する内容を含め、その重要性を認識してもらっている。 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握している。 

 

■人的要素（従業員等） 

○（従業員採用時の留意点：身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認している。 

○（従業員の配置） 

フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を重要箇所に配置している。 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適切に行っている。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への感染

拡大防止や、食品中への混入防止に留意している。 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理している。 

○（私物の持込みと確認） 

私物を食材保管庫・厨房・配膳の現場へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守されているかを定期

的に確認している。 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

○（出勤時間・言動の変化等の把握） 

従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握している。 

○（従業員の自己紹介） 

新たな店舗等がスタートする際には、ミーティング等で自己紹介し、スタッフ同士の認識力を高め、見慣れ

食品防御対策ガイドライン（中小規模：調理・提供施設向け） 

―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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ない人への対応力を高めている。 

 

■人的要素（部外者） 

○（訪問者への対応） 

①事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行している。 

感染症の流行時は、直接の訪問は極力避ける様にしている。 

②事前予約がない場合や初めての訪問者 

立ち入りを認めないようにしている。 

特に感染症の流行時は、注意している。 

○（業者の持ち物確認） 

厨房等施設・設備内を単独で行動する可能性のある訪問者（業者：報道関係・警備関係を含む）の持ち物は十

分確認し、不要なものを持ち込ませないようにしている。 

○（悪意を持った来客対策） 

来客の中には悪意を持っている者がいる可能性も考慮している。 

 

■施設管理 

○（調理器具等の定数管理） 

使用する原材料や調理器具、洗剤等について、定数・定位置管理を行っている。 

○（脆弱性の高い場所の把握） 

食品に直接手を触れることができる調理や配膳の工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を混入し

やすい箇所を把握している。 

○（無人の時間帯の対策） 

厨房・食事提供施設が無人となる時間帯（閉店後を含む）についての防犯対策を講じている。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

○（外部からの侵入防止策） 

食品保管庫や厨房への外部からの侵入防止対策を行っている。 

○（確実な施錠） 

食品保管庫や厨房の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採ってい

る。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（洗剤等の保管場所） 

厨房の洗剤等、有害物質の保管場所を定め、当該場所への人の出入りを管理する。また、使用日時や使用量の

記録、施錠管理を行っている。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（洗剤等の紛失時の対応） 

厨房の洗剤等、有害物質を紛失した場合は、施設責任者や調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はそ

の対応を決定している。 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管理を徹底している。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（給水施設の管理） 

井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じている。 

○（井戸水の管理） 

井戸水に毒物を混入された場合の被害は、接客（食事提供）施設全体に及ぶため、厳重に管理している。 

○（顧客情報の管理） 

喫食予定の VIPの行動や食事内容に関する情報へのアクセス可能者は、接客の責任者などに限定している。 
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■入出荷等の管理 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

食材や食器等の受け入れ時及び使用前に、ラベルや包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数量と

の整合性を確認している。 

異常を発見した場合は、料理長や責任者に報告し、料理長や責任者はその対応を決定している。 

○（積み下ろしの監視） 

食材や食器等の納入時の積み下ろし作業は確認している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼関係や、重量での発注に基づく「納入品の外置き」等の習

慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図ること。 

○（調理や配膳作業の監視） 

調理や料理等の配膳時の作業を確認している。 

○（保管中の食材や料理数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

保管中の食材や料理の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や

調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対応を決定している。 

○（過不足への対応） 

お客様から、提供量の過不足（特に増加）についての連絡があった場合、施設責任者や調理責任者に報告し、

施設責任者や調理責任者はその対応を決定している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼関係や、重量での発注に基づく「納入品の内容をよく確認

しない」等の習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図ること。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

喫食者に異変が見られた場合の対応体制・連絡先等を、誰でもすぐに確認できるようにしている。 

 

２．大規模イベント時に必要な対応 

大規模イベント時には、ケータリング等、外部の食品工場等で調理された商品が搬入されることがあるため、配送

用トラック等でも必要な対策。 

 

○（感染症流行期の対策） 

世界的な感染症の拡大が見られる場合には、施設内での感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極的

に取り入れている。 

○（お客様対策） 

不特定多数のお客様が出入りする接客（食事提供）施設では、利用客に交じって意図的に有害物質を混入す

ることも考えられるため、対策を検討している。 

○（客席等の対策） 

客席等には、お冷や調味料、食器などは置かない。また、セルフサービスのサラダバーやドリンクバー等で

の混入や感染防止対策も検討している。 

感染拡大時には、換気や客席の間隔をとる等、動線上の手洗い場を設ける等の有効な対策も検討している。 

○（監視カメラの設置） 

利用者が直接、食品に触れる様なカフェテリア形式の配膳場所、サラダバー等には、カメラ等による監視を

検討している。 

○（厨房の防犯・監視体制の強化） 

厨房内には、作り置きの料理等を保管する場合には、冷蔵庫等にカギをかける等の異物混入対策を行ってい

る。 

○（報道陣対応） 

大規模なイベント時には、報道陣に紛れての不審者の侵入にも注意している。 

○（関係機関との連携強化） 

大規模なイベント時には、多くの関係機関との連携を密にし、迅速な情報の共有化に努めている。
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(別添５－１) 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

１ 

☐ 

○（危機管理体制の構築） 

・配達中に、配達員が異物等を混入しない体制を構築している。 

２ 

☐ 

○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等を発見した場合や、苦情等を受けた場合の報告体制を整備し、速や

かに委託を受けた運営事業者や食品事業者等の責任者に報告している。 

３ 

☐ 

○（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の BCP

等を事前に検討している。 

・世界的な感染症の拡大が見られる場合には、配達員の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極

的に取り入れている。 

４ 

☐ 

○（職場環境づくり） 

・配達員等の安全対策を実施し、働きやすい職場環境づくりに努めている。 

５ 

☐ 

○（教育） 

・配達員等に対して、取扱う商品の品質と安全確保に関して適切な教育を行っている。 

・配達員等に対する教育内容には、万が一、不適切な行動があった場合は、刑事罰だけでなく、賠償責任が

発生することも含めている。 

・業務委託契約の場合には、契約事項で食品防御対策の実施について触れている。業務仲介の場合は、食品

防御対策ガイドライン等について情報提供を行っている。 

 

■人的要素（従業員・委託契約者等） 

６ 

☐ 

○ （配達員登録・契約・採用時の身元の確認等） 

・配達員の登録・契約・採用時には、可能な範囲で身元を確認している。 

・運転免許証の原本は、契約時及び定期的に確認している。 

・契約・採用時には、配達員向けチェックリスト等を用いて、食品防御に関する知識の確認や情報提供を行

っている。 

７ 

☐ 

○（従業員の配置） 

・運営事業者の食品安全等を担当する部署には、可能な限りフードディフェンスに関する理解・経験の深い

職員を重要箇所に配置している。 

８ 

☐ 

○ （配達員の健康管理） 

・日々、配達員の健康状態を適切に確認するよう注意喚起している。 

・飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、取引先・

配達先を含む周囲への感染拡大防止や、食品中への混入防止に留意している。 

９ 

☐ 

○（用具等の管理） 

・配達員等に対して運搬用ボックス等を適切に管理するよう注意喚起している。 

１０ 

☐ 

○（配達員の勤務状況・稼働時間・配達範囲の変化等の把握） 

・契約状況に応じて、配達員等の稼働時間や配達範囲を把握し、著しい変化や、従来とは異なる稼働時間や

配達範囲・稼働頻度の変化等に注意を払っている。 

食品防御対策ガイドライン フードデリバリーサービス向けチェックリスト 

（宅配を担当するフードデリバリーサービス提供事業者向け） 

―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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１１ 

☐ 

○（新規採用者・契約者の紹介） 

・新たに採用・契約した配達員は、依頼元事業者等に適切に紹介し、成りすましを防ぐ工夫を行っている。 

 

■人的要素（部外者） 

１２ 

☐ 

○（依頼元での対応） 

・配達員には、正規の契約であることを証明するために、依頼元事業者に対して注文番号等の電子記録を提

示させている。 

・感染症の流行時は、依頼元の店舗等の商品の受渡しの際には、配達員と受渡し担当者との接触を極力避け

る工夫を行うよう、利用事業者にも注意喚起している。 

１３ 

☐ 

○（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

・配達用車両は、指定された場所に駐車・駐輪している。 

・駐車・駐輪許可証が発行されている場合は、適切に使用するように注意喚起している。 

１４ 

☐ 

○（商品の受渡しと配達員の持ち物確認） 

・商品の受取りは、定められた受渡し窓口で行い、不用意に厨房内へは立入らないように注意喚起している。 

・配達用車両の荷台や配達用バック内に、不要な私物等を一緒に収納しないよう、注意喚起している。 

１５ 

☐ 

○（悪意を持った配達員対策） 

・配達員の中には悪意を持っている者がいる可能性も考慮している。 

 

■施設管理 

１６ 

☐ 

○（配達用の用具等の定数管理） 

・配達に使用する用具（配達用バック等）等について、定期的に定数管理を行うよう注意喚起している。 

１７ 

☐ 

○（脆弱性の高い配達中の対策） 

・意図的に有害物質を混入しやすい環境が出現した場合に備えて、商品にカバーや封印を行う等の防御対策

を行うよう、利用事業者に対して注意喚起している。 

１８ 

☐ 

○（車両を離れる際の対策） 

・荷台に施錠が出来る配達用車両での配達を行い、走行中や配達で車両を離れる際には、荷台の施錠を確認

し、自転車やバイクの場合には、配達用バックを持ち歩くように注意喚起している。 

・たとえ施設内に駐車した配達用車両でも、必ず運転席や荷台の施錠を行うよう注意喚起している。 

１９ 

☐ 

○（顧客情報の管理） 

・顧客情報（取引業者・利用客）等の重要なデータシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正なアク

セスを防止している。 

 

■入出荷等の管理 

２０ 

☐ 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

・商品等の受取り時に、発注番号、ラベルや包装の異常の有無、発注商品と数量の整合性を確認し、異常が

あれば施設責任者に連絡している。 

・異常を発見した場合は、施設責任者に報告し、施設責任者はその対応を予め決めている。 

２１ 

☐ 

○（配達中の商品の増減や汚染行為の徴候への対応） 

・配達中に商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者に報

告し、施設責任者はその対応を予め決めている。 

２２ 

☐ 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

・配達した商品の依頼元や配達先の連絡先を、すぐに確認できるようにしている。 
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２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

２３ 

☐ 

○（ドライブレコーダー・GPS等の活用） 

・不測の事態が起こった場合などに備えドライブレコーダーや GPS 等により配達中の位置の確認や記録を検

討している。 
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(別添５－２) 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

１ 

☐ 

○（危機管理体制の構築） 

・配達中に従業員が異物等を混入しづらい体制を構築している信頼できる事業者に委託している。 

・配達員から異常等の連絡があった場合、利用客への連絡、保健所等への相談、社内外への報告、飲食料品

の回収、保管、廃棄等の手続きを定めている。 

２ 

☐ 

○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等が発見された場合や、苦情等を受けた場合の報告体制を整備し、速や

かに配達員や運営事業者から報告を受けている。 

３ 

☐ 

○（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の BCP

等を事前に検討している。 

・世界的な感染症の拡大が見られる場合には、従業員の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極

的に取り入れている。 

４ 

☐ 

○（職場環境づくり） 

・委託先及びその配達員との良好な関係を構築し、配達員等が働きやすい職場環境づくりに協力している。 

５ 

☐ 

○（教育） 

・デリバリー事業者を利用する際に発生する自社の商品・サービスの品質と安全確保、食品防御に関するリ

スク等について、適切な教育を行っている。 

・従業員に対する教育内容には、万が一、不適切な行動があった場合は、刑事罰だけでなく、賠償責任が発

生することも含めている。 

 

■人的要素（従業員等） 

６ 

☐ 

○ （従業員採用時の身元の確認等） 

・従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認している。 

７ 

☐ 

○ （従業員の配置） 

・デリバリーに関係する部署にも、可能な限りフードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を配置し

ている。 

８ 

☐ 

○ （従業員の健康管理） 

・日々、従業員の健康状態を適切に確認している。 

・飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への

感染拡大防止や、食品中への混入防止に留意している。 

９ 

☐ 

○（制服・名札等の管理） 

・従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理している。 

１０ 

☐ 

○（私物の持込みと確認） 

・私物を食材保管庫・厨房・商品受け渡し口等の現場へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守さ

れているかを定期的に確認している。 

食品防御対策ガイドライン フードデリバリーサービス向けチェックリスト 

（フードデリバリーサービス事業者を利用する事業者 

：調理・提供施設及び食品製造工場向け） 
※詳細は食品防御対策ガイドラインを参照のこと 

―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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１１ 

☐ 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

・休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

１２ 

☐ 

○（勤務状況・出勤時間・言動の変化等の把握） 

・従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握している。 

・従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握している。 

１３ 

☐ 

○（移動可能範囲の明確化） 

・規模の大きな施設では、就業中の全従業員等の移動可能範囲を明確化にし、認められた範囲内で働かせて

いる。 

 

■人的要素（部外者） 

１４ 

☐ 

○（配達員への対応） 

・注文番号が確認できない配達員には配達を依頼しない。 

・感染症の流行時は、感染防止策を取った上で商品の受渡しを行っている。 

１５ 

☐ 

○（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

・規模の大きな施設では、配達用車両の駐車・駐輪場の設定や、駐車・駐輪許可証の発行等、無許可での敷

地内への進入や駐車・駐輪を防止している。 

１６ 

☐ 

○（商品の受渡しと配達員の持ち物確認） 

・商品の受渡しは、定められた受渡し窓口で行い、配達員が厨房等施設・設備内への立入らなくてもよいよ

うにしている。 

・配達用車両の荷台や配達用バック内に、不要な私物等を一緒に収納しないように、注意喚起している。 

１７ 

☐ 

○（悪意を持った配達員対策） 

・配達員の中には悪意を持っている者がいる可能性も考慮している。 

 

■施設管理 

１８ 

☐ 

○（宅配用資材等の定数管理） 

・宅配に使用する容器・包装材料等について、定期的に定数管理を行っている。 

１９ 

☐ 

○（脆弱性の高い配達中の対策） 

・意図的に有害物質を混入しやすい環境が出現した場合に備えて、商品にカバーや封印を行い、混入されに

くい、混入に気づきやすい対策を取っている。 

２０ 

☐ 

○（無人の時間帯の対策） 

・施設が無人となる時間帯（閉店後を含む）について防犯対策を講じている。 

２１ 

☐ 

○（鍵の管理） 

・鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

・配達員には鍵へのアクセス権を設定しない。 

２２ 

☐ 

○（外部からの侵入防止策） 

・食品保管庫・厨房への外部からの侵入防止対策を行っている。 

２３ 

☐ 

○（確実な施錠） 

・施設全体、食品保管庫や厨房の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の

対策を取っている。 

２４ 

☐ 

◯（顧客情報の管理） 

・顧客情報（取引業者・利用客等）の重要なデータシステムへのアクセス可能者は、接客の責任者などに限

定している。 

 

■入出荷等の管理 

２５ 

☐ 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

・商品等の受渡し時に、ラベルや包装の異常の有無、発注商品と数量の整合性を確認し、異常があれば施設

責任者に連絡している。 

・異常を発見した場合は、店長や責任者に報告し、店長や責任者はその対応を予め決めている。 
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２６ 

☐ 

○（配達中の商品の増減や汚染行為の徴候への対応） 

・配達中に商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や調

理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対応を予め決めている。 

２７ 

☐ 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

・配達した商品により喫食者に異変が見られた場合の対応体制・連絡先等を、誰でもすぐに確認できるよう

にしている。 

 

２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

２８ 

☐ 

○（ドライブレコーダー等・GPSの活用） 

・不測の事態が起こった場合などに備え、ドライブレコーダーや GPS 等を活用し、配達中の安全性の確保が

可能な事業者を選定し委託している。 
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（別添６） 

食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト）（令和５年度版） 

 

【本チェックリストの対象】 

食品の配達を担当するフードデリバリーサービス提供事業者（以下「デリバリー事業者」という。自社配

達、フードデリバリー・デジタル・プラットフォーム運営事業者及び個人事業主、タクシー運転手等の兼業者

を含む）において、配達員が日々の配達において活用されることを念頭に作成したものである。 

事業者においては、食品防御対策ガイドライン（フードデリバリーサービス提供事業者及び利用事業者向け

チェックリスト（案））と併せて使用されることを想定している。 

 

No. 内容 

１ 

☐ 

○ （新規登録・契約・採用時の身元の確認等） 

・配達員として新たに登録・契約・採用される際には、事業者の求めに応じて運転免許証の原本等、身元を

証明する書類を提示している。 

・運転免許証の原本は、事業者の求めに応じて定期的に提示している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け ６・１１参照） 

２ 

☐ 

○（契約者の確認） 

・配達員として契約された場合には、成りすまし等を防ぐために、依頼元事業者等に適切に発注時の注文番

号等で確認してもらっている。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １１参照） 

３ 

☐ 

○（食品防御に関する知識と認識） 

・配達員として事業者に登録する際には、事業者が推奨する、取扱う商品の品質と安全確保、食品防御に関

する適切な知識を持っている。 

・不適切な行動があった場合、刑事罰や賠償責任等が発生することを正しく認識している。 

・登録・契約・採用時には、本チェックリスト等を用いて、食品防御に関する知識を確認している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け ５参照） 

４ 

☐ 

○ （健康管理） 

・日々、健康状態を適切に確認し、体調不良があった場合は、速やかに契約先・取引先等に相談している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け ８参照） 

〇（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、国等が推奨する感

染予防策を適切に実践している。 

・感染の恐れがある場合は、速やかに契約先・取引先等に相談している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け ３参照） 

５ 

☐ 

○（用具等の管理） 

・配達員等は、注文番号、運搬用ボックスを適切に管理し、自分以外の者には貸与しない。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け ９・１２・１６参照） 

６ 

☐ 

○（商品の受渡し） 

・商品の受取りは、定められた受渡し窓口で行い、不用意に厨房内へは立入らないようにしている。 

・商品等の受取り時に、ラベルや包装の異常の有無、発注商品と数量の整合性を確認し、記録に残している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １２・１４・２０参照） 

７ 

☐ 

○（配達中の対策） 

・配達中に、第三者が意図的に有害物質を食品へ混入することがないよう、商品にカバーや封印等が施され

ていることを確認している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １７参照） 
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No. 内容 

８ 

☐ 

○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等を発見、または苦情等を受けた場合は、速やかに委託を受けた運営事

業者や食品事業者等の責任者に報告している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け ２・２１・２２参照） 

９ 

☐ 

〇（配達員の私物等） 

・配達中は不要な私物は携行せず、また、配達用車両の荷台や配達用バック内では、私物と食品（商品）と

の接触を避ける様にしている。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １４参照） 

１０ 

☐ 

○（駐車・駐輪） 

・配達用車両は、指定された場所に駐車・駐輪している。 

・駐車・駐輪許可証が発行されている場合は、適切に使用している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １３参照） 

１１ 

☐ 

○（車両を離れる際の対策） 

・荷台に施錠が出来る配達用車両での配達を行い、走行中や配達で車両を離れる際には、荷台の施錠を確認

している。 

・自転車やバイクで配達する場合は、配達用バックを自転車等に置いたままにしない。 

・自動車で配達する場合は、車両の施錠を確実に実施する。 

・不測の事態が起こった場合等に備え、ドライブレコーダーや GPS等を活用している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １８・２２参照） 

１２ 

☐ 

○（顧客情報の管理） 

・プラットフォーム運営事業者が保管する重要な顧客情報（取引業者・利用客）等のデータシステムには、

不正・にアクセスしないようにしている。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １９参照） 
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（別添７） 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 
「新型コロナウィルス感染症対策に取組む食品事業者における 
食品防御の推進のための研究」分担研究報告書（令和５年度） 

 
フードチェーン全体の食品防御上の安全性向上に向けた脆弱性評価 

 
研究分担者 赤羽 学（国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部 部長） 
研究分担者 岡部 信彦（川崎市健康安全研究所 所長） 
研究協力者 神奈川 芳行（奈良県立医科大学 公衆衛生学講座 非常勤講師） 
 

研究要旨 
近年、食品への意図的な毒物混入事件が頻発したことも相まって、食品事業者におけ

る食品防御への認識が徐々に高まってきている。そのような状況の中、新型コロナウィ

ルス感染症の流行が始まった。新型コロナウィルス感染症は令和５年５月から感染症法

上の位置づけが５類感染症に移行されたが、感染症と共生した新しい生活様式が模索さ

れるなか、消毒用アルコールの常設や卓上調味料の個包装化などが感染症対策として常

態化し、以前とは変化した点も多い。 
以上の認識のもと、本研究課題においては、新しい生活様式を前提として、ガイドラ

インの見直しや新しい生活様式下での初の大規模イベントとなる大阪万博の開催など

に備えた対策などを検討する。 
そこで、今年度の本分担研究においては、大規模総菜製造業と食品製造工場２か所に

ついて、新しい生活様式下における変化と食品防御上の脆弱性の把握を行った。 

 
 
A．研究目的 
食品テロによる被害から国民を守る視点は、

テロの未然防止と円滑な事件処理である。しか

し、食品テロの被害はフードチェーンに沿って

広域に拡大、散発的に発生するため、原因の特

定が困難である。このため、フードチェーンを

構成する食品工場から流通施設、食事提供施設

に至るまで、上流から下流まで全ての段階にお

ける食品防御対策が必要不可欠である。 
このような観点から、今村はこれまで、「食品

防御の具体的な対策の確立と実行可能性の検証

に関する研究」、「行政機関や食品企業における

食品防御の具体的な対策に関する研究」、「小規

模な食品事業者における食品防御の推進のため

の研究」等の研究代表者として、食品工場等へ

の訪問調査を行い、食品防御対策のためのチェ

ックリストやガイドラインの作成を行ってきた。 
以上の状況の中、近年、食品への意図的な毒

物混入事件が頻発したことも相まって、食品事

業者における食品防御への認識が徐々に高まっ

てきている。そのような状況の中、新型コロナ

ウィルス感染症の流行が始まった。この感染症

の流行は、宅配事業、また自社サイトを通じて

直接注文を受け付けるインターネット販売等も

含めて、新しい飲食物の販路を開拓させ、また

それらの多様化を押し進めることとなった。ま

た、消毒用アルコールの常設等、日常における

感染症対策を変化させることとなった。 
以上の認識のもと、多様化した事業形態と新

しい生活様式を前提としたチェックリスト・ガ

イドラインの見直し・作成を行うこととなって

いる。 
今年度の本分担研究においては、新しい生活

様式と、また新しい生活様式下で初の大規模イ

ベント開催となる大阪万博を見据えて、大規模

総菜製造業と食品製造工場における食品防御上
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の脆弱性の把握を行った。 
 

B．研究方法 
食品を取り扱う事業所２箇所に対して実地調

査を実施し、食品防御の観点からみた脆弱性に

関する情報を収集・整理した。 
 
◆倫理面への配慮 
本研究で得られた成果は全て厚生労働省に報

告をしているが、一部意図的な食品汚染実行の

企てに悪用される恐れのある情報・知識につい

ては、本報告書には記載せず、非公開としてい

る。 
 
C．研究結果 
 
１．A 社（大規模・総菜製造業）における意図

的な食品汚染に関する脆弱性 
 
１．１  訪問先の概要 
今回訪問した事業所の概要を以下に示す。 
従業員数 約 1,300 名（社員約 600 名、派遣社員

約 200 名、委託協力会社益 500 名） 
※外国人も含め従業員の国籍は9か国 

竣工 2011 年 
製造品目 総菜約 2 万食の製造が可能 
食品防御に

係る取組 
あり。自社独自の食品防御活動を実

施。 
 

2011 年建設と新しい施設で、全体に食品安全

に配慮された設計となっている。閉鎖性が高く、

正門以外からのアクセスはしづらい。食品防御

については 2016 年から導入し、都度改訂を重

ねて運用されている。 
食材搬入時に異物混入等チェック後、原材料

種類（野菜・果物、肉、魚）ごとに分離された

作業エリアでプレパレーションを実施。プレパ

レーション後、調理エリアで調理製造され、調

理後急速冷却される。食材の流れは一方向にな

るよう設計されている。 
食品以外にも納品先で使用される物品をすべ

て管理し、製造した総菜と一緒に納品している。

食品製造エリアとその他の物品の管理エリアは

フロアを分けられており、管理職以外は行き来

できないようになっている。 
 

１．２  意図的な食品汚染に関する脆弱性に

ついての情報収集 
実地調査結果の概要を以下に示す。なお、以

下内容、訪問先事業所について聞き取ったもの

である。 
 

 
１．２．１  組織マネジメントについて 

国内の異物混入事件や社内での持ち込み禁止

のピアス混入発生を契機に、2016 年にガイドラ

インを制定し、各種ルールを導入、教育を開始

した。先行の事例を参考に、①組織マネジメン

ト、②人的管理、③施設管理、④入出荷の管理

を実施している。 
従来の管理に追加して、持ち込み禁止品の制

定、腕章の着用など新ルールを導入した、衛生

管理がもともと厳しく、大きな抵抗なく導入で

きた。 
 

１．２．２  人的要素（従業員等）について 
 採用後のトレーニング、マネジメントで人的

管理をすることとなり、フードディフェンス点

検を開始した。もともとパートや協力会社社員

は多国籍で、コミュニケーションの重要性は認

識しており、積極的に対応した。 
 採用の際の身元確認、制服の管理（施錠管理、

退職時の返却等）、従業員の言動に注意して面談

を行う等実施している。 
 外国人向けには外国語教材を準備し、e-ラー

ニングによる教育研修を実施している。理解度

テストは 9 割合格している。 
 
１．２．３  人的要素（部外者）について 

セキュリティカードや制服等で、不審な人が

いるとわかるようになっている。配送業者は使

用するトイレを分けるなどして対応している。 
 
１．２．４  施設管理について 

全体的に閉鎖的な施設で、外から入りづらい。

カメラを 100 台以上設置し、全体的に閉鎖的な

施設で、外から入りづらい設計となっている。 
作業エリアへの持ち込み禁止品の制定、手荒

れ対応のための食品添加物でできたハンドロー

ションの設置、薬剤の施錠管理等を実施してい

る。 
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１．２．５  入出荷時の管理について 
 金属探知機での検査後、施錠または開封する

とわかるシールで封印している。数量はカート

に記載している。 
食品の設置後、カートごと冷蔵できる大型冷

蔵庫に収納し、搬出口から直接トラックに積み

込みしている。 
 
１．２．６  質疑応答を通じた聞き取り内容 

・ 以前小さなヒヤリハット事例があり、工

場設計の段階から想定してカメラを設

置した。また、航空保安法の関係で、敷

地周辺へのカメラはもともと設置して

いた。カメラの設置にあたっては、特に

組合とのハレーション等なく、従業員の

抵抗はなかった。 
・ 他社のガイドラインを参考に作成して

おり、参考にしたガイドラインが食品防

御班の考え方を取り入れたものと思料

する。 
・ 作業者は、外国人については紹介で入っ

てくることが多い。 
 
 
２．B 社（大規模・乳製品製造業）における意

図的な食品汚染に関する脆弱性 
 
２．１  訪問先の概要 
今回訪問した事業所の概要を以下に示す。 
従業員数 約 620 名（うち外国人 40 名）、3 交代

制、土日休業 
竣工 2019 年 
製造品目 生産能力 40,000 トン/年 
食品防御に

係る取組 
あり。FSSC22000 の取得に加え、自

社独自の食品防御活動を実施。 
 

2019 年創業、敷地面積 52,000 ㎡、延べ床面

積 47,000 ㎡。乳製品製造業、添加物製造業で認

可を取得している。1966 年創業の旧工場から、

2019 年に移設した。 
新しい施設で、当初から食品防御対策の概念

も取り入れて設計されており、充実した施設と

なっている。 
従業員の福利厚生や働きやすさに配慮した取

り組みや設備が多く、働きやすい職場となって

いる。 

２．２  意図的な食品汚染に関する脆弱性に

ついての情報収集 
実地調査結果の概要を以下に示す。なお、以

下内容、訪問先事業所について聞き取ったもの

である。 
 
２．２．１  組織マネジメントについて 

社員証でセキュリティをかざして社屋に入る。

勤怠管理、社員食堂精算なども社員証で行える。

車通勤の入場には、車両入構許可証を配布して

いる。作業着には氏名を記載し、タグを埋め込

み、生産エリアに入場する。誰がどこに入った

か、管理できるようになっている。重要フロア

は入場制限している。 
 

 
２．２．２  人的要素（従業員等）について 
 FSSC22000 のマネジメントシステムにのっ

とった従業員教育を実施している。 
 レクリエーション、コミュニケーションなど

は積極的に実施し、不満等の聞き取りや解決に

努めている。 
 
２．２．３  人的要素（部外者）について 

入場時のチェックで対応している。 
 
２．２．４  施設管理について 

カメラは敷地・建屋内に150台設置している。

品質カメラという名称にしており、品質が担保

された形で生産されているか、証明できるよう

にという目的で設置している。 
工業団地の中にあり、周囲の人通りは普段か

らほとんどない。 
製造エリアは開口部が極力少なく、外部から

侵入しづらい設計となっている。 
原料チーズの開封や切断などは極力機械化し、

人手が入る工程を最小限としている。 
 
２．２．５  入出荷時の管理について 
 製造から出荷までの流れが 1方向になるよう

に設計されている。原材料、製造ロット、出荷

ロットが QR コードで一元管理し、どの原材料

がどこに出荷されたかトレースできるようにな

っている。 
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２．２．６  質疑応答を通じた聞き取り内容 
・ なるべく自動化され、人手が入る部分が極

力少なくされている。小ロットのラインな

どは人が作業する部分が多い。 
・ 外国人への研修や手順書などは、文字では

なく動画で、日本語字幕を付けるようにし

ている。 
・ 商品に対する意見などは、ポジティブな声

を掲載し、従業員のモチベーションアップ

を図っている。 
 
D．考察 
今年度においては、食品工場２箇所について

訪問調査を実施し、食品防御の観点からみた脆

弱性に関する情報を収集・整理した。いずれも

新しい施設で、設計時から食品防御対策も想定

されており、対策としては充実した施設であっ

た。 
その結果、今後、食品防御ガイドラインに新

たに反映できる可能性のある脆弱性の内容とし

て、以下のような項目が考えられた。 
 

（製造版について） 
 「人的要素（従業員等）」パート 

 顔見知りのグループ内から複数の従

業員が雇用されていることが想定さ

れるような状況においては、組織外に

おけるグループで影響力を持つ人物

をチームリーダーとするなど、組織外

のヒエラルキーの要素も加味したマ

ネジメントを行う。 
 手順や禁止事項などは動作を動画に

するなどして、可なら次実施すべき事

項については言語等によるギャップ

が生じないようにする。 
 「施設管理」パート 

 事務エリアなど別の機能を持つ場所

と隣接せざるを得ない場合は、なるべ

く物理的障壁を設けて異物混入を防

ぐ。 
 施設内で利用するターレ等の什器類

については、鍵の管理を厳格化し、悪

意を持った第三者に使用されないよ

うにする。 
 

E．結論 
食品製造業２箇所について実地調査を行い、

食品防御の観点からみた脆弱性に関する情報を

収集・整理した。 
その結果として、今後、食品防御ガイドライ

ンに反映できる可能性のある対策４点を抽出し

た。 
 
F．健康危険情報 
なし 
 
G．研究発表 
 
１．論文発表 
なし 
 
２．学会発表 
なし 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
 
１．特許取得 
なし 
 

２．実用新案登録 
なし 
 

３．その他 
なし 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業）

「新型コロナウィルス感染症対策に取組む食品事業者における

食品防御の推進のための研究」（令和５年度）

新型コロナウィルス感染症対策と調和した

食品防御対策ガイドラインに関する検討

研究分担者 赤羽 学（国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部 部長）

研究分担者 髙畑 能久（大阪成蹊大学 経営学部 教授）

研究分担者 加藤 礼識（別府大学 食物栄養科学部 発酵食品学科 講師）

研究協力者 神奈川 芳行（奈良県立医科大学 公衆衛生学講座 非常勤講師）

研究要旨

近年、食品への意図的な毒物や異物の混入事件が頻発したことも相まって、大規模食

品製造施設や大規模物流施設に関しての食品防御対策ガイドラインやチェックリスト

の作成が進んできている。しかし、当初の作成時から新型コロナウィルス感染症の流行

や、終息後の５類指定までの変化を経て、社会情勢は大きく変化し、日常の感染症対策

として消毒アルコールの常設などが以前にはなかった光景が定着している。また、外食

産業ではテイクアウトやデリバリーなどの割合が増す等の大きな変化が起きた。しか

し、これらの業界構造の変化に対しては、法的な規制や枠組みが未整備で、今後何らか

のルールの設定が求められる。

以上の観点から今年度の本分担研究では、新型コロナウィルス感染症の流行を経て新

たに日常に定着した対策や、フードデリバリーやテイクアウトなど新たな業態における

食品防御対策と感染症対策の両立について検討を行い、食品防御対策ガイドラインの改

訂や、新たなチェックリストの作成を行った。また、フードデリバリーの配達担当者向

けの教育ツールとして表現の整理や視覚的理解にも配慮したリーフレットを作成した。

A．研究目的 
食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向

け）（令和元年度改訂版）（案）や、（運搬・保管

施設向け）、（調理・提供施設向け）（令和元年度

版）（案）を基に、新型コロナウィルス感染症対

策との両立のために、「飲食店における感染防止

対策を徹底するための第三者認証制度の導入に

ついて」において推奨されている対策との矛盾

点等の確認と、それを踏まえた食品防御対策の

修正を行う。

また、新型コロナウィルス感染症の流行に伴

い需要が高まったフードデリバリーサービスに

おける食品防御対策を推進するために、フード

デリバリーサービス提供事業者及び利用事業者

向けの食品防御チェックリスト（案）について

は、現場担当者向けにより分かりやすく伝える

ためのツールを検討する。

B．研究方法 

１．新型コロナウィルス感染症対策と調和し

た食品防御対策ガイドライン（食品製造工

場向け、運搬・保管施設向け、調理・提供

施設向け）の作成

新型コロナウィルス感染症対策の有用性と、

食品防御対策との両立の課題について評価、改

訂を実施した。併せて、食品防御対策ガイドラ

イン（小規模事業者向けチェックリスト案）に

ついても、同様に精査し、改訂を実施した。
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２．食品防御対策チェックリスト（フードデリ

バリーサービス提供事業者及び利用事業

者向け）（案）コミュニケーションツール作

成 
フードデリバリーサービス提供事業者及び利

用事業者向けのチェックリストの内容について、

別テーマのフードデリバリー事業者に対する調

査結果を踏まえて修正するとともに、現場担当

者向けにより分かりやすく伝えるためのツール

を作成した。 
 

◆倫理面への配慮 
本研究で得られた成果は厚生労働省に報告を

しているが、一部意図的な食品汚染実行の企て

に悪用される恐れのある情報・知識については、

本報告書には記載せず、非公開としている。 
 
 
C．研究結果 
 
１．新型コロナウィルス感染症対策と調和し

た食品防御対策ガイドライン（食品製造工

場向け、運搬・保管施設向け、調理・提供

施設向け）と中小規模事業者向けの作成 
検討経過を（資料２－１・２）に、確定版を

（資料１：別添１・２・３及び別添４－１・２・

３）に示す。既存ガイドラインからの主な変更

点は以下のとおりである。 
 

１．１  「優先的に実施すべき対策」に係る変

更点について 
 
１．１．１  組織マネジメント 

・ 「不審点に思ったことの報告」に関する内

容を No.6 から No.2 に移動。（No.2） 
 

１．１．２  人的要素（従業員等） 
・ 変更点はない。 
 
１．１．３  人的要素（部外者） 

・ 変更点はない。 
 
１．１．４  施設管理 

・ 変更点はない。 
 

１．１．５  入出荷等の管理 
・ 変更点はない。 
 
１．２  「可能な範囲での実施が望まれる対策」

に係る変更点について 
・ 変更点はない。 
 
１．３  「大規模イベント時に必要な対応」に

係る変更点について 
・ 「感染症流行期の対策」の項目について、

「パンデミックを引き起こす」から「世界

的な感染症の拡大」に表現を修正。（No.44） 
・ 「客席等の対策」の項目の解説における、

感染症防止対策の内容について社会情勢

を踏まえた実態に合わせて表現を修正。

（No.46） 
 
２．食品防御対策チェックリスト（フードデリ

バリーサービス提供事業者及び利用事業

者向け）（案）の作成 
検討結果（資料２－３）と確定版（資料１：

別添５－１・２）に示す。 
既存チェックリストからの主な変更点は以下

のとおりである。 
 

２．１ 「優先的に実施すべき対策」に係る変更

点について 
 
２．１．１  組織マネジメント 

・ 「感染症対策」の項目について「パンデミ

ックを引き起こす」から「世界的な感染症

の拡大」に表現を修正。（No.3） 
・ 「教育」の項目について、業務仲介の場合

の対応を追加。（No.5） 
・ 「配達員採用・契約時の身元の確認等」に

ついて、事業者へのヒアリング結果を踏ま

えて表現を修正。教育に関する内容を追加。

（No.6） 
・ 「配達員の健康管理」について、事業者へ

のヒアリング結果を踏まえて表現を修正。

（No.8） 
・ 「制服・名札・用具等の管理」について、

事業者へのヒアリング結果を踏まえて表

現を修正。（No.9） 
・ 「配達員の勤務状況・稼働時間・配達範囲
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の変化等の把握」について、事業者へのヒ

アリング結果を踏まえて表現を修正。

（No.12） 
 

２．１．２  人的要素 
・ 「依頼元での対応」「配達員への対応」の項

目の本人確認の方法について、実態を反映

して詳細を追加。（No.15） 
・ 「駐車エリアの設定や駐車許可証の発行」

について、事業者へのヒアリング結果を踏

まえて表現を修正。（No.9） 
・ 「商品の受渡しと配達員の持ち物確認」に

ついて、事業者へのヒアリング結果を踏ま

えて表現を修正。（No.9） 
・ 「悪意を持った配達員対策」の項目で宅配

を担当するフードデリバリー事業者向け

の内容を追加。（No.18） 
 
２．１．３  施設管理 

・ 「配達用の用具等の定数管理」の項目につ

いて、常温や加温で配達する場合がある実

態を反映して、表現を修正。（No.19） 
・ 「脆弱性の高い配達中の対策」の項目につ

いて、事業者へのヒアリング結果を踏まえ

て表現を修正。（No.20） 
・ 「車両を離れる際の対策」の項目について、

事業者へのヒアリング結果を踏まえて表

現を修正。（No.21） 
 
２．１．４  入出荷時の管理 

・ 「ラベル・包装・数量の確認」の項目につ

いて、事業者へのヒアリング結果を踏まえ

て表現を修正。（No.26） 
 
２．２ 「可能な範囲での実施が望まれる対策」

に係る変更点について 
・ 「ドライブレコーダー・GPS 等の活用」の

項目について、事業者へのヒアリング結果

を踏まえて表現を修正。（No.29） 
 
２．３ 「フードデリバリーサービス配達員向け

チェックリスト（案）」およびリーフレッ

トの作成 
フードデリバリーサービス提供事業者向けガ

イドラインの内容から、配達員向けの教育ツー

ルとして、「フードデリバリーサービス配達員向

けチェックリスト（案）」を作成した。配達員向

けに項目を簡略化し、分かりやすい表現となる

よう留意して作成すると共に、数社のプラット

フォーマーとの意見交換を踏まえて修正した。

その検討結果を資料２－４に、確定版及びリー

フレット版を資料１（別添６・７）示す。 
食品の配達を担当するフードデリバリーサー

ビス提供事業者（以下「デリバリー事業者」と

いう。自社配達、フードデリバリー・デジタル・

プラットフォーム運営事業者及び個人事業主、

タクシー運転手等の兼業者を含む）において、

配達員が日々の配達において活用されることを

推奨する。 
事業者においては、食品防御対策ガイドライ

ン（フードデリバリーサービス提供事業者及び

利用事業者向けチェックリスト（案））と併せて

使用されることを想定している。 
項目一覧を以下に示す。なお、（）内の数字は

デリバリーサービス提供事業者向けガイドライ

ンで対応する項目番号である（資料２－３・４）。 
 
1. 新規登録・契約・採用時の身元の確認等

（6,14） 
2. 契約者の確認（14） 
3. 食品防御に関する知識と認識（5） 
4. 健康管理（8）、感染症対策（3） 
5. 用具等の管理（9,19） 
6. 商品の受渡し（17,26） 
7. 配達中の対策（20） 
8. 異常発見時の報告（2,27,28） 
9. 配達員の私物等（17） 
10. 駐車・駐輪（16） 
11. 車両を離れる際の対策（21,29） 
12. 顧客情報の管理（25） 

 
また、本チェックリストを配達員向けにわか

りやすく伝えるため、イラスト等を用いてわか

りやすく表現したリーフレットを作成した。そ

の結果を資料５に示す。 
 
D．考察 
 

１．新型コロナウィルス感染症対策と調和した食品

防御対策ガイドライン（食品製造工場向け、運
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搬・保管施設向け、調理・提供施設向け）の作

成 
 
既存の食品防御対策ガイドラインは、多くの

項目において、新型コロナウィルス感染症対策

としての有用性も併せ持っていることが確認で

きた（資料２－１参照）。また、新型コロナウィ

ルス感染症の経験を経て新たな日常として定着

した種々の感染症対策があるが、人々のリスク

意識に合わせてこれらも日々変化している。こ

うした社会の実態を踏まえて、その変化に合わ

せて食品防御対策も対応していく必要がある。 
今後、新たな感染症が流行した際には、本場

ガイドラインを参考に、食品防御対策との調和

を考慮した具体的な対策を検討する必要がある。 
 
２．食品防御対策チェックリスト（フードデリ

バリーサービス提供事業者及び利用事業

者向け）（案）の作成 
従来の食品製造工場や調理・提供施設等で

は、複数の従業員が一緒に業務を行っている

ため、従業員同士の相互監視が重要な役割を

担っていたが、フードデリバリーサービスで

は、配達員が単独で行動する事が一番の特徴

である。 

また、配達員も、アルバイトや個人事業主

としての請負契約が多いことから、身元の確

認、食品衛生管理や食品防御対策に関する教

育等に実効性や強制力を担保させることも困

難である。 

その一方で、スマートフォン等の GPS機能

等は既に有効に活用されていた。今後、各ス

テークホルダーがそれぞれ可能な範囲で実施

できる対策を整理し、それぞれの掛け合わせ

により、フードデリバリーサービスのサプラ

イチェーン全体として食品防御対策の実効性

が向上されるシステムを構築する必要がある。 
 
E．結論 
食品防御対策ガイドラインの食品製造工場向

け（令和元年度改訂版）（案）、同じく運搬・保

管施設向け（令和元年度版）（案）、調理・提供

施設向け（令和元年度版）（案）及び食品防御対

策ガイドライン（中小規模事業所向け）につい

て、新型コロナウィルス感染症対策との調和を

考慮した修正を行った。（資料２－１・２） 
フードデリバリーサービス提供事業者及び利

用事業者向けの食品防御対策チェックリスト

（案）について事業者の実態を踏まえた修正を

行った。（資料２－３） 
さらに、フードデリバリーサービス提供事業

者および利用事業者向けのチェックリスト(案)
から、配達員向けの教育ツールとしてチェック

リスト及びリーフレットの作成を行った。（資料

２－４・５） 
 

 
F．健康危険情報 
なし 
 
G．研究発表 
 
１．論文発表 
なし 

 
２．学会発表 
 
髙畑能久、神奈川芳行、赤羽学、今村知明．テ

イクアウト・デリバリー施設（専門店含む）に

おける食品防御対策の実態調査．第 82 回日本

公衆衛生学会．2023 年 10 月．茨城 
 
神奈川芳行、赤羽学、髙畑能久、加藤礼識、山

口健太郎、今村知明．食品防御対策ガイドライ

ン－フードデリバリー配達員向けチェックリス

トの試作．第 82 回日本公衆衛生学会．2023
年 10 月．茨城 
 
H．知的財産権の出願・登録状況 
 
１．特許取得 
なし 
 

２．実用新案登録 
なし 
 

３．その他 
なし 
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『食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（令和５年度改訂版）、（運搬・保管施設向け）（令和５年

度版）、（調理・提供施設向け）（令和５年度版）』と、『食品防御対策ガイドライン（中小規模事業所向け）・

（フードデリバリーサービス提供事業者及び利用事業者向けチェックリスト）・（フードデリバリーサービス

配達員向けチェックリスト及びリーフレット版）』について 

 

安全な食品を提供するために、食品工場では、HACCPシステムや ISOを導入し、高度な衛生状態を保っています。

その一方で、衛生状態を保つだけでは、悪意を持って意図的に食品中に有害物質等を混入することを防ぐことは困

難とされています。 

平成 13（2001）年 9月 11日の世界同時多発テロ事件以降、世界各国でテロ対策は、国家防衛上の優先的課題と

なっています。特に米国では、食品医薬品局（Food and Drug Administration；FDA）が、農場、水産養殖施設、漁

船、食品製造業、運輸業、加工施設、包装工程、倉庫を含む全ての部門（小売業や飲食店を除く）を対象とした、

『食品セキュリティ予防措置ガイドライン“食品製造業、加工業および輸送業編”』［Guidance for Industry: Food 

Producers, Processors, and Transporters: Food Security Preventive Measures Guidance, 2007.10］1を作成

し、食品への有害物質混入等、悪意ある行為や犯罪、テロ行為の対象となるリスクを最小化するため、食品関係事

業者が実施可能な予防措置を例示しています。 

世界保健機関（World Health Organization；WHO）、2003年に「Terrorists Threats to Food- Guidelines for 

Establishing and Strengthening Prevention and Response Systems（食品テロの脅威へ予防と対応のためのガイ

ダンス）」を作成し、国際標準化機構（International Organization for Standardization: ISO）も「ISO 22000；

食品安全マネジメントシステム－フードチェーンに関わる組織に対する要求事項（Food safety management 

systems - Requirements for any organization in the food chain）」（2005年 9月）や「ISO/TS 22002-1:2009

食品安全のための前提条件プログラム－第 1部:食品製造業（Prerequisite programmes on food safety -- Part 

1: Food manufacturing）」（2009年 12月）を策定するなど、国際的にも食品テロに対する取り組みが行われていま

す。 

日本では、食品に意図的に有害物質を混入した事件としては、昭和 59（1984）年のグリコ・森永事件、平成 10

（1998）年の和歌山カレー事件、平成 20（2008）年の冷凍ギョーザ事件、平成 25（2013）年の冷凍食品への農薬混

入事件等が発生しており、食品の製造過程において、意図的な有害物質の混入を避けるための「食品防御対策」の

必要性が高くなっています。 

平成 19（2007）年以降、当研究班の前身である、「食品によるバイオテロの危険性に関する研究」や、「食品防御

の具体的な対策の確立と実行可能性の検証に関する研究」において諸外国の取組の情報収集や日本における意図的

な食品汚染の防止策の検討が行われ、 

平成 23 年度末には、日本の食品事業者が食品防御に対する理解を深め、実際の対策を検討できるように、過去

の研究成果を基に、優先度の高い「１．優先的に実施すべき対策」と、将来的に実施が望まれる「２．可能な範囲

での実施が望まれる対策」の２つの推奨レベルに分けた食品製造者向けのガイドライン「食品防御対策ガイドライ

ン（食品製造工場向け）」（案）やその解説、食品防御の観点を取り入れた場合の総合衛生管理製造過程承認制度実

施要領（日本版ＨＡＣＣＰ）［別表第１ 承認基準］における留意事項（案）を作成しました。 

平成 25 年度厚生労働科学研究費補助金「食品防御の具体的な対策の確立と実行可能性の検証に関する研究班」

では、平成 23 年度に作成した「食品防御対策ガイドライン（案）（食品製造工場向け）」を中小規模の食品工場等

での使用を前提により分かりやすく修正し、解説と一体化しました。 

平成29年度厚生労働科学研究費補助金「行政機関や食品企業における食品防御の具体的な対策に関する研究班」

では、『食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成 25 年度改訂版）』の一部改訂案を作成すると共に、

運搬や保管、接客施設等、食品の流通・提供の流れに沿って、運搬・保管施設向けや、調理・提供施設向けのガイ

ドラインの試作版（案）を作成したが、平成 30 年度においては、食品事業者等への聞き取り調査等を踏まえて加

筆・修正し、（食品製造工場向け）の改訂版（第 2案）、（運搬・保管施設向け）や（調理・提供施設向け）のガイド

ラインの試作版（第 2案）を作成し、令和元（2019）年度には、それらの最終案を作成しました。その一方で、既

存の食品防御対策ガイドラインは、小規模事業者が利用することは困難であったことから、令和２(2020)年には、

1 http://www.fda.gov/food/guidanceregulation/guidancedocumentsregulatoryinformation/fooddefense/ucm083075.htm 

資料１ 
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解説と一体化した中小規模事業所向けの『食品防御対策ガイドライン』も作成しました。 

さらに、令和２年度には、新型コロナウィルスの感染拡大により、日常生活において感染予防対策が必要になっ

たことや、大規模イベント開催時の対応が特に注意を要することとなったことから、感染症対策と食品防御対策の

並立が求められることとなりました。そのため、令和 3年度からは、厚生労働科学研究費補助金事業「新型コロナ

ウィルス感染症対策に取組む食品事業者における食品防御の推進のための研究班」において、新型コロナウィルス

感染症対策や第３者認証の要素を加味して食品防御対策ガイドラインを見直し、今後の世界的な感染症流行時にも

活用できるよう、令和５年度改訂版を作成しました。 

併せて、中小規模事業所向けの『食品防御対策ガイドライン』も、感染症対策との並立の視点から見直と共

に、新型コロナウィルスの感染拡大を受けて急速に広まったフードデリバーサービスに対しても、フードデリバ

リーサービス提供事業者やその利用事業者向けの「フードデリバリーサービス提供事業者及び利用事業者向けチ

ェックリスト」や、その配達員の方向けの「フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト」やリーフレ

ットも作成しました。 

本ガイドライン等を参考に、食品に関係する多くの事業者が、関係する食品関連施設の規模や人的資源等の諸

条件を考慮しながら、「実施可能な対策の確認」や「対策の必要性に関する気付き」を得て、定期的・継続的に食

品防御対策が実施され、確認されることが望まれます。 

 

（別添１）食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（令和５年度改訂版） 

（別添２）食品防御対策ガイドライン（運搬・保管施設向け）（令和５年度改訂版） 

（別添３）食品防御対策ガイドライン（調理・提供施設向け）（令和５年度改訂版） 

（別添４－１）食品防御対策ガイドライン（中小規模：食品製造工場向け）（令和５年度版） 

（別添４－２）食品防御対策ガイドライン（中小規模：運搬・保管施設向け）（令和５年度版） 

（別添４－３）食品防御対策ガイドライン（中小規模：調理・提供施設向け）（令和５年度版） 

（別添５－１）食品防御対策ガイドライン フードデリバリーサービス向けチェックリスト 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け）（令和５年度版） 

（別添５－２）食品防御対策ガイドライン フードデリバリーサービス向けチェックリスト 

（フードデリバリーサービス利用事業者向け）（令和５年度版） 

（別添６）食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト）（令和５年度版） 

（別添７）食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト）(令和５年度版)【リーフレット版】 
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（参考） 
食品防御対策ガイドラインの検討経過 

平成 17 年度（特別研究事業） 食品によるバイオテロの危険性に関する研究 
平成 18～20 年度 食品によるバイオテロの危険性に関する研究 
 食品工場における脆弱性評価の実行可能性の検証 
 脆弱性評価手法（CARVER+Shock） 
 食品テロ対策の検討 
 チェックリストの作成（食品工場向け／物流施設向け） 
①食品工場における人為的な食品汚染防止に関するチェックリスト（案）の作成（平成 18 年度） 
②食品に係る物流施設における人為的な食品汚染防止に関するチェックリスト（案）作成（平成 20 年度） 

 
平成 21～23 年度 食品防御の具体的な対策の確立と

実行可能性の検証に関する研究 
平成 24～26 年度 食品防御の具体的な対策の確立と

実行検証に関する研究 

 平成 18～20 年度 食品によるバイオテロの危険

性に関する研究 
平成 21～23 年度 食品防御の具体的な対策の確

立と実行可能性の検証に関する研究 
 食品工場におけるチェックリストの実行可能性の

検証（平成 21～24 年度） 
 チェックリストの充実・精緻化（平成 21～24 年

度） 
 中小規模の食品工場等における脆弱性評価の実施

とチェックリストの適用可能性の検討（平成 25 年

度） 

  食品防御対策の検討（平成 18～25 年度） 
 費用対効果の測定等（平成 21～23 年度） 

 
平成 21～23 年度 食品防御の具体的な対策の確立と実行可能性の検証に関する研究 
ガイドライン等の作成・公表 
① 食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（案）（平成 23 年度） 
② 食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（案）［解説］（平成 23 年度） 
③ 食品防御の観点を取り入れた場合の総合衛生管理製造承認制度実施要領（日本版 HACCP）［別表第 1 

承認基準］における留意事項の検討（平成 23 年度） 
平成 24～26 年度 食品防御の具体的な対策の確立と実行検証に関する研究 

上記ガイドラインの改訂；中小規模の食品工場等での使用を前提に分かりやすく修正し、解説と一体化 
① 食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成 25 年度改訂版） 

 
平成 27～29 年度 行政機関や食品企業における食品防御の具体的な対策に関する研究 
 食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成 25 年度改訂版）の再改訂 
 運搬・保管施設向け、調理・提供施設向けのガイドラインの試作版（案）の作成 
（別添１）食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成 29 年度改訂版）（第１案） 
（別添２）食品防御対策ガイドライン（運搬・保管施設向け）（平成 29 年度試作版）（第１案） 
（別添３）食品防御対策ガイドライン（調理・提供施設向け）（平成 29 年度試作版）（第１案） 
 
平成 30～令和 2 年度 小規模な食品事業者における食品防御の推進のための研究 
 フードチェーン全体の安全性向上に向けた食品防御対策ガイドライン（小規模事業者向けチェックリスト

案）の作成開始 
 大規模イベント時の対策をガイドラインンに追記。 
（別添１）食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（令和元年度改訂版）（案） 
（別添２）食品防御対策ガイドライン（運搬・保管施設向け）（令和元年度版）（案） 
（別添３）食品防御対策ガイドライン（調理・提供施設向け）（令和元年度版）（案） 
 大規模イベント向けの食品防御対策ガイドライン【製造工場編、調理・提供編、運搬・保管編】と、 
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【管理者向け】【従業員向け】の教育用媒体の作成 
 
令和 3～5 年度 新型コロナウィルス感染症対策に取組む食品事業者における食品防御の推進のための研究班 
 食品防御対策ガイドラインと感染症対策との並立についての検討とガイドラインの修正 
（別添１）食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（令和５年度改訂版） 
（別添２）食品防御対策ガイドライン（運搬・保管施設向け）（令和５年度改訂版） 
（別添３）食品防御対策ガイドライン（調理・提供施設向け）（令和５年度改訂版） 
 小規模事業者向けのガイドラインの検討・作成 
（別添４－１）食品防御対策ガイドライン（中小規模：食品製造工場向け）（令和５年度版） 
（別添４－２）食品防御対策ガイドライン（中小規模：運搬・保管施設向け）（令和５年度版） 
（別添４－３）食品防御対策ガイドライン（中小規模：調理・提供施設向け）（令和５年度版） 
 新型コロナウィルス感染症の流行に伴い、需要が高まったフードデリバリーサービスにおける食品防御対

策推進のための食品防御対策ガイドライン（フードデリバリーサービス提供事業者及び利用事業者向けチ

ェックリスト等）の検討・作成 
（別添５－１）食品防御対策ガイドライン フードデリバリーサービス向けチェックリスト 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け）（令和５年度版） 
（別添５－２）食品防御対策ガイドライン フードデリバリーサービス向けチェックリスト 

（フードデリバリーサービス利用事業者向け）（令和５年度版） 
（別添６）食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト）（令和５年度版） 
（別添７）食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト）(令和５年度版)【リーフレット版】 
 

3-8



（別添１） 

※令和元年度版に、感染症対策との並立の視点を加味したもの。 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

（危機管理体制の構築） 

○ 製品の異常を早い段階で探知するため苦情や健康危害情報等を集約・解析する仕組みを構築すると共に、リス

ク情報に関するモニタリングを実施しましょう。 

○ 万一、意図的な食品汚染が発生した際に迅速に対処できるよう、自社製品に意図的な食品汚染が疑われた場合

の保健所等への通報・相談や社内外への報告、製品の回収、保管、廃棄等の手続きを定めておきましょう。 

解 説 

・社内の連絡網、保健所・警察等関係機関への連絡先等をマニュアル等に明記しておくことは、

万が一、製品に意図的な食品汚染が判明した場合や疑われた場合の関係部署への情報提供を

円滑に行うために有用です。 

・苦情、健康危害情報等については、販売店経由で寄せられる情報についても把握に努め、こ

れらの情報等についても企業内で共有しましょう。 

・異物混入が発生した際には、原因物質に関わらず、責任者に報告し、報告を受けた責任者は

故意による混入の可能性を排除せずに対策を検討しましょう。 

 

（異常発見時の報告） 

○ 従業員等や警備員は、施設内や敷地内での器物の破損、不要物、異臭等に気が付いた時には、すぐに施設責

任者や調理責任者に報告しましょう。 

解 説 

・警備や巡回時に確認する項目をチェックリスト化し、警備の質を確保しましょう。 

・故意による器物の破損や悪意の落書きなどの予兆を見つけた場合は、早急に責任者に報告し

ましょう。 

 

（感染症対策） 

○ 従業員が感染症に罹患した場合、工場閉鎖や食品汚染の原因となることがあります。 

○ 地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応策

を事前に検討しておきましょう。 

解 説 

・食品企業における感染症対策の意義を理解しましょう。 

・普段から地域の感染症の流行状況に注意を払い、従業員等が感染した場合には、出勤させ

ないようにしましょう。 

・世界的な感染症の流行が発生した際に備えて BCP を作成し、出勤禁止や職場復帰可能の基準

を予め定めておき、従業員に周知しましょう。 

 

（職場環境づくり） 

○ 従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めましょう。 

（教育） 

○ 従業員等が自社の製品・サービスの品質と安全確保について高い責任感を感じながら働くことができるよう

に、適切な教育を実施しましょう。 

解 説 

・働きやすい快適な職場環境は、職場に対する不満等を抱かせないためにも、重要なもので

す。労働安全衛生法に基づき、毎月 1 回開催されている安全衛生委員会がある職場では、

その場も有効に活用しましょう。 

食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け） 

  ―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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・食品工場の責任者は従業員が職場への不平・不満から犯行を行う可能性があることを認識

し、対応可能な食品防御対策の検討や、従業員教育を行いましょう。 

・従業員の多様な背景を十分に理解して対応できるようにしましょう。 

・従業員の不満を早期に把握し対応するため、定期的なサーベイランスの実施、第三者窓口や

社長へ直接メール等の通報制度を活用しましょう。 

・従業員の人間関係を良好に保つため、普段からのコミュニケーションを心掛けましょう。 

 

（教育内容） 

○ 定期的な従業員教育の中に、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置に関する内容を含め、その重要性

を認識してもらいましょう。 

○ 世界的な感染症が流行している時期には、その感染症に対する内容も含めましょう。 

解 説 

・食品防御の教育の目的は、食品防御に対する意識を持ってもらうことであり、従業員等の監

視を強化することではないことに留意しましょう。 

・食品防御対策は、食品衛生対策とは異なる視点が必要であることを理解してもらいましょう。 

・採用時や定期的な従業員教育の中に、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置に関する

内容を含め、その重要性を認識してもらいましょう。 

・自社で製造した飲食料品に意図的な食品汚染が発生した場合、顧客や行政はまず製造工場の

従業員等に疑いの目を向ける可能性があるということを、従業員等に認識してもらいましょ

う。 

・従業員等には、自施設のサービスの品質と安全を担っているという強い責任感を認識しても

らいましょう。 

・臨時スタッフについても同様の教育を行いましょう。 

・従業員教育の際には、内部による犯行を誘発させないよう、部署ごとに応じた内容に限定す

る等の工夫や留意が必要です。 

・従業員への教育では、具体的な事例や手口を伝えないように注意することが重要です。教育

用媒体を有効に活用しましょう。 

・万が一犯行に及んだ場合には、刑事罰だけでなく民事訴訟（損害賠償請求など）を受けるこ

とも教育しておきましょう。 

・SNSの利用に関する注意を行いましょう。 

・感染症に関する内容も適宜取り入れましょう。 

 

（勤務状況等の把握） 

○ 従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握しましょう。 

解 説 
・平時から、従業員の勤務状況や業務内容、役割分担について正確に記録する仕組みを構築し

ておくことは、自社製品に意図的な食品汚染が疑われた場合の調査に有用です。 

 

■人的要素（従業員等 2） 

従業員採用時の留意点 

（身元の確認等） 

○ 従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認しましょう。 

解 説 

・記載内容の虚偽の有無を確認するため、従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を

確認しましょう。 

・確認時に用いる身分証、免許証、マイナンバーカード、各種証明書等は、可能な限り原本

を確認しましょう。 

・外国籍の人に対しては「在留証明書」の原本を確認しましょう。 

・イベント期間中のみの臨時スタッフや派遣スタッフ等についても、同様となるように、派

2 派遣社員、連続した期間工場内で業務を行う委託業者などについても、同様の扱いが望まれる。可能であれば、“食品防御に対する

留意”に関する内容を、契約条件に盛り込む。 
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遣元等に依頼しておきましょう。 

・応募の動機や、自社に対するイメージ等も確認しましょう。 

・採用後も、住所や電話番号が変更されていないかを定期的に確認しましょう。 

 

（従業員の配置） 

○ フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を重要箇所に配置しましょう。 

解 説 

・経験と信頼感のある従業員を重要な箇所に配置し、混入事故の事前防止や、同僚の不審な

行動等の有無を見守りましょう。 

・脆弱性が高いと判断された工程や場所に配置する従業員は、事前に面談を行い、不平・不

満を抱えていないかを確認しましょう。 

 

（従業員の健康管理） 

○ 日々、従業員の健康管理を適切に行いましょう。 

○ 飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こりやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への感

染拡大防止や、食品中への混入防止に留意しましょう。 

解 説 

・自身の健康管理の重要性について理解させましょう。 

・感染拡大が心配される感染症に罹患した際に無理に出勤した場合、同僚への感染拡大や、

食品中への混入による食中毒の原因となります。 

・感染症に罹患した場合（同居の家族を含む）や、体調が優れない場合の出勤停止の考え方

を予め整理し、従業員等の理解を得ておきましょう。 

・パンデミック等が発生した際には、通常の健康管理に加えて、勤務シフトの厳格化や、共

有部分の小まめな清掃により、感染拡大予防に努めましょう。 

 

（制服・名札等の管理） 

○ 従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理しましょう。 

解 説 

・製造施設への立ち入りや、従業員を見分けるために重要な制服や名札、IDバッジ、鍵（キ

ーカード）等は厳重に管理しましょう。 

・名札や社員証等は、可能な限り顔写真付きのものにしましょう。 

・退職や異動の際には制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を確実に返却してもらいま

しょう。 

 

（私物の持込みと確認） 

○ 私物を製造現場内へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守されているかを定期的に確認しましょ

う。 

解 説 

・私物は、異物混入や感染症拡大の原因となる可能性があるため、原則として製造現場内へ

は、持ち込まないようにしましょう。 

・私物（財布などの貴重品）は金庫などの鍵のかかる貴重品保管場所に保管し、作業場には原

則として持ち込まないようにしましょう。 

・持ち込み可能品はリスト化しましょう。 

・持ち込む場合には、個別に許可を得るなど、適切に管理しましょう。 

・更衣室やロッカールームなどでも相互にチェックできる体制を構築しておきましょう。 

・従業員立会いの下、不定期でロッカーを点検し、不審物の持込の未然防止に努めましょう。 

・換気で窓等を開ける際には、外部からの侵入に注意しましょう。 

 

（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

○ 休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけましょう。 

解 説 
・休憩室やトイレ等の 5Sを普段から推奨しましょう。 

・感染症流行時には、感染源になることが指摘されている多くの人が触れるドアノブ・スイ
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ッチ類や休憩室等は入念に清掃・消毒をしましょう。 

・消毒用薬剤を利用する際には、その管理に注意しましょう。 

 

（出勤時間・言動の変化等の把握） 

○ 従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握しましょう。 

解 説 

・従業員等が意図的な異物混入等を行う動機は、勤務開始後の職場への不平・不満等だけでな

く、採用前の事柄が原因となることも考えられます。 

・製造現場の責任者等は、作業前の朝礼、定期的なミーティング、個別面談等を通じて、従業

員の心身の状態や、職場への不満等について確認しましょう。 

・新型コロナウィルス等の感染症が拡大している場合には、社員の健康状態にも十分に留意し、

必要に応じて出勤時の検温等を実施しましょう。 

・日常の言動や出退勤時刻の変化が見られる場合には、その理由についても確認しましょう。 

・深夜の時間帯での勤務のみを希望する者についても、同様にその理由を確認し、出退勤時

間を管理しましょう。 

・他人への成りすましを防ぐため、指紋認証システムを出退勤のチェックに導入している企

業もあります。 

 

（移動可能範囲の明確化） 

○ 就業中の全従業員等の移動範囲を明確化にし、全従業員等が、移動を認められた範囲の中で働いているよう

にしましょう。 

解 説 

・製品に異物が混入された場合の混入箇所を同定しやすくするために、施設の規模に応じて

他部署への理由のない移動を制限しましょう。 

・感染症が疑われる場合には、感染による影響の大きい箇所での勤務は禁止しましょう。 

・制服や名札、帽子の色、IDバッジ等によって、全従業員の「移動可能範囲」や「持ち場」等

を明確に識別できるようにしましょう。 

・倉庫内での荷物の運搬に利用するフォークリフト等にも運転者の氏名を表示するなど、使用

者が分かりやすい状況を作りましょう。 

 

（新規採用者の紹介） 

○ 新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、見慣れない人への対応力を高めましょう。 

解 説 

・新規採用者は朝礼等の機会に紹介し、皆さんに識別してもらいましょう。 

・見慣れない人の存在に従業員が疑問を持ち、一声かける習慣を身につけてもらいましょう。 

・日々の挨拶や態度で異変を感じたら直ぐに上司に報告しましょう。 

 

■人的要素（部外者） 

（訪問者への対応） 

①事前予約がある場合 

○ 身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行しましょう。 

○ 感染症の流行時は、直接の訪問は極力避けて頂く様にしましょう。 

解 説 

・訪問者の身元を、社員証等で確認しましょう（顔写真付きが望ましい）。 

・感染症が流行している時期においては、体調確認に対する協力も要請しましょう。 

・訪問理由を確認した上で、従業員が訪問場所まで同行しましょう 

 

②事前予約がない場合や初めての訪問者 

○ 原則として事務所等で対応し、工場の製造現場への入構を認めないようにしましょう。 

○ 感染症の流行時は、特に注意しましょう。 

3-12



解 説 

・「飛び込み」の訪問者は、原則として製造現場には入構させず、事務所等で対応しましょう。 

・訪問希望先の従業員から、面識の有無や面会の可否等について確認が取れた場合は、事前予

約がある場合と同様に対応しましょう。 

 

（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

○ 訪問者（業者）用の駐車場を設定したり、駐車許可証を発行する等、無許可での駐車を防止しましょう。 

解 説 

・全ての訪問者について車両のアクセスエリア、荷物の持ち込み等を一律に制限することは現

実的ではありません。 

・駐車エリアは、原材料や商品の保管庫やゴミ搬出場所等、直接食品に手を触れることができ

るような場所とはできるだけ離れていることが望ましいでしょう。 

・繰り返し定期的に訪問する特定の訪問者（例：施設メンテナンス、防虫防鼠業者等）につい

ては、それらの車両であることが明確になるように、駐車エリアを設定しておきましょう。 

 

（業者の持ち物確認） 

○ 食品工場内を単独で行動する可能性のある訪問者（業者）の持ち物は十分確認し、不要なものを持ち込ませ

ないようにしましょう。 

解 説 

・施設・設備のメンテナンスや防虫・防鼠等のために、長時間にわたり施設内で作業すること

もある業者については、全ての作業に同行することは困難です。 

・立入り業者については、制服・顔写真付き社員証等を確認しましょう。 

・作業開始前には、持ち物の確認を実施し、不要な持ち込み品を持ち込ませないようにしまし

ょう。 

・可能であれば、入場時と退場時に業者の同意を得て、鞄を開けた状態でデジタルカメラによ

る写真撮影により、証拠を残しましょう。 

 

（郵便・宅配物の受取場所） 

○ 郵便、宅配物等の受け入れ先（守衛所、事務所等）を定めておきましょう。 

解 説 

・郵便局員や宅配業者が、食品工場の建屋内に無闇に立ち入ることや、施設内に置かれている

食材等に近づくことは、異物混入の危険性を高めます。 

・郵便、宅配物等の受け入れ先は、守衛所、事務所等の数箇所の定められた場所に限定してお

きましょう。 

・郵便局員や宅配業者が、食品工場内に無闇に立ち入ることや、建屋外に置かれている資材・

原材料や製品に近づけないように、立ち入り可能なエリアを事前に設定しておきましょう。 

 

■施設管理 

（調理器具等の定数管理） 

○ 使用する原材料や調理器具、洗剤等について、定位置・定数管理を行いましょう。 

解 説 

・食品工場で使用する原材料や工具等について、定位置・定数管理を行い、過不足や紛失に気

づきやすい環境を整えましょう。 

・不要な物、利用者・所有者が不明な物の放置の有無を定常的に確認しましょう。 

・食品に直接手を触れることができる製造工程や従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を

混入し易い箇所については特に重点的に確認しましょう。 

・配電盤等不要な物を隠せる場所には、施錠等の対応を行いましょう。 

 

（脆弱性の高い場所の把握と対策） 

○ 食品に直接手を触れることができる仕込みや袋詰めの工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を

混入しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れない様にカバーなどの防御対策を検討しましょう。 
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解 説 

・仕込みや包装前の製品等に直接手を触れることが可能な状況が見受けられます。 

・特に脆弱性が高いと判断された箇所は、見回りの実施、従業員同士による相互監視、監視カ

メラの設置等を行うと共に、可能な限り手を触れられない構造に改修しましょう。 

 

（無人の時間帯の対策） 

○ 工場が無人となる時間帯についての防犯対策を講じましょう。 

解 説 

・工場が無人となる時間帯は、万が一、混入が行われた場合の対応が遅れます。 

・終業後は必ず施錠し、確認する習慣を身につけましょう。 

・製造棟が無人となる時間帯は必ず施錠し、人が侵入できないようにしましょう。 

・施錠以外にも、無人の時間帯の防犯対策を講じましょう。 

 

（鍵の管理） 

○ 鍵の管理方法を策定し、定期的に確認しましょう。 

解 説 
・鍵の使用権を設定し、誰でも自由に鍵を持ち出せないようにしましょう。 

・鍵の管理方法を定め、順守されているかどうかを確認しましょう。 

 

（外部からの侵入防止策） 

○ 製造棟、保管庫への外部からの侵入防止対策を行いましょう。 

解 説 
・異物が混入された場合の被害が大きいと考えられる製造棟、保管庫は、機械警備、補助鍵の

設置や、格子窓の設置、定期的な点検を行い、侵入防止対策を採りましょう。 

 

（確実な施錠） 

○ 製造棟の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採りましょう。 

解 説 
・全ての出入り口・窓に対して直ちに対策を講じることが困難な場合は、優先度を設定し、施

設の改築等のタイミングで順次改善策を講じるように計画しましょう。 

 

（試験材料等の管理） 

○ 食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）や有害物質の保管場所を定め、当該場所への人の出入り

を管理しましょう。また、使用日時や使用量の記録、施錠管理を行いましょう。 

解 説 

・試験材料（検査用試薬・陽性試料等）の保管場所は検査・試験室内等に制限しましょう。 

・無断で持ち出されることの無いよう定期的に保管数量を確認しましょう。 

・可能であれば警備員の巡回やカメラ等の設置を行いましょう。 

 

（紛失時の対応） 

○ 食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）や有害物質を紛失した場合は、工場長や責任者に報告し、

工場長や責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・法令等に基づき管理方法等が定められているものについては、それに従い管理しましょう。 

・それ以外のものについても管理方法等を定め、在庫量の定期的な確認、食品の取扱いエリア

や食品の保管エリアから離れた場所での保管、栓のシーリング等により、妥当な理由無く有

害物質を使用することの無いよう、十分に配慮した管理を行いましょう。 

・試験材料や有害物質の紛失が発覚した場合の通報体制や確認方法を構築しておきましょう。 

 

（殺虫剤の管理） 

○ 殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管理を徹底しましょう。 

解 説 

・食品工場の従業員等が自ら殺虫・防鼠等を行う場合は、使用する殺虫剤の成分について事前

に確認しておくことが重要です。 

・殺虫剤を施設内で保管する場合は、鍵付きの保管庫等に保管し、使用場所、使用方法、使用
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量等に関する記録を作成しましょう。 

・防虫・防鼠作業を委託する場合は、信頼できる業者を選定し、殺虫対象、殺虫を行う場所を

勘案して、委託業者とよく相談の上、殺虫剤（成分）を選定しましょう。 

・殺虫・防鼠等を委託する場合、殺虫剤は委託業者が持参することになりますが、施設責任者

等が知らないうちに、委託業者から従業員等が殺虫剤を譲り受けたり、施設内に保管したり

するようなことがないよう、管理を徹底しましょう。 

 

（給水施設の管理） 

○ 井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じましょう。 

解 説 

・井戸、貯水、配水施設への出入り可能な従業員を決めましょう。 

・井戸、貯水、配水施設への立入防止のため、鍵等による物理的な安全対策、防御対策を講じ

ましょう。 

・貯水槽等の試験用水取出し口や塩素投入口、空気抜き等からの異物混入防止対策を講じまし

ょう。 

・浄水器のフィルターについても定期的に確認しましょう。 

 

（井戸水の管理） 

○ 井戸水に毒物を混入された場合の被害は、工場全体に及ぶため、厳重な管理が必要です。 

解 説 

・井戸水を利用している場合は、確実に施錠し、塩素消毒等浄化関連設備へのアクセスを防止

しましょう。 

・可能であれば監視カメラ等で監視しましょう。 

 

（コンピューターの管理） 

○ コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正なアクセ

スを防止しましょう。 

解 説 

・コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムにアクセス可能な従業員をリス

ト化し、従業員の異動・退職時等に併せてアクセス権を更新しましょう。 

・アクセス許可者は極力制限し、データ処理に関する履歴を保存しましょう。 

・システムの設置箇所に鍵を設ける、ログインパスワードを設ける等の物理的なセキュリティ

措置を講じましょう。 

 

■入出荷等の管理 

（ラベル・包装・数量の確認） 

○ 資材や原材料等の受け入れ時及び使用前に、ラベルや包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数量

との整合性を確認しましょう。 

○ 異常を発見した場合は、工場長や責任者に報告し、工場長や責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・資材や原材料等の受け入れ時や使用前には、必ずラベルや包装を確認しましょう。 

・異常が発見された場合は、異物混入の可能性も念頭に工場長や責任者に報告し、工場長や責

任者はその対応を決定しましょう。 

・数量が一致しない場合は、その原因を確認しましょう。 

・納入数量が増加している場合は特に慎重に確認し、通常とは異なるルートから商品等が紛れ

込んでいないかに注意を払いましょう。 

・運搬時のコンテナ等の封印など、混入しづらく、混入が分かりやすい対策も検討しましょう。 

 

（積み下ろしや配膳作業の監視） 

○ 資材や原材料等の納入時の積み下ろし作業や製品の出荷時の積み込み作業を監視しましょう。 

解 説 
・資材や原材料等積み下ろし、積み込み作業は、人目が少なかったり、外部の運送業者等が行

うことがあるため、食品防御上脆弱な箇所と考えられます。 
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・実務上困難な点もありますが、相互監視や可能な範囲でのカメラ等による監視を行う等、何

からの対策が望まれています。 

・感染症拡大時には、感染予防に注意して監視作業を行いましょう。 

 

（在庫数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

○ 保管中の在庫の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、工場長や責任者に

報告し、工場長や責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・数量が一致しない場合は、その原因を確認しましょう。 

・食材等の在庫量が増加している場合は特に慎重に確認し、外部から食材等が紛れ込んでいな

いかに注意を払いましょう。 

 

（過不足への対応） 

○ 製品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増加）についての連絡があった場合、工場長や責任者に報告し、

工場長や責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・過不足の原因について、妥当な説明がつくように確認しましょう。 

・特に納入量が増加している場合は慎重に確認し、外部から製品が紛れ込んでいないかに注意

を払いましょう。 

 

（対応体制・連絡先等の確認） 

○ 製品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもすぐに確認できるようにしておきましょう。 

解 説 

・食品工場内で意図的な食品汚染行為等の兆候や形跡が認められた場合は、被害の拡大を防ぐ

ため、至急納入先と情報を共有しましょう。 

・納入担当者が不在の場合でも、代理の従業員が至急連絡できるように、予め手順・方法を定

めておきましょう。 

 

 

２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

■人的要素（従業員等） 

（従業員の所在把握） 

○ 施設内・敷地内の従業員等の所在を把握しましょう。 

解 説 
・従業員の施設内・敷地内への出入りや所在のリアルタイムでの把握や、記録保存のために、

カードキーやカードキーに対応した入退構システム等の導入を検討しましょう。 

 

■施設管理 

（フェンス等の設置） 

○ 敷地内への侵入防止のため、フェンス等を設けましましょう。 

解 説 
・食品工場の敷敷地内への出入りしやすい環境が多いため、敷地内への立ち入りを防止するた

めの対策（フェンス等の設置）を検討しましょう。 

 

（監視カメラの設置） 

○ カメラ等により工場建屋外の監視を検討しましょう。 

解 説 
・カメラ等による工場建屋への出入りを監視することは、抑止効果が期待できると共に、有事

の際の確認に有用です。 

 

（継続的な監視） 

○ 警備員の巡回やカメラ等により敷地内に保管中／使用中の資材や原材料の継続的な監視、施錠管理等を行い
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ましょう。 

解 説 
・人が常駐していないことが多く、アクセスが容易な場合が多い資材・原料保管庫は、可能な

範囲で警備員の巡回やカメラ等の設置、施錠確認等を行いましょう。 
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（別添２） 

※令和元年度版に、感染症対策との並立の視点を加味したもの。 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

（危機管理体制の構築） 

○ 製品の異常を早い段階で探知するため苦情や健康危害情報等を集約・解析する仕組みを構築すると共に、リ

スク情報に関するモニタリングを実施しましょう。 

○ 万一、意図的な食品汚染が発生した際に迅速に対処できるよう、自社の取扱商品に意図的な食品汚染が疑わ

れた場合の保健所等への通報・相談や社内外への報告、製品の回収、保管、廃棄等の手続きを定めておきま

しょう。 

解 説 

・社内の連絡網、保健所・警察等関係機関への連絡先等をマニュアル等に明記しておくこと

は、万が一、取扱商品に意図的な食品汚染が判明した場合や疑われた場合の関係部署への情

報提供を円滑に行うために有用です。 

・苦情、健康危害情報等については、販売店経由で寄せられる情報についても把握に努め、こ

れらの情報等についても企業内で共有しましょう。 

・異物混入が発生した際には、原因物質に関わらず、責任者に報告し、報告を受けた責任者は

故意による混入の可能性を排除せずに対策を検討しましょう。 

 

（異常発見時の報告） 

○ 従業員等や警備員は、施設内や敷地内での器物の破損、不要物、異臭等に気が付いた時には、すぐに施設責

任者に報告しましょう。 

解 説 

・警備や巡回時に確認する項目をチェックリスト化し、警備の質を確保しましょう。 

・故意による器物の破損や悪意の落書きなどの予兆を見つけた場合は、早急に責任者に報告し

ましょう。 

 

（感染症対策） 

○ 従業員が感染症に罹患した場合、施設の閉鎖や食品汚染の原因となることがあります。 

○ 地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応策を

事前に検討しておきましょう。 

解 説 

・食品企業における感染症対策の意義を理解しましょう。 

・普段から地域の感染症の流行状況に注意を払い、従業員等が感染した場合には、出勤させ

ないようにしましょう。 

・世界的な感染症の流行が発生した際に備えて BCP を作成し、出勤禁止や職場復帰可能の基準

を予め定めておき、従業員に周知しましょう。 

 

（職場環境づくり） 

○ 従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めましょう。 

（教育） 

○ 従業員等が自社の取扱製品・サービスの品質と安全確保について高い責任感を感じながら働くことができる

ように、適切な教育を実施しましょう。 

解 説 
・働きやすい快適な職場環境は、職場に対する不満等を抱かせないためにも、重要なもので

す。労働安全衛生法に基づき、毎月開催されている安全衛生委員会がある職場では、その

食品防御対策ガイドライン（運搬・保管施設向け） 

  ―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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場も有効に活用しましょう。 

・物流・保管施設の責任者は従業員が職場への不平・不満から犯行を行う可能性があること

を認識し、対応可能な食品防御対策の検討や、従業員教育を行いましょう。 

・従業員の不満を早期に把握し対応するため、定期的なサーベイランスの実施、第三者窓口や

社長へ直接メール等の通報制度を活用しましょう。 

・従業員の人間関係を良好に保つため、普段からのコミュニケーションを心掛けましょう。 

 

（教育内容） 

○ 定期的な従業員教育の中に、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置に関する内容を含め、その重要性

を認識してもらいましょう。 

○ 世界的な感染症が流行している時期には、その感染症に対する内容も含めましょう。 

解 説 

・食品防御の教育の目的は、食品防御に対する意識を持ってもらうことであり、従業員等の監

視を強化することではないことに留意しましょう。 

・食品防御対策は、食品衛生対策とは異なる視点が必要であることを理解してもらいましょう。 

・採用時や定期的な従業員教育の中に、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置に関する

内容を含め、その重要性を認識してもらいましょう。 

・取扱商品で意図的な食品汚染が発生した場合、顧客や行政はまず当該施設内の従業員等に疑

いの目を向ける可能性があるということを、従業員等に認識してもらいましょう。 

・従業員等には、自施設のサービスの品質と安全を担っているという強い責任感を認識しても

らいましょう。 

・臨時スタッフについても同様の教育を行いましょう。 

・従業員教育の際には、内部による犯行を誘発させないよう、部署ごとに応じた内容に限定す

る等の工夫や留意が必要です。 

・従業員への教育では、具体的な事例や方法を伝えないように注意することが重要です。 

・万が一犯行に及んだ場合には、刑事罰だけでなく民事訴訟（損害賠償請求など）を受けるこ

とも教育しておきましょう。教育用媒体を有効に活用しましょう。 

・SNSの利用に関する注意を行いましょう。 

・感染症に関する内容も適宜取り入れましょう。 

 

（勤務状況等の把握） 

○ 従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握しましょう。 

解 説 
・平時から、従業員の勤務状況や業務内容、役割分担について正確に記録する仕組みを構築し

ておくことは、自社の取扱商品に意図的な食品汚染が疑われた場合の調査に有用です。 

 

■人的要素（従業員等 3） 

従業員採用時の留意点 

（身元の確認等） 

○ 従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認しましょう。 

解 説 

・記載内容の虚偽の有無を確認するため、従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を

確認しましょう。 

・確認時に用いる身分証、免許証、マイナンバーカード、各種証明書等は、可能な限り原本

を確認しましょう。 

・外国籍の人に対しては「在留証明書」の原本を確認しましょう。 

・イベント期間中のみの臨時スタッフや派遣スタッフ等についても、同様に、派遣元等に依

頼しておきましょう。 

・応募の動機や、自社に対するイメージ等も確認しましょう。 

3 派遣社員、連続した期間工場内で業務を行う委託業者などについても、同様の扱いが望まれる。可能であれば、“食品防御に対する

留意”に関する内容を、契約条件に盛り込む。 
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・採用後も、住所や電話番号が変更されていないかを定期的に確認しましょう。 

 

（従業員の配置） 

○ フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を重要箇所に配置しましょう。 

解 説 

・経験と信頼感のある従業員を重要な箇所に配置し、混入事故の事前防止や、同僚の不審な

行動等の有無を見守りましょう。 

・脆弱性が高いと判断された工程や場所に配置する従業員は、事前に面談を行い、不平・不

満を抱えていないかを確認しましょう。 

・倉庫側の管理が及ばない外部組織の従業員が荷揚げや搬入を行っている場合には、外部組

織とも十分に連携した管理を行いましょう。 

 

（従業員の健康管理） 

○ 日々、従業員の健康管理を適切に行いましょう。 

○ 飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こりやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への感

染拡大防止や、食品中への混入防止に留意しましょう。 

解 説 

・自身の健康管理の重要性について理解させましょう。 

・感染拡大が心配される感染症に罹患した際に無理に出勤した場合、同僚への感染拡大や、

食品中への混入による食中毒の原因となります。 

・感染症に罹患した場合（同居の家族を含む）や、体調が優れない場合の出勤停止の考え方

を予め整理し、従業員等の理解を得ておきましょう。 

・パンデミック等が発生した際には、通常の健康管理に加えて、勤務シフトの厳格化や、共

有部分の小まめな清掃により、感染拡大予防に努めましょう。 

 

（制服・名札等の管理） 

○ 従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理しましょう。 

解 説 

・保管施設や仕分け現場への立ち入りや、従業員を見分けるために重要な制服や名札、IDバ

ッジ、鍵（キーカード）等は厳重に管理しましょう。 

・名札や社員証等は、可能な限り顔写真付きのものにしましょう。 

・退職や異動の際には制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を確実に返却してもらいま

しょう。 

   

（私物の持込みと確認） 

○ 私物を仕分け現場内へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守されていることを確認かを定期的に

確認しましょう。 

解 説 

・私物は、異物混入や感染症拡大の原因となる可能性があるため、原則として仕分け現場内

へは、持ち込まないようにしましょう。 

・私物（財布などの貴重品）は金庫などの鍵のかかる貴重品保管場所に保管し、作業場には原

則として持ち込まないようにしましょう。 

・持ち込み可能品はリスト化しましょう。 

・持ち込む場合には、個別に許可を得るなど、適切に管理しましょう。 

・更衣室やロッカールームなどでも相互にチェックできる体制を構築しておきましょう。 

・従業員立会いの下、不定期でロッカーを点検し、不審物の持込の未然防止に努めましょう。 

・換気で窓等を開ける際には、外部からの侵入に注意しましょう。 

 

（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

○ 休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけましょう。 

解 説 ・休憩室やトイレ等の 5Sを普段から推奨しましょう。 
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・感染症流行時には、感染源になることが指摘されている多くの人が触れるドアノブ・スイ

ッチ類や休憩室等は入念に清掃・消毒をしましょう。 

・消毒用薬剤を利用する際には、その管理に注意しましょう。 

 

（出勤時間・言動の変化等の把握） 

○ 従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握しましょう。 

解 説 

・従業員等が意図的な異物混入等を行う動機は、勤務開始後の職場への不平・不満等だけでな

く、採用前の事柄が原因となることも考えられます。 

・物流・保管施設の責任者等は、作業前の朝礼、定期的なミーティング、個別面談等を通じて、

従業員の心身の状態や、職場への不満等について確認しましょう。 

・新型コロナウィルス等の感染症が拡大している場合には、社員の健康状態にも十分に留意し、

必要に応じて出勤時の検温等を実施しましょう。 

・日常の言動や出退勤時刻の変化が見られる場合には、その理由についても確認しましょう。 

・深夜の時間帯での勤務のみを希望する者についても、同様にその理由を確認し、出退勤時

間を管理しましょう。 

・他人への成りすましを防ぐため、指紋認証システムを出退勤のチェックに導入している企業

もあります。 

 

（移動可能範囲の明確化） 

○ 就業中の全従業員等の移動範囲を明確化にし、全従業員等が、移動を認められた範囲の中で働いているよう

にしましょう。 

解 説 

・取扱商品に異物が混入された場合の混入箇所を同定しやすくするために、施設の規模に応

じて他部署への理由のない移動を制限しましょう。 

・感染症が疑われる場合には、感染による影響の大きい箇所での勤務は禁止しましょう。 

・制服や名札、帽子の色、IDバッジ等によって、全従業員の「移動可能範囲」や「持ち場」等

を明確に識別できるようにしましょう。 

・倉庫内での荷物の運搬に利用するフォークリフト等にも運転者の氏名を表示するなど、使用

者が分かりやすい状況を作りましょう。 

 

（新規採用者の紹介） 

○ 新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、見慣れない人への対応力を高めましょう。 

解 説 

・新規採用者は朝礼等の機会に紹介し、皆さんに識別してもらいましょう。 

・見慣れない人の存在に従業員が疑問を持ち、一声かける習慣を身につけてもらいましょう。 

・日々の挨拶や態度で異変を感じたら直ぐに上司に報告しましょう。 

 

■人的要素（部外者） 

（訪問者への対応） 

①事前予約がある場合 

○ 身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行しましょう。 

○ 感染症の流行時は、従業員との接触を極力避ける工夫を行いましょう。 

解 説 

・訪問者の身元を、社員証等で確認しましょう（顔写真付きが望ましい）。 

・感染症が流行している時期においては、体調確認に対する協力も要請しましょう。 

・訪問理由を確認した上で、従業員が訪問場所まで同行しましょう 

 

②事前予約がない場合や初めての訪問者 

○ 原則として事務所等で対応し、工場の製造現場への入構を認めないようにしましょう。 

○ 感染症の流行時は、特に注意しましょう。 
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解 説 

・「飛び込み」の訪問者は、原則として仕分け現場には入構させず、事務所等で対応しましょう。 

・訪問希望先の従業員から、面識の有無や面会の可否等について確認が取れた場合は、事前予

約がある場合と同様に対応しましょう。 

 

（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

○ 訪問者（業者）用の駐車場を設定したり、駐車許可証を発行する等、無許可での駐車を防止しましょう。 

解 説 

・全ての訪問者について車両のアクセスエリア、荷物の持ち込み等を一律に制限することは現

実的ではありません。 

・駐車エリアは、取扱商品保管庫やゴミ搬出場所等、直接商品に手を触れることができるよう

な場所とはできるだけ離れていることが望ましいでしょう。 

・繰り返し定期的に訪問する特定の訪問者（例：施設メンテナンス、防虫防鼠業者等）につい

ては、それらの車両であることが明確になるように、駐車エリアを設定しておきましょう。 

 

（業者の持ち物確認） 

○ 物流・保管施設内を単独で行動する可能性のある訪問者（業者）の持ち物は十分確認し、不要なものを持ち

込ませないようにしましょう。 

解 説 

・施設・設備のメンテナンスや防虫・防鼠等のために、長時間にわたり施設内で作業すること

もある業者については、全ての作業に同行することは困難です。 

・立入り業者については、制服・顔写真付き社員証等を確認しましょう。 

・作業開始前には、持ち物の確認を実施し、不要な持ち込み品を持ち込ませないようにしまし

ょう。 

・可能であれば、入場時と退場時に業者の同意を得て、鞄を開けた状態でデジタルカメラによ

る写真撮影により、証拠を残しましょう。 

 

（郵便・宅配物の受取場所） 

○ 郵便、宅配物等の受け入れ先（守衛所、事務所等）を定めておきましょう。 

解 説 

・郵便局員や宅配業者が、物流・保管施設の建屋内に無闇に立ち入ることや、施設内に置かれ

ている商品等に近づくことは、異物混入の危険性を高めます。 

・郵便、宅配物等の受け入れ先は、守衛所、事務所等の数箇所の定められた場所に限定してお

きましょう。 

・郵便局員や宅配業者が、物流・保管施設内に無闇に立ち入ることや、建屋外に置かれている

取扱商品等に近づけないように、立ち入り可能なエリアを事前に設定しておきましょう。 

 

■施設管理 

（仕分け用具等の定数管理） 

○ 使用する仕分け作業用の器具や工具等について、定位置・定数管理を行いましょう。 

解 説 

・物流施設で使用する機器や工具等について、定位置・定数管理を行い、過不足や紛失に気づ

きやすい環境を整えましょう。 

・不要な物、利用者・所有者が不明な物の放置の有無を定常的に確認しましょう。 

・取扱商品に直接手を触れることができる仕分け工程や従事者が少ない場所等、意図的に有害

物質を混入し易い箇所については特に重点的に確認しましょう。 

・配電盤等不要な物を隠せる場所には、施錠等の対応を行いましょう。 

 

（脆弱性の高い場所の把握と対策） 

○ 取扱商品に直接手を触れることができる仕分けや袋詰めの工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物

質を混入しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れない様にカバーなどの防御対策を検討しましょう。 
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解 説 

・仕分けや梱包前の取扱商品等に直接手を触れることが可能な状況が見受けられます。 

・特に脆弱性が高いと判断された箇所は、見回りの実施、従業員同士による相互監視、監視カ

メラの設置等を行うと共に、可能な限り手を触れられない構造に改修しましょう。 

 

（無人の時間帯の対策） 

○ 物流・保管施設が無人となる時間帯についての防犯対策を講じましょう。 

解 説 

・物流・保管施設が無人となる時間帯は、万が一、混入が行われた場合の対応が遅れます。 

・終業後は必ず施錠し、確認する習慣を身につけましょう。 

・物流・保管施設が無人となる時間帯は必ず施錠し、人が侵入できないようにしましょう。 

・施錠以外にも、無人の時間帯の防犯対策を講じましょう。 

 

（鍵の管理） 

○ 鍵の管理方法を策定し、定期的に確認しましょう。 

解 説 
・鍵の使用権を設定し、誰でも自由に鍵を持ち出せないようにしましょう。 

・鍵の管理方法を定め、順守されているかどうかを確認しましょう。 

 

（外部からの侵入防止策） 

○ 物流・保管施設への外部からの侵入防止対策を行いましょう。 

解 説 
・異物が混入された場合の被害が大きいと考えられる物流・保管施設は、機械警備、補助鍵の

設置や、格子窓の設置、定期的な点検を行い、侵入防止対策を採りましょう。 

 

（確実な施錠） 

○ 物流・保管施設の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採りまし

ょう。 

解 説 
・全ての出入り口・窓に対して直ちに対策を講じることが困難な場合は、優先度を設定し、施

設の改築等のタイミングで順次改善策を講じるように計画しましょう。 

 

（殺虫剤の管理） 

○ 殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管理を徹底しましょう。 

解 説 

・物流・保管施設の従業員等が自ら殺虫・防鼠等を行う場合は、使用する殺虫剤の成分につい

て事前に確認しておくことが重要です。 

・殺虫剤を施設内で保管する場合は、鍵付きの保管庫等に保管し、使用場所、使用方法、使用

量等に関する記録を作成しましょう。 

・防虫・防鼠作業を委託する場合は、信頼できる業者を選定し、殺虫対象、殺虫を行う場所を

勘案して、委託業者とよく相談の上、殺虫剤（成分）を選定しましょう。 

・殺虫・防鼠等を委託する場合、殺虫剤は委託業者が持参することになりますが、施設責任者

等が知らないうちに、委託業者から従業員等が殺虫剤を譲り受けたり、施設内に保管したり

するようなことがないよう、管理を徹底しましょう。 

 

（コンピューターの管理） 

○ コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正なアクセ

スを防止しましょう。 

解 説 

・コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムにアクセス可能な従業員をリス

ト化し、従業員の異動・退職時等に併せてアクセス権を更新しましょう。 

・アクセス許可者は極力制限し、データ処理に関する履歴を保存しましょう。 

・システムの設置箇所に鍵を設ける、ログインパスワードを設ける等の物理的なセキュリティ

措置を講じましょう。 
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■入出荷等の管理 

（ラベル・包装・数量の確認） 

○ 取扱商品等の受け入れ時及び仕分け前に、ラベルや包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数量

との整合性を確認しましょう。 

○ 異常を発見した場合は、施設責任者に報告し、責任者はその対応を決定しましょう。 

○ 入荷時には、事前に発送元から通知のあったシリアルナンバーと製品・数量に間違いがないかを確認しまし

ょう。 

○ 出荷時には、シリアルナンバーの付いた封印を行い、製品・数量とともに荷受け側に予め通知しましょう。

事前通知には、車両のナンバーやドライバーの名前なども通知することが望ましい。 

解 説 

・取扱商品等の受け入れ時や仕分け前には、必ずラベルや包装を確認しましょう。 

・異常が発見された場合は、異物混入の可能性も念頭に施設責任者に報告し、施設責任者はそ

の対応を決定しましょう。 

・数量が一致しない場合は、その原因を確認しましょう。 

・納入数量が増加している場合は特に慎重に確認し、通常とは異なるルートから商品等が紛れ

込んでいないかに注意を払いましょう。 

・運搬時のコンテナ等の封印など、混入しづらく、混入が分かりやすい対策も検討しましょう。 

 

（積み下ろしや積み込み作業の監視） 

○ 取扱商品等の納入時の積み下ろし作業や出荷時の積み込み作業を監視しましょう。 

解 説 

・積み下ろし、積み込み作業は、人目が少なかったり、外部の運送業者等が行うことがあるた

め、食品防御上脆弱な箇所と考えられます。 

・実務上困難な点もありますが、相互監視や可能な範囲でのカメラ等による監視を行う等、何

からの対策が望まれています。 

・感染症拡大時には、感染予防に注意して監視作業を行いましょう。 

 

（製品等の混在防止対策） 

○ ハイセキュリティ製品と一般製品が混ざる事の無いように動線を確保し、物理的に分離して保管しましょう。

また監視カメラを設置するなどの対策が望ましい。 

解 説 
・物流・保管施設では、大規模イベント用の商品と一緒に一般の商品を取り扱う場合があるた

め、枠で囲う、ラインを分けるなどの対策が必要です。 

 

（在庫数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

○ 保管中の商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者に報告

し、施設責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・数量が一致しない場合は、その原因を確認しましょう。 

・在庫量が増加している場合は特に慎重に確認し、外部から商品等が紛れ込んでいないかに注

意を払いましょう。 

 

（過不足への対応） 

○ 取扱商品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増加）についての連絡があった場合、施設責任者に報告し、

施設責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・過不足の原因について、妥当な説明がつくように確認しましょう。 

・特に納入量が増加している場合は慎重に確認し、外部から商品が紛れ込んでいないかに注意

を払いましょう。 

 

（対応体制・連絡先等の確認） 

○ 取扱商品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもすぐに確認できるようにしておきましょう。 
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解 説 

・物流・保管施設内で意図的な食品汚染行為等の兆候や形跡が認められた場合は、被害の拡大

を防ぐため、至急発注元や納入先と情報を共有しましょう。 

・発注・納入担当者が不在の場合でも、代理の従業員が至急連絡できるように、予め手順・方

法を定めておきましょう。 

 

 

２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

■人的要素（従業員等） 

（従業員の所在把握） 

○ 施設内・敷地内の従業員等の所在を把握しましょう。 

解 説 
・従業員の施設内・敷地内への出入りや所在をリアルタイムでの把握や、記録保存のために、

カードキーやカードキーに対応した入退構システム等の導入を検討しましょう。 

 

■施設管理 

（フェンス等の設置） 

○ 敷地内への侵入防止のため、フェンス等を設けましましょう。 

解 説 
・物流・保管施設の敷敷地内への出入りしやすい環境が多いため、敷地内への立ち入りを防止

するための対策（フェンス等の設置）を検討しましょう。 

 

（監視カメラの設置） 

○ カメラ等により物流・保管施設建屋外の監視を検討しましょう。 

解 説 
・カメラ等による物流・保管施設建屋への出入りを監視することは、抑止効果が期待できると

共に、有事の際の確認に有用です。 

 

（継続的な監視） 

○ 警備員の巡回やカメラ等により敷地内に保管中の商品の継続的な監視、施錠管理等を行いましょう。 

解 説 
・人が常駐していないことが多く、アクセスが容易な場合が多い取扱商品の保管庫は、可能な

範囲で警備員の巡回やカメラ等の設置、施錠確認等を行いましょう。 

 

 

３．大規模イベント時に必要な対応 

 大規模イベント時には、ケータリング等、外部の食品工場等で調理された商品が搬入されることがあるため、

配送用トラックや客席等で必要な対策。 

 

（感染症流行期の対策） 

○ 世界的な感染症の拡大が見られる場合には、運搬中の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極的

に取り入れましょう。 

解 説 

・従業員の健康管理と感染予防対策を定め、職場内での感染拡大防止を徹底しましょう。 

・感染症の拡大時期には、国等のガイドラインに従って感染防止対策を講じましょう。 

・搬送用トラックへの同乗時は、マスク直用・会話を控える等の感染予防策を徹底しましょう。 

 

（荷台等への私物の持込み） 

○ 車輛の荷台には、私物等は持ち込ませない。また定期的に持ち込んでいないかを確認しましょう。 

解 説 
・荷台への私物の持ち込みは、異物混入のリスクを高めるだけでなく、従業員への疑いも繋が

ります。 

 

3-25



（無関係者の同乗禁止） 

○ 配送用トラック等車輛には、運転手及び助手以外の配送作業に関係しない人間は同乗させない。 

解 説 ・たとえ同じ会社の同僚・上司であっても配送車輛への同乗は異物混入のリスクを高めます。 

 

（荷台ドア等の施錠） 

○ 荷台ドアに施錠が出来る車輛での配送を行い、荷積み、荷卸し以外は荷台ドアに施錠をしましょう。車輛を

離れる際は、荷台ドアの施錠を確認しましょう。 

○ 配送作業が無い場合でたとえ施設内に駐車した車輛でも必ず、運転席や荷台ドアの施錠を行いましょう。 

解 説 

・夜間や駐車中の車輛に行われる意図的な行為に対いてのリスクを低減しましょう。 

・閉めると自動で鍵がかかる機能を持つ荷台の扉などを積極的に導入し、駐車時等の盗難防止

に努めましょう。 

 

（GPS等による位置確認） 

○ 不測の事態が起こった場合などに備え、GPSが搭載された車輛が望ましい。 
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（別添３） 

※令和元年度版に、感染症対策との両立の視点を加味したもの。 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

（危機管理体制の構築） 

○ 提供した飲食料品の異常を早い段階で探知するため、苦情や健康危害情報等を集約・解析する仕組みを構築す

ると共に、リスク情報に関するモニタリングを実施しましょう。 

○ 万一、意図的な食品汚染が発生した際に迅速に対処できるよう、自施設で提供した飲食料品に意図的な食品

汚染が疑われた場合の保健所等への通報・相談や社内外への報告、飲食料品の回収、保管、廃棄等の手続き

を定めておきましょう。 

解 説 

・社内の連絡網、保健所・警察等関係機関への連絡先等をマニュアル等に明記しておくことは、

万が一、提供した飲食料品に意図的な食品汚染が判明した場合や疑われた場合の関係部署へ

の情報提供を円滑に行うために有用です。 

・苦情、健康危害情報等については、販売店経由で寄せられる情報についても把握に努め、こ

れらの情報等についても企業内で共有しましょう。 

・異物混入が発生した際には、原因物質に関わらず、責任者に報告し、報告を受けた責任者は

故意による混入の可能性を排除せずに対策を検討しましょう。 

・施設内での情報伝達の際には警備班や、外部の関係機関等（警察・消防・関係省庁・自治体・

保健所等）と連携して行いましょう。 

・事前に決めたルールに通りに対応できない場合の対応者と責任者を決めておきましょう。 

 

（異常発見時の報告） 

○ 従業員等や警備員は、施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に気が付いた時には、すぐに施設責

任者や調理責任者に報告しましょう。 

解 説 

・警備や巡回時に確認する項目をチェックリスト化し、警備の質を確保しましょう。 

・故意による器物の破損や悪意の落書きなどの予兆を見つけた場合は、早急に責任者に報告し

ましょう。 

 

（感染症対策） 

○ 従業員が感染症に罹患した場合、施設の閉鎖や食品汚染の原因となることがあります。 

○ 地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応策

を事前に検討しておきましょう。 

解 説 

・食品企業における感染症対策の意義を理解しましょう。 

・普段から地域の感染症の流行状況に注意を払い、従業員等が感染した場合には、出勤させ

ないようにしましょう。 

・世界的な感染症の流行が発生した際に備えて BCP を作成し、出勤禁止や職場復帰可能の基準

を予め定めておき、従業員に周知しましょう。 

 

（職場環境づくり） 

○ 従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めましょう。 

（教育） 

○ 従業員等が自社の商品・サービスの品質と安全確保について高い責任感を感じながら働くことができるよう

食品防御対策ガイドライン（調理・提供施設向け） 

  ―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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に、適切な教育を実施しましょう。 

解 説 

・働きやすい快適な職場環境は、職場に対する不満等を抱かせないためにも、重要なもので

す。労働安全衛生法に基づき、毎月開催されている安全衛生委員会がある職場では、その

場も有効に活用しましょう。 

・接客施設の責任者は従業員が職場への不平・不満から犯行を行う可能性があることを認識し、

対応可能な食品防御対策の検討や、従業員教育を行いましょう。 

・様々な地域からの来訪者が想定されます。多様性を十分に理解して対応できるようにしまし

ょう。 

・従業員の不満を早期に把握し対応するため、定期的なサーベイランスの実施、第三者窓口や

社長へ直接メール等の通報制度を活用しましょう。 

・従業員の人間関係を良好に保つため、普段からのコミュニケーションを心掛けましょう。 

 

（教育内容） 

○ 定期的な従業員教育の中に、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置に関する内容を含め、その重要性を

認識してもらいましょう。 

○ 世界的な感染症が流行している時期には、その感染症に対する内容も含めましょう。 

解 説 

・食品防御の教育の目的は、食品防御に対する意識を持ってもらうことであり、従業員等の監

視を強化することではないことに留意しましょう。 

・食品防御対策は、食品衛生対策とは異なる視点が必要であることを理解してもらいましょう。 

・採用時や定期的な従業員教育の中に、意図的な食品汚染に関する脅威や、予防措置に関する

内容を含め、その重要性を認識してもらいましょう。 

・施設内で提供した飲食料品に意図的な食品汚染が発生した場合、顧客や行政はまず当該施設

内の従業員等に疑いの目を向ける可能性があるということを、従業員等に認識してもらいま

しょう。 

・従業員等には、自施設のサービスの品質と安全を担っているという強い責任感を認識しても

らいましょう。 

・臨時スタッフについても同様の教育を行いましょう。 

・従業員教育の際には、内部による犯行を誘発させないよう、部署ごとに応じた内容に限定す

る等の工夫や留意が必要です。 

・従業員への教育では、具体的な事例や方法を伝えすぎないように注意することが重要です。

教育用媒体を有効に活用しましょう。 

・万が一犯行に及んだ場合には、刑事罰だけでなく民事訴訟（損害賠償請求など）を受けるこ

とも教育しておきましょう。 

・SNSの利用に関する注意を行いましょう。 

・感染症に関する内容も適宜取り入れましょう。 

 

（勤務状況等の把握） 

○ 従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握しましょう。 

解 説 

・平時から、従業員の勤務状況や業務内容、役割分担について正確に記録する仕組みを構築し

ておくことは、自施設で提供した飲食料品に意図的な食品汚染が疑われた場合の調査に有用

です。 

 

■人的要素（従業員等 4） 

従業員採用時の留意点 

（身元の確認等） 

○ 従業員の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認しましょう。 

4 派遣社員、連続した期間工場内で業務を行う委託業者などについても、同様の扱いが望まれる。可能であれば、“食品防御に対する

留意”に関する内容を、契約条件に盛り込む。 
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解 説 

・記載内容の虚偽の有無を確認するため、従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を

確認しましょう。 

・確認時に用いる身分証、免許証、マイナンバーカード、各種証明書等は、可能な限り原本

を確認しましょう。 

・外国籍の人に対しては「在留証明書」の原本を確認しましょう。 

・イベント期間中のみの臨時スタッフや派遣スタッフ等についても、同様に、派遣元等に依

頼しておきましょう。 

・応募の動機や、自社に対するイメージ等も確認しましょう。 

・採用後も、住所や電話番号が変更されていないかを定期的に確認しましょう。 

 

（従業員の配置） 

○ フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を重要箇所に配置しましょう。 

解 説 

・経験と信頼感のある従業員を重要な箇所に配置し、混入事故の事前防止や、同僚の不審な

行動等の有無を見守りましょう。 

・脆弱性が高いと判断された工程や場所に配置する従業員は、事前に面談を行い、不平・不

満を抱えていないかを確認しましょう。 

 

（従業員の健康管理） 

○ 日々、従業員の健康管理を適切に行いましょう。 

○ 飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への感

染拡大防止や、食品中への混入防止に留意しましょう。 

解 説 

・自身の健康管理の重要性について理解させましょう。 

・感染拡大が心配される感染症に罹患した際に無理に出勤した場合、同僚への感染拡大や、

食品中への混入による食中毒の原因となります。 

・感染症に罹患した場合（同居の家族を含む）や、体調が優れない場合の出勤停止の考え方

を予め整理し、従業員等の理解を得ておきましょう。 

・パンデミック等が発生した際には、通常の健康管理に加えて、勤務シフトの厳格化や、共

有部分の小まめな清掃により、感染拡大予防に努めましょう。 

 

（制服・名札等の管理） 

○ 従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理しましょう。 

解 説 

・接客（食事提供）施設への立ち入りや、従業員を見分けるために重要な制服や名札、IDバ

ッジ、鍵（キーカード）等は厳重に管理しましょう。 

・名札や社員証等は、可能な限り顔写真付きのものにしましょう。 

・退職や異動の際には制服や名札等を確実に返却してもらいましょう。 

   

（私物の持込みと確認） 

○ 私物を食材保管庫・厨房・配膳の現場へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守されているかを定

期的に確認しましょう。 

解 説 

・私物は、異物混入や感染症拡大の原因となる可能性があるため、原則として食材保管庫・

厨房・配膳の現場内へは、持ち込まないようにしましょう。 

・私物（財布などの貴重品）は金庫などの鍵のかかる貴重品保管場所に保管し、作業場には原

則として持ち込まないようにしましょう。 

・持ち込み可能品はリスト化しましょう。 

・持ち込む場合には、個別に許可を得るなど、適切に管理しましょう。 

・更衣室やロッカールームがある場合には、相互にチェックできる体制を構築しておきまし

ょう。 

・共用の従業員ロッカー等を利用している場合、不審な荷物に気が付いた時には、ただちに
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責任者に報告しましょう。 

・換気で窓等を開ける際には、外部からの侵入に注意しましょう。 

 

（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

○ 休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけましょう。 

解 説 

・休憩室やトイレ等の 5Sを普段から推奨しましょう。 

・感染症流行時には、感染源になることが指摘されている多くの人が触れるドアノブ・スイ

ッチ類や休憩室等は入念に清掃・消毒をしましょう。 

・消毒用薬剤を利用する際には、その管理に注意しましょう。 

 

（出勤時間・言動の変化等の把握） 

○ 従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握しましょう。 

解 説 

・従業員等が意図的な異物混入等を行う動機は、勤務開始後の職場への不平・不満等だけでな

く、採用前の事柄が原因となることも考えられます。 

・調理・提供施設の責任者等は、作業前の朝礼、定期的なミーティング、個別面談等を通じて、

従業員の心身の状態や、職場への不満等について確認しましょう。 

・新型コロナウィルス等の感染症が拡大している場合には、社員の健康状態にも十分に留意し、

必要に応じて出勤時の検温等を実施しましょう。 

・日常の言動や出退勤時刻の変化が見られる場合には、その理由についても確認しましょう。 

・深夜の時間帯での勤務のみを希望する者についても、同様にその理由を確認し、出退勤時

間を管理しましょう。 

・他人への成りすましを防ぐため、指紋認証システムを出退勤のチェックに導入している企業

もあります。 

 

（移動可能範囲の明確化） 

○ 規模の大きな施設では、就業中の全従業員等の移動範囲を明確化にし、全従業員等が、移動を認められた範

囲の中で働いているようにしましょう。 

解 説 

・提供した飲食料品に異物が混入された場合の混入箇所を同定しやすくするために、施設の

規模に応じて他部署への理由のない移動を制限しましょう。 

・感染症が疑われる場合には、感染による影響の大きい箇所での勤務は禁止しましょう。 

・規模の大きな施設で、職制等により「移動可能範囲」を決めている場合には、制服や名札、

帽子の色等によって、その従業員の「移動可能範囲」や「持ち場」等が明確に識別できる

ようにしましょう。 

 

（従業員の自己紹介） 

○ 新たな店舗等がスタートする際には、ミーティング等で自己紹介し、スタッフ同士の認識力を高め、見慣れ

ない人への対応力を高めましょう。 

解 説 

・新たな店舗等での業務がスタートする際には、自己紹介等を行い、スタッフ同士の認識力

を高めましょう。 

・応援スタッフや新規採用者は、その日の打合せ等の機会に紹介し、皆さんに識別してもら

いましょう。 

・見慣れない人の存在に従業員が疑問を持ち、一声かける習慣を身につけてもらいましょう。 

・日々の挨拶や態度で異変を感じたら直ぐに上司に報告しましょう。 

 

■人的要素（部外者） 

（訪問者への対応） 

①事前予約がある場合 

○ 身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行しましょう。 
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○ 感染症の流行時は、従業員との接触を極力避ける工夫を行いましょう。 

解 説 

・訪問者の身元を、社員証等で確認しましょう（顔写真付きが望ましい）。 

・感染症が流行している時期においては、体調確認に対する協力も要請しましょう。 

・訪問理由を確認した上で、従業員が訪問場所まで同行しましょう。 

 

②事前予約がない場合や初めての訪問者 

○ 立ち入りを認めないようにしましょう。 

○ 感染症の流行時は、特に注意しましょう。 

解 説 

・「飛び込み」の訪問者は、原則として立ち入りは認めないようにしましょう。 

・訪問希望先の従業員から、面識の有無や面会の可否等について確認が取れた場合は、事前予

約がある場合と同様に、従業員が訪問場所まで同行しましょう。 

 

（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

○ 規模の大きな施設では、納入業者用や廃棄物収集車の駐車場を設定したり、駐車許可証を発行する等、無許

可での駐車を防止しましょう。 

解 説 

・全ての訪問者について車両のアクセスエリア、荷物の持ち込み等を一律に制限することは現

実的ではありません。 

・専用の駐車エリアがある場合には、食材保管庫やゴミ搬出場所等、直接食品に手を触れるこ

とができるような場所とはできるだけ離れていることが望ましいでしょう。 

・繰り返し定期的に訪問する特定の訪問者（例：施設メンテナンス、防虫防鼠業者等）につい

ては、それらの車両であることが明確になるように、駐車エリアを設定しておきましょう。 

 

（業者の持ち物確認） 

○ 厨房等施設・設備内を単独で行動する可能性のある訪問者（業者：報道関係・警備関係を含む）の持ち物は

十分確認し、不要なものを持ち込ませないようにしましょう。 

解 説 

・施設・設備のメンテナンスや防虫・防鼠等のために、長時間にわたり施設内で作業すること

もある業者については、全ての作業に同行することは困難です。 

・立入り業者については、制服・顔写真付き社員証等を確認しましょう。 

・作業開始前には、持ち物の確認を実施し、不要な持ち込み品を持ち込ませないようにしまし

ょう。 

・可能であれば、持込み可能品リストを作成し、それ以外のものを持ち込む場合には、申告し

てもらいましょう。 

 

（悪意を持った来客対策） 

○ 来客の中には悪意を持っている者がいる可能性も考慮しましょう。 

解 説 

・来店するお客様の中には、店舗等に悪意を持っている人がいる可能性も 0ではありません。 

・お客によるいたずら等を防ぐために、国際的なスポーツ大会等の大規模イベント時に必要な

対応を参考にした対策を採りましょう。 

 

■施設管理 

（調理器具等の定数管理） 

○ 使用調理器具・洗剤等について、定位置・定数管理を行いましょう。 

解 説 

・厨房で使用する原材料や調理器具、洗剤等について、定位置・定数管理を行うことで、過不

足や紛失に気づきやすい環境を整えましょう。 

・不要な物、利用者・所有者が不明な物の放置の有無を定常的に確認しましょう。 

・食品に直接手を触れることができる調理・盛り付け・配膳や従事者が少ない場所等、意図的

に有害物質を混入し易い箇所については特に重点的に確認しましょう。 

・配電盤等不要な物を隠せる場所には、施錠等の対応を行いましょう。 
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・医薬品が保管されている医務室等については、医師・患者等関係者以外の立入の禁止、無人

となる時間帯の施錠、薬剤の数量管理を徹底しましょう。 

 

（脆弱性の高い場所の把握と対策） 

○ 飲食料品に直接手を触れることができる調理や配膳の工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を

混入しやすい箇所を把握しましょう。 

解 説 

・調理や配膳では、飲食料等に直接手を触れないことは不可能です。 

・特に脆弱性が高いと考えられる人目の少ない箇所（配膳準備室・厨房から宴会場までのルー

ト）等は、見回りの実施、従業員同士による相互監視、監視カメラの設置等を行うと共に、

可能な限り手を触れられない構造への改修や、配膳方法に工夫をしましょう。 

・レストランや食堂等の客席に備え付けの飲料水や調味料、バイキング形式のサラダバーなど

では、従業員以外の人物による意図的な有害物質の混入にも注意を払いましょう。 

・店舗の設計に際しては、食品防御を意識した作業動線や人の流れを考慮しましょう。 

 

（無人の時間帯の対策） 

○ 厨房・食事提供施設が無人となる時間帯（閉店後を含む）についての防犯対策を講じましょう。 

解 説 

・食品保管庫や厨房等が無人となる時間帯は、万が一、混入が行われた場合の対応が遅れます。 

・終業後は必ず施錠し、確認する習慣を身につけましょう。 

・食品保管庫や厨房等が無人となる時間帯は必ず施錠し、人が侵入できないようにしましょう。 

・施錠以外にも、監視（品質向上）カメラ等、無人の時間帯の防犯対策を講じましょう。 

 

（鍵の管理） 

○ 鍵の管理方法を策定し、定期的に確認しましょう。 

解 説 
・鍵の使用権を設定し、誰でも自由に鍵を持ち出せないようにしましょう。 

・鍵の管理方法を定め、順守されているかどうかを確認しましょう。 

 

（外部からの侵入防止策） 

○ 食品保管庫や厨房への外部からの侵入防止対策を行いましょう。 

解 説 

・異物が混入された場合の被害が大きいと考えられる食品保管庫や厨房は、機械警備、補助鍵

の設置や、格子窓の設置、定期的な点検を行い、侵入防止対策を採りましょう。 

・店舗外のプレハブ倉庫等に食材を保管している場合も、適切に施錠しましょう。 

・通常施錠されているところが開錠されている等、定常状態と異なる状態を発見した時には、

速やかに責任者に報告しましょう。 

 

（確実な施錠） 

○ 食品保管庫や厨房の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採りま

しょう。 

解 説 
・全ての出入り口・窓に対して直ちに対策を講じることが困難な場合は、優先度を設定し、施

設の改築等のタイミングで順次改善策を講じるように計画しましょう。 

 

（洗剤等の保管場所） 

○ 厨房の洗剤等、有害物質の保管場所を定め、当該場所への人の出入り管理を行いましょう。また、使用日時

や使用量の記録、施錠管理を行いましょう。 

解 説 

・日常的に使用している洗剤等についても、作業動線等も考慮した管理方法等を定め、在庫量

を定期的に確認しましょう。 

・保管は、食材保管庫や調理・料理の保管エリアから離れた場所とし、栓のシーリング等によ

り、妥当な理由無く使用することが無いよう、十分に配慮しましょう。 
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（洗剤等の紛失時の対応） 

○ 厨房の洗剤等、有害物質を紛失した場合は、施設責任者や調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者は

その対応を決定しましょう。 

 

（殺虫剤の管理） 

○ 殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管理を徹底しましょう。 

解 説 

・調理・提供施設の従業員等が自ら殺虫・防鼠等を行う場合は、使用する殺虫剤の成分につい

て事前に確認しておくことが重要です。 

・殺虫剤を施設内で保管する場合は、鍵付きの保管庫等に保管し、使用場所、使用方法、使用

量等に関する記録を作成しましょう。 

・防虫・防鼠作業を委託する場合は、信頼できる業者を選定し、殺虫対象、殺虫を行う場所を

勘案して、委託業者とよく相談の上、殺虫剤（成分）を選定しましょう。 

・殺虫等を委託する場合、殺虫剤は委託業者が持参することになりますが、施設責任者等が知

らないうちに、委託業者から従業員等が殺虫剤を譲り受けたり、施設内に保管したりするよ

うなことがないよう、管理を徹底しましょう。 

・24時間営業等で営業時間帯に外部委託業者に店内の清掃を行う場合には、店員の目の届く範

囲で作業を行うなど、異物混入に留意しましょう。 

 

（給水施設の管理） 

○ 井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じましょう。 

解 説 

・井戸、貯水、配水施設への出入り可能な従業員を決めましょう。 

・井戸、貯水、配水施設への立入防止のため、鍵等による物理的な安全対策、防御対策を講じ

ましょう。 

・貯水槽等の試験用水取出し口や塩素投入口、空気抜き等からの異物混入防止対策を講じまし

ょう。 

・浄水器のフィルターについても定期的に確認しましょう。 

 

（井戸水の管理） 

○ 井戸水に毒物を混入された場合の被害は、接客（食事提供）施設全体に及ぶため、厳重な管理が必要です。 

解 説 

・井戸水を利用している場合は確実に施錠し、塩素消毒等浄化関連設備へのアクセスを防止し

ましょう。 

・可能であれば監視カメラ等で監視しましょう。 

 

（顧客情報の管理） 

○ 喫食予定の VIP の行動や食事内容に関する情報へのアクセス可能者は、接客の責任者などに限定しましょ

う。 

 

■入出荷等の管理 

（ラベル・包装・数量の確認） 

○ 食材や食器等の受け入れ時及び仕分け前に、ラベルや包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数

量との整合性を確認しましょう。 

○ 異常を発見した場合は、料理長や責任者に報告し、責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・食材だけでなく食器等の受け入れ時や使用前には、必ず数量やラベル・包装を確認しましょ

う。 

・異常が発見された場合は、異物混入の可能性も念頭に、施設責任者や調理責任者に報告し、

施設責任者や調理責任者はその対応を決定しましょう。 

・数量が一致しない場合は、その原因を確認しましょう。 
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・納入数量が増加している場合は特に慎重に確認し、通常とは異なるルートから商品等が紛れ

込んでいないかに注意を払いましょう。 

・加工センターで調理された食材の配送は、契約した配送業者に依頼しましょう。 

・食材等は棚卸しの実施や売上との乖離の確認により、定期的に点検しましょう。 

 

（積み下ろし作業の監視） 

○ 食材や食器等の納入時の積み下ろし作業は監視しましょう。 

解 説 

・食材や食器等の納入作業は、食品防御上脆弱な箇所と考えられます。 

・実務上困難な点はありますが、従業員や警備スタッフの立会や、可能な範囲でのカメラ等に

よる確認を行いましょう。 

・無人の時間帯に食材等が搬入される場合は、カメラ等による確認を行いましょう。 

・感染症拡大時には、感染予防に注意して監視作業を行いましょう。 

 

（調理や配膳作業の監視） 

○ 調理や料理等の配膳時の作業を監視しましょう。 

解 説 

・調理や料理の配膳作業は、食品防御上脆弱な箇所と考えられます。 

・従業員同士の相互監視や、作業動線の工夫、可能な範囲でのカメラ等による監視を行いまし

ょう。 

 

（保管中の食材や料理数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

○ 保管中の食材や料理の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者

や調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・保管中の食材や料理の数量が一致しない場合は、その原因を確認しましょう。 

・食材や食器、料理の保管数量が増加している場合は特に慎重に確認し、外部から食材等が紛

れ込んでいないか、慎重に確認しましょう。 

 

（過不足への対応） 

○ お客様から、提供量の過不足（特に増加）についての連絡があった場合、施設責任者や調理責任者に報告し、

施設責任者や調理責任者はその対応を決定しましょう。 

解 説 

・過不足の原因について、妥当な説明がつくように確認しましょう。 

・特に提供量が増加している場合は慎重に確認し、外部から飲食料品が紛れ込んでいないかに

注意を払いましょう。 

 

（対応体制・連絡先等の確認） 

○ 喫食者に異変が見られた場合の対応体制・連絡先等を、誰でもすぐに確認できるようにしておきましょう。 

解 説 

・調理・提供施設内で意図的な食品汚染行為等の兆候や形跡が認められた場合は、被害の拡大

を防ぐため、至急施設内で情報を共有しましょう。 

・責任者が不在の場合でも、代理の従業員が至急連絡できるように、予め手順・方法を定めて

おきましょう。 

 

 

２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

■人的要素（従業員等） 

（従業員の所在把握） 

○ 施設内・敷地内の従業員等の所在を把握しましょう。 

解 説 ・従業員の施設内・敷地内への出入りや所在をリアルタイムでの把握や、記録保存のために、
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カードキーやカードキーに対応した入退構システム等の導入を検討しましょう。 

 

■施設管理 

（扉の施錠等の設置） 

○ 接客（食事提供）施設内での作業空間への侵入防止のため、扉への施錠等を検討しましょう。 

解 説 

・接客（食事提供）施設の敷地内へは、常に利用客が出入りしています。作業用スペースへの

利用客の立ち入りを防止するため、死角となるような個所では、扉の施錠等の対策を検討し

ましょう。 

・食材や原材料等が保管されているバックヤードは、無人になることがあるため、確実に施錠

しましょう。 

 

（監視カメラの設置） 

○ カメラ等により接客（食事提供）施設建屋内外の監視を検討しましょう。 

解 説 
・カメラ等による接客（食事提供）施設の建屋内外を監視することは、抑止効果が期待できる

と共に、有事の際の確認に有用です。 

 

（継続的な監視） 

○ 警備員の巡回やカメラ等により敷地内に保管中／使用中の食材や食器等の継続的な監視、施錠管理等を行い

ましょう。 

解 説 

・人が常駐していないことが多く、アクセスが容易な場合が多い食材保管庫は、カメラ等の設

置、施錠確認等を行いましょう。 

・警備員が配置されている規模の大きな施設で、定期的な巡回経路に組み込みましょう。 

 

 

３．大規模イベント時に必要な対応 

 大規模イベント時には、ケータリング等、外部の食品工場等で調理された商品が搬入されることがあるため、

配送用トラック等でも必要な対策。 

 

（感染症流行期の対策） 

○ 世界的な感染症の拡大が見られる場合には、施設内での感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極

的に取り入れましょう。 

解 説 

・従業員の健康管理と感染予防対策を定め、職場内での感染拡大防止を徹底しましょう。 

・感染症の拡大時期には、国等のガイドラインに従って感染防止対策を講じましょう。 

・利用者にも体調確認を依頼し、体調不良者には、施設の利用を控えて頂きましょう。 

  

（利用客対策） 

○ 不特定多数の利用客が出入りする接客（食事提供）施設では、利用客に交じって意図的に有害物質を混入す

ることも考えられますので対策を行いましょう。 

解 説 

・接客（食事提供）施設では、不特定多数の人の出入りがあるため、お客様に交じって意図的

に有害物質を混入することも考えられます。利用客の行動可能範囲を予め定めておきましょ

う。 

 

（客席等の対策） 

○ 客席等には、お冷や調味料、食器などは置かないようにしましょう。 

○ また、セルフサービスのサラダバーやドリンクバー等での混入防止対策も必要です。 

○ 感染拡大時には、換気や客席の間隔をとる等、動線上の手洗い場を設ける等の有効な対策も検討しましょう。 

解 説 ・客席テーブル上のお冷や調味料、食器等に異物が混入される可能性も否定できず、食器、共
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有のトング等は、感染拡大の原因にもなります。食品防御及び感染拡大防止の両方の観点か

ら、それらを客席に備え付けることは控え、その都度渡す、封をする等の対策を行いましょ

う。 

・利用客に交じっての異物混入や、共有のトング等による感染を予防する観点から、ビュッフ

ェ形式は避け、小分けにした状態で個別に提供することが望ましいでしょう。 

 

（監視カメラの設置） 

○ 利用客者が直接、食品に触れる様なカフェテリア形式の配膳場所、サラダバー等には、カメラ等による監視

を検討しましょう。 

解 説 
・不特定多数の利用客が出入りする飲食店等の配膳場所やサラダバー・ドリンクバー等をカメ

ラ等により監視することは、抑止効果が期待できると共に、有事の際の確認に有用です。 

 

（厨房の防犯・監視体制の強化） 

○ 厨房内には、作り置きの料理等が保管される場合があります。保管の際には、冷蔵庫等にカギをかける等の

異物混入対策が必要です。 

 

（報道陣対応） 

○ 大規模なイベント時には、報道陣に紛れての不審者の侵入にも注意しましょう。 

解 説 
・報道関係者の駐車エリアも設定しておきましょう。 

・報道関係者も施設内に立ち入る際には、適切な許可を受けた者のみにしましょう。 

 

（関係機関との連携強化） 

○ 大規模なイベント時には、多くの関係機関との連携を密にし、迅速な情報の共有化に努めましょう。 

解 説 

・大規模イベント時には、開催主体・食品事業者・保健所等、多くの組織が運営に関与します。

どのような組織が関与しているのか十分に把握しておきましょう。 

・事故等発生時、感染者が利用した際の連絡体制及び対応方法を定め、情報の共有と適切・迅

速な対応に努めましょう。 
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（別添４－１） 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

○（危機管理体制の構築） 

異常の早期発見するための苦情等集約する仕組みを構築している。 

保健所等への相談、社内外への報告、製品の回収、保管、廃棄等の手続き定めている。 

○（異常発見時の報告） 

施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に気が付いた時には、すぐに施設責任者や調理責任者に報

告させている。 

○（感染症対策） 

従業員の感染症への罹患状況を確認している。 

地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応策

を事前に検討している。 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めている。 

○（教育） 

自社の製品・サービスの品質と安全確保について高い責任感を持ちながら働けように、適切な教育を行って

いる。 

○（教育内容） 

定期的に食品防御に関する教育を行い、その重要性を認識してもらっている。 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握している。 

 

■人的要素（従業員等） 

○（従業員採用時の留意点：身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認している。 

○（従業員の配置） 

フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を重要箇所に配置している。 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適切に行っている。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への感

染拡大防止や、食品中への混入防止に留意している。 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理している。 

○（私物の持込みと確認） 

私物を製造現場内へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守されていることを確認かを定期的に確

認している。 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

○（出勤時間・言動の変化等の把握） 

従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握している。 

○（新規採用者の紹介） 

新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、見慣れない人への対応力を高めている。 

食品防御対策ガイドライン（中小規模：食品製造工場向け） 

―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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■人的要素（部外者） 

○（訪問者への対応） 

①事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行している。 

感染症の流行時は、直接の訪問は極力避ける様にしている。 

②事前予約がない場合や初めての訪問者 

原則として事務所等で対応し、工場の製造現場への入構を認めないようにしている。 

特に感染症の流行時は、注意している。 

○（業者の持ち物確認） 

食品工場内を単独で行動する可能性のある訪問者（業者）の持ち物は十分確認し、不要なものを持ち込ませ

ないようにしている。 

○（郵便・宅配物の受取場所） 

郵便、宅配物等の受け入れ先（守衛所、事務所等）を定めている。 

 

■施設管理 

○（調理器具等の定数管理） 

使用する原材料や調理器具、洗剤等について、定数・定位置管理を行っている。 

○（脆弱性の高い場所の把握と対策） 

食品に直接手を触れることができる仕込みや袋詰めの工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を

混入しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れない様にカバーなどの防御対策を検討している。 

○（無人の時間帯の対策） 

工場が無人となる時間帯についての防犯対策を講じている。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

○（外部からの侵入防止策） 

製造棟、保管庫への外部からの侵入防止対策を行っている。 

○（確実な施錠） 

製造棟の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採っている。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（試験材料等の管理） 

食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）や有害物質の保管場所を定め、当該場所への人の出入り

を管理する。また、使用日時や使用量の記録、施錠管理を行っている。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（紛失時の対応） 

食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）や有害物質を紛失した場合は、工場長や責任者に報告

し、工場長や責任者はその対応を決定している。 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管理を徹底している。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（給水施設の管理） 

井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じている。 

○（井戸水の管理） 

井戸水に毒物を混入された場合の被害は、工場全体に及ぶため、厳重に管理している。 

○（コンピューターの管理） 

コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正なアク

セスを防止している。 

 

■入出荷等の管理 

3-38



○（ラベル・包装・数量の確認） 

資材や原材料等の受け入れ時及び使用前に、ラベルや包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数

量との整合性を確認している。 

異常を発見した場合は、工場長や責任者に報告し、工場長や責任者はその対応を決定している。 

○（積み下ろしや積み込み作業の監視） 

資材や原材料等の納入時の積み下ろし作業や製品の出荷時の積み込み作業を監視している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼関係や、重量での発注に基づく「納入品の外置き」等の

習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図ること。 

○（在庫数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

保管中の在庫の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や調理

責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対応を決定している。 

○（過不足への対応） 

製品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増加）についての連絡があった場合、工場長や責任者に報告し、

工場長や責任者はその対応を決定している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼関係や、重量での発注に基づく「納入品の内容をよく確

認しない」等の習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図ること。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

製品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもすぐに確認できるようにしている。  
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（別添４－２） 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

○（危機管理体制の構築） 

異常の早期発見のための苦情等を集約する仕組みを構築している。 

保健所等への相談、社内外への報告、製品の回収、保管、廃棄等の手続きを定めている。 

○（異常発見時の報告） 

施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に気が付いた時には、すぐに施設責任者に報告させている。 

○（感染症対策） 

従業員の感染症への罹患状況を確認している。 

地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応策

を事前に検討している。 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めている。 

○（教育） 

取扱い製品の品質と安全確保について高い責任感を持ちながら働けるように、適切な教育を行っている。 

○（教育内容） 

定期的に食品防御に関する教育を行い、その重要性を認識してもらっている。 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握している。 

 

■人的要素（従業員等） 

○（従業員採用時の留意点：身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認している。 

○（従業員の配置） 

フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を重要箇所に配置している。 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適切に行っている。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への

感染拡大防止や、食品中への混入防止に留意している。 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理している。 

○（私物の持込みと確認） 

私物を仕分け現場へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守されているかを定期的に確認している。 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

○（出勤時間・言動の変化等の把握） 

従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握している。 

○（新規採用者の紹介） 

新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、見慣れない人への対応力を高めている。 

 

■人的要素（部外者） 

○（訪問者への対応） 

食品防御対策ガイドライン（中小規模：運搬・保管施設向け） 

―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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①事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行している。 

感染症の流行時は、直接の訪問は極力避ける様にしている。 

②事前予約がない場合や初めての訪問者 

原則として事務所等で対応し、工場の製造現場への入構を認めないようにしている。 

特に感染症の流行時は、注意している。 

○（業者の持ち物確認） 

物流・保管施設内を単独で行動する可能性のある訪問者（業者）の持ち物は十分確認し、不要なものを持ち

込ませないようにしている。 

○（郵便・宅配物の受取場所） 

郵便、宅配物等の受け入れ先（守衛所、事務所等）を定めている。 

 

■施設管理 

○（仕分け用具等の定数管理） 

使用する仕分け作業用の器具や工具等について、定数・定位置管理を行っている。 

○（脆弱性の高い場所の把握） 

食品に直接手を触れることができる仕分けや袋詰め工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を混

入しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れない様にカバーなどの防御対策を検討している。 

○（無人の時間帯の対策） 

物流・保管施設が無人となる時間帯についての防犯対策を講じている。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

○（外部からの侵入防止策） 

物流・保管施設への外部からの侵入防止対策を行っている。 

○（確実な施錠） 

物流・保管施設の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採ってい

る。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管理を徹底している。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（コンピューターの管理） 

コンピューター処理制御システムや重要なデータシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正なアク

セスを防止している。 

 

■入出荷等の管理 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

取扱商品等の受け入れ時及び仕分け前に、ラベルや包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数量

との整合性を確認している。 

異常を発見した場合は、施設責任者に報告し、責任者はその対応を決定している。 

入荷時には、事前に発送元から通知のあったシリアルナンバーと製品・数量に間違いがないかを確認してい

る。 

出荷時には、シリアルナンバーの付いた封印を行い、製品・数量とともに荷受け側に予め通知している。事

前通知には、車両のナンバーやドライバーの名前なども通知している。 

○（積み下ろしや積み込み作業の監視） 

取扱商品等の納入時の積み下ろし作業や出荷時の積み込み作業にも気を配る。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼関係や、重量での発注に基づく「納入品の外置き」等の

習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図ること。 

○（製品等の混在防止対策） 
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ハイセキュリティ製品と一般製品が混ざる事の無いように動線を確保し、物理的に分離して保管している。

また監視カメラを設置するなどの対策を行っている。 

○（在庫数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

保管中の商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や調理

責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対応を決定している。 

○（過不足への対応） 

取扱商品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増加）についての連絡があった場合、施設責任者に報告し、

施設責任者はその対応を決定している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼関係や、重量での発注に基づく「納入品の内容をよく確

認しない」等の習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図ること。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

取扱商品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもすぐに確認できるようにしている。 

 

２．大規模イベント時に必要な対応 

大規模イベント時には、ケータリング等、外部の食品工場等で調理された商品が搬入されることがあるため、配

送用トラック等でも必要な対策。 

 

〇（感染症流行期の対策） 

世界的な感染症の拡大が見られる場合には、運搬中の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極的

に取り入れている。 

○（荷台等への私物の持込み禁止） 

配送用トラック等の車輛の荷台には、私物等は持ち込ませない。また、定期的に持ち込んでいないかを確認

している。 

○（無関係者の同乗禁止） 

配送用トラック等の車輛には、運転手及び助手以外の配送作業に関係しない人間は同乗させない。 

○（荷台ドアの施錠） 

配送用トラック等の荷台ドアに施錠が出来る車輛での配送を行い、荷積み、荷卸し以外は荷台ドアに施錠し、

車輛を離れる際は、荷台ドアの施錠を確認している。 

配送作業が無い場合でたとえ施設内に駐車した配送用トラック等の車輛でも必ず、運転席や荷台ドアの施錠

を行っている。 

〇（GPS等による位置確認） 

不測の事態が起こった場合などに備え、車輛には GPSを搭載している。 
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（別添４－３） 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

○（危機管理体制の構築） 

異常の早期発見のための苦情等を集約する仕組みを構築している。 

保健所等への相談、社内外への報告、飲食料の回収、保管、廃棄等の手続きを定めている。 

○（異常発見時の報告） 

施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に気が付いた時には、すぐに施設責任者や調理責任者に報

告させている。 

○（感染症対策） 

従業員の感染症への罹患状況を確認している。 

地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応策

を事前に検討している。 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めている。 

○（教育） 

自社の製品・サービスの品質と安全確保について高い責任感を持ちながら働けるように、適切な教育を行っ

ている。 

○（教育内容） 

定期的に食品防御に関する教育を行い、予防措置に関する内容を含め、その重要性を認識してもらっている。 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握している。 

 

■人的要素（従業員等） 

○（従業員採用時の留意点：身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認している。 

○（従業員の配置） 

フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を重要箇所に配置している。 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適切に行っている。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への感

染拡大防止や、食品中への混入防止に留意している。 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理している。 

○（私物の持込みと確認） 

私物を食材保管庫・厨房・配膳の現場へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守されているかを定

期的に確認している。 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

○（出勤時間・言動の変化等の把握） 

従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握している。 

○（従業員の自己紹介） 

新たな店舗等がスタートする際には、ミーティング等で自己紹介し、スタッフ同士の認識力を高め、見慣

食品防御対策ガイドライン（中小規模：調理・提供施設向け） 

―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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れない人への対応力を高めている。 

 

■人的要素（部外者） 

○（訪問者への対応） 

①事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行している。 

感染症の流行時は、直接の訪問は極力避ける様にしている。 

②事前予約がない場合や初めての訪問者 

立ち入りを認めないようにしている。 

特に感染症の流行時は、注意している。 

○（業者の持ち物確認） 

厨房等施設・設備内を単独で行動する可能性のある訪問者（業者：報道関係・警備関係を含む）の持ち物は

十分確認し、不要なものを持ち込ませないようにしている。 

○（悪意を持った来客対策） 

来客の中には悪意を持っている者がいる可能性も考慮している。 

 

■施設管理 

○（調理器具等の定数管理） 

使用する原材料や調理器具、洗剤等について、定数・定位置管理を行っている。 

○（脆弱性の高い場所の把握） 

食品に直接手を触れることができる調理や配膳の工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を混入

しやすい箇所を把握している。 

○（無人の時間帯の対策） 

厨房・食事提供施設が無人となる時間帯（閉店後を含む）についての防犯対策を講じている。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

○（外部からの侵入防止策） 

食品保管庫や厨房への外部からの侵入防止対策を行っている。 

○（確実な施錠） 

食品保管庫や厨房の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採って

いる。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（洗剤等の保管場所） 

厨房の洗剤等、有害物質の保管場所を定め、当該場所への人の出入りを管理する。また、使用日時や使用量

の記録、施錠管理を行っている。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（洗剤等の紛失時の対応） 

厨房の洗剤等、有害物質を紛失した場合は、施設責任者や調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者は

その対応を決定している。 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管理を徹底している。 

※この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（給水施設の管理） 

井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じている。 

○（井戸水の管理） 

井戸水に毒物を混入された場合の被害は、接客（食事提供）施設全体に及ぶため、厳重に管理している。 

○（顧客情報の管理） 

喫食予定のVIPの行動や食事内容に関する情報へのアクセス可能者は、接客の責任者などに限定している。 

 

3-44



■入出荷等の管理 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

食材や食器等の受け入れ時及び使用前に、ラベルや包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数量

との整合性を確認している。 

異常を発見した場合は、料理長や責任者に報告し、料理長や責任者はその対応を決定している。 

○（積み下ろしの監視） 

食材や食器等の納入時の積み下ろし作業は確認している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼関係や、重量での発注に基づく「納入品の外置き」等の

習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図ること。 

○（調理や配膳作業の監視） 

調理や料理等の配膳時の作業を確認している。 

○（保管中の食材や料理数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

保管中の食材や料理の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者

や調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対応を決定している。 

○（過不足への対応） 

お客様から、提供量の過不足（特に増加）についての連絡があった場合、施設責任者や調理責任者に報告し、

施設責任者や調理責任者はその対応を決定している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼関係や、重量での発注に基づく「納入品の内容をよく確

認しない」等の習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図ること。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

喫食者に異変が見られた場合の対応体制・連絡先等を、誰でもすぐに確認できるようにしている。 

 

２．大規模イベント時に必要な対応 

大規模イベント時には、ケータリング等、外部の食品工場等で調理された商品が搬入されることがあるため、配

送用トラック等でも必要な対策。 

 

○（感染症流行期の対策） 

世界的な感染症の拡大が見られる場合には、施設内での感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極

的に取り入れている。 

○（お客様対策） 

不特定多数のお客様が出入りする接客（食事提供）施設では、利用客に交じって意図的に有害物質を混入す

ることも考えられるため、対策を検討している。 

○（客席等の対策） 

客席等には、お冷や調味料、食器などは置かない。また、セルフサービスのサラダバーやドリンクバー等で

の混入や感染防止対策も検討している。 

感染拡大時には、換気や客席の間隔をとる等、動線上の手洗い場を設ける等の有効な対策も検討している。 

○（監視カメラの設置） 

利用者が直接、食品に触れる様なカフェテリア形式の配膳場所、サラダバー等には、カメラ等による監視を

検討している。 

○（厨房の防犯・監視体制の強化） 

厨房内には、作り置きの料理等を保管する場合には、冷蔵庫等にカギをかける等の異物混入対策を行ってい

る。 

○（報道陣対応） 

大規模なイベント時には、報道陣に紛れての不審者の侵入にも注意している。 

○（関係機関との連携強化） 

大規模なイベント時には、多くの関係機関との連携を密にし、迅速な情報の共有化に努めている。  
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(別添５－１) 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

１ 

☐ 

○（危機管理体制の構築） 

・配達中に、配達員が異物等を混入しない体制を構築している。 

２ 

☐ 

○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等を発見した場合や、苦情等を受けた場合の報告体制を整備し、速や

かに委託を受けた運営事業者や食品事業者等の責任者に報告している。 

３ 

☐ 

○（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の BCP

等を事前に検討している。 

・世界的な感染症の拡大が見られる場合には、配達員の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極

的に取り入れている。 

４ 

☐ 

○（職場環境づくり） 

・配達員等の安全対策を実施し、働きやすい職場環境づくりに努めている。 

５ 

☐ 

○（教育） 

・配達員等に対して、取扱う商品の品質と安全確保に関して適切な教育を行っている。 

・配達員等に対する教育内容には、万が一、不適切な行動があった場合は、刑事罰だけでなく、賠償責任が

発生することも含めている。 

・業務委託契約の場合には、契約事項で食品防御対策の実施について触れている。業務仲介の場合は、食品

防御対策ガイドライン等について情報提供を行っている。 

 

■人的要素（従業員・委託契約者等） 

６ 

☐ 

○ （配達員登録・契約・採用時の身元の確認等） 

・配達員の登録・契約・採用時には、可能な範囲で身元を確認している。 

・運転免許証の原本は、契約時及び定期的に確認している。 

・契約・採用時には、配達員向けチェックリスト等を用いて、食品防御に関する知識の確認や情報提供を行

っている。 

７ 

☐ 

○（従業員の配置） 

・運営事業者の食品安全等を担当する部署には、可能な限りフードディフェンスに関する理解・経験の深い

職員を重要箇所に配置している。 

８ 

☐ 

○ （配達員の健康管理） 

・日々、配達員の健康状態を適切に確認するよう注意喚起している。 

・飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、取引先・

配達先を含む周囲への感染拡大防止や、食品中への混入防止に留意している。 

９ 

☐ 

○（用具等の管理） 

・配達員等に対して運搬用ボックス等を適切に管理するよう注意喚起している。 

１０ 

☐ 

○（配達員の勤務状況・稼働時間・配達範囲の変化等の把握） 

・契約状況に応じて、配達員等の稼働時間や配達範囲を把握し、著しい変化や、従来とは異なる稼働時間や

配達範囲・稼働頻度の変化等に注意を払っている。 

食品防御対策ガイドライン フードデリバリーサービス向けチェックリスト 

（宅配を担当するフードデリバリーサービス提供事業者向け） 

―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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１１ 

☐ 

○（新規採用者・契約者の紹介） 

・新たに採用・契約した配達員は、依頼元事業者等に適切に紹介し、成りすましを防ぐ工夫を行っている。 

 

■人的要素（部外者） 

１２ 

☐ 

○（依頼元での対応） 

・配達員には、正規の契約であることを証明するために、依頼元事業者に対して注文番号等の電子記録を提

示させている。 

・感染症の流行時は、依頼元の店舗等の商品の受渡しの際には、配達員と受渡し担当者との接触を極力避け

る工夫を行うよう、利用事業者にも注意喚起している。 

１３ 

☐ 

○（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

・配達用車両は、指定された場所に駐車・駐輪している。 

・駐車・駐輪許可証が発行されている場合は、適切に使用するように注意喚起している。 

１４ 

☐ 

○（商品の受渡しと配達員の持ち物確認） 

・商品の受取りは、定められた受渡し窓口で行い、不用意に厨房内へは立入らないように注意喚起している。 

・配達用車両の荷台や配達用バック内に、不要な私物等を一緒に収納しないよう、注意喚起している。 

１５ 

☐ 

○（悪意を持った配達員対策） 

・配達員の中には悪意を持っている者がいる可能性も考慮している。 

 

■施設管理 

１６ 

☐ 

○（配達用の用具等の定数管理） 

・配達に使用する用具（配達用バック等）等について、定期的に定数管理を行うよう注意喚起している。 

１７ 

☐ 

○（脆弱性の高い配達中の対策） 

・意図的に有害物質を混入しやすい環境が出現した場合に備えて、商品にカバーや封印を行う等の防御対策

を行うよう、利用事業者に対して注意喚起している。 

１８ 

☐ 

○（車両を離れる際の対策） 

・荷台に施錠が出来る配達用車両での配達を行い、走行中や配達で車両を離れる際には、荷台の施錠を確認

し、自転車やバイクの場合には、配達用バックを持ち歩くように注意喚起している。 

・たとえ施設内に駐車した配達用車両でも、必ず運転席や荷台の施錠を行うよう注意喚起している。 

１９ 

☐ 

○（顧客情報の管理） 

・顧客情報（取引業者・利用客）等の重要なデータシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正なアク

セスを防止している。 

 

■入出荷等の管理 

２０ 

☐ 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

・商品等の受取り時に、発注番号、ラベルや包装の異常の有無、発注商品と数量の整合性を確認し、異常が

あれば施設責任者に連絡している。 

・異常を発見した場合は、施設責任者に報告し、施設責任者はその対応を予め決めている。 

２１ 

☐ 

○（配達中の商品の増減や汚染行為の徴候への対応） 

・配達中に商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者に報

告し、施設責任者はその対応を予め決めている。 

２２ 

☐ 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

・配達した商品の依頼元や配達先の連絡先を、すぐに確認できるようにしている。 

 

２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

２３ 

☐ 

○（ドライブレコーダー・GPS等の活用） 

・不測の事態が起こった場合などに備えドライブレコーダーや GPS 等により配達中の位置の確認や記録を検

討している。 
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(別添５－２) 

 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

１ 

☐ 

○（危機管理体制の構築） 

・配達中に従業員が異物等を混入しづらい体制を構築している信頼できる事業者に委託している。 

・配達員から異常等の連絡があった場合、利用客への連絡、保健所等への相談、社内外への報告、飲食料品

の回収、保管、廃棄等の手続きを定めている。 

２ 

☐ 

○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等が発見された場合や、苦情等を受けた場合の報告体制を整備し、速や

かに配達員や運営事業者から報告を受けている。 

３ 

☐ 

○（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の BCP

等を事前に検討している。 

・世界的な感染症の拡大が見られる場合には、従業員の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極

的に取り入れている。 

４ 

☐ 

○（職場環境づくり） 

・委託先及びその配達員との良好な関係を構築し、配達員等が働きやすい職場環境づくりに協力している。 

５ 

☐ 

○（教育） 

・デリバリー事業者を利用する際に発生する自社の商品・サービスの品質と安全確保、食品防御に関するリ

スク等について、適切な教育を行っている。 

・従業員に対する教育内容には、万が一、不適切な行動があった場合は、刑事罰だけでなく、賠償責任が発

生することも含めている。 

 

■人的要素（従業員等） 

６ 

☐ 

○ （従業員採用時の身元の確認等） 

・従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確認している。 

７ 

☐ 

○ （従業員の配置） 

・デリバリーに関係する部署にも、可能な限りフードディフェンスに関する理解・経験の深い職員を配置し

ている。 

８ 

☐ 

○ （従業員の健康管理） 

・日々、従業員の健康状態を適切に確認している。 

・飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への

感染拡大防止や、食品中への混入防止に留意している。 

９ 

☐ 

○（制服・名札等の管理） 

・従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）を適切に管理している。 

１０ 

☐ 

○（私物の持込みと確認） 

・私物を食材保管庫・厨房・商品受け渡し口等の現場へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守さ

れているかを定期的に確認している。 

食品防御対策ガイドライン フードデリバリーサービス向けチェックリスト 

（フードデリバリーサービス事業者を利用する事業者 

：調理・提供施設及び食品製造工場向け） 
※詳細は食品防御対策ガイドラインを参照のこと 

―意図的な食品汚染防御のための推奨項目― 

（令和５年度版） 
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１１ 

☐ 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

・休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

１２ 

☐ 

○（勤務状況・出勤時間・言動の変化等の把握） 

・従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に把握している。 

・従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従来とは異なる言動の変化等を把握している。 

１３ 

☐ 

○（移動可能範囲の明確化） 

・規模の大きな施設では、就業中の全従業員等の移動可能範囲を明確化にし、認められた範囲内で働かせて

いる。 

 

■人的要素（部外者） 

１４ 

☐ 

○（配達員への対応） 

・注文番号が確認できない配達員には配達を依頼しない。 

・感染症の流行時は、感染防止策を取った上で商品の受渡しを行っている。 

１５ 

☐ 

○（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

・規模の大きな施設では、配達用車両の駐車・駐輪場の設定や、駐車・駐輪許可証の発行等、無許可での敷

地内への進入や駐車・駐輪を防止している。 

１６ 

☐ 

○（商品の受渡しと配達員の持ち物確認） 

・商品の受渡しは、定められた受渡し窓口で行い、配達員が厨房等施設・設備内への立入らなくてもよいよ

うにしている。 

・配達用車両の荷台や配達用バック内に、不要な私物等を一緒に収納しないように、注意喚起している。 

１７ 

☐ 

○（悪意を持った配達員対策） 

・配達員の中には悪意を持っている者がいる可能性も考慮している。 

 

■施設管理 

１８ 

☐ 

○（宅配用資材等の定数管理） 

・宅配に使用する容器・包装材料等について、定期的に定数管理を行っている。 

１９ 

☐ 

○（脆弱性の高い配達中の対策） 

・意図的に有害物質を混入しやすい環境が出現した場合に備えて、商品にカバーや封印を行い、混入されに

くい、混入に気づきやすい対策を取っている。 

２０ 

☐ 

○（無人の時間帯の対策） 

・施設が無人となる時間帯（閉店後を含む）について防犯対策を講じている。 

２１ 

☐ 

○（鍵の管理） 

・鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

・配達員には鍵へのアクセス権を設定しない。 

２２ 

☐ 

○（外部からの侵入防止策） 

・食品保管庫・厨房への外部からの侵入防止対策を行っている。 

２３ 

☐ 

○（確実な施錠） 

・施設全体、食品保管庫や厨房の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等の

対策を取っている。 

２４ 

☐ 

◯（顧客情報の管理） 

・顧客情報（取引業者・利用客等）の重要なデータシステムへのアクセス可能者は、接客の責任者などに限

定している。 

 

■入出荷等の管理 

２５ 

☐ 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

・商品等の受渡し時に、ラベルや包装の異常の有無、発注商品と数量の整合性を確認し、異常があれば施設

責任者に連絡している。 

・異常を発見した場合は、店長や責任者に報告し、店長や責任者はその対応を予め決めている。 
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２６ 

☐ 

○（配達中の商品の増減や汚染行為の徴候への対応） 

・配達中に商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や調

理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対応を予め決めている。 

２７ 

☐ 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

・配達した商品により喫食者に異変が見られた場合の対応体制・連絡先等を、誰でもすぐに確認できるよう

にしている。 

 

２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

２８ 

☐ 

○（ドライブレコーダー等・GPSの活用） 

・不測の事態が起こった場合などに備え、ドライブレコーダーや GPS 等を活用し、配達中の安全性の確保が

可能な事業者を選定し委託している。 
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（別添６） 

食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト）（令和５年度版） 

 

【本チェックリストの対象】 

食品の配達を担当するフードデリバリーサービス提供事業者（以下「デリバリー事業者」という。自社配

達、フードデリバリー・デジタル・プラットフォーム運営事業者及び個人事業主、タクシー運転手等の兼業者

を含む）において、配達員が日々の配達において活用されることを念頭に作成したものである。 

事業者においては、食品防御対策ガイドライン（フードデリバリーサービス提供事業者及び利用事業者向け

チェックリスト（案））と併せて使用されることを想定している。 

 

No. 内容 

１ 

☐ 

○ （新規登録・契約・採用時の身元の確認等） 

・配達員として新たに登録・契約・採用される際には、事業者の求めに応じて運転免許証の原本等、身元を

証明する書類を提示している。 

・運転免許証の原本は、事業者の求めに応じて定期的に提示している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け ６・１１参照） 

２ 

☐ 

○（契約者の確認） 

・配達員として契約された場合には、成りすまし等を防ぐために、依頼元事業者等に適切に発注時の注文番

号等で確認してもらっている。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １１参照） 

３ 

☐ 

○（食品防御に関する知識と認識） 

・配達員として事業者に登録する際には、事業者が推奨する、取扱う商品の品質と安全確保、食品防御に関

する適切な知識を持っている。 

・不適切な行動があった場合、刑事罰や賠償責任等が発生することを正しく認識している。 

・登録・契約・採用時には、本チェックリスト等を用いて、食品防御に関する知識を確認している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け ５参照） 

４ 

☐ 

○ （健康管理） 

・日々、健康状態を適切に確認し、体調不良があった場合は、速やかに契約先・取引先等に相談している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け ８参照） 

〇（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払い、国等が推奨する感

染予防策を適切に実践している。 

・感染の恐れがある場合は、速やかに契約先・取引先等に相談している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け ３参照） 

５ 

☐ 

○（用具等の管理） 

・配達員等は、注文番号、運搬用ボックスを適切に管理し、自分以外の者には貸与しない。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け ９・１２・１６参照） 

６ 

☐ 

○（商品の受渡し） 

・商品の受取りは、定められた受渡し窓口で行い、不用意に厨房内へは立入らないようにしている。 

・商品等の受取り時に、ラベルや包装の異常の有無、発注商品と数量の整合性を確認し、記録に残している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １２・１４・２０参照） 

７ 

☐ 

○（配達中の対策） 

・配達中に、第三者が意図的に有害物質を食品へ混入することがないよう、商品にカバーや封印等が施され

ていることを確認している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １７参照） 
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No. 内容 

８ 

☐ 

○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等を発見、または苦情等を受けた場合は、速やかに委託を受けた運営事

業者や食品事業者等の責任者に報告している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け ２・２１・２２参照） 

９ 

☐ 

〇（配達員の私物等） 

・配達中は不要な私物は携行せず、また、配達用車両の荷台や配達用バック内では、私物と食品（商品）と

の接触を避ける様にしている。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １４参照） 

１０ 

☐ 

○（駐車・駐輪） 

・配達用車両は、指定された場所に駐車・駐輪している。 

・駐車・駐輪許可証が発行されている場合は、適切に使用している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １３参照） 

１１ 

☐ 

○（車両を離れる際の対策） 

・荷台に施錠が出来る配達用車両での配達を行い、走行中や配達で車両を離れる際には、荷台の施錠を確認

している。 

・自転車やバイクで配達する場合は、配達用バックを自転車等に置いたままにしない。 

・自動車で配達する場合は、車両の施錠を確実に実施する。 

・不測の事態が起こった場合等に備え、ドライブレコーダーや GPS等を活用している。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １８・２２参照） 

１２ 

☐ 

○（顧客情報の管理） 

・プラットフォーム運営事業者が保管する重要な顧客情報（取引業者・利用客）等のデータシステムには、

不正・にアクセスしないようにしている。 

（フードデリバリーサービス提供事業者向け １９参照） 
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（別添７） 
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『食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）』5および「運搬・保管」向け、「調理・提供」向けガイドライン案 6 

※2020年度改訂案に、新型コロナウィルス感染症対策及び第 3者認証の要素を加味したもの。 

１．優先的に実施すべき対策 

 

■組織マネジメント 

No. 

食品防御対策ガ

イドライン(食

品製造工場向

け)【平成 25年

度版】 

解説  製造 解説   運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

1 ○製品の異常を早

い段階で探知す

るため苦情や健

康危害情報等を

集約・解析する仕

組みを構築する

とともに、万一、

意図的な食品汚

染が発生した際

に迅速に対処で

きるよう、自社製

品に意図的な食

品汚染が疑われ

た場合の保健所

等への通報・相談

や社内外への報

告、製品の回収、

保管、廃棄等の手

・苦情、健康危害情

報等については、

販売店経由で寄

せられる情報に

ついても把握に

努め、これらの情

報等について企

業内での共有化

を図る。 

・意図的な食品汚

染が判明した場

合や疑われる場

合の社内の連絡

フロー、保健所・

警察等関係機関

への連絡先等を

マニュアル等に

明記しておく。 

・異物混入が発

○（危機管理体制の

構築） 

製品の異常を早

い段階で探知す

るため苦情や健

康危害情報等を

集約・解析する

仕組みを構築す

ると共に、リス

ク情報に関する

モニタリングを

実施しましょ

う。 

万一、意図的な

食品汚染が発生

した際に迅速に

対処できるよ

う、自社製品に

意図的な食品汚

・社内の連絡網、

保健所・警察等

関係機関への連

絡先等をマニュ

アル等に明記し

ておくことは、

万が一、製品に

意図的な食品汚

染が判明した場

合や疑われた場

合の関係部署へ

の情報提供を円

滑に行うために

有用です。 

・苦情、健康危害

情報等について

は、販売店経由

で寄せられる情

報についても把

○（危機管理体制

の構築） 

製品の異常を

早い段階で探

知するため苦

情や健康危害

情報等を集約・

解析する仕組

みを構築する

と共に、リスク

情報に関する

モニタリング

を実施しまし

ょう。 

万一、意図的な

食品汚染が発

生した際に迅

速に対処でき

るよう、自社の

・社内の連絡網、

保健所・警察等

関係機関への

連絡先等をマ

ニュアル等に

明記しておく

ことは、万が

一、取扱商品に

意図的な食品

汚染が判明し

た場合や疑わ

れた場合の関

係部署への情

報提供を円滑

に行うために

有用です。 

・苦情、健康危害

情報等につい

ては、販売店経

○（危機管理体制の

構築） 

提供した飲食料品

の異常を早い段階

で探知するため、

苦情や健康危害情

報等を集約・解析

する仕組みを構築

すると共に、リス

ク情報に関するモ

ニタリングを実施

しましょう。 

万一、意図的な

食品汚染が発生

した際に迅速に

対処できるよ

う、自施設で提

供した飲食料品

に意図的な食品

・社内の連絡網、保

健所・警察等関係

機関への連絡先

等をマニュアル

等に明記してお

くことは、万が

一、提供した飲食

料品に意図的な

食品汚染が判明

した場合や疑わ

れた場合の関係

部署への情報提

供を円滑に行う

ために有用です。 

・苦情、健康危害情

報等については、

販売店経由で寄

せられる情報に

ついても把握に

〇有り 

食品防御も

感染症対策

も企業の危

機管理の一

環として必

要。 

〇無し 

5 奈良県立医科大学, 食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）（平成 25年度改訂版）, http://www.naramed-u.ac.jp/~hpm/pdf/fd_guideline/h25_fd_guideline.pdf  

6 参考資料：日本中央競馬会畜産振興事業「オリンピック・パラリンピック東京大会における食品テロ防止対策事業」（主任研究者 今村知明）報告書（平成 28年度） 

 資料２－１ 
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No. 

食品防御対策ガ

イドライン(食

品製造工場向

け)【平成 25年

度版】 

解説  製造 解説   運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

続きを定めてお

く。 

生した際には、

原因物質に関

わらず、責任者

に報告し、報告

を受けた責任

者は故意によ

る混入の可能

性を排除せず

に対策を検討

する。 

染が疑われた場

合の保健所等へ

の通報・相談や

社内外への報

告、製品の回収、

保管、廃棄等の

手続きを定めて

おきましょう。 

握に努め、これ

らの情報等につ

いても企業内で

共有しましょ

う。 

・異物混入が発生

した際には、原因

物質に関わらず、

責任者に報告し、

報告を受けた責

任者は故意によ

る混入の可能性

を排除せずに対

策を検討しまし

ょう。 

取扱商品に意

図的な食品汚

染が疑われた

場合の保健所

等への通報・相

談や社内外へ

の報告、製品の

回収、保管、廃

棄等の手続き

を定めておき

ましょう。 

由で寄せられ

る情報につい

ても把握に努

め、これらの情

報等について

も企業内で共

有しましょう。 

・異物混入が発生

した際には、原

因物質に関わ

らず、責任者に

報告し、報告を

受けた責任者

は故意による

混入の可能性

を排除せずに

対策を検討し

ましょう。 

汚染が疑われた

場合の保健所等

への通報・相談

や社内外への報

告、飲食料品の

回収、保管、廃棄

等の手続きを定

めておきましょ

う。 

努め、これらの情

報等についても

企業内で共有し

ましょう。 

・異物混入が発生

した際には、原因

物質に関わらず、

責任者に報告し、

報告を受けた責

任者は故意によ

る混入の可能性

を排除せずに対

策を検討しまし

ょう。 

・施設内での情報

伝達の際には警

備班や、外部の関

係機関等（警察・

消防・関係省庁・

自治体・保健所

等）と連携して行

いましょう。 

・事前に決めたル

ールに通りに対

応できない場合

の対応者と責任

者を決めておき

ましょう。 
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No. 

食品防御対策ガ

イドライン(食

品製造工場向

け)【平成 25年

度版】 

解説  製造 解説   運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

2 ○従業員等や警

備員は、敷地内

での器物の破

損、不用物、異臭

等に気が付いた

時には、すぐに

工場長や責任者

に報告する。 

・警備や巡回時に

確認する項目を

チェックリスト

化し、警備の質

を確保しておく

ことが望まし

い。 

・故意による器

物の破損や悪

意の落書きな

どの予兆を見

逃さないこと

が重要である。 

○（異常発見時の報

告） 

従業員等や警備

員は、施設内や

敷地内での器物

の破損、不用物、

異臭等に気が付

いた時には、す

ぐに施設責任者

や調理責任者に

報告しましょ

う。 

・警備や巡回時に

確認する項目を

チェックリスト

化し、警備の質

を確保しましょ

う。 

・故意による器物

の破損や悪意の

落書きなどの予

兆を見つけた場

合は、早急に責任

者に報告しまし

ょう。 

○（異常発見時

の報告）従業員

等や警備員は、

施設内や敷地内

での器物の破

損、不用物、異臭

等に気が付いた

時には、すぐに

施設責任者に報

告しましょう。 

・警備や巡回時に

確認する項目を

チェックリスト

化し、警備の質

を確保しましょ

う。 

・故意による器物

の破損や悪意の

落書きなどの予

兆を見つけた場

合は、早急に責任

者に報告しまし

ょう。 

○（異常発見時の報

告） 

従業員等や警備

員は、施設内や

敷地内での器物

の破損、不用物、

異臭等に気が付

いた時には、す

ぐに施設責任者

や調理責任者に

報告しましょ

う。 

・警備や巡回時に

確認する項目を

チェックリスト

化し、警備の質

を確保しましょ

う。 

・故意による器物

の破損や悪意の

落書きなどの予

兆を見つけた場

合は、早急に責

任者に報告しま

しょう。 

〇無し 

 

 

〇無し 

 

3   ○（感染症対策） 

従業員が感染症

に罹患した場

合、工場閉鎖や

食品汚染の原因

となることがあ

ります。 

地域の感染症情

報や、世界的な

感染症の流行等

に関する情報に

も普段から注意

を払い、感染拡

大時の対応策を

事前に検討して

・食品企業におけ

る感染症対策の

意義を理解しま

しょう。 

・普段から地域の

感染症の流行状

況に注意を払い、

従業員等が感染

した場合には、出

勤させないよう

にしましょう。 

・世界的な感染症

の流行が発生し

た際に備えてBCP

を作成し、出勤禁

○（感染症対策） 

従業員が感染症

に罹患した場合、

施設の閉鎖や食

品汚染の原因と

なることがあり

ます。 

地域の感染症情

報や、世界的な

感染症の流行等

に関する情報に

も普段から注意

を払い、感染拡

大時の対応策を

事前に検討して

・食品企業におけ

る感染症対策の

意義を理解しま

しょう。 

・普段から地域の

感染症の流行状

況に注意を払い、

従業員等が感染

した場合には、出

勤させないよう

にしましょう。 

・世界的な感染

症の流行が発

生した際に備

えて BCP を作

○（感染症対策） 

従業員が感染症

に罹患した場

合、施設の閉鎖

や食品汚染の原

因となることが

あります。 

地域の感染症情

報や、世界的な

感染症の流行等

に関する情報に

も普段から注意

を払い、感染拡

大時の対応策を

事前に検討して

・食品企業におけ

る感染症対策の

意義を理解しま

しょう。 

・普段から地域の

感染症の流行状

況 に注意 を払

い、従業員等が

感染した場合に

は、出勤させな

いようにしまし

ょう。 

・世界的な感染症

の流行が発生し

た際に備えてBCP

〇有り 

感染症対策

は、食品企業

にとっても

必要。 

☆有り 

出退勤の管

理が複雑に

なる。 

消毒薬等を

配置した場

合は、異物混

入のリスク

が高まる。 
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No. 

食品防御対策ガ

イドライン(食

品製造工場向

け)【平成 25年

度版】 

解説  製造 解説   運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

おきましょう。 止や職場復帰可

能の基準を予め

定めておき、従業

員に周知しまし

ょう。 

おきましょう。 成し、出勤禁

止や職場復帰

可能の基準を

予め定めてお

き、従業員に

周知しましょ

う。 

おきましょう。 を作成し、出勤禁

止や職場復帰可

能の基準を予め

定めておき、従業

員に周知しまし

ょう。 

4 ○食品工場の責任

者は、従業員等が

働きやすい職場

環境づくりに努

め、従業員等が自

社製品の品質と

安全確保につい

て高い責任感を

感じながら働く

ことができるよ

うに留意する。 

・従業員等の監視

を強化するので

はなく、従業員等

自らが、自社製品

の安全を担って

いるという高い

責任感を感じな

がら働くことが

できる職場環境

づくりを行う。 

○（職場環境づく

り） 

従業員等が働き

やすい職場環境

づくりに努めま

しょう。 

○（教育） 

従業員等が自社

の製品・サービ

スの品質と安全

確保について高

い責任感を感じ

ながら働くこと

ができるよう

に、適切な教育

を実施しましょ

う。 

・働きやすい快適

な職場環境は、職

場に対する不満

等を抱かせない

ためにも、重要な

ものです。労働安

全衛生法に基づ

き、毎月 1 回開

催されている安

全衛生委員会が

ある職場では、そ

の場も有効に活

用しましょう。 

・食品工場の責任

者は従業員が職

場への不平・不

満から犯行を行

う可能性がある

ことを認識し、

対応可能な食品

防御対策の検討

○（職場環境づく

り） 

従業員等が働き

やすい職場環境

づくりに努めま

しょう。 

○（教育） 

従業員等が自社

の取扱製品・サ

ービスの品質と

安全確保につい

て高い責任感を

感じながら働く

ことができるよ

うに、適切な教

育を実施しまし

ょう。 

・働きやすい快適

な職場環境は、職

場に対する不満

等を抱かせない

ためにも、重要な

ものです。労働安

全衛生法に基づ

き、毎月 1 回開

催されている安

全衛生委員会が

ある職場では、そ

の場も有効に活

用しましょう。 

・物流・保管施設の

責任者は従業員

が職場への不

平・不満から犯

行を行う可能性

があることを認

識し、対応可能

な食品防御対策

○（職場環境づく

り） 

従業員等が働き

やすい職場環境

づくりに努めま

しょう。 

○（教育） 

従業員等が自社

の商品・サービ

スの品質と安全

確保について高

い責任感を感じ

ながら働くこと

ができるよう

に、適切な教育

を実施しましょ

う。 

・働きやすい快適

な職場環境は、職

場に対する不満

等を抱かせない

ためにも、重要な

ものです。労働安

全衛生法に基づ

き、毎月 1 回開

催されている安

全衛生委員会が

ある職場では、そ

の場も有効に活

用しましょう。 

・接客施設の責任

者は従業員が職

場への不平・不

満から犯行を行

う可能性がある

ことを認識し、

対応可能な食品

防御対策の検討

〇有り ☆有り 

安全衛生委

員会では、職

場内での感

染予防対策

について議

論される。 
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No. 

食品防御対策ガ

イドライン(食

品製造工場向

け)【平成 25年

度版】 

解説  製造 解説   運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

や、従業員教育

を行いましょ

う。 

・従業員の多様な

背景を十分に理

解して対応でき

るようにしまし

ょう。 

・従業員の不満を

早期に把握し対

応するため、定期

的なサーベイラ

ンスの実施、第三

者窓口や社長へ

直接メール等の

通報制度を活用

しましょう。 

・従業員の人間関

係を良好に保つ

ため、普段からの

コミュニケーシ

ョンを心掛けま

しょう。 

の検討や、従業

員教育を行いま

しょう。 

・従業員の不満を

早期に把握し対

応するため、定期

的なサーベイラ

ンスの実施、第三

者窓口や社長へ

直接メール等の

通報制度を活用

しましょう。 

・従業員の人間関

係を良好に保つ

ため、普段から

のコミュニケー

ションを心掛け

ましょう。 

や、従業員教育

を行いましょ

う。 

・様々な地域から

の来訪者が想定

されます。多様

性を十分に理解

して対応できる

ようにしましょ

う。 

・従業員の不満を

早期に把握し対

応するため、定期

的なサーベイラ

ンスの実施、第三

者窓口や社長へ

直接メール等の

通報制度を活用

しましょう。 

・従業員の人間関

係を良好に保つ

ため、普段からの

コミュニケーシ

ョンを心掛けま

しょう。 

 

 

 

様々な地域

からの来訪

者は、感染源

となりうる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

感染拡大期

には、コミュ

ニケーショ

ンの取り方

に注意が必

要 
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No. 

食品防御対策ガ

イドライン(食

品製造工場向

け)【平成 25年

度版】 

解説  製造 解説   運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

5 ○食品工場の責任

者は、自社製品に

意図的な食品汚

染が発生した場

合、お客様はまず

工場の従業員等

に疑いの目を向

けるということ

を、従業員等に意

識付けておく。 

・従業員等に対し

て、意図的な食品

汚染に関する脅

威や、予防措置の

重要性に関して

定期的に教育を

行い、従業員自ら

が自社製品の安

全を担っている

という責任感を

認識させる。 

○（教育内容） 

定期的な従業員

教育の中に、意

図的な食品汚染

に関する脅威

や、予防措置に

関する内容を含

め、その重要性

を認識してもら

いましょう。 

世界的な感染症

が流行している

時期には、その

感染症に対する

内容も含めまし

ょう。 

・食品防御の教育

の目的は、食品

防御に対する意

識を持ってもら

うことであり、

従業員等の監視

を強化すること

ではないことに

留意しましょ

う。 

・食品防御対策は、

食品衛生対策と

は異なる視点が

必要であること

を理解してもら

いましょう。 

・採用時や定期的

な従業員教育の

中に、意図的な

食品汚染に関す

る脅威や、予防

措置に関する内

容を含め、その

重要性を認識し

てもらいましょ

う。 

・自社で製造した

飲食料品に意図

○（教育内容） 

定期的な従業員

教育の中に、意

図的な食品汚染

に関する脅威

や、予防措置に

関する内容を含

め、その重要性

を認識してもら

いましょう。 

世界的な感染症

が流行している

時期には、その

感染症に対する

内容も含めまし

ょう。 

・食品防御の教育

の目的は、食品

防御に対する意

識を持ってもら

うことであり、

従業員等の監視

を強化すること

ではないことに

留意しましょ

う。 

・食品防御対策は、

食品衛生対策と

は異なる視点が

必要であること

を理解してもら

いましょう。 

・採用時や定期的

な従業員教育の

中に、意図的な

食品汚染に関す

る脅威や、予防

措置に関する内

容を含め、その

重要性を認識し

てもらいましょ

う。 

・取扱商品で意図

的な食品汚染が

○（教育内容） 

定期的な従業員

教育の中に、意

図的な食品汚染

に関する脅威

や、予防措置に

関する内容を含

め、その重要性

を認識してもら

いましょう。 

世界的な感染症

が流行している

時期には、その

感染症に対する

内容も含めまし

ょう。 

・食品防御の教育

の目的は、食品

防御に対する意

識を持ってもら

うことであり、

従業員等の監視

を強化すること

ではないことに

留意しましょ

う。 

・食品防御対策は、

食品衛生対策と

は異なる視点が

必要であること

を理解してもら

いましょう。 

・採用時や定期的

な従業員教育の

中に、意図的な

食品汚染に関す

る脅威や、予防

措置に関する内

容を含め、その

重要性を認識し

てもらいましょ

う。 

・施設内で提供し

た飲食料品に意

〇有り 

食品防御・感

染予防の両

方において、

適切な教育

内容が求め

られる。 

☆有り 

食品防御・感

染予防の教

育内容に留

意が必要。

（内部犯行

を誘発させ

ないように） 
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No. 

食品防御対策ガ

イドライン(食

品製造工場向

け)【平成 25年

度版】 

解説  製造 解説   運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

的な食品汚染が

発生した場合、顧

客や行政はまず

製造工場の従業

員等に疑いの目

を向ける可能性

があるというこ

とを、従業員等に

認識してもらい

ましょう。 

・従業員等には、自

施設のサービス

の品質と安全を

担っているとい

う強い責任感を

認識してもらい

ましょう。 

・臨時スタッフに

ついても同様の

教育を行いまし

ょう。 

・従業員教育の際

には、内部による

犯行を誘発させ

ないよう、部署ご

とに応じた内容

に限定する等の

工夫や留意が必

発生した場合、

顧客や行政はま

ず当該施設内の

従業員等に疑い

の目を向ける可

能性があるとい

うことを、従業

員等に認識して

もらいましょ

う。 

・従業員等には、自

施設のサービス

の品質と安全を

担っているとい

う強い責任感を

認識してもらい

ましょう。 

・臨時スタッフに

ついても同様の

教育を行いまし

ょう。 

・従業員教育の際

には、内部による

犯行を誘発させ

ないよう、部署ご

とに応じた内容

に限定する等の

工夫や留意が必

図的な食品汚染

が発生した場

合、顧客や行政

はまず接客施設

内の従業員等に

疑いの目を向け

る可能性がある

ということを、

従業員等に認識

してもらいまし

ょう。 

・従業員等には、自

施設のサービス

の品質と安全を

担っているとい

う強い責任感を

認識してもらい

ましょう。 

・臨時スタッフに

ついても同様の

教育を行いまし

ょう。 

・従業員教育の際

には、内部によ

る犯行を誘発さ

せないよう、部

署ごとに応じた

内容に限定する
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No. 

食品防御対策ガ

イドライン(食

品製造工場向

け)【平成 25年

度版】 

解説  製造 解説   運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

要です。 

・従業員への教育

では、具体的な事

例や手口を伝え

ないように注意

することが重要

です。教育用媒体

を有効に活用し

ましょう。 

・万が一犯行に及

んだ場合には、刑

事罰だけでなく

民事訴訟（損害賠

償請求など）を受

けることも教育

しておきましょ

う。 

・SNSの利用に関す

る注意を行いま

しょう。 

・感染症に関する

内容も適宜取り

入れましょう。 

要です。 

・従業員への教育

では、具体的な事

例や手口を伝え

ないように注意

することが重要

です。教育用媒体

を有効に活用し

ましょう。 

・万が一犯行に及

んだ場合には、

刑事罰だけでな

く民事訴訟（損

害賠償請求な

ど）を受けるこ

とも教育してお

きましょう。 

・SNSの利用に関す

る注意を行いま

しょう。 

・感染症に関する

内容も適宜取り

入れましょう。 

等の工夫や留意

が必要です。 

・従業員への教育

では、具体的な事

例や手口を伝え

ないように注意

することが重要

です。教育用媒体

を有効に活用し

ましょう。 

・万が一犯行に及

んだ場合には、刑

事罰だけでなく

民事訴訟（損害賠

償請求など）を受

けることも教育

しておきましょ

う。 

・SNSの利用に関す

る注意を行いま

しょう。 

・感染症に関する

内容も適宜取り

入れましょう。 

6 ○自社製品に意図

的な食品汚染が

疑われた場合に

備え、普段から従

・意図的な食品汚

染が発生した場

合においても、各

方面への情報提

○（勤務状況等の把

握） 

従業員の勤務状

況、業務内容、役

・平時から、従業員

の勤務状況や業

務内容、役割分担

について正確に

○（勤務状況等の把

握） 

従業員の勤務状

況、業務内容、役

・平時から、従業員

の勤務状況や業

務内容、役割分担

について正確に

○（勤務状況等の把

握） 

従業員の勤務状

況、業務内容、役

・平時から、従業員

の勤務状況や業

務内容、役割分担

について正確に

〇有り 

感染症罹患

時も把握し

やすい。 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガ

イドライン(食

品製造工場向

け)【平成 25年

度版】 

解説  製造 解説   運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

業員の勤務状況、

業務内容につい

て正確に把握し

ておく。 

供を円滑に行う

ことができるよ

う、平時から、従

業員の勤務状況、

業務内容につい

て正確に記録す

る仕組みを構築

しておく。 

割分担等を正確

に把握しましょ

う。 

記録する仕組み

を構築しておく

ことは、自社製品

に意図的な食品

汚染が疑われた

場合の調査に有

用です。 

割分担等を正確

に把握しましょ

う。 

記録する仕組み

を構築しておく

ことは、自社の取

扱商品に意図的

な食品汚染が疑

われた場合の調

査に有用です。 

割分担等を正確

に把握しましょ

う。 

記録する仕組み

を構築しておく

ことは、自施設で

提供した飲食料

品に意図的な食

品汚染が疑われ

た場合の調査に

有用です。 

 

■人的要素（従業員等） 

No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

7 ○従業員等の採用

面接時には、可能

な範囲で身元を

確認する。身分

証、免許証、各種

証明書等は、可能

な限り原本を確

認し、面接時に

は、記載内容の虚

偽の有無を確認

する。 

 ○従業員採用時の

留意点 

（身元の確認等） 

従業員等の採用

面接時には、可能

な範囲で身元を

確認しましょう。 

・記載内容の虚偽

の有無を確認す

るため、従業員等

の採用面接時に

は、可能な範囲で

身元を確認しま

しょう。 

・確認時に用いる

身分証、免許証、

マイナンバーカ

ード、各種証明書

等は、可能な限り

原本を確認しま

しょう。 

○従業員採用時の

留意点 

（身元の確認等） 

従業員等の採用

面接時には、可

能な範囲で身元

を確認しましょ

う。 

・記載内容の虚偽

の有無を確認す

るため、従業員等

の採用面接時に

は、可能な範囲で

身元を確認しま

しょう。 

・確認時に用いる

身分証、免許証、

マイナンバーカ

ード、各種証明書

等は、可能な限り

原本を確認しま

しょう。 

○従業員採用時の

留意点 

（身元の確認等） 

従業員等の採用

面接時には、可

能な範囲で身元

を確認しましょ

う。 

・記載内容の虚偽

の有無を確認す

るため、従業員

等の採用面接時

には、可能な範

囲で身元を確認

しましょう。 

・確認時に用いる

身分証、免許証、

マイナンバーカ

ード、各種証明

書等は、可能な

限り原本を確認

しましょう。 

〇有り 

感染症発生

時には従業

員の居住地

の保健所と

の連携に有

用 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

・外国籍の人に対

しては「在留証明

書」の原本を確認

しましょう。 

・イベント期間中

のみの臨時スタ

ッフや派遣スタ

ッフ等について

も、同様となるよ

うに、派遣元等に

依頼しておきま

しょう。 

・応募の動機や、自

社に対するイメ

ージ等も確認し

ましょう。 

･採用後も、住所や

電話番号が変更

されていないか

を定期的に確認

しましょう。 

・外国籍の人に対

しては「在留証明

書」の原本を確認

しましょう。 

・イベント期間中

のみの臨時スタ

ッフや派遣スタ

ッフ等について

も、同様となるよ

うに、派遣元等に

依頼しておきま

しょう。 

・応募の動機や、自

社に対するイメ

ージ等も確認し

ましょう。 

･採用後も、住所や

電話番号が変更

されていないか

を定期的に確認

しましょう。 

・外国籍の人に対

しては「在留証

明書」の原本を

確 認 しま し ょ

う。 

・イベント期間中

のみの臨時スタ

ッフや派遣スタ

ッフ等について

も、同様となるよ

うに、派遣元等に

依頼しておきま

しょう。 

・応募の動機や、自

社に対するイメ

ージ等も確認し

ましょう。 

･採用後も、住所や

電話番号が変更

されていないか

を定期的に確認

しましょう。 

8   ○従業員の配置 

フードディフェ

ンスに関する理

解・経験の深い職

員を重要箇所に

配置しましょう。 

・経験と信頼感の

ある従業員を重

要な箇所に配置

し、混入事故の事

前防止や、同僚の

不審な行動等の

有無を見守りま

○従業員の配置 

フードディフェ

ンスに関する理

解・経験の深い

職員を重要箇所

に配置しましょ

う。 

・経験と信頼感の

ある従業員を重

要な箇所に配置

し、混入事故の事

前防止や、同僚の

不審な行動等の

有無を見守りま

○従業員の配置 

フードディフェ

ンスに関する理

解・経験の深い

職員を重要箇所

に配置しましょ

う。 

・経験と信頼感の

ある従業員を重

要な箇所に配置

し、混入事故の

事前防止や、同

僚の不審な行動

等の有無を見守

〇有り 

感染症発生

時には濃厚

接触者等の

特定に有用 

☆有り 

対面での面

接は感染拡

大の要因に

なるため注

意が必要 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

しょう。 

・脆弱性が高いと

判断された工程

や場所に配置す

る従業員は、事前

に面談を行い、不

平・不満を抱えて

いないかを確認

しましょう。 

しょう。 

・脆弱性が高いと

判断された工程

や場所に配置す

る従業員は、事前

に面談を行い、不

平・不満を抱えて

いないかを確認

しましょう。 

・倉庫側の管理が

及ばない外部組

織の従業員が荷

揚げや搬入を行

っている場合に

は、外部組織とも

十分に連携した

管理を行いまし

ょう。 

りましょう。 

・脆弱性が高いと

判断された工程

や場所に配置す

る従業員は、事

前 に 面談 を 行

い、不平・不満を

抱えていないか

を確認しましょ

う。 

9   ○（従業員の健康管

理） 

日々、従業員の健

康管理を適切に

行いましょう。 

飛沫や濃厚接触

で感染拡大を起

こしやすい感染

症に罹患した場

合は、速やかに上

司等に相談し、周

・自身の健康管理

の重要性につい

て理解させまし

ょう。 

・感染拡大が心配

される感染症に

罹患した際に無

理に出勤した場

合、同僚への感染

拡大や、食品中へ

の混入による食

○（従業員の健康管

理） 

日々、従業員の

健康管理を適切

に行いましょ

う。 

飛沫や濃厚接触

で感染拡大を起

こしやすい感染

症に罹患した場

合は、速やかに

・自身の健康管理

の重要性につい

て理解させまし

ょう。 

・感染拡大が心配

される感染症に

罹患した際に無

理に出勤した場

合、同僚への感染

拡大や、食品中へ

の混入による食

○（従業員の健康管

理） 

日々、従業員の

健康管理を適切

に行いましょ

う。 

飛沫や濃厚接触

で感染拡大を起

こりやすい感染

症に罹患した場

合は、速やかに

・自身の健康管理

の重要性につい

て理解させまし

ょう。 

・感染拡大が心配

される感染症に

罹患した際に無

理に出勤した場

合、同僚への感

染拡大や、食品

中への混入によ

〇有り 

感染の早期

発見と感染

拡大防止に

有用。 

 

☆有り 

感染拡大時

には、食品防

御に必要な

スタッフの

確保が困難

になる可能

性があり、

BCPの作成が

必要となる。 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

囲への感染拡大

防止や、食品中へ

の混入防止に留

意しましょう。 

中毒の原因とな

ります。 

・感染症に罹患し

た場合（同居の家

族を含む）や、体

調が優れない場

合の出勤停止の

考え方を予め整

理し、従業員等の

理解を得ておき

ましょう。 

・パンデミック等

が発生した際に

は、通常の健康管

理に加えて、勤務

シフトの厳格化

や、共有部分の小

まめな清掃によ

り、感染拡大予防

に努めましょう。 

上司等に相談

し、周囲への感

染拡大防止や、

食品中への混入

防止に留意しま

しょう。 

中毒の原因とな

ります。 

・感染症に罹患し

た場合（同居の家

族を含む）や、体

調が優れない場

合の出勤停止の

考え方を予め整

理し、従業員等の

理解を得ておき

ましょう。 

・パンデミック等

が発生した際に

は、通常の健康管

理に加えて、勤務

シフトの厳格化

や、共有部分の小

まめな清掃によ

り、感染拡大予防

に努めましょう。 

上司等に相談

し、周囲への感

染拡大防止や、

食品中への混入

防止に留意しま

しょう。 

る食中毒の原因

となります。 

・感染症に罹患し

た場合（同居の

家族を含む）や、

体調が優れない

場合の出勤停止

の考え方を予め

整理し、従業員

等の理解を得て

おきましょう。 

・パンデミック等

が発生した際に

は、通常の健康

管理に加えて、

勤務シフトの厳

格化や、共有部

分の小まめな清

掃により、感染

拡大予防に努め

ましょう。 

10 ○従業員等の異動・

退職時等には制

服や名札、IDバッ

ジ、鍵（キーカー

ド）を返却させ

る。 

 ○（制服・名札等の

管理） 

従業員等の制服

や名札、ID バッ

ジ、鍵（キーカー

ド）を適切に管理

しましょう。 

・製造施設への立

ち入りや、従業員

を見分けるため

に重要な制服や

名札、IDバッジ、

鍵（キーカード）

等は厳重に管理

しましょう。 

○（制服・名札等の

管理） 

従業員等の制服

や名札、ID バッ

ジ、鍵（キーカー

ド）を適切に管

理しましょう。 

・保管施設や仕分

け現場への立ち

入りや、従業員を

見分けるために

重要な制服や名

札、IDバッジ、鍵

（キーカード）等

は厳重に管理し

○（制服・名札等の

管理） 

従業員等の制服

や名札、IDバッ

ジ、鍵（キーカー

ド）を適切に管

理しましょう。 

・接客（食事提供）

施設への立ち入

りや、従業員を

見分けるために

重要な制服や名

札、ID バッジ、

鍵（キーカード）

等は厳重に管理

〇有り 

従業員の適

切な管理は

感染防止に

も有用 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

･名札や社員証等

は、可能な限り顔

写真付きのもの

にしましょう。 

・退職や異動の際

には制服や名札、

IDバッジ、鍵（キ

ーカード）を確実

に返却してもら

いましょう。 

ましょう。 

･名札や社員証等

は、可能な限り顔

写真付きのもの

にしましょう。 

・退職や異動の際

には制服や名札、

IDバッジ、鍵（キ

ーカード）を確実

に返却してもら

いましょう。 

しましょう。 

･名札や社員証等

は、可能な限り

顔写真付きのも

の に しま し ょ

う。 

・退職や異動の際

には制服や名札

等を確実に返却

してもらいまし

ょう。 

11 ○製造現場内へは

原則として私物

は持ち込まない

こととし、これが

遵守されている

ことを確認する。

持ち込む必要が

ある場合は、個別

に許可を得るよ

うにする。 

・製造現場内への

持ち込み禁止品

の指定は際限が

ないため、持ち

込まないことを

原則として、持

ち込み可能品は

リスト化すると

共に、持ち込む

場合は、個別に

許可を得る方が

管理しやすいと

考えられる。 

・また、更衣室や

ロッカールーム

なども相互にチ

ェックする体制

を 構 築し て お

○（私物の持込み

と確認） 

私物を製造現場

内へは原則とし

て持ち込まない

こととし、これが

遵守されている

ことを確認かを

定期的に確認し

ましょう。 

・私物は、異物混入

や感染症拡大の

原因となる可能

性があるため、原

則として製造現

場内へは、持ち込

まないようにし

ましょう。 

・私物（財布などの

貴重品）は金庫な

どの鍵のかかる

貴重品保管場所

に保管し、作業場

には原則として

持ち込まないよ

うにしましょう。 

・持ち込み可能品

はリスト化しま

○（私物の持込み

と確認） 

私物を仕分け現

場内へは原則と

して持ち込まな

いこととし、こ

れが遵守されて

いるかを定期的

に確認しましょ

う。 

・私物は、異物混入

や感染症拡大の

原因となる可能

性があるため、原

則として仕分け

現場内へは持ち

込まないように

しましょう。 

・私物（財布などの

貴重品）は金庫な

どの鍵のかかる

貴重品保管場所

に保管し、作業場

には原則として

持ち込まないよ

うにしましょう。 

・持ち込み可能品

はリスト化しま

○（私物の持込み

と確認） 

私物を食材保管

庫・厨房・配膳の

現場へは原則と

して持ち込まな

いこととし、こ

れが遵守されて

いるかを定期的

に確認しましょ

う。 

・私物は、異物混入

や感染症拡大の

原因となる可能

性があるため、原

則として食材保

管庫や厨房、配膳

の現場内へは持

ち込まないよう

にしましょう。 

・私物（財布などの

貴重品）は金庫

などの鍵のかか

る貴重品保管場

所に保管し、作

業場には原則と

して持ち込まな

いようにしまし

ょう。 

〇有り 

無制限は私

物の持ち込

みは、感染

拡大の要因

となりう

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆有り 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-67



No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

く。 しょう。 

・持ち込む場合に

は、個別に許可を

得るなど、適切に

管理しましょう。 

・更衣室やロッカ

ールームなどで

も相互にチェッ

クできる体制を

構築しておきま

しょう。 

・従業員立会いの

下、不定期でロッ

カーを点検し、不

審物の持込の未

然防止に努めま

しょう。 

・換気で窓等を開

ける際には、外部

からの侵入に注

意しましょう。 

しょう。 

・持ち込む場合に

は、個別に許可を

得るなど、適切に

管理しましょう。 

・更衣室やロッカ

ールームなどで

も相互にチェッ

クできる体制を

構築しておきま

しょう。 

・従業員立会いの

下、不定期でロッ

カーを点検し、不

審物の持込の未

然防止に努めま

しょう。 

・換気で窓等を開

ける際には、外部

からの侵入に注

意しましょう。 

・持ち込み可能品

はリスト化しま

しょう。 

・持ち込む場合に

は、個別に許可

を得るなど、適

切に管理しまし

ょう。 

・更衣室やロッカ

ールームがある

場合には、相互

にチェックでき

る体制を構築し

て お きま し ょ

う。 

・共用のロッカー

等を利用してい

る場合、不審な

荷物に気が付い

た時には、ただ

ちに責任者に報

告しましょう。 

・換気で窓等を開

ける際には、外

部からの侵入に

注 意 しま し ょ

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

更衣室やロ

ッカールー

ムでの感染

拡大防止に

注意が必要

（窓開け・

換気等） 

共用ロッカ

ーも適切な

消毒等が必

要 

 

 

 

換気のため

の窓開けに

は、防犯上の

課題有。 

12   ○（休憩室・トイレ

等の 5Sの徹底） 

・休憩室やトイレ

等の 5S を普段か

○（休憩室・トイレ

等の 5Sの徹底） 

・休憩室やトイレ

等の 5S を普段か

○（休憩室・トイレ

等の 5Sの徹底） 

・休憩室やトイレ

等の 5S を普段か

〇有り 

 

☆有り 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

休憩室やトイレ

等も普段から 5S

を心がけましょ

う。 

ら推奨しましょ

う。 

・感染症流行時に

は、感染源になる

ことが指摘され

ている多くの人

が触れるドアノ

ブ・スイッチ類や

休憩室等は入念

に清掃・消毒をし

ましょう。 

・消毒用薬剤を利

用する際には、そ

の管理に注意し

ましょう。 

休憩室やトイレ

等も普段から 5S

を心がけましょ

う。 

ら推奨しましょ

う。 

・感染症流行時に

は、感染源になる

ことが指摘され

ている多くの人

が触れるドアノ

ブ・スイッチ類や

休憩室等は入念

に清掃・消毒をし

ましょう。 

・消毒用薬剤を利

用する際には、そ

の管理に注意し

ましょう。 

休憩室やトイレ

等も普段から 5S

を心がけましょ

う。 

ら推奨しましょ

う。 

・感染症流行時に

は、感染源になる

ことが指摘され

ている多くの人

が触れるドアノ

ブ・スイッチ類や

休憩室等は入念

に清掃・消毒をし

ましょう。 

・消毒用薬剤を利

用する際には、

その管理に注意

しましょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

消毒用薬剤

が異物混入

に繋がる可

能性があり、

管理方法に

留意が必要。 

13 ○従業員等の従来

とは異なる言動、

出退勤時間の著

しい変化等を把

握する。 

・従業員等が犯行

に及んだ場合の

動機は、採用前

から抱いていた

も の とは 限 ら

ず、採用後の職

場への不平・不

満等も犯行動機

となることも考

えられる。 

・製造現場の責任

者等は、作業前

の朝礼、定期的

な ミ ーテ ィ ン

○（出勤時間・言動

の変化等の把

握） 

従業員等の出退

勤時間を把握し、

著しい変化や、従

来とは異なる言

動の変化等を把

握しましょう。 

・従業員等が意図

的な異物混入等

を行う動機は、勤

務開始後の職場

への不平・不満等

だけでなく、採用

前の事柄が原因

となることも考

えられます。 

・製造現場の責任

者等は、作業前の

朝礼、定期的なミ

ーティング、個別

面談等を通じて、

○（出勤時間・言動

の変化等の把

握） 

従業員等の出退

勤時間を把握

し、著しい変化

や、従来とは異

なる言動の変化

等を把握しまし

ょう。 

・従業員等が意図

的な異物混入等

を行う動機は、勤

務開始後の職場

への不平・不満等

だけでなく、採用

前の事柄が原因

となることも考

えられます。 

・物流・保管施設の

責任者等は、作業

前の朝礼、定期的

なミーティング、

個別面談等を通

○（出勤時間・言動

の変化等の把

握） 

従業員等の出退

勤時間を把握

し、著しい変化

や、従来とは異

なる言動の変化

等を把握しまし

ょう。 

・従業員等が意図

的な異物混入等

を行う動機は、勤

務開始後の職場

への不平・不満等

だけでなく、採用

前の事柄が原因

となることも考

えられます。 

・調理・提供施設の

責任者等は、作業

前の朝礼、定期的

なミーティング、

個別面談等を通

〇有り 

出退勤時間

の変更の理

由が体調不

良の可能性

があり、予兆

として把握

することが

出来る。 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

グ、個別面談等

を通じて、従業

員の心身の状態

について確認す

るとともに、日

常の言動や出退

勤時刻の変化が

見られる場合に

は、その理由に

ついても確認す

る。 

従業員の心身の

状態や、職場への

不満等について

確認しましょう。 

・新型コロナウィ

ルス等の感染症

が拡大している

場合には、社員の

健康状態にも十

分に留意し、必要

に応じて出勤時

の検温等を実施

しましょう。 

・日常の言動や出

退勤時刻の変化

が見られる場合

には、その理由に

ついても確認し

ましょう。 

・深夜の時間帯で

の勤務のみを希

望する者につい

ても、同様にその

理由を確認し、出

退勤時間を管理

しましょう。 

・他人への成りす

ましを防ぐため、

指紋認証システ

じて、従業員の心

身の状態や、職場

への不満等につ

いて確認しまし

ょう。 

・新型コロナウィ

ルス等の感染症

が拡大している

場合には、社員の

健康状態にも十

分に留意し、必要

に応じて出勤時

の検温等を実施

しましょう。 

・日常の言動や出

退勤時刻の変化

が見られる場合

には、その理由に

ついても確認し

ましょう。 

・深夜の時間帯で

の勤務のみを希

望する者につい

ても、同様にその

理由を確認し、出

退勤時間を管理

しましょう。 

・他人への成りす

ましを防ぐため、

じて、従業員の心

身の状態や、職場

への不満等につ

いて確認しまし

ょう。 

・新型コロナウィ

ルス等の感染症

が拡大している

場合には、社員の

健康状態にも十

分に留意し、必要

に応じて出勤時

の検温等を実施

しましょう。 

・日常の言動や出

退勤時刻の変化

が見られる場合

には、その理由に

ついても確認し

ましょう。 

・深夜の時間帯で

の勤務のみを希

望する者につい

ても、同様にその

理由を確認し、出

退勤時間を管理

しましょう。 

・他人への成りす

ま し を防 ぐ た
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

ムを出退勤のチ

ェックに導入し

ている企業もあ

ります。 

指紋認証システ

ムを出退勤のチ

ェックに導入し

ている企業もあ

ります。 

め、指紋認証シ

ステムを出退勤

のチェックに導

入している企業

もあります。 

14 ○就業中の全従業

員等の移動範囲

を明確化する（全

従業員等が、移動

を認められた範

囲の中で働いて

い る よ う に す

る）。 

・他部署への理由

のない移動を制

限し、異物が混

入された場合の

混入箇所を同定

しやすくする。 

・制服や名札、帽

子の色、ID バッ

ジ等によって、

全従業員の「移

動可能範囲」や

「持ち場」等を

明確に識別でき

るようにする。 

○（移動可能範囲の

明確化） 

就業中の全従業

員等の移動範囲

を明確化にし、全

従業員等が、移動

を認められた範

囲の中で働いて

いるようにしま

しょう。 

・製品に異物が混

入された場合の

混入箇所を同定

しやすくするた

めに、施設の規模

に応じて他部署

への理由のない

移動を制限しま

しょう。 

・感染症が疑われ

る場合には、感染

による影響の大

きい箇所での勤

務は禁止しまし

ょう。 

・制服や名札、帽子

の色、IDバッジ等

によって、全従業

員の「移動可能範

囲」や「持ち場」

等を明確に識別

できるようにし

ましょう。 

・倉庫内での荷物

○（移動可能範囲の

明確化） 

就業中の全従業

員等の移動範囲

を明確化にし、

全従業員等が、

移動を認められ

た範囲の中で働

いているように

しましょう。 

・取扱商品に異物

が混入された場

合の混入箇所を

同定しやすくす

るために、施設の

規模に応じて他

部署への理由の

ない移動を制限

しましょう。 

・感染症が疑われ

る場合には、感染

による影響の大

きい箇所での勤

務は禁止しまし

ょう。 

・制服や名札、帽子

の色、IDバッジ等

によって、全従業

員の「移動可能範

囲」や「持ち場」

等を明確に識別

できるようにし

ましょう。 

・倉庫内での荷物

○（移動可能範囲の

明確化） 

規模の大きな施

設では、就業中

の全従業員等の

移動範囲を明確

化にし、全従業

員等が、移動を

認められた範囲

の中で働いてい

るようにしまし

ょう。 

・提供した飲食料

品に異物が混入

された場合の混

入箇所を同定し

やすくするため

に、施設の規模

に応じて他部署

への理由のない

移動を制限しま

しょう。 

・感染症が疑われ

る場合には、感

染による影響の

大きい箇所での

勤務は禁止しま

しょう。 

・規模の大きな施

設で、職制等に

より「移動可能

範囲」を決めて

いる場合には、

制服や名札、帽

子の色等によっ

て、その従業員

〇有り 

濃厚接触者

の特定や消

毒等が必要

な場所の特

定に有用 

 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

の運搬に利用す

るフォークリフ

ト等にも運転者

の氏名を表示す

るなど、使用者が

分かりやすい状

況を作りましょ

う。 

の運搬に利用す

るフォークリフ

ト等にも運転者

の氏名を表示す

るなど、使用者が

分かりやすい状

況を作りましょ

う。 

の「移動可能範

囲」や「持ち場」

等が明確に識別

できるようにし

ましょう。 

15 ○新規採用者は、朝

礼等の機会に紹

介し、従業員に認

知させ、従業員同

士の識別度を高

める。 

・新規採用者を識

別しやすくする

とともに、従業

員が見慣れない

人の存在に疑問

を持つ習慣を意

識づける。 

○（新規採用者の紹

介） 

新規採用者は、

朝礼等の機会に

紹介し、見慣れ

ない人への対応

力を高めましょ

う。 

・新規採用者は朝礼

等の機会に紹介

し、皆さんに識別

してもらいましょ

う。 

・見慣れない人の

存在に従業員が

疑問を持ち、一声

かける習慣を身

につけてもらい

ましょう。 

・日々の挨拶や態

度で異変を感じ

たら直ぐに上司

に報告しましょ

う。 

○（新規採用者の紹

介） 

新規採用者は、

朝礼等の機会に

紹介し、見慣れ

ない人への対応

力を高めましょ

う。 

・新規採用者は朝礼

等の機会に紹介

し、皆さんに識別

してもらいまし

ょう。 

・見慣れない人の

存在に従業員が

疑問を持ち、一声

かける習慣を身

につけてもらい

ましょう。 

・日々の挨拶や態

度で異変を感じ

たら直ぐに上司

に報告しましょ

う。 

○（従業員の自己紹

介） 

新たな店舗等が

スタートする際

には、ミーティ

ング等で自己紹

介し、スタッフ

同士の認識力を

高め、見慣れな

い人への対応力

を高めましょ

う。 

・新たな店舗等で

の業務がスター

トする際には、

自己紹介等を行

い、スタッフ同

士の認識力を高

めましょう。 

・応援スタッフや

新規採用者は、

その日の打合せ

等の機会に紹介

し、皆さんに識

別してもらいま

しょう。 

・見慣れない人の

存在に従業員が

疑問を持ち、一

声かける習慣を

身につけてもら

いましょう。 

・日々の挨拶や態

〇有り 

濃厚接触者

の早期の認

識に有用 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

度で異変を感じ

たら直ぐに上司

に報告しましょ

う。 

 

■人的要素（部外者） 

No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

16 ○事前に訪問の連

絡があった訪問

者については、身

元・訪問理由・訪

問先（部署・担当

者等）を確認し、

可能な限り従業

員が訪問場所ま

で同行する。 

・訪問者の身元

を、社員証等で

確認する。訪問

理由を確認した

上で、従業員が

訪問場所まで同

行する。 

○（訪問者への対

応） 

① 事前予約があ

る場合 

身元・訪問理由・

訪問先（部署・担

当者等）を確認

し、従業員が訪

問場所まで同行

しましょう。 

感染症の流行時

は、直接の訪問

は極力避けて頂

く様にしましょ

う。 

・訪問者の身元を、

社員証等で確認

しましょう（顔写

真 付 が 望 ま し

い）。 

・感染症が流行し

ている時期にお

いては、体調確認

に対する協力も

要請しましょう。 

・訪問理由を確認

した上で、従業員

が訪問場所まで

同行しましょう。 

○（訪問者への対

応） 

① 事前予約があ

る場合 

身元・訪問理由・

訪問先（部署・担

当者等）を確認

し、従業員が訪

問場所まで同行

しましょう。 

感染症の流行時

は、従業員との

接触を極力避け

る工夫を行いま

しょう。 

・訪問者の身元を、

社員証等で確認

しましょう（顔写

真 付 が 望 ま し

い）。 

・感染症が流行し

ている時期にお

いては、体調確認

に対する協力も

要請しましょう。 

・訪問理由を確認

した上で、従業員

が訪問場所まで

同行しましょう。 

○（訪問者への対

応） 

① 事前予約がある

場合 

身元・訪問理由・

訪問先（部署・担

当者等）を確認

し、従業員が訪

問場所まで同行

しましょう。 

感染症の流行時

は、従業員との

接触を極力避け

る工夫を行いま

しょう。 

・訪問者の身元を、

社員証等で確認

しましょう（顔写

真 付 が 望 ま し

い）。 

・感染症が流行し

ている時期にお

いては、体調確認

に対する協力も

要請しましょう。 

・訪問理由を確認

した上で、従業

員が訪問場所ま

で同行しましょ

う。 

〇有り 

事前予約

は、感染判

明後の対応

に有用。 

 

☆有り 

同行の際に

は、濃厚接触

に留意が必

要。 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

17 ○事前に訪問の連

絡がなかった訪

問者、かつ初めて

の訪問者は、原則

として工場の製

造現場への入構

を認めない。 

・「飛び込み」の訪

問者については

原則として製造

現場への入構を

認めない。 

・なお、訪問希望

先の従業員に対

して面識の有無

や面会の可否等

について確認が

取れた場合は、

事前に訪問の連

絡があった訪問

者と同様の対応

を行う。 

②事前予約がない

場合や初めての

訪問者 

原則として事務

所等で対応し、

工場の製造現場

への入構を認め

ないようにしま

しょう。 

感染症の流行時

は、特に注意し

ましょう。 

・「飛び込み」の訪

問者は、原則とし

て製造現場には

入構させず、事務

所等で対応しま

しょう。 

・訪問希望先の従

業員から、面識の

有無や面会の可

否等について確

認が取れた場合

は、事前予約があ

る場合と同様に

対応しましょう。 

②事前予約がない

場合や初めての

訪問者 

原則として事務

所等で対応し、

仕分け現場を認

めないようにし

ましょう。 

感染症の流行時

は、特に注意し

ましょう。 

・「飛び込み」の訪

問者は、原則とし

て仕分け現場に

は入構させず、事

務所等で対応し

ましょう。 

・訪問希望先の従

業員から、面識の

有無や面会の可

否等について確

認が取れた場合

は、事前予約があ

る場合と同様に

対応しましょう。 

②事前予約がない

場合や初めての

訪問者 

立ち入りを認め

ないようにしま

しょう。 

感染症の流行時

は、特に注意し

ましょう。 

・「飛び込み」の訪

問者は、原則と

して立ち入りは

認めないように

しましょう。 

・訪問希望先の従

業員から、面識

の有無や面会の

可否等について

確認が取れた場

合は、事前予約

がある場合と同

様に、従業員が

訪問場所まで同

行しましょう。 

〇有り 

感染拡大期

の飛び込み

の訪問者に

は、特に注意

が必要。 

〇無し 

18 ○訪問者（業者）用

の駐車場を設定

する。この際、製

造棟とできるだ

け離れているこ

とが望ましい。 

・全ての訪問者に

ついて車両のア

クセスエリア、

荷物の持ち込み

等を一律に制限

することは現実

的ではない。 

・特定の訪問者

（例：施設メン

テナンス、防虫

防鼠業者等）に

ついては、それ

らの車両である

ことが明確にな

○（駐車エリアの設

定や駐車許可証

の発行） 

訪問者（業者）用

の駐車場を設定

したり、駐車許

可証を発行する

等、無許可での

駐車を防止しま

しょう。 

・全ての訪問者に

ついて車両のア

クセスエリア、荷

物の持ち込み等

を一律に制限す

ることは現実的

ではありません。 

・駐車エリアは、原

材料や商品の保

管庫やゴミ搬出

場所等、直接食品

に手を触れるこ

とができるよう

な場所とはでき

○（駐車エリアの設

定や駐車許可証

の発行） 

訪問者（業者）用

の駐車場を設定

したり、駐車許

可証を発行する

等、無許可での

駐車を防止しま

しょう。 

・全ての訪問者に

ついて車両のア

クセスエリア、荷

物の持ち込み等

を一律に制限す

ることは現実的

ではありません。 

・駐車エリアは、取

扱商品保管庫や

ゴミの搬出場所

等、直接商品に手

を触れることが

できるような場

所とはできるだ

○（駐車エリアの設

定や駐車許可証

の発行） 

規模の大きな施

設では、納入業

者用や廃棄物収

集車の駐車場を

設定したり、駐

車許可証を発行

する等、無許可

での進入や駐車

を防止しましょ

う。 

・全ての訪問者に

ついて車両のア

クセスエリア、

荷物の持ち込み

等を一律に制限

することは現実

的ではありませ

ん。 

・専用の駐車エリ

アがある場合に

は、食材保管庫

やゴミ搬出場所

等、直接食品に

手を触れること

〇有り 

接触場所等

の把握に有

用 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

るように、駐車

エリアを設定し

ておく。 

るだけ離れてい

ることが望まし

いでしょう。 

・繰り返し定期的

に訪問する特定

の訪問者（例：施

設メンテナンス、

防虫防鼠業者等）

については、それ

らの車両である

ことが明確にな

るように、駐車エ

リアを設定して

おきましょう。 

け離れているこ

とが望ましいで

しょう。 

・繰り返し定期的

に訪問する特定

の訪問者（例：施

設メンテナンス、

防虫防鼠業者等）

については、それ

らの車両である

ことが明確にな

るように、駐車エ

リアを設定して

おきましょう。 

ができるような

場所とはできる

だけ離れている

ことが望ましい

でしょう。 

・繰り返し定期的

に訪問する特定

の訪問者（例：施

設 メ ンテ ナ ン

ス、防虫防鼠業

者等）について

は、それらの車

両であることが

明確になるよう

に、可能な範囲

で駐車エリアを

設定しておきま

しょう。 

19 ○食品工場の施設・

設備のメンテナ

ンスや防虫・防鼠

作業等のため、工

場内を単独で行

動する可能性の

ある訪問者（業

者）には、持ち物

を十分確認し、不

要なものを持ち

・食品工場の施

設・設備のメン

テナンスや防

虫・防鼠等に関

する作業員は、

長時間にわたり

多人数で作業す

ることもあるた

め、従業員が全

ての作業員の作

業に同行するこ

○（業者の持ち物確

認） 

食品工場内を単

独で行動する可

能性のある訪問

者（業者）の持ち

物は十分確認

し、不要なもの

を持ち込ませな

いようにしまし

ょう。 

・施設・設備のメン

テナンスや防虫・

防鼠等のために、

長時間にわたり

施設内で作業す

ることもある業

者については、全

ての作業に同行

することは困難

です。 

・立入り業者につ

○（業者の持ち物確

認） 

物流・保管施設

内を単独で行動

する可能性のあ

る訪問者（業者）

の持ち物は十分

確認し、不要な

ものを持ち込ま

せないようにし

ましょう。 

・施設・設備のメン

テナンスや防虫・

防鼠等のために、

長時間にわたり

施設内で作業す

ることもある業

者については、全

ての作業に同行

することは困難

です。 

・立入り業者につ

○（業者の持ち物確

認） 

厨房等施設・設

備内を単独で行

動する可能性の

ある訪問者（業

者：報道関係・警

備関係を含む）

の持ち物は十分

確認し、不要な

ものを持ち込ま

・施設・設備のメン

テ ナ ンス や 防

虫・防鼠等、取

材・警備等のた

めに、長時間に

わたり施設内で

作業することも

ある業者につい

ては、全ての作

業に同行するこ

とは困難です。 

〇有り 

不必要な持

ち物は、感染

源となりう

る。 

施設内での

行動履歴も、

職毒場所等

の特定に有

用。 

立入り業者

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

込ませないよう

にする。 

とは困難であ

る。 

・作業開始前に、

持ち物の確認を

実施し、不要な

持ち込み品の管

理を徹底する。 

いては、制服・顔

写真付き社員証

等を確認しまし

ょう。 

・作業開始前には、

持ち物の確認を

実施し、不要な持

ち込み品を持ち

込ませないよう

にしましょう。 

・可能であれば、入

場時と退場時に

業者の同意を得

て、鞄を開けた状

態でデジタルカ

メラによる写真

撮影により、証拠

を残しましょう。 

いては、制服・顔

写真付き社員証

等を確認しまし

ょう。 

・作業開始前には、

持ち物の確認を

実施し、不要な持

ち込み品を持ち

込ませないよう

にしましょう。 

・可能であれば、入

場時と退場時に

業者の同意を得

て、鞄を開けた状

態でデジタルカ

メラによる写真

撮影により、証拠

を残しましょう。 

せないようにし

ましょう。 

・立入り業者につ

いては、制服・顔

写真付き社員証

等を確認しまし

ょう。 

・作業開始前には、

持ち物の確認を

実施し、不要な

持ち込み品を持

ち込ませないよ

う に しま し ょ

う。 

・可能であれば、持

込み可能品リス

トを作成し、そ

れ以外のものを

持ち込む場合に

は、申告しても

らいましょう。 

の確認も濃

厚接触者の

特定に有用。 

 

20 ― ― ― ― ― ― ○（悪意を持った来

客対策） 

来客の中には悪

意を持っている

者がいる可能性

も考慮しましょ

う。 

・来店するお客の

中には、店舗等

に悪意を持って

いる人がいる可

能性も否定でき

ません。 

・お客によるいた

ずら等を防ぐた

めに、大規模イ

ベント時に必要

〇有り 

濃厚接触者

の特定に有

用 

☆有り 

悪意を持っ

た来客は、感

染予防にも

非協力的と

考えられる。 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

な対応を参考に

した対策を採り

ましょう。 

21 ○郵便、宅配便の受

け入れ先（守衛

所、事務所等）を

定めておく。また

配達員の敷地内

の移動は、事前に

設定した立ち入

り可能なエリア

内のみとする。 

・信書と信書以外

の郵便物、また

宅配物等の届け

物や受取人の違

いにより、配達

員は比較的自由

に食品工場の敷

地内を移動でき

る状況にあるた

め、郵便、宅配物

等の受け入れ先

は数箇所の定め

られた場所に限

定する。 

・また、郵便局員

や宅配業者が、

食品工場の建屋

内に無闇に立ち

入ることや、建

屋外に置かれて

いる資材・原材

料や製品に近づ

くことができな

いよう留意す

る。 

○（郵便・宅配物の

受取場所） 

郵便、宅配物等

の受け入れ先

（守衛所、事務

所等）を定めて

おきましょう。 

・郵便局員や宅配

業者が、食品工場

の建屋内に無闇

に立ち入ること

や、施設内に置か

れている食材等

に近づくことは、

異物混入の危険

性を高めます。 

・郵便、宅配物等の

受け入れ先は、守

衛所、事務所等の

数箇所の定めら

れた場所に限定

しておきましょ

う。 

・郵便局員や宅配

業者が、食品工場

内に無闇に立ち

入ることや、建屋

外に置かれてい

る資材・原材料や

製品に近づけな

いように、立ち入

り可能なエリア

を事前に設定し

○（郵便・宅配物の

受取場所） 

郵便、宅配物等

の受け入れ先

（守衛所、事務

所等）を定めて

おきましょう。 

・郵便局員や宅配

業者が、物流・保

管施設の建屋内

に無闇に立ち入

ることや、施設内

に置かれている

商品等に近づく

ことは、異物混入

の危険性を高め

ます。 

・郵便、宅配物等の

受け入れ先は、守

衛所、事務所等の

数箇所の定めら

れた場所に限定

しておきましょ

う。 

・郵便局員や宅配

業者が、物流・保

管施設内に無闇

に立ち入ること

や、取扱商品等に

近づけないよう

に、立ち入り可能

なエリアを事前

に設定しておき

― ― 〇有り 

接触場所や

接触者の限

定にも繋が

る。 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

ておきましょう。 ましょう。 

 

■施設管理 

No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

22 ○不要な物、利用

者・所有者が不明

な物の放置の有

無を定常的に確

認する。 

・食品工場で使用

する原材料や工

具等について、

定数・定位置管

理を行い、過不

足や紛失に気づ

きやすい環境を

整える。 

・また、食品に直

接手を触れるこ

とができる製造

工程や従事者が

少ない場所等、

意図的に有害物

質を混入し易い

箇所については

特に重点的に確

認する。 

○（調理器具等の定

数管理） 

使用する原材料

や調理器具、洗

剤等について、

定位置・定数管

理を行いましょ

う。 

・食品工場で使用

する原材料や工

具等について、定

位置・定数管理を

行い、過不足や紛

失に気づきやす

い環境を整えま

しょう。 

・不要な物、利用

者・所有者が不明

な物の放置の有

無を定常的に確

認しましょう。 

・食品に直接手を

触れることがで

きる製造工程や

従事者が少ない

場所等、意図的に

有害物質を混入

し易い箇所につ

いては特に重点

的に確認しまし

○（仕分け用具等の

定数管理） 

使用する仕分け

作業用の器具や

工具等につい

て、定位置・定数

管理を行いまし

ょう。 

・物流施設で使用

する機器や工具

等について、定位

置・定数管理を行

い、過不足や紛失

に気づきやすい

環境を整えまし

ょう。 

・不要な物、利用

者・所有者が不明

な物の放置の有

無を定常的に確

認しましょう。 

・取扱商品に直接

手を触れること

ができる仕分け

工程や従事者が

少ない場所等、意

図的に有害物質

を混入し易い箇

所については特

に重点的に確認

○（調理器具等の定

数管理） 

使用する原材料

や調理器具、洗

剤等について、

定位置・定数管

理を行いましょ

う。 

・厨房で使用する

原材料や調理器

具、洗剤等につい

て、定位置・定数

管理を行うこと

で、過不足や紛失

に気づきやすい

環境を整えまし

ょう。 

・不要な物、利用

者・所有者が不明

な物の放置の有

無を定常的に確

認しましょう。 

・食品に直接手を

触れることがで

きる調理・盛り

付け・配膳や従

事者が少ない場

所等、意図的に

有害物質を混入

し易い箇所につ

〇有り 

感染者が利

用した機器

等の特定に

有用 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

ょう。 

・配電盤等不要な

物を隠せる場所

には、施錠等の対

応を行いましょ

う。 

しましょう。 

・配電盤等不要な

物を隠せる場所

には、施錠等の対

応を行いましょ

う。 

いては特に重点

的に確認しまし

ょう。 

・配電盤等不要な

物を隠せる場所

には、施錠等の

対応を行いまし

ょう。 

・医薬品が保管さ

れている医務室

等については、

医師・患者等関

係者以外の立入

の禁止、無人と

なる時間帯の施

錠、薬剤の数量

管理を徹底しま

しょう。 

23 ○食品に直接手を

触れることがで

きる仕込みやや

袋詰めの工程や、

従事者が少ない

場所等、意図的に

有害物質を混入

しやすい箇所を

把握し、可能な限

り手を触れない

様にカバーなど

・仕込みや包装前

の製品等に直接

手を触れること

が可能な状況が

見受けられる。 

・特に脆弱性が高

いと判断された

箇所は、見回り

の実施、従業員

同士による相互

監視、監視カメ

○（脆弱性の高い

場所の把握と対

策） 

食品に直接手を

触れることがで

きる仕込みや袋

詰めの工程や、

従事者が少ない

場所等、意図的

に有害物質を混

入しやすい箇所

・仕込みや包装前

の製品等に直接

手を触れること

が可能な状況が

見受けられま

す。 

・特に脆弱性が高

いと判断された

箇所は、見回り

の実施、従業員

同士による相互

○（脆弱性の高い

場所の把握と対

策） 

取扱商品に直接

手を触れること

ができる仕分け

や袋詰めの工程

や、従事者が少

ない場所等、意

図的に有害物質

を混入しやすい

・仕分けや梱包前

の取扱商品等に

直接手を触れる

ことが可能な状

況が見受けられ

ます。 

・特に脆弱性が高

い箇所は、見回

りの実施、従業

員同士による相

互監視、監視カ

○（脆弱性の高い

場所の把握と対

策） 

食品に直接手を

触れることがで

きる調理や配膳

の工程や、従事

者が少ない場所

等、意図的に有

害物質を混入し

・調理や配膳で

は、飲食料等に

直接手を触れな

いことは不可能

です。 

・特に脆弱性が高

いと考えられる

人目の少ない箇

所（配膳準備

室・厨房から宴

会場までのルー

〇有り 

接触感染の

可能性があ

る場所の特

定に有用 

 

 

 

 

 

 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

の防御対策を検

討する。 

ラの設置等を行

うと共に、可能

な限り手を触れ

られない構造に

改修する。 

を把握し、可能

な限り手を触れ

ない様にカバー

などの防御対策

を検討しましょ

う。 

監視、監視カメ

ラの設置等を行

うと共に、可能

な限り手を触れ

られない構造に

改修しましょ

う。 

箇所を把握し、

可能な限り手を

触れない様にカ

バーなどの防御

対策を検討しま

しょう。 

メラの設置等を

行うと共に、可

能な限り手を触

れられない構造

に改修しましょ

う。 

やすい箇所を把

握しましょう。 

ト）等は、見回

りの実施、従業

員同士による相

互監視、監視カ

メラの設置等を

行うと共に、可

能な限り手を触

れられない構造

への改修や、配

膳方法に工夫を

しましょう。 

・レストランや食

堂等の客席に備

え付けの飲料水

や調味料、バイ

キング形式のサ

ラダバーなどで

は、従業員以外

の人物による意

図的な有害物質

の混入にも注意

を払いましょ

う。 

・店舗の設計に際

しては、食品防

御を意識した作

業動線や人の流

れを考慮しまし

ょう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

接触感染の

予防に有用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

利用客用の

動線を考慮

した手洗い

場等の設置

も有用 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

24 ○工場が無人とな

る時間帯につい

ての防犯対策を

講じる。 

― ○（無人の時間帯の

対策） 

工場が無人とな

る時間帯につい

ての防犯対策を

講じましょう。 

・工場が無人とな

る時間帯は、万が

一、混入が行われ

た場合の対応が

遅れます。 

・終業後は必ず施

錠し、確認する習

慣を身につけま

しょう。 

・製造棟が無人と

なる時間帯は必

ず施錠し、人が侵

入できないよう

にしましょう。 

・施錠以外にも、無

人の時間帯の防

犯対策を講じま

しょう。 

○（無人の時間帯の

対策） 

物流・保管施設

が無人となる時

間帯についての

防犯対策を講じ

ましょう。 

・物流・保管施設が

無人となる時間

帯は、万が一、混

入が行われた場

合の対応が遅れ

ます。 

・終業後は必ず施

錠し、確認する習

慣を身につけま

しょう。 

・物流・保管施設が

無人となる時間

帯は必ず施錠し、

人が侵入できな

いようにしまし

ょう。 

・施錠以外にも、無

人の時間帯の防

犯対策を講じま

しょう。 

○（無人の時間帯の

対策） 

厨房・食事提供

施設が無人とな

る時間帯（閉店

後を含む）につ

いての防犯対策

を講じましょ

う。 

・食品保管庫や厨

房等が無人とな

る時間帯は、万

が一、混入が行

われた場合の対

応が遅れます。 

・終業後は必ず施

錠し、確認する

習慣を身につけ

ましょう。 

・食品保管庫や厨

房が無人となる

時間帯は必ず施

錠し、人が侵入

できないように

しましょう。 

・施錠以外にも、監

視（品質向上）カ

メラ等、無人の

時間帯の防犯対

策を講じましょ

う。 

〇有り 

無人の時間

帯の防犯対

策は、時間外

に施設に入

った者の確

認に有用 

〇無し 

25 ○鍵の管理方法を

策定し、定期的に

確認する。 

・最低限、誰でも

自由に鍵を持ち

出せるような状

態にならないよ

う管理方法を定

め、徹底する。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を

策定し、定期的

に確認しましょ

う。 

・鍵の使用権を設

定し、誰でも自由

に鍵を持ち出せ

ないようにしま

しょう。 

・鍵の管理方法を

定め、順守されて

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を

策定し、定期的

に確認しましょ

う。 

・鍵の使用権を設

定し、誰でも自由

に鍵を持ち出せ

ないようにしま

しょう。 

・鍵の管理方法を

定め、順守されて

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を

策定し、定期的

に確認しましょ

う。 

・鍵の使用権を設

定し、誰でも自由

に鍵を持ち出せ

ないようにしま

しょう。 

・鍵の管理方法を

定め、順守され

〇有り 

鍵の使用権

は行動範囲

にも影響す

るため有用。 

感染者が鍵

を利用した

☆有り 

使用権の設

定が厳しす

ぎると、対応

者の負担が

大きい。 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

いるかどうかを

確認しましょう。 

いるかどうかを

確認しましょう。 

ているかどうか

を確認しましょ

う。 

場合の消毒

にも有用。 

26 ○製造棟、保管庫

は、外部からの侵

入防止のため、機

械警備、定期的な

鍵の取り換え、補

助鍵の設置、格子

窓の設置等の対

策を行う。 

・食品工場内の全

ての鍵を定期的

に交換すること

は現実的ではな

い。 

・異物が混入され

た場合の被害が

大きいと考えら

れる製造棟や保

管庫について

は、補助鍵の設

置や定期的な点

検を行うなどの

侵入防止対策を

採ることが重要

である。 

○（外部からの侵入

防止策） 

製造棟、保管庫

への外部からの

侵入防止対策を

行いましょう。 

・異物が混入され

た場合の被害が

大きいと考えら

れる製造棟、保管

庫は、機械警備、

補助鍵の設置や、

格子窓の設置、定

期的な点検を行

い、侵入防止対策

を採りましょう。 

○（外部からの侵入

防止策） 

物流・保管施設

への外部からの

侵入防止対策を

行いましょう。 

・異物が混入され

た場合の被害が

大きいと考えら

れる物流・保管施

設は、機械警備、

補助鍵の設置や、

格子窓の設置、定

期的な点検を行

い、侵入防止対策

を採りましょう。 

○（外部からの侵入

防止策） 

食品保管庫や厨

房への外部から

の侵入防止対策

を行いましょ

う。 

・異物が混入され

た場合の被害が

大きいと考えら

れる食品保管庫

や厨房は、機械

警備、補助鍵の

設置や、格子窓

の設置、定期的

な点検を行い、

侵入防止対策を

採りましょう。 

・店舗外のプレハ

ブ倉庫等に食材

を保管している

場合も、適切に

施 錠 しま し ょ

う。 

・通常施錠されて

いるところが開

錠 さ れて い る

等、定常状態と

異なる状態を発

見した時には、

速やかに責任者

に報告しましょ

う。 

〇有り 

外部からの

病原菌等の

持ち込み防

止に有用。 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

27 ○製造棟の出入り

口や窓など外部

から侵入可能な

場所を特定し、確

実に施錠する等

の対策を採る。 

・製造棟が無人と

なる時間帯は必

ず施錠し、人が

侵入できないよ

うにする。全て

の出入り口・窓

に対して直ちに

対策を講じるこ

とが困難な場合

は、優先度を設

定し、施設の改

築等のタイミン

グで順次改善策

を講じるように

計画する。 

○（確実な施錠） 

製造棟の出入り

口や窓など外部

から侵入可能な

場所を特定し、

確実に施錠する

等の対策を採り

ましょう。 

・全ての出入り口・

窓に対して直ち

に対策を講じる

ことが困難な場

合は、優先度を設

定し、施設の改築

等のタイミング

で順次改善策を

講じるように計

画しましょう。 

○（確実な施錠） 

物流・保管施設

の出入り口や窓

など外部から侵

入可能な場所を

特定し、確実に

施錠する等の対

策を採りましょ

う。 

・全ての出入り口・

窓に対して直ち

に対策を講じる

ことが困難な場

合は、優先度を設

定し、施設の改築

等のタイミング

で順次改善策を

講じるように計

画しましょう。 

○（確実な施錠） 

食品保管庫や厨

房の出入り口や

窓など外部から

侵入可能な場所

を特定し、確実

に施錠する等の

対策を採りまし

ょう。 

・全ての出入り口・

窓に対して直ち

に対策を講じる

ことが困難な場

合は、優先度を

設定し、施設の

改築等のタイミ

ングで順次改善

策を講じるよう

に計画しましょ

う。 

〇有り 

外部からの

感染者の侵

入防止に有

用。 

〇無し 

28 ○食品工場内の試

験材料（検査用試

薬・陽性試料等）

や有害物質につ

いては保管場所

を定めた上で、当

該場所への人の

出入り管理を行

うと共に、使用日

時及び使用量の

記録、施錠管理を

行う。 

・試験材料（検査

用試薬・陽性試

料等）の保管場

所は検査・試験

室内等に制限す

る。無断で持ち

出されることの

無いよう定期的

に保管数量の確

認を行う。可能

であれば警備員

の巡回やカメラ

等の設置を行

う。 

○（試験材料等の管

理） 

食品工場内の試

験材料（検査用

試薬・陽性試料

等）や有害物質

の保管場所を定

め、当該場所へ

の人の出入りを

管理しましょ

う。また、使用日

時や使用量の記

録、施錠管理を

行いましょう。 

・試験材料（検査用

試薬・陽性試料

等）の保管場所は

検査・試験室内等

に制限しましょ

う。 

・無断で持ち出さ

れることの無い

よう定期的に保

管数量を確認し

ましょう。 

・可能であれば警

備員の巡回やカ

メラ等の設置を

― ― ○（洗剤等の保管場

所） 

厨房の洗剤等、

有害物質の保管

場所を定め、当

該場所への人の

出入りを管理し

ましょう。また、

使用日時や使用

量の記録、施錠

管理を行いまし

ょう。 

・日常的に使用して

いる洗剤等につい

ても、作業動線等

も考慮した管理方

法等を定め、在庫

量を定期的に確認

しましょう。 

・保管は、食材保管

庫や調理・料理

の保管エリアか

ら離れた場所と

し、栓のシーリ

ング等により、

妥当な理由無く

〇有り 

洗剤は汚染

された食器

や機器等の

洗浄に不可

欠。 

☆有り 

洗剤や手指

消毒用薬剤

等は使いや

すい場所へ

の設置が必

要。設置場所

の検討が必

要。 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

行いましょう。 使用することが

無いよう、十分

に配慮しましょ

う。 

29 ○食品工場内の試

験材料（検査用試

薬・陽性試料等）

や有害物質を紛

失した場合は、工

場長や責任者に

報告し、工場長や

責任者はその対

応を決定する。 

・法令等に基づき

管理方法等が定

められているも

のについては、

それに従い管理

を行う。 

・それ以外のもの

については、管

理方法等を定

め、在庫量の定

期的な確認、食

品の取扱いエリ

アや食品の保管

エリアから離れ

た場所での保

管、栓のシーリ

ング等により、

妥当な理由無く

有害物質を使用

することの無い

よう、十分に配

慮した管理を行

う。また試験材

料や有害物質の

紛失が発覚した

○（紛失時の対応） 

食品工場内の試

験材料（検査用

試薬・陽性試料

等）や有害物質

を紛失した場合

は、工場長や責

任者に報告し、

工場長や責任者

はその対応を決

定しましょう。 

・法令等に基づき

管理方法等が定

められているも

のについては、そ

れに従い管理し

ましょう。 

・それ以外のもの

についても管理

方法等を定め、在

庫量の定期的な

確認、食品の取扱

いエリアや食品

の保管エリアか

ら離れた場所で

の保管、栓のシー

リング等により、

妥当な理由無く

有害物質を使用

することの無い

よう、十分に配慮

した管理を行い

ましょう。 

・試験材料や有害

物質の紛失が発

覚した場合の通

― ― ○（洗剤等の紛失時

の対応） 

厨房の洗剤等、

有害物質を紛失

した場合は、施

設責任者や調理

責任者に報告

し、施設責任者

や調理責任者は

その対応を決定

しましょう。 

― 〇有り 〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

場合の通報体制

や確認方法を構

築する。 

報体制や確認方

法を構築してお

きましょう。 

30 ○殺虫剤の保管場

所を定め、施錠に

よる管理を徹底

する。 

・食品工場の従業

員等が自ら殺

虫・防鼠等を行

う場合は、使用

する殺虫剤の成

分について事前

に確認しておく

ことが重要であ

る。 

・殺虫剤を保管す

る場合は鍵付き

の保管庫等に保

管し、使用場所、

使用方法、使用

量等に関する記

録を作成する。 

・防虫・防鼠作業

の委託する場合

は、信頼できる

業者を選定し、

殺虫対象、殺虫

を行う場所を勘

案して、委託業

者とよく相談の

上、殺虫剤（成

分）を選定する。 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目

的や保管場所を

定め、施錠によ

る管理を徹底し

ましょう。 

・食品工場の従業

員等が自ら殺虫・

防鼠等を行う場

合は、使用する殺

虫剤の成分につ

いて事前に確認

しておくことが

重要です。 

・殺虫剤を施設内

で保管する場合

は、鍵付きの保管

庫等に保管し、使

用場所、使用方

法、使用量等に関

する記録を作成

しましょう。 

・防虫・防鼠作業を

委託する場合は、

信頼できる業者

を選定し、殺虫対

象、殺虫を行う場

所を勘案して、委

託業者とよく相

談の上、殺虫剤

（成分）を選定し

ましょう。 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目

的や保管場所を

定め、施錠によ

る管理を徹底し

ましょう。 

・物流施設の従業

員等が自ら殺虫・

防鼠等を行う場

合は、使用する殺

虫剤の成分につ

いて事前に確認

しておくことが

重要です。 

・殺虫剤を施設内

で保管する場合

は、鍵付きの保管

庫等に保管し、使

用場所、使用方

法、使用量等に関

する記録を作成

しましょう。 

・防虫・防鼠作業を

委託する場合は、

信頼できる業者

を選定し、殺虫対

象、殺虫を行う場

所を勘案して、委

託業者とよく相

談の上、殺虫剤

（成分）を選定し

ましょう。 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目

的や保管場所を

定め、施錠によ

る管理を徹底し

ましょう。 

・調理・提供施設の

従業員等が自ら

殺虫・防鼠等を

行う場合は、使

用する殺虫剤の

成分について事

前に確認してお

くことが重要で

す。 

・殺虫剤を施設内

で保管する場合

は、鍵付きの保

管 庫 等に 保 管

し、使用場所、使

用方法、使用量

等に関する記録

を作成しましょ

う。 

・防虫作業を委託

する場合は、信

頼できる業者を

選定し、殺虫対

象、殺虫を行う

場 所 を勘 案 し

て、委託業者と

よく相談の上、

〇有り 

媒介動物に

よる感染症

防止に有用。 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

・殺虫・防鼠等を

委託する場合、

殺虫剤は委託業

者が持参するこ

とになるが、工

場長等が知らな

いうちに、委託

業者から従業員

等が殺虫剤を譲

り受けたり、工

場内に保管した

りするようなこ

とがないよう、

管理を徹底す

る。 

・殺虫・防鼠等を委

託する場合、殺虫

剤は委託業者が

持参することに

なりますが、施設

責任者等が知ら

ないうちに、委託

業者から従業員

等が殺虫剤を譲

り受けたり、施設

内に保管したり

するようなこと

がないよう、管理

を徹底しましょ

う。 

・殺虫・防鼠等を委

託する場合、殺虫

剤は委託業者が

持参することに

なりますが、施設

責任者等が知ら

ないうちに、委託

業者から従業員

等が殺虫剤を譲

り受けたり、施設

内に保管したり

するようなこと

がないよう、管理

を徹底しましょ

う。 

殺虫剤（成分）を

選 定 しま し ょ

う。 

・殺虫・防鼠等を委

託する場合、殺

虫剤は委託業者

が持参すること

になりますが、

施設責任者等が

知 ら ない う ち

に、委託業者か

ら従業員等が殺

虫剤を譲り受け

たり、施設内に

保管したりする

ようなことがな

いよう、管理を

徹 底 しま し ょ

う。 

・24 時間営業等で

営業時間帯に店

内の清掃を行う

場合には、店員

の目の届く範囲

で作業を行うな

ど、異物混入に

留 意 しま し ょ

う。 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

31 ○井戸、貯水、配水

施設への侵入防

止措置を講じる。 

・井戸、貯水、配水

施設への出入り

可能な従業員を

決め、鍵等によ

る物理的な安全

対策、防御対策

を講じる。 

○（給水施設の管

理） 

井戸、貯水、配水

施設への侵入防

止措置を講じま

しょう。 

・井戸、貯水、配水

施設への出入り

可能な従業員を

決めましょう。 

・井戸、貯水、配水

施設への立入防

止のため、鍵等に

よる物理的な安

全対策、防御対策

を講じましょう。 

・貯水槽等の試験

用水取出し口や

塩素投入口、空気

抜き等からの異

物混入防止対策

を講じましょう。 

・浄水器のフィル

ターについても

定期的に確認し

ましょう。 

― ― ○（給水施設の管

理） 

井戸、貯水、配水

施設への侵入防

止措置を講じま

しょう。 

・井戸、貯水、配水

施設への出入り

可能な従業員を

決めましょう。 

・井戸、貯水、配水

施設への立入防

止のため、鍵等に

よる物理的な安

全対策、防御対策

を講じましょう。 

・貯水槽等の試験

用水取出し口や

塩素投入口、空気

抜き等からの異

物混入防止対策

を講じましょう。 

・浄水器のフィル

ターについても

定期的に確認し

ましょう。 

〇有り 

水系感染症

の予防に有

用。 

〇無し 

32 ○井戸水を利用し

ている場合、確実

な施錠を行い、塩

素消毒等浄化関

連設備へのアク

セスを防止する

と共に、可能であ

れば監視カメラ

等で監視する。 

・井戸水に毒物を

混入された場合

の被害は、工場

全体に及ぶた

め、厳重な管理

が必要である。 

○（井戸水の管理） 

井戸水に毒物を

混入された場合

の被害は、工場

全体に及ぶた

め、厳重な管理

が必要です。 

・井戸水を利用し

ている場合は、確

実に施錠し、塩素

消毒等浄化関連

設備へのアクセ

スを防止しまし

ょう。 

・可能であれば監

視カメラ等で監

― ― ○（井戸水の管理） 

井戸水に毒物を

混入された場合

の被害は、接客

（食事提供）施

設全体に及ぶた

め、厳重な管理

が必要です。 

・井戸水を利用し

ている場合は確

実に施錠し、塩

素消毒等浄化関

連設備へのアク

セスを防止しま

しょう。 

・可能であれば監

視カメラ等で監

〇有り 

水系感染症

の予防に有

用。 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての 

有用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

視しましょう。 視しましょう。 

33 ○コンピューター

処理制御システ

ムや重要なデー

タシステムにつ

いて、従業員の異

動・退職時等に併

せてアクセス権

を更新する。アク

セス許可者は極

力制限し、データ

処理に関する履

歴を保存する。 

・コンピューター

処理制御システ

ムや重要なデー

タシステムにア

クセス可能な従

業員をリスト化

し、かつシステ

ムの設置箇所に

鍵を設ける、ロ

グインパスワー

ドを設ける等の

物理的なセキュ

リティ措置を講

じる。 

○（コンピューター

の管理） 

コンピューター

処理制御システ

ムや重要なデー

タシステムへの

アクセス許可者

は極力制限し、

不正なアクセス

を防止しましょ

う。 

・コンピューター処

理制御システムや

重要なデータシス

テムにアクセス可

能な従業員をリス

ト化し、従業員の

異動・退職時等に

併せてアクセス権

を更新しましょ

う。 

・アクセス許可者

は極力制限し、デ

ータ処理に関す

る履歴を保存し

ましょう。 

・システムの設置

箇所に鍵を設け

る、ログインパス

ワードを設ける

等の物理的なセ

キュリティ措置

を講じましょう。 

○（コンピューター

の管理） 

コンピューター

処理制御システ

ムや重要なデー

タシステムへの

アクセス許可者

は極力制限し、

不正なアクセス

を防止しましょ

う。 

・コンピューター

処理制御システ

ムや重要なデー

タシステムにア

クセス可能な従

業員をリスト化

し、従業員の異

動・退職時等に併

せてアクセス権

を更新しましょ

う。 

・アクセス許可者は

極力制限し、デー

タ処理に関する

履歴を保存しま

しょう。 

・システムの設置

箇所に鍵を設け

る、ログインパス

ワードを設ける

等の物理的なセ

キュリティ措置

を講じましょう。 

○顧客情報の管

理喫食予定の

VIP の行動や食

事内容に関する

情報へのアクセ

ス可能者は、接

客の責任者など

に限定しましょ

う。 

― 〇有り 

濃厚接触が

疑われる場

合の連絡に

不可欠。 

〇無し 

 

■入出荷等の管理 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説  製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

34 ○資材や原材料等

の受け入れ時及

び使用前に、ラベ

ルや包装を確認

する。異常を発見

した場合は、工場

長や責任者に報

告し、工場長や責

任者はその対応

を決定する。 

― ○（ラベル・包装・

数量の確認） 

資材や原材料等

の受け入れ時及

び使用前に、ラ

ベルや包装の異

常の有無、納入

製品・数量と、発

注製品・数量と

の整合性を確認

しましょう。 

異常を発見した

場合は、工場長

や責任者に報告

し、工場長や責

任者はその対応

を決定しましょ

う。 

・資材や原材料等の

受け入れ時や使

用前には、必ずラ

ベルや包装を確

認しましょう。 

・異常が発見された

場合は、異物混入

の可能性も念頭

に工場長や責任

者に報告し、工場

長や責任者はそ

の対応を決定し

ましょう。 

・数量が一致しない

場合は、その原因

を確認しましょ

う。 

・納入数量が増加し

ている場合は特

に慎重に確認し、

通常とは異なる

ルートから商品

等が紛れ込んで

いないかに注意

を払いましょう。 

・運搬時のコンテナ

等の封印など、混

入しづらく、混入

が分かりやすい

○（ラベル・包装・

数量の確認） 

取扱商品等の受

け入れ時及び仕

分け前に、ラベ

ルや包装の異常

の有無、納入製

品・数量と、発注

製品・数量との

整合性を確認し

ましょう。 

異常を発見した

場合は、施設責

任者に報告し、

責任者はその対

応を決定しまし

ょう。入荷時に

は、事前に発送

元から通知のあ

ったシリアルナ

ンバーと製品・

数量に間違いが

ないかを確認し

ましょう。出荷

時には、シリア

ルナンバーの付

い た 封 印を 行

い、製品・数量と

ともに荷受け側

・取扱商品等の受

け入れ時や仕分

け前には、必ずラ

ベルや包装、数量

を確認しましょ

う。 

・異常が発見され

た場合は、異物混

入の可能性も念

頭に施設責任者

に報告し、施設責

任者はその対応

を決定しましょ

う。 

・数量が一致しない

場合は、その原因

を確認しましょ

う。 

・納入数量が増加し

ている場合は特

に慎重に確認し、

通常とは異なる

ルートから商品

等が紛れ込んで

いないかに注意

を払いましょう。 

・運搬時のコンテ

ナ等の封印など、

混入しづらく、混

○（ラベル・包装・

数量の確認） 

食材や食器等の

受け入れ時及び

使用前に、ラベ

ルや包装の異常

の有無、納入製

品・数量と、発注

製品・数量との

整合性を確認し

ましょう。 

異常を発見した

場合は、料理長

や責任者に報告

し、料理長や責

任者はその対応

を決定しましょ

う。 

・食材だけでなく

食器等の受け入

れ時や使用前に

は、必ず数量やラ

ベル・包装を確認

しましょう。 

・異常が発見され

た場合は、異物混

入の可能性も念

頭に施設責任者

や調理責任者に

報告し、施設責任

者や調理責任者

はその対応を決

定しましょう。 

・数量が一致しない

場合は、その原因

を確認しましょ

う。 

・納入数量が増加し

ている場合は特

に慎重に確認し、

通常とは異なる

ルートから商品

等が紛れ込んで

いないかに注意

を払いましょう。 

・加工センターで

調理された食材

〇有り 

適切な包装

は感染予防

にも有用。 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説  製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

対策も検討しま

しょう。 

に予め通知しま

しょう。事前通

知には、車両の

ナンバーやドラ

イバーの名前な

ども通知するこ

とが望ましい。 

入が分かりやす

い対策も検討し

ましょう。 

の配送は、契約し

た配送業者に依

頼しましょう。 

・食材等は棚卸し

の実施や売上と

の乖離の確認に

より、定期的に点

検しましょう。 

35 ○資材や原材料等

の納入時の積み

下ろし作業や製

品の出荷時の積

み込み作業を監

視する。 

・積み下ろし、積み

込み作業は食品

防御上脆弱な箇

所である。実務上

困難な点はある

が、相互監視や、

可能な範囲での

カメラ等による

監視を行う。 

○（積み下ろしや積

み込み作業の

監視） 

資材や原材料等

の納入時の積み

下ろし作業や製

品の出荷時の積

み込み作業を監

視しましょう。 

・資材や原材料等積

み下ろし、積み込

み作業は、人目が

少なかったり、外

部の運送業者等

が行うことがあ

るため、食品防御

上脆弱な箇所と

考えられます。 

・実務上困難な点も

ありますが、相互

監視や可能な範

囲でのカメラ等

による監視を行

う等、何からの対

策が望まれてい

ます。 

・感染症拡大時に

は、感染予防に注

意して監視作業

を行いましょう。 

○（積み下ろしや積

み込み作業の

監視） 

取扱商品等の納

入時の積み下ろ

し作業や出荷時

の積み込み作業

にも気を配りま

しょう。 

・積み下ろし、積み

込み作業は、人目

が少なかったり、

外部の運送業者

等が行うことが

あるため、食品防

御上脆弱な箇所

と考えられます。 

・実務上困難な点

もありますが、相

互監視や可能な

範囲でのカメラ

等による監視を

行う等、何からの

対策が望まれて

います。 

・感染症拡大時に

は、感染予防に注

意して監視作業

を行いましょう。 

○（積み下ろしの監

視） 

食材や食器等の

納入時の積み下

ろし作業は確認

しましょう。 

・食材や食器等の

納入作業は、食品

防御上脆弱な箇

所と考えられま

す。 

・実務上困難な点

はありますが、従

業員や警備スタ

ッフの立会や、可

能な範囲でのカ

メラ等による確

認を行いましょ

う。 

・無人の時間帯に

食材等が搬入さ

れる場合は、カメ

ラ等による確認

を行いましょう。 

・感染症拡大時に

は、感染予防に注

意して監視作業

〇有り  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

☆有り 

監視の際に

は濃厚接触
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説  製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

を行いましょう。 にならない

よう注意が

必要。 

     ○（製品等の混在防

止対策） 

ハイセキュリテ

ィ製品と一般製

品が混ざる事の

無いように動線

を確保し、物理

的に分離して保

管しましょう。

また監視カメラ

を設置するなど

の対策が望まし

い。 

・運搬・保管施設で

は、大規模イベン

ト用の商品と一

緒に一般の商品

を取り扱う場合

があるため、枠で

囲う、ラインを分

けるなどの対策

が必要です。 

○（調理や配膳作

業の監視） 

調理や料理等の

配膳時の作業を

確認しましょ

う。 

・調理や料理の配

膳作業は、食品防

御上脆弱な箇所

と考えられます。 

・従業員同士の相

互監視や、作業動

線の工夫、可能な

範囲でのカメラ

等による確認を

行いましょう。 

〇有り 

  

 

 

 

 

☆有り 

監視の際に

は濃厚接触

にならない

よう注意が

必要。 

36 ○納入製品・数量

と、発注製品・数

量との整合性を

確認する。 

・数量が一致しな

い場合は、その原

因を確認する。納

入数量が増加し

ている場合は特

に慎重に確認を

行い、通常とは異

なるルートとか

ら製品が紛れ込

んでいないかに

注意を払う。 

（28→33に統合） （28→33に統合） （28→33に統合） （28→33に統合） （28→33に統合） （28→33に統合）   
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説  製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

37 ○保管中の在庫の

紛失や増加、意図

的な食品汚染行

為の兆候・形跡等

が認められた場

合は、工場長や責

任者に報告し、工

場長や責任者は

その対応を決定

する。 

・数量が一致しな

い場合は、その原

因を確認する。在

庫量が増加して

いる場合は特に

慎重に確認し、外

部から製品が紛

れ込んでいない

かに注意を払う。 

○（在庫数の増減や

汚染行為の徴

候への対応） 

保管中の在庫の

紛失や増加、意

図的な食品汚染

行為の兆候・形

跡等が認められ

た場合は、施設

責任者や責任者

に報告し、施設

責任者や責任者

はその対応を決

定しましょう。 

・数量が一致しない

場合は、その原因

を確認しましょ

う。 

・食材等の在庫量が

増加している場

合は特に慎重に

確認し、外部から

食材等が紛れ込

んでいないかに

注意を払いまし

ょう。 

○（在庫数の増減や

汚染行為の徴

候への対応） 

保管中の商品の

紛失や増加、意

図的な食品汚染

行為の兆候・形

跡等が認められ

た場合は、施設

責任者責任者に

報告し、施設責

任者はその対応

を決定しましょ

う。 

・数量が一致しな

い場合は、その原

因を確認しまし

ょう。 

・在庫量が増加し

ている場合は特

に慎重に確認し、

外部から商品等

が紛れ込んでい

ないかに注意を

払いましょう。 

○（保管中の食材や

料理数の増減や

汚染行為の徴候

への対応） 

保管中の食材や

料理の紛失や増

加、意図的な食

品汚染行為の兆

候・形跡等が認

められた場合

は、施設責任者

や調理責任者に

報告し、施設責

任者や調理責任

者はその対応を

決定しましょ

う。 

・保管中の食材や

料理の数量が一

致しない場合は、

その原因を確認

しましょう。 

・食材や食器、料理

の保管数量が増

加している場合

は特に慎重に確

認し、外部から食

材等が紛れ込ん

でいないか、慎重

に確認しましょ

う。 

〇有り 〇無し 

38 ○製品の納入先か

ら、納入量の過不

足（紛失や増加）

についての連絡

があった場合、工

場長や責任者に

報告し、工場長や

責任者はその対

応を決定する。 

・過不足の原因に

ついて、妥当な説

明がつくように

確認する。特に納

入量が増加して

いる場合は慎重

に確認し、外部か

ら製品が紛れ込

んでいないかに

注意を払う。 

○（過不足への対

応） 

製品の納入先か

ら、納入量の過

不足（紛失や増

加）についての

連絡があった場

合、工場長や責

任者に報告し、

工場長や責任者

はその対応を決

定しましょう。 

・過不足の原因につ

いて、妥当な説明

がつくように確

認しましょう。 

・特に納入量が増加

している場合は

慎重に確認し、外

部から製品が紛

れ込んでいない

かに注意を払い

ましょう。 

○（過不足への対

応） 

取扱商品の納入

先から、納入量

の過不足（紛失

や増加）につい

ての連絡があっ

た場合、施設責

任者に報告し、

施設責任者はそ

の対応を決定し

ましょう。 

・過不足の原因に

ついて、妥当な説

明がつくように

確認しましょう。 

・特に納入量が増

加している場合

は慎重に確認し、

外部から商品が

紛れ込んでいな

いかに注意を払

いましょう。 

○（過不足への対

応） 

お客様から、提

供量の過不足

（特に増加）に

ついての連絡が

あった場合、施

設責任者や調理

責任者に報告

し、施設責任者

や調理責任者は

その対応を決定

・過不足の原因に

ついて、妥当な説

明がつくように

確認しましょう。 

・特に提供量が増

加している場合

は慎重に確認し、

外部から飲食料

品が紛れ込んで

いないかに注意

を払いましょう。 

〇有り 

特に増加し

ていた場合

は、感染源と

なる食品が

紛れ込んで

いる可能性

がある。 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説  製造 解説 運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

しましょう。 

39 ○製品納入先の荷

受担当者の連絡

先を、誰でもすぐ

に確認できるよ

うにしておく。 

・食品工場内で意

図的な食品汚染

行為等の兆候や

形跡が認められ

た場合は、被害の

拡大を防ぐため、

至急納入先と情

報を共有する必

要がある。納入担

当者が不在の場

合でも、代理の従

業員が至急連絡

できるように、予

め手順・方法を定

めておくこと。 

○（対応体制・連絡

先等の確認） 

製品納入先の荷

受担当者の連絡

先を、誰でもす

ぐに確認できる

ようにしておき

ましょう。 

・食品工場内で意図

的な食品汚染行

為等の兆候や形

跡が認められた

場合は、被害の拡

大を防ぐため、至

急納入先と情報

を共有しましょ

う。 

・納入担当者が不在

の場合でも、代理

の従業員が至急

連絡できるよう

に、予め手順・方

法を定めておき

ましょう。 

○（対応体制・連絡

先等の確認） 

取扱商品納入先

の荷受担当者の

連絡先を、誰で

もすぐに確認で

きるようにして

おきましょう。 

・物流・保管施設内

で意図的な食品

汚染行為等の兆

候や形跡が認め

られた場合は、被

害の拡大を防ぐ

ため、至急発注元

や納入先と情報

を共有しましょ

う。 

・発注・納入担当者

が不在の場合で

も、代理の従業員

が至急連絡でき

るように、予め手

順・方法を定めて

おきましょう。 

○（対応体制・連絡

先等の確認） 

喫食者に異変が

見られた場合の

対応体制・連絡

先等を、誰でも

すぐに確認でき

るようにしてお

きましょう。 

・調理・提供施設内

で意図的な食品

汚染行為等の兆

候や形跡が認め

られた場合は、被

害の拡大を防ぐ

ため、至急施設内

で情報を共有し

ましょう。 

・責任者が不在の

場合でも、代理の

従業員が至急連

絡できるように、

予め手順・方法を

定めておきまし

ょう。 

〇有り 

感染症発生

時の連絡に

も有用。 

〇無し 

 
２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

 

■人的要素（従業員等） 

No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説  製造 解説  運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

40 ○敷地内の従業員

等の所在を把握

する。 

・従業員の敷地内

への出入りや所

在をリアルタイ

○（従業員の所在把

握） 

施設内・敷地内

・従業員の施設内・

敷地内への出入

りや所在をリア

○（従業員の所在把

握） 

施設内・敷地内

・従業員の施設内・

敷地内への出入

りや所在をリア

○（従業員の所在把

握） 

施設内・敷地内

・従業員の施設内・

敷地内への出入

りや所在をリア

〇有り 

濃厚接触者

の把握にも

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製

造工場向け) 

解説  製造 解説  運搬・保管 解説 調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

ムでの把握や、記

録保存のために、

カードキーやカ

ードキーに対応

した入退構シス

テム等を導入す

る。 

の従業員等の所

在を把握しまし

ょう。 

ルタイムでの把

握や、記録保存の

ために、カードキ

ーやカードキー

に対応した入退

構システム等の

導入を検討しま

しょう。 

の従業員等の所

在を把握しまし

ょう。 

ルタイムでの把

握や、記録保存

のために、カー

ドキーやカード

キーに対応した

入退構システム

等の導入を検討

しましょう。 

の従業員等の所

在を把握しまし

ょう。 

ルタイムでの把

握や、記録保存

のために、カー

ドキーやカード

キーに対応した

入退構システム

等の導入を検討

しましょう。 

有用。 

 

■施設管理 

No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製造

工場向け) 

解説  製造 解説  運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

41 ○敷地内への侵入

防止のため、フェ

ンス等を設ける。 

・食品工場の敷地

内への出入りし

やすい環境が多

いため、敷地内へ

の立ち入りを防

止することが望

ましい。 

○（フェンス等の設

置） 

敷地内への侵入

防止のため、フ

ェンス等を設け

ましましょう。 

・食品工場の敷敷

地内への出入り

しやすい環境が

多いため、敷地内

への立ち入りを

防止するための

対策（フェンス等

の設置）を検討し

ましょう。 

○（フェンス等の設

置） 

敷地内への侵入

防止のため、フ

ェンス等を設け

ましょう。 

・物流・保管施設の

敷地内への出入

りしやすい環境

が多いため、敷地

内への立ち入り

を防止するため

の対策（フェンス

等の設置）を検討

しましょう。 

○（扉の施錠等の設

置） 

接客（食事提供）

施設内での作業

空間への侵入防

止のため、扉へ

の施錠等を検討

しましょう。 

・接客（食事提供）

施設の敷地内へ

は、常に利用客が

出入りしていま

す。作業用スペー

スへの利用客の

立ち入りを防止

するため、死角と

なるような個所

では、扉の施錠等

の対策を検討し

ましょう 

・食材や原材料等

が保管されてい

るバックヤード

〇有り 

外部者の進

入防止に有

用。 

〇無し 
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No. 

食品防御対策ガイ

ドライン(食品製造

工場向け) 

解説  製造 解説  運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

は、無人になるこ

とがあるため、確

実に施錠しまし

ょう。 

42 ○カメラ等により

工場建屋外の監

視を行う。 

・カメラ等による

工場建屋への出

入りを監視する

ことによる抑止

効果が期待でき、

また、有事の際の

確認に有用であ

る。 

○（監視カメラの設

置） 

カメラ等により

工場建屋外の監

視を検討しまし

ょう。 

・カメラ等による

工場建屋への出

入りを監視する

ことは、抑止効果

が期待できると

共に、有事の際の

確認に有用です。 

○（監視カメラの設

置） 

カメラ等により

物流・保管施設

建屋外の監視を

検討しましょ

う。 

・カメラ等による

物流・保管施設建

屋への出入りを

監視することは、

抑止効果が期待

できると共に、有

事の際の確認に

有用です。 

○（監視カメラの設

置） 

カメラ等により

接客（食事提供）

施設建屋内外の

監視を検討しま

しょう。 

・カメラ等による

接客（食事提供）

施設の建屋内外

を監視すること

は、抑止効果が期

待できると共に、

有事の際の確認

に有用です。 

〇有り 

濃厚接触者

の確認等に

有用。 

〇無し 

43 ○警備員の巡回や

カメラ等により

敷地内に保管中

／使用中の資材

や原材料の継続

的な監視、施錠管

理等を行う。 

・資材・原料保管庫

は人が常駐して

いないことが多

く、かつアクセス

が容易な場合が

多い。可能な範囲

で警備員の巡回

やカメラ等の設

置、施錠確認等を

行う。 

○（継続的な監視） 

警備員の巡回や

カメラ等により

敷地内に保管中

／使用中の資材

や原材料の継続

的な監視、施錠

管理等を行いま

しょう。 

・人が常駐してい

ないことが多く、

アクセスが容易

な場合が多い資

材・原料保管庫

は、可能な範囲で

警備員の巡回や

カメラ等の設置、

施錠確認等を行

いましょう。 

○（継続的な監視） 

警備員の巡回や

カメラ等により

敷地内に保管中

の商品の継続的

な監視、施錠管

理等を行いまし

ょう。 

・人が常駐してい

ないことが多く、

アクセスが容易

な場合が多い取

扱商品の保管庫

は、可能な範囲で

警備員の巡回や

カメラ等の設置、

施錠確認等を行

いましょう。 

○（継続的な監視） 

警備員の巡回や

カメラ等により

敷地内に保管中

／使用中の食材

や食器等の継続

的な監視、施錠

管理等を行いま

しょう。 

・人が常駐してい

ないことが多く、

アクセスが容易

な場合が多い食

材保管庫は、カメ

ラ等の設置、施錠

確認等を行いま

しょう。 

・警備員が配置さ

れている規模の

大きな施設で、定

期的な巡回経路

に組み込みまし

ょう。 

〇有り 

濃厚接触者

の確認等に

有用。 

〇無し 

 
３．大規模イベント時に必要な対応 

大規模イベント時には、ケータリング等、外部の食品工場等で調理された商品が搬入されることがあるため、配送用トラック等でも必要な対策。 
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No. 

食品防御対策

ガイドライン

(食品製造工場

向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

44 ― ― ― ― ○（感染症流行期の

対策） 

世界的な感染症の

拡大が見られる場

合には、運搬中の

感染防止のため、

国等が推奨する感

染予防策を積極的

に取り入れましょ

う。 

・従業員の健康管

理と感染予防対

策を定め、職場内

での感染拡大防

止を徹底しまし

ょう。 

・感染症の拡大時

期には、国等のガ

イドラインに従

って感染防止対

策を講じましょ

う。 

・搬送用トラック

への同乗時は、マ

スク直用・会話を

控える等の感染

予防策を徹底し

ましょう。 

○（感染症流行期

の対策） 

世界的な感染症

の拡大が見られ

る場合には、施

設内での感染防

止のため、国等

が推奨する感染

予防策を積極的

に取り入れまし

ょう。 

・従業員の健康管

理と感染予防対

策を定め、職場

内での感染拡大

防止を徹底しま

しょう。 

・感染症の拡大時

期には、国等のガ

イドラインに従

って感染防止対

策を講じましょ

う。 

・利用者にも体調

確認を依頼し、体

調不良者には、施

設の利用を控え

て頂きましょう。 

〇有り 

感染症対策

であるため。 

〇無し 

45 ― ― ― ― ― ― ○（利用客対策） 

不特定多数のお

客様が出入りす

る接客（食事提

供）施設では、利

用客に交じって

意図的に有害物

質を混入するこ

とも考えられま

すので対策を行

いましょう。 

・接客（食事提供）

施設では、不特定

多数の人の出入

りがあるため、利

用客に交じって

意図的に有害物

質を混入するこ

とも考えられま

す。利用客の行動

可能範囲を予め

定めておきまし

〇有り 

感染者の入

場制限にも

有用。 

☆有り 

感染者が正

確に申告し

てくれるの

かが課題。 
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No. 

食品防御対策

ガイドライン

(食品製造工場

向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

ょう。 

・入口等に消毒用

薬剤を設置する

際には、その管理

に注意しましょ

う。 

 

手指消毒薬

の食品中へ

の混入や、消

毒薬に細菌

等が混入さ

れる可能性

がある。 

46 ― ― ― ― ― ― ○（客席等の対策） 

客席等には、お

冷や調味料、食

器などは置かな

いようにしまし

ょう。 

また、セルフサ

ービスのサラダ

バーやドリンク

バー等での混入

や感染防止対策

も必要です。 

感染拡大時に

は、換気や客席

の間隔をとる

等、動線上の手

洗い場を設ける

等の有効な対策

も検討しましょ

う。 

・客席テーブル上

のお冷や調味料、

食器等に異物が

混入される可能

性も否定できず、

また、食器、共有

のトング等は、感

染拡大の原因に

もなります。食品

防御及び感染拡

大防止の両方の

観点から、それら

を客席に備え付

けることは控え、

その都度渡す、封

をするなどの対

策を行いましょ

う。 

・利用客に交じっ

ての異物混入や、

共有のトング等

〇有り 

接触感染防

止に有用 

☆有り 

  

 

 

 

 

 

 

スタッフが

利用客と接

触危害が増

えないよう

な対策が必

要。 
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No. 

食品防御対策

ガイドライン

(食品製造工場

向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

による感染を予

防する観点から、

ビュッフェ形式

は避け、小分けに

した状態で個別

に提供すること

を検討しましょ

う。 

47 ― ― ― ― ― ― ○（監視カメラの設

置） 

利用者が直接、

食品に触れる様

なカフェテリア

形式の配膳場

所、サラダバー

等には、カメラ

等による監視を

検討しましょ

う。 

・不特定多数の利

用客が出入りす

る飲食店等の配

膳場所やサラダ

バー・ドリンクバ

ー等をカメラ等

により監視する

ことは、抑止効果

が期待できると

共に、有事の際の

確認に有用です。 

〇有り 

感染者の立

入りの有無

の確認や。濃

厚接触者の

特定に有用。 

☆有り 

録画画像を

確認するた

めの人が必

要。 

48 ― ― ― ― ― ― ○（厨房の防犯・

監視体制の強

化） 

厨房内には、作

り置きの料理等

が保管される場

合があります。

保管の際には、

冷蔵庫等にカギ

をかける等の異

― 〇有り 

感染者の立

入りの有無

の確認に有

用。 

〇無し 

3-98



No. 

食品防御対策

ガイドライン

(食品製造工場

向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

物混入対策が必

要です。 

49   ― ― ― ― ○（報道陣対応） 

大規模なイベン

ト時には、報道

陣に紛れての不

審者の侵入にも

注意しましょ

う。 

・報道関係者の駐

車エリアも設定

しておきましょ

う。 

・報道関係者も施

設内に立ち入る

際には、適切な許

可を受けた者の

みにしましょう。 

〇有り 

感染者の立

入りの有無

の確認に有

用。 

〇無し 

50   ― ― ― ― ○（関係機関との連

携強化） 

大規模なイベン

ト時には、多く

の関係機関との

連携を密にし、

迅速な情報の共

有化に努めまし

ょう。 

・大規模イベント

時には、開催主

体・食品事業者・

保健所等、多くの

組織が運営に関

与します。どのよ

うな組織が関与

しているのか十

分に把握してお

きましょう。 

・事故等発生時、感

染者が利用した

際の連絡体制及

び対応方法を定

め、情報の共有と

適切・迅速な対応

に努めましょう。 

〇有り 

感染拡大の

防止にも関

係会館等の

連携は有用。 

〇無し 

51 ― ― ― ― （荷台等への私物の ・荷台への私物の ― ― 〇有り 〇無し 
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No. 

食品防御対策

ガイドライン

(食品製造工場

向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

持込み禁止） 

・配送用トラック等

の車輛の荷台には、

私物等は持ち込ま

せない。また定期的

に持ち込んでいな

いかを確認しまし

ょう。 

持ち込みは、異物

混入のリスクを

高めるだけでな

く、従業員への疑

いも掛かります。 

私物による

感染拡大防

止に有用 

52 ― ― ― ― （無関係者の同乗禁

止） 

・配送用トラック等

の車輛には、運転手

及び助手以外の配

送作業に関係しな

い人間は同乗させ

ない。 

・たとえ同じ会社

の同僚・上司であ

っても配送車輛

への同乗は異物

混入のリスクを

高めます。 

― ― 〇有り 

密な状況で

の感染拡大

防止に有用 

〇無し 

53 ― ― ― ― （荷台ドアの施錠） 

・配送用トラック等

の荷台ドアに施錠

が出来る車輛での

配送を行い、荷積

み、荷卸し以外は荷

台ドアに施錠をし

ましょう。車輛を離

れる際は、荷台ドア

の施錠を確認しま

しょう。 

― ― ― 〇有り 

感染力のあ

る食品の積

み込み防止

に有用 

〇無し 
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No. 

食品防御対策

ガイドライン

(食品製造工場

向け) 

解説 製造 解説 運搬・保管 解説  調理・提供 解説 

感染症対策 

としての有

用性 

食品防御対

策と感染症

対策の並立

時の課題 

54 ― ― ― ― ・配送作業が無い場

合でたとえ施設内

に駐車した配送用

トラック等の車輛

でも必ず、運転席や

荷台ドアの施錠を

行いましょう。 

・夜間や駐車中の

車輛に行われる

意図的な行為に

対いてのリスク

を低減しましょ

う。 

・閉めると自動で

鍵がかかる機能

を持つ荷台の扉

などを積極的に

導入し、駐車時等

の盗難防止に努

めましょう。 

― ― 〇有り 

感染力のあ

る食品の積

み込み防止

に有用。 

〇無し 

55 ― ― ― ― （GPS等による位置

確認） 

・不測の事態が起こ

った場合などに備

え、GPSが搭載され

た車輛が望ましい。 

― ― ― 〇有り 〇無し 
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食品防御対策ガイドライン（中小規模事業所向け）（令和 5年度(案)） 

 

【本ガイドライン作成の趣旨】 

本ガイドラインは、食品防御対策ガイドライン（食品製造工場向け）、（運搬・保管施設向け）、（調理・提供施設向け）は、いずれも項目数が多かったことから、規模

の小さい食品事業者の皆様において活用されることを念頭に、（食品製造工場向け）、（運搬・保管施設向け）、（調理・提供施設向け）を一覧にし、対策項目とその解説

を一体化したものです。より多くの食品関係事業者の皆様が、自社の製品の製造、運搬・保管、調理・提供の各過程において、適切な食品防御対策がとれるように、参

考とされることを期待しています。 

 
１．優先的に実施すべき対策 

■組織マネジメント 

No. 製造 運搬・保管 調理・提供 

1 

□ 

○（危機管理体制の構築） 

異常の早期発見するための苦情等集約する仕組みを

構築している。 

保健所等への相談、社内外への報告、製品の回収、

保管、廃棄等の手続き定めている。 

○（危機管理体制の構築） 

異常の早期発見のための苦情等を集約する仕組み

を構築している。 

保健所等への相談、社内外への報告、製品の回収、

保管、廃棄等の手続きを定めている。 

○（危機管理体制の構築） 

異常の早期発見のための苦情等を集約する仕組みを

構築している。 

保健所等への相談、社内外への報告、飲食料の回収、

保管、廃棄等の手続きを定めている。 

2 

□ 

○（異常発見時の報告） 

施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に

気が付いた時には、すぐに施設責任者や調理責任者に

報告させている。 

○（異常発見時の報告） 

施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に

気が付いた時には、すぐに施設責任者に報告させてい

る。 

○（異常発見時の報告） 

施設内や敷地内での器物の破損、不用物、異臭等に

気が付いた時には、すぐに施設責任者や調理責任者に

報告させている。 

3 

□ 

○（感染症対策） 

従業員の感染症への罹患状況を確認している。 

地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関

する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応

策を事前に検討している。 

○（感染症対策） 

従業員の感染症への罹患状況を確認している。 

地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関

する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応

策を事前に検討している。 

○（感染症対策） 

従業員の感染症への罹患状況を確認している。 

地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関

する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の対応

策を事前に検討している。 

4 

□ 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めてい

る。 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めてい

る。 

○（職場環境づくり） 

従業員等が働きやすい職場環境づくりに努めてい

る。 

資料２－２ 

3-102



No. 製造 運搬・保管 調理・提供 

5 

□ 

○（教育） 

自社の製品・サービスの品質と安全確保について高

い責任感を持ちながら働けように、適切な教育を行っ

ている。 

○（教育） 

取扱い製品の品質と安全確保について高い責任感を

持ちながら働けるように、適切な教育を行っている。 

○（教育） 

自社の製品・サービスの品質と安全確保について高

い責任感を持ちながら働けるように、適切な教育を行

っている。 

6 

□ 

○（教育内容） 

定期的に食品防御に関する教育を行い、その重要性

を認識してもらっている。 

○（教育内容） 

定期的に食品防御に関する教育を行い、その重要性

を認識してもらっている。 

○（教育内容） 

定期的に食品防御に関する教育を行い、予防措置に

関する内容を含め、その重要性を認識してもらってい

る。 

7 

□ 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に

把握している。 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に

把握している。 

○（勤務状況等の把握） 

従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に

把握している。 

 

■人的要素（従業員等） 

No. 製造 運搬・保管 調理・提供 

8 

□ 

○従業員採用時の留意点（身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確

認している。 

○従業員採用時の留意点（身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確

認している。 

○従業員採用時の留意点（身元の確認等） 

従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確

認している。 

9 

□ 

○（従業員の配置） 

フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員

を重要箇所に配置している。 

○（従業員の配置） 

フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員

を重要箇所に配置している。 

○ （従業員の配置） 

フードディフェンスに関する理解・経験の深い職員

を重要箇所に配置している。 

10 

□ 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適切に行っている。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症

に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲へ

の感染拡大防止や、食品中への混入防止に留意してい

る。 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適切に行っている。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症

に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲へ

の感染拡大防止や、食品中への混入防止に留意してい

る。 

○（従業員の健康管理） 

日々、従業員の健康管理を適切に行っている。 

飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に

罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲への

感染拡大防止や、食品中への混入防止に留意している。 

11 

□ 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）

を適切に管理している。 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）

を適切に管理している。 

○（制服・名札等の管理） 

従業員等の制服や名札、IDバッジ、鍵（キーカード）

を適切に管理している。 
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No. 製造 運搬・保管 調理・提供 

12 

□ 

○（私物の持込みと確認） 

私物を製造現場内へは原則として持ち込まないこ

ととし、これが遵守されていることを確認かを定期的

に確認している。 

○（私物の持込みと確認） 

私物を仕分け現場へは原則として持ち込まないこ

ととし、これが遵守されているかを定期的に確認して

いる。 

○（私物の持込みと確認） 

私物を食材保管庫・厨房・配膳の現場へは原則とし

て持ち込まないこととし、これが遵守されているかを

定期的に確認している。 

13 

□ 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

○（休憩室・トイレ等の 5Sの徹底） 

休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

14 

□ 

○（出勤時間・言動の変化等の把握） 

従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従

来とは異なる言動の変化等を把握している。 

○（出勤時間・言動の変化等の把握） 

従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従

来とは異なる言動の変化等を把握している。 

○（出勤時間・言動の変化等の把握） 

従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従

来とは異なる言動の変化等を把握している。 

15 

□ 

○（新規採用者の紹介） 

新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、見慣れない

人への対応力を高めている。 

○（新規採用者の紹介） 

新規採用者は、朝礼等の機会に紹介し、見慣れない

人への対応力を高めている。 

○（従業員の自己紹介） 

新たな店舗等がスタートする際には、ミーティング

等で自己紹介し、スタッフ同士の認識力を高め、見慣

れない人への対応力を高めている。 

 

■人的要素（部外者） 

No. 製造 運搬・保管 調理・提供 

16 

□ 

○（訪問者への対応） 

1_事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認

し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行している。 

感染症の流行時は、直接の訪問は極力避ける様にし

ている。 

 

2_事前予約がない場合や初めての訪問者 

原則として事務所等で対応し、工場の製造現場への

入構を認めないようにしている。 

特に感染症の流行時は、注意している。 

○（訪問者への対応） 

1_事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認

し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行している。 

感染症の流行時は、直接の訪問は極力避ける様にし

ている。 

 

2_事前予約がない場合や初めての訪問者 

原則として事務所等で対応し、工場の製造現場への

入構を認めないようにしている。 

特に感染症の流行時は、注意している。 

○（訪問者への対応） 

1_事前予約がある場合 

身元・訪問理由・訪問先（部署・担当者等）を確認

し、可能な限り従業員が訪問場所まで同行している。 

感染症の流行時は、直接の訪問は極力避ける様にし

ている。 

 

2_事前予約がない場合や初めての訪問者 

立ち入りを認めないようにしている。 

特に感染症の流行時は、注意している。 

17 

□ 

○（業者の持ち物確認） 

食品工場内を単独で行動する可能性のある訪問者

（業者）の持ち物は十分確認し、不要なものを持ち込

ませないようにしている。 

○（業者の持ち物確認） 

物流・保管施設内を単独で行動する可能性のある訪

問者（業者）の持ち物は十分確認し、不要なものを持

ち込ませないようにしている。 

○（業者の持ち物確認） 

厨房等施設・設備内を単独で行動する可能性のある

訪問者（業者：報道関係・警備関係を含む）の持ち物

は十分確認し、不要なものを持ち込ませないようにし

ている。 
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No. 製造 運搬・保管 調理・提供 

18 

□ 

― ― ○（悪意を持った来客対策） 

来客の中には悪意を持っている者がいる可能性も考

慮している。 

19 

□ 

○（郵便・宅配物の受取場所） 

郵便、宅配物等の受け入れ先（守衛所、事務所等）

を定めている。 

○（郵便・宅配物の受取場所） 

郵便、宅配物等の受け入れ先（守衛所、事務所等）

を定めている。 

― 

 

■施設管理 

No. 製造 運搬・保管 調理・提供 

20 

□ 

○（調理器具等の定数管理） 

使用する原材料や調理器具、洗剤等について、定数・

定位置管理を行っている。 

○（仕分け用具等の定数管理） 

使用する仕分け作業用の器具や工具等について、定

数・定位置管理を行っている。 

○（調理器具等の定数管理） 

使用する原材料や調理器具、洗剤等について、定数・

定位置管理を行っている。 

21 

□ 

○（脆弱性の高い場所の把握と対策） 

食品に直接手を触れることができる仕込みや袋詰め

の工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質

を混入しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れな

い様にカバーなどの防御対策を検討している。 

○（脆弱性の高い場所の把握） 

食品に直接手を触れることができる仕分けや袋詰め

工程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を

混入しやすい箇所を把握し、可能な限り手を触れない

様にカバーなどの防御対策を検討している。 

○（脆弱性の高い場所の把握） 

食品に直接手を触れることができる調理や配膳の工

程や、従事者が少ない場所等、意図的に有害物質を混

入しやすい箇所を把握している。 

22 

□ 

○（無人の時間帯の対策） 

工場が無人となる時間帯についての防犯対策を講じ

ている。 

○（無人の時間帯の対策） 

物流・保管施設が無人となる時間帯についての防犯

対策を講じている。 

○（無人の時間帯の対策） 

厨房・食事提供施設が無人となる時間帯（閉店後を

含む）についての防犯対策を講じている。 

23 

□ 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

○（鍵の管理） 

鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 

24 

□ 

○（外部からの侵入防止策） 

製造棟、保管庫への外部からの侵入防止対策を行っ

ている。 

○（外部からの侵入防止策） 

物流・保管施設への外部からの侵入防止対策を行っ

ている。 

○（外部からの侵入防止策） 

食品保管庫や厨房への外部からの侵入防止対策を行

っている。 

25 

□ 

○（確実な施錠） 

製造棟の出入り口や窓など外部から侵入可能な場所

を特定し、確実に施錠する等の対策を採っている。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（確実な施錠） 

物流・保管施設の出入り口や窓など外部から侵入可

能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採って

いる。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（確実な施錠） 

食品保管庫や厨房の出入り口や窓など外部から侵入

可能な場所を特定し、確実に施錠する等の対策を採っ

ている。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

26 ○（試験材料等の管理） ― ○（洗剤等の保管場所） 
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No. 製造 運搬・保管 調理・提供 

□ 食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）

や有害物質の保管場所を定め、当該場所への人の出入

りを管理する。また、使用日時や使用量の記録、施錠

管理を行っている。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

厨房の洗剤等、有害物質の保管場所を定め、当該場

所への人の出入りを管理する。また、使用日時や使用

量の記録、施錠管理を行っている。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

27 

□ 

○（紛失時の対応） 

食品工場内の試験材料（検査用試薬・陽性試料等）

や有害物質を紛失した場合は、工場長や責任者に報告

し、工場長や責任者はその対応を決定している。 

― ○（洗剤等の紛失時の対応） 

厨房の洗剤等、有害物質を紛失した場合は、施設責

任者や調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者

はその対応を決定している。 

28 

□ 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管

理を徹底している。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管

理を徹底している。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

○（殺虫剤の管理） 

殺虫剤の使用目的や保管場所を定め、施錠による管

理を徹底している。 

この項目は、コストをかけず対応可能な部分であり、

中小規模事業所において徹底を図ること。 

29 

□ 

○（給水施設の管理） 

井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じてい

る。 

― ○（給水施設の管理） 

井戸、貯水、配水施設への侵入防止措置を講じてい

る。 

30 

□ 

○（井戸水の管理） 

井戸水に毒物を混入された場合の被害は、工場全体

に及ぶため、厳重に管理している。 

― ○（井戸水の管理） 

井戸水に毒物を混入された場合の被害は、接客（食

事提供）施設全体に及ぶため、厳重に管理している。 

31 

□ 

○（コンピューターの管理） 

コンピューター処理制御システムや重要なデー

タシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正

なアクセスを防止している。 

○（コンピューターの管理） 

コンピューター処理制御システムや重要なデー

タシステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正

なアクセスを防止している。 

◯（顧客情報の管理） 

喫食予定の VIPの行動や食事内容に関する情報へ

のアクセス可能者は、接客の責任者などに限定して

いる。 

 

■入出荷等の管理 

No. 製造 運搬・保管 調理・提供 

32 

□ 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

資材や原材料等の受け入れ時及び使用前に、ラベル

や包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・

数量との整合性を確認している。 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

取扱商品等の受け入れ時及び仕分け前に、ラベルや

包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数

量との整合性を確認している。 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

食材や食器等の受け入れ時及び使用前に、ラベルや

包装の異常の有無、納入製品・数量と、発注製品・数

量との整合性を確認している。 
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異常を発見した場合は、工場長や責任者に報告し、

工場長や責任者はその対応を決定している。 

異常を発見した場合は、施設責任者に報告し、責任

者はその対応を決定している。 

入荷時には、事前に発送元から通知のあったシリア

ルナンバーと製品・数量に間違いがないかを確認して

いる。 

出荷時には、シリアルナンバーの付いた封印を行い、

製品・数量とともに荷受け側に予め通知している。事

前通知には、車両のナンバーやドライバーの名前など

も通知している。 

異常を発見した場合は、料理長や責任者に報告し、

料理長や責任者はその対応を決定している。 

33 

□ 

○（積み下ろしや積み込み作業の監視） 

資材や原材料等の納入時の積み下ろし作業や製品の

出荷時の積み込み作業を監視している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼

関係や、重量での発注に基づく「納入品の外置き」等

の習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図

ること。 

○（積み下ろしや積み込み作業の監視） 

取扱商品等の納入時の積み下ろし作業や出荷時の積

み込み作業にも気を配る。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼

関係や、重量での発注に基づく「納入品の外置き」等

の習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図

ること。 

○（積み下ろしの監視） 

食材や食器等の納入時の積み下ろし作業は確認して

いる。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼

関係や、重量での発注に基づく「納入品の外置き」等

の習慣が見られるので、これら習慣の撤廃の徹底を図

ること。 

34 

□ 

― ○（製品等の混在防止対策） 

ハイセキュリティ製品と一般製品が混ざる事の無い

ように動線を確保し、物理的に分離して保管している。

また監視カメラを設置するなどの対策を行っている。 

○（調理や配膳作業の監視） 

調理や料理等の配膳時の作業を確認している。 

35 

□ 

○（在庫数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

保管中の在庫の紛失や増加、意図的な食品汚染行為

の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や調

理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対

応を決定している。 

○（在庫数の増減や汚染行為の徴候への対応） 

保管中の商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為

の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や調

理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はその対

応を決定している。 

○（保管中の食材や料理数の増減や汚染行為の徴候へ

の対応） 

保管中の食材や料理の紛失や増加、意図的な食品汚

染行為の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任

者や調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者は

その対応を決定している。 
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36 

□ 

○（過不足への対応） 

製品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増加）

についての連絡があった場合、工場長や責任者に報告

し、工場長や責任者はその対応を決定している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼

関係や、重量での発注に基づく「納入品の内容をよく

確認しない」等の習慣が見られるので、これら習慣の

撤廃の徹底を図ること。 

○（過不足への対応） 

取扱商品の納入先から、納入量の過不足（紛失や増

加）についての連絡があった場合、施設責任者に報告

し、施設責任者はその対応を決定している。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼

関係や、重量での発注に基づく「納入品の内容をよく

確認しない」等の習慣が見られるので、これら習慣の

撤廃の徹底を図ること。 

○（過不足への対応） 

お客様から、提供量の過不足（特に増加）について

の連絡があった場合、施設責任者や調理責任者に報告

し、施設責任者や調理責任者はその対応を決定してい

る。 

中小規模事業所においては、原材料仕入先との信頼

関係や、重量での発注に基づく「納入品の内容をよく

確認しない」等の習慣が見られるので、これら習慣の

撤廃の徹底を図ること。 

37 

□ 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

製品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもすぐに

確認できるようにしている。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

取扱商品納入先の荷受担当者の連絡先を、誰でもす

ぐに確認できるようにしている。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

喫食者に異変が見られた場合の対応体制・連絡先等

を、誰でもすぐに確認できるようにしている。 

 

２．大規模イベント時に必要な対応 

大規模イベント時には、ケータリング等、外部の食品工場等で調理された商品が搬入されることがあるため、配送用トラック等でも必要な対策。 

No. 製造 運搬・保管 調理・提供 

38 

□ 

― ○（感染症流行期の対策） 

世界的な感染症の拡大が見られる場合には、運搬中

の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積極

的に取り入れている。 

○（感染症流行期の対策） 

世界的な感染症の拡大が見られる場合には、施設内

での感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積

極的に取り入れている。 

39 

□ 

― ― ○（お客様対策） 

不特定多数のお客様が出入りする接客（食事提供）

施設では、利用客に交じって意図的に有害物質を混入

することも考えられるため、対策を検討している。 

40 

□ 

― ― ○（客席等の対策） 

客席等には、お冷や調味料、食器などは置かない。

また、セルフサービスのサラダバーやドリンクバー等

での混入や感染防止対策も検討している。 

感染拡大時には、換気や客席の間隔をとる等、動線

上の手洗い場を設ける等の有効な対策も検討してい

る。 

3-108



No. 製造 運搬・保管 調理・提供 

41 

□ 

― ― ○（監視カメラの設置） 

利用者が直接、食品に触れる様なカフェテリア形式

の配膳場所、サラダバー等には、カメラ等による監視

を検討している。 

42 

□ 

― ― ○（厨房の防犯・監視体制の強化） 

厨房内には、作り置きの料理等を保管する場合に

は、冷蔵庫等にカギをかける等の異物混入対策を行っ

ている。 

43 

□ 

― ― ○（報道陣対応） 

大規模なイベント時には、報道陣に紛れての不審者

の侵入にも注意している。 

44 

□ 

― ― ○（関係機関との連携強化） 

大規模なイベント時には、多くの関係機関との連携

を密にし、迅速な情報の共有化に努めている。 

45 

□ 

― ○（荷台等への私物の持込み禁止） 

配送用トラック等の車輛の荷台には、私物等は持ち

込ませない。また、定期的に持ち込んでいないかを確

認している。 

― 

46 

□ 

― ○（無関係者の同乗禁止） 

配送用トラック等の車輛には、運転手及び助手以外

の配送作業に関係しない人間は同乗させない。 

― 

47 

□ 

― ○（荷台ドアの施錠） 

配送用トラック等の荷台ドアに施錠が出来る車輛で

の配送を行い、荷積み、荷卸し以外は荷台ドアに施錠

し、車輛を離れる際は、荷台ドアの施錠を確認してい

る。 

配送作業が無い場合でたとえ施設内に駐車した配送

用トラック等の車輛でも必ず、運転席や荷台ドアの施

錠を行っている。 

― 

48 

□ 

― 〇（GPS等による位置確認） 

不測の事態が起こった場合などに備え、車輛には

GPSを搭載している。 

― 
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食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス提供事業者及び利用事業者向けチェックリスト） 

（令和 5年度（案）） 

 
【本チェックリストの対象】 

食品の宅配を担当するフードデリバリーサービス提供事業者（以下「デリバリー事業者」という。自社配

達、プラットフォーム運営事業者及び個人事業主、タクシー運転手等の兼業者を含む）と、同事業者に食品の

宅配を依頼する食品事業者（ファーストフード店・レストラン・食品工場等）において活用されることを念頭

に作成したものである。 

デリバリー事業者においては食品防御対策ガイドラインの「運搬・保管向け」の内容を、デリバリー事業者

を利用する食品事業者においては、「調理・提供施設向け」及び「食品製造工場向け」に記載された内容を参考

に、当チェックリストを作成している。 

No. 
宅配を担当するフードデリバリー事業者向け 

（運搬・保管） 

フードデリバリー事業者を利用する食品事業者向け 

（調理・提供施設及び食品製造工場を想定） 

※詳細は食品防御対策ガイドラインを参照のこと 

１．優先的に実施すべき対策 

 ■組織マネジメント ■組織マネジメント 

１ 

☐ 

○（危機管理体制の構築） 

・配達中に、配達員が異物等を混入しない体制を構築

している。 

○（危機管理体制の構築） 

・配達中に従業員が異物等を混入しづらい体制を構築

している信頼できる事業者に委託している。 

・配達員から異常等の連絡があった場合、利用客への

連絡、保健所等への相談、社内外への報告、飲食料品

の回収、保管、廃棄等の手続きを定めている。 

２ 

☐ 

○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等を発見した場合

や、苦情等を受けた場合の報告体制を整備し、速や

かに委託を受けた運営事業者や食品事業者等の責

任者に報告している。 

○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等が発見された場

合や、苦情等を受けた場合の報告体制を整備し、速

やかに配達員や運営事業者から報告を受けている。 

３ 

☐ 

○（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関

する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の

BCP等を事前に検討している。 

・世界的な感染症の拡大が見られる場合には、配達員

の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を

積極的に取り入れている。 

○（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関

する情報にも普段から注意を払い、感染拡大時の BCP

等を事前に検討している。 

・世界的な感染症の拡大が見られる場合には、従業員

の感染防止のため、国等が推奨する感染予防策を積

極的に取り入れている。 

４ 

☐ 

○（職場環境づくり） 

・配達員等の安全対策を実施し、働きやすい職場環境

づくりに努めている。 

○（職場環境づくり） 

・委託先及びその配達員との良好な関係を構築し、配

達員等が働きやすい職場環境づくりに協力してい

る。 

５ 

☐ 

○（教育） 

・配達員等に対して、取扱う商品の品質と安全確保に

関して適切な教育を行っている。 

・配達員等に対する教育内容には、万が一、不適切な

行動があった場合は、刑事罰だけでなく、賠償責任

が発生することも含めている。 

・業務委託契約の場合には、契約事項で食品防御対策

○（教育） 

・デリバリー事業者を利用する際に発生する自社の商

品・サービスの品質と安全確保、食品防御に関する

リスク等について、適切な教育を行っている。 

・従業員に対する教育内容には、万が一、不適切な行

動があった場合は、刑事罰だけでなく、賠償責任が

発生することも含めている。 

資料２－３ 
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No. 
宅配を担当するフードデリバリー事業者向け 

（運搬・保管） 

フードデリバリー事業者を利用する食品事業者向け 

（調理・提供施設及び食品製造工場を想定） 

※詳細は食品防御対策ガイドラインを参照のこと 

の実施について触れている。業務仲介の場合は、食

品防御対策ガイドライン等について情報提供を行

っている。 

 ■人的要素（従業員・委託契約者等） ■人的要素（従業員等） 

６ 

☐ 

○ （配達員登録・契約・採用時の身元の確認等） 

・配達員の登録・契約・採用時には、可能な範囲で身

元を確認している。 

・運転免許証の原本は、契約時及び定期的に確認して

いる。 

・契約・採用時には、配達員向けチェックリスト等を

用いて、食品防御に関する知識の確認や情報提供

を行っている。 

○ （従業員採用時の身元の確認等） 

・従業員等の採用面接時には、可能な範囲で身元を確

認している。 

７ 

☐ 

○（従業員の配置） 

・運営事業者の食品安全等を担当する部署には、可能

な限りフードディフェンスに関する理解・経験の

深い職員を重要箇所に配置している。 

○ （従業員の配置） 

・デリバリーに関係する部署にも、可能な限りフード

ディフェンスに関する理解・経験の深い職員を配置

している。 

８ 

☐ 

○ （配達員の健康管理） 

・日々、配達員の健康状態を適切に確認するよう注意

喚起している。 

・飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症

に罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、取引

先・配達先を含む周囲への感染拡大防止や、食品中

への混入防止に留意している。 

○ （従業員の健康管理） 

・日々、従業員の健康状態を適切に確認している。 

・飛沫や濃厚接触で感染拡大を起こしやすい感染症に

罹患した場合は、速やかに上司等に相談し、周囲へ

の感染拡大防止や、食品中への混入防止に留意して

いる。 

９ 

☐ 

○（用具等の管理） 

・配達員等に対して運搬用ボックス等を適切に管理

するよう注意喚起している。 

○（制服・名札等の管理） 

・従業員等の制服や名札、ID バッジ、鍵（キーカード）

を適切に管理している。 

１０ 

☐ 

― ○（私物の持込みと確認） 

・私物を食材保管庫・厨房・商品受け渡し口等の現場

へは原則として持ち込まないこととし、これが遵守

されているかを定期的に確認している。 

１１ 

☐ 

― ○（休憩室・トイレ等の 5S の徹底） 

・休憩室やトイレ等も普段から 5Sを心がけている。 

１２ 

☐ 

○（配達員の勤務状況・稼働時間・配達範囲の変化等

の把握） 

・契約状況に応じて、配達員等の稼働時間や配達範囲

を把握し、著しい変化や、従来とは異なる稼働時間

や配達範囲・稼働頻度の変化等に注意を払ってい

る。 

○（勤務状況・出勤時間・言動の変化等の把握） 

・従業員の勤務状況、業務内容、役割分担等を正確に

把握している。 

・従業員等の出退勤時間を把握し、著しい変化や、従

来とは異なる言動の変化等を把握している。 

１３ 

☐ 

― ○（移動可能範囲の明確化） 

・規模の大きな施設では、就業中の全従業員等の移動

可能範囲を明確化にし、認められた範囲内で働かせ

ている。 
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No. 
宅配を担当するフードデリバリー事業者向け 

（運搬・保管） 

フードデリバリー事業者を利用する食品事業者向け 

（調理・提供施設及び食品製造工場を想定） 

※詳細は食品防御対策ガイドラインを参照のこと 

１４ 

☐ 

○（新規採用者・契約者の紹介） 

・新たに採用・契約した配達員は、依頼元事業者等に

適切に紹介し、成りすましを防ぐ工夫を行ってい

る。 

  

 ■人的要素（部外者） ■人的要素（部外者） 

１５ 

☐ 

○（依頼元での対応） 

・配達員には、正規の契約であることを証明するため

に、依頼元事業者に対して注文番号等の電子記録

を提示させている。 

・感染症の流行時は、依頼元の店舗等の商品の受渡し

の際には、配達員と受渡し担当者との接触を極力

避ける工夫を行うよう、利用事業者にも注意喚起

している。 

○（配達員への対応） 

・注文番号が確認できない配達員には配達を依頼しな

い。 

・感染症の流行時は、感染防止策を取った上で商品の

受渡しを行っている。 

１６ 

☐ 

○（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

・配達用車両は、指定された場所に駐車・駐輪してい

る。駐車・駐輪許可証が発行されている場合は、適

切に使用するように注意喚起している。 

○（駐車エリアの設定や駐車許可証の発行） 

・規模の大きな施設では、配達用車両の駐車・駐輪場

の設定や、駐車・駐輪許可証の発行等、無許可での敷

地内への進入や駐車・駐輪を防止している。 

１７ 

☐ 

○（商品の受渡しと配達員の持ち物確認） 

・商品の受取りは、定められた受渡し窓口で行い、不

用意に厨房内へは立入らないように注意喚起して

いる。 

・配達用車両の荷台や配達用バック内に、不要な私物

等を一緒に収納しないよう、注意喚起している。 

○（商品の受渡しと配達員の持ち物確認） 

・商品の受渡しは、定められた受渡し窓口で行い、配

達員が厨房等施設・設備内への立入らなくてもよい

ようにしている。 

・配達用車両の荷台や配達用バック内に、不要な私物

等を一緒に収納しないように、注意喚起している。 

１８ 

☐ 

○（悪意を持った配達員対策） 

・配達員の中には悪意を持っている者がいる可能性

も考慮している。 

○（悪意を持った配達員対策） 

・配達員の中には悪意を持っている者がいる可能性も

考慮している。 

 ■施設管理 ■施設管理 

１９ 

☐ 

○（配達用の用具等の定数管理） 

・配達に使用する用具（配達用バック等）等について、

定期的に定数管理を行うよう注意喚起している。 

○（宅配用資材等の定数管理） 

・宅配に使用する容器・包装材料等について、定期的

に定数管理を行っている。 

２０ 

☐ 

○（脆弱性の高い配達中の対策） 

・意図的に有害物質を混入しやすい環境が出現した

場合に備えて、商品にカバーや封印を行う等の防

御対策を行うよう、利用事業者に対して注意喚起

している。 

○（脆弱性の高い配達中の対策） 

・意図的に有害物質を混入しやすい環境が出現した場

合に備えて、商品にカバーや封印を行い、混入され

にくい、混入に気づきやすい対策を取っている。 

２１ 

☐ 

○（車両を離れる際の対策） 

・荷台に施錠が出来る配達用車両での配達を行い、走

行中や配達で車両を離れる際には、荷台の施錠を

確認し、自転車やバイクの場合には、配達用バック

を持ち歩くように注意喚起している。 

・たとえ施設内に駐車した配達用車両でも、必ず運転

席や荷台の施錠を行うよう注意喚起している。 

○（無人の時間帯の対策） 

・施設が無人となる時間帯（閉店後を含む）について

防犯対策を講じている。 

２２ 

☐ 

― ○（鍵の管理） 

・鍵の管理方法を策定し、定期的に確認している。 
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No. 
宅配を担当するフードデリバリー事業者向け 

（運搬・保管） 

フードデリバリー事業者を利用する食品事業者向け 

（調理・提供施設及び食品製造工場を想定） 

※詳細は食品防御対策ガイドラインを参照のこと 

・配達員には鍵へのアクセス権を設定しない。 

２３ 

☐ 

― ○（外部からの侵入防止策） 

・食品保管庫・厨房への外部からの侵入防止対策を行

っている。 

２４ 

☐ 

― ○（確実な施錠） 

・施設全体、食品保管庫や厨房の出入り口や窓など外

部から侵入可能な場所を特定し、確実に施錠する等

の対策を取っている。 

２５ 

☐ 

○（顧客情報の管理） 

・顧客情報（取引業者・利用客）等の重要なデータシ

ステムへのアクセス許可者は極力制限し、不正な

アクセスを防止している。 

◯（顧客情報の管理） 

・顧客情報（取引業者・利用客等）の重要なデータシス

テムへのアクセス可能者は、接客の責任者などに限

定している。 

 ■入出荷等の管理 ■入出荷等の管理 

２６ 

☐ 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

・商品等の受取り時に、ラベルや包装の異常の有無、

注文番号、発注商品と数量の整合性を確認し、異常

があれば施設責任者に連絡している。 

・異常を発見した場合は、施設責任者に報告し、施設

責任者はその対応を予め決めている。 

○（ラベル・包装・数量の確認） 

・商品等の受渡し時に、ラベルや包装の異常の有無、

注文番号、発注商品と数量の整合性を確認し、異常

があれば施設責任者に連絡している。 

・異常を発見した場合は、店長や責任者に報告し、店

長や責任者はその対応を予め決めている。 

２７ 

☐ 

○（配達中の商品の増減や汚染行為の徴候への対応） 

・配達中に商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為

の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者に

報告し、施設責任者はその対応を予め決めている。 

○（配達中の商品の増減や汚染行為の徴候への対応） 

・配達中に商品の紛失や増加、意図的な食品汚染行為

の兆候・形跡等が認められた場合は、施設責任者や

調理責任者に報告し、施設責任者や調理責任者はそ

の対応を予め決めている。 

２８ 

☐ 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

・配達した商品の依頼元や配達先の連絡先を、すぐに

確認できるようにしている。 

○（対応体制・連絡先等の確認） 

・配達した商品により喫食者に異変が見られた場合の

対応体制・連絡先等を、誰でもすぐに確認できるよ

うにしている。 

２．可能な範囲での実施が望まれる対策 

２９ 

☐ 

 

○（ドライブレコーダー・GPS等の活用） 

・不測の事態が起こった場合などに備えドライブレ

コーダーや GPS 等により配達中の位置の確認や記

録を検討している。 

○（ドライブレコーダー等・GPS の活用） 

・不測の事態が起こった場合などに備え、ドライブレ

コーダーや GPS 等を活用し、配達中の安全性の確保

が可能な事業者を選定し委託している。 
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食品防御対策ガイドライン 

（フードデリバリーサービス配達員向けチェックリスト） 

（令和 5年度（案）） 

 
【本チェックリストの対象】 

食品の配達を担当するフードデリバリーサービス提供事業者（以下「デリバリー事業者」という。自社配

達、フードデリバリー・デジタル・プラットフォーム運営事業者及び個人事業主、タクシー運転手等の兼業者

を含む）において、配達員が日々の配達において活用されることを念頭に作成したものである。 

事業者においては、食品防御対策ガイドライン（フードデリバリーサービス提供事業者及び利用事業者向け

チェックリスト（案））と併せて使用されることを想定している。 

No. 内容 

デリバリー向け

チェックリスト

対応項目 

１ 

☐ 

○ （新規登録・契約・採用時の身元の確認等） 

・配達員として新たに登録・契約・採用される際には、事業者の求めに応じて運転免

許証の原本等、身元を証明する書類を提示している。 

・運転免許証の原本は、事業者の求めに応じて定期的に提示している。 

６、１４ 

２ 

☐ 

○（契約者の確認） 

・配達員として契約された場合には、成りすまし等を防ぐために、依頼元事業者等に

適切に発注時の注文番号等で確認してもらっている。 

１４ 

３ 

☐ 

○（食品防御に関する知識と認識） 

・配達員として事業者に登録する際には、事業者が推奨する、取扱う商品の品質と安

全確保、食品防御に関する適切な知識を持っている。 

・不適切な行動があった場合、刑事罰や賠償責任等が発生することを正しく認識して

いる。 

・登録・契約・採用時には、本チェックリスト等を用いて、食品防御に関する知識を

確認している。 

５ 

４ 

☐ 

○ （健康管理） 

・日々、健康状態を適切に確認し、体調不良があった場合は、速やかに契約先・取引

先等に相談している。 

８ 

 〇（感染症対策） 

・地域の感染症情報や、世界的な感染症の流行等に関する情報にも普段から注意を払

い、国等が推奨する感染予防策を適切に実践している。 

・感染の恐れがある場合は、速やかに契約先・取引先等に相談している。 

３ 

５ 

☐ 

○（用具等の管理） 

・配達員等は、注文番号、運搬用ボックスを適切に管理し、自分以外の者には貸与し

ない。 

９、１９ 

６ 

☐ 

○（商品の受渡し） 

・商品の受取りは、定められた受渡し窓口で行い、不用意に厨房内へは立入らないよ

うにしている。 

・商品等の受取り時に、ラベルや包装の異常の有無、発注商品と数量の整合性を確認

し、記録に残している。 

１７、２６ 

７ 

☐ 

○（配達中の対策） 

・配達中に、第三者が意図的に有害物質を食品へ混入することがないよう、商品にカ

バーや封印等が施されていることを確認している。 

２０ 

資料２－４ 
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No. 内容 

デリバリー向け

チェックリスト

対応項目 

８ 

☐ 

○（異常発見時等の報告） 

・配達中に商品の破損や異常・異臭等を発見、または苦情等を受けた場合は、速やか

に委託を受けた運営事業者や食品事業者等の責任者に報告している。 

２、２７、２８ 

９ 

☐ 

〇（配達員の私物等） 

・配達中は不要な私物は携行せず、また、配達用車両の荷台や配達用バック内では、

私物と食品（商品）との接触を避ける様にしている。 

１７ 

１０ 

☐ 

○（駐車・駐輪） 

・配達用車両は、指定された場所に駐車・駐輪している。駐車・駐輪許可証が発行さ

れている場合は、適切に使用している。 

１６ 

１１ 

☐ 

○（車両を離れる際の対策） 

・荷台に施錠が出来る配達用車両での配達を行い、走行中や配達で車両を離れる際に

は、荷台の施錠を確認している。 

・自転車やバイクで配達する場合は、配達用バックを自転車等に置いたままにしな

い。 

・自動車で配達する場合は、車両の施錠を確実に実施する。 

・不測の事態が起こった場合等に備え、ドライブレコーダーや GPS 等を活用してい

る。 

２１、２９ 

１２ 

☐ 

○（顧客情報の管理） 

・プラットフォーム運営事業者が保管する重要な顧客情報（取引業者・利用客）等の

データシステムには、不正・にアクセスしないようにしている。 

２５ 
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厚生労働科学研究費補助金(食品の安全確保推進研究事業) 

「新型コロナウィルス感染症対策に取組む食品事業者における食品防御の推進のための研究」 

分担研究報告書（令和 5年度） 

 

テイクアウト・デリバリー施設等における食品防御対策の実態調査 

 

研究分担者  髙畑 能久（大阪成蹊大学 フードシステム研究室 教授） 

研究分担者  赤羽  学（国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部 部長） 

協力研究者  神奈川芳行（奈良県立医科大学 公衆衛生学講座 非常勤講師） 

 

 

Ａ. 研究目的 
本研究は、テイクアウト・デリバリー施設等

における食品防御対策の実態を把握し、食品防

御対策ガイドラインおよびフードデリバリー

サービス配達員向けチェックリストの試作版

を改善するうえで基礎的資料とすることを目

的として実施した。 
 
Ｂ．研究方法 
１．ゴーストレストランおよびクラウドキッチ

ンの実地調査 
（一社）日本フードサービス協会および（一

社）日本ゴーストレストラン協会の会員企業が

運営するブランドを含むテイクアウト・デリバ

リー施設3,000店舗から近畿エリアのゴースト

レストラン（クラウドキッチン含む）467 店舗

を抽出し、郵便ハガキにより実地調査を依頼し

た。また、それら運営企業 18 社には電話やメ

ール等により調査を依頼した。協力が得られた

店舗・企業には、あらかじめ食品防御対策ガイ

ドラインおよびフードデリバリーサービス配

達員向けチェックリストの試作版を提示した

うえ、主にゴーストレストランの課題と解決策

について実地調査を実施した。調査期間は、令

和 5 年 9 月から令和 6 年 1 月である。 
 

２．テイクアウト・デリバリー専門店等および

フードデリバリープラットフォーム事業者の

実地調査 
（一社）日本フードデリバリー協会を通し、

自社配達を主とするテイクアウト・デリバリー

専門店と中華料理店ならびに（一社）日本フー

研究要旨 

令和 5 年度は、近畿エリアのゴーストレストラン（クラウドキッチン含む）467 店舗および、それら運営

企業18社、自社配達を主とするテイクアウト・フードデリバリー専門店と中華料理店ならびにフードデリ

バリープラットフォーム事業者に実地調査を依頼した。ゴーストレストラン、クラウドキッチン、テイクアウ

ト・デリバリー専門店、中華料理店の各 1 店舗、フードデリバリープラットフォーム事業者 3 社から協力

が得られた。ゴーストレストランの課題と解決策では、飲食業の未経験者が営むケースがあるため、食

品衛生や食品防御対策に関する知識を習得するために役立つ教育ツールの提供が急務である。ま

た、配達員向けの効果的な食品防御教育の実践されていなかったことから、店舗側配達型では店舗

による教育、個人業務委託型では注意喚起や情報提供が不可欠である。したがって、テイクアウト・デ

リバリー施設等における食品防御対策は不十分であることが明らかとなったことから、食品防御対策ガ

イドラインや配達員向けチェックリスト等を活用した、より一層の普及・啓発活動が求められる。 
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ドデリバリーサービス協会を通し、フードデリ

バリープラットフォーム事業者に調査協力を

依頼した。協力が得られた店舗・企業に同じく

試作版を提示したうえ、主に効果的な食品防御

教育の実践方法について実地調査を実施した。

調査期間は、令和 5 年 12 月から令和 6 年 2 月

である。 
 
（倫理面への配慮） 
 本研究において、特定の研究対象者は存在せ

ず、直接的な個人情報の取り扱いはない。 
 
Ｃ. 研究結果 
１．ゴーストレストランおよびクラウドキッチン

の実地調査結果 
１．１ 回答企業・店舗の属性 
 近畿エリアのゴーストレストラン（クラウドキ

ッチン含む）467 店舗および、それら運営企業 18
社からゴーストレストラン 1 店舗の店長、クラウ

ドキッチン 1社の代表より実地調査に協力が得ら

れた（表 1）。 
１．２ ゴーストレストラン 
 通常のレストランであったが、コロナ禍で来店

客が減り店内飲食のみでは十分な収益が得られ

なくなったためゴーストレストランメニュー（パ

スタ、フレンチトースト、アサイーボウル、ビビ

ンバ、サムギョプサルなど）の提供を始めた兼業

タイプのゴーストレストランである。衛生管理面

に問題はないが、食品防御対策は知識がないため

取り組めていなかった。自前の配達員を採用して

いないため料理のデリバリーはフードデリバリ

ープラットフォーム事業者にすべて委託してい

るが、顧客から「料理が配達中の衝撃でぐちゃぐ

ちゃになっている」、「料理が届かなかった」な

どのクレームがあった。また、店長としては汚ら

しい身なりや不衛生な運搬用のボックスを使用

している配達員がいるため「身元がはっきりせず、

衛生的な服装でない人に大切な料理を取り扱っ

てほしくない」といった切実な想いがあることが

分かった。食品防御対策ガイドライン等の教育ツ

ールが完成したらフードデリバリープラットフ

ォーム事業者の配達員に啓発してほしいとの要

望があった。 
１．３ クラウドキッチン 
 最近、建設され壁で隔てられた 3 つのキッチン

を設置するセパレートタイプのクラウドキッチ

ン（ゴーストレストランに特化したシェアキッチ

ン）である。施設を利用するゴーストレストラン

で飲食店の営業許可を取得することとし、クラウ

ドキッチン側は営業許可を持たないため衛生管

理面などの責任の所在がはっきりしておりキッ

チンがきれいな状態が保たれていた（写真 1）。

しかし、全国に 600～700 施設のシェアキッチン

があるといわれているが、その殆どは単一のキッ

チンしかなく衛生管理が行き届いていない。調理

師が自営するゴーストレストランは問題ないが、

最近はゴーストレストラン運営会社がレンジで

温めるだけで作れるレシピと食材を提供してお

り動画を視聴するだけで作り方を学べるため、飲

食業の未経験者がゴーストレストランを始める

ことができる。また、都道府県によって保健所の

指導が異なるが、床を水洗いできないドライキッ

チンで営業許可をもらえる地域があるためマン

ションやアパートの 1 室、プレハブ建ての仮設物

件のような衛生的ではないところでゴーストレ

ストランを営業しているケースがあり、食中毒な

どの事故が起きやすい状態となっている。 
 
２．テイクアウト・デリバリー専門店、中華料理

店およびフードデリバリープラットフォーム事

業者の実地調査結果 
２．１ 回答企業・店舗の属性 
 実地調査を依頼したすべての店舗・企業である

フードデリバリー・テイクアウト専門店のオーナ

ーシェフ、中華料理店の調理師、フードデリバリ

ープラットフォーム事業者 3社の担当者より協力

が得られた（表 1）。 
２．２ テイクアウト・フードデリバリー専門店、

中華料理店 
 デリバリー・テイクアウト専門店では 9 ブラン
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ドのメニュー（ステーキ、牛タン、豚肉の生姜焼

き、串カツ、カレー、ハンバーグ、エビフライ、

クレープなど）を提供し、自社配達による質の高

いサービスを提供していた。中華料理店でも電話

による出前を行っており、ラーメンがのびてしま

わないうちに近所の顧客へ自社配達していた。2
店舗とも店舗側配達型（配達員を店舗が雇用）を

主としており前者は 3 綸バイク（配送ボックスに

鍵付き）を配達に使用しているため普通自動車運

転免許を採用時に必ず確認しており、後者は電動

アシスト付き自転車で配達しているが、採用時に

は運転免許証、マイナンバーカード、保険証のい

ずれかで身元を確認していた。配達員向け教育は

交通事故の発生防止、顧客に対する接客マナー、

異物混入や食中毒を防止するため衛生管理につ

いて実施していた。しかし、両店とも食品防御対

策については教育していなかった。 
２．３ フードデリバリープラットフォーム事業

者 
 フードデリバリープラットフォーム事業者は 3
社とも「注文者向け」と「飲食店向け」の 2 つの

アプリを運営し、いずれも個人業務委託型（個人

事業主である配達員に委託）のビジネスモデルを

主としていた。この場合は配達員に教育を行うこ

とができず、情報提供や注意喚起を行うことしか

できない。一方、配達員登録時に禁止行為を提示

し、問題があった場合は配達員にメールで注意喚

起を行い、重大な問題だけでなくミスを繰り返し

た場合などアカウントを永久停止している。配達

員をドライバーID で管理し、顧客の評価スコア

が低いとオーダーが届きにくくなるなどの措置

を講じている。配達員に食品衛生や交通安全の情

報は提供しているが、食品防御対策に関する情報

は提供していないため重要な課題と捉えていた。

そのため食品防御対策の教育ツールを提供して

もらえれば配達員に情報提供や注意喚起したい

とのことであった。また、配達員のスマートフォ

ンの GPS 機能等を活用し、配達員の配送ルート

等の把握は既に実施しているとのことであった。

この他、金融機関や不動産業界で実施されている

ブラックリスト制度は、配達員（加盟店含む）に

対しても必要であるとの意見であった。 
 
Ｄ. 考察   
１．ゴーストレストランの課題と解決策 
 任意調査ではあるものの実地調査に協力が

得られたゴーストレストランは1店舗のみであ

り食品防御対策に対する関心の低さの現れで

ある。また、フードデリバリープラットフォー

ム事業者の加盟店が配達員に不満をもってい

ることが分かった。セパレートタイプのクラウ

ドキッチンが普及していないことや、飲食業の

未経験者によるゴーストレストランにおいて

は衛生面等での知識不足、店内飲食と異なり顧

客による監視が機能しないため不衛生な場所

で調理されているケースがあることも懸念さ

れた。したがって、食品衛生や食品防御対策に

関する知識を習得するために役立つ教育ツー

ルの提供が急務である。 
 
２．効果的な食品防御教育の実践方法 
配達員に限らず店舗やクラウドキッチンで

も食品防御対策に関する教育が実施されてい

ないことが明らかとなった。食品防御教育の浸

透を阻害している要因としては、事業者の知識

不足であり、教育ツールが提供されていないこ

とが考えられた。今回、協力が得られたすべて

の企業・店舗が食品防御対策ガイドライン等を

用いた教育または情報提供や注意喚起を実施

したいと希望していた。このことから食品防御

対策ガイドラインおよびフードデリバリーサ

ービス配達員向けチェックリストが実践的な

教育ツールとして強く求められており、それら

の重要性を再認識できた。将来的にはフードデ

リバリープラットフォーム事業者が配達員の

登録時に提示する「個人配達業務等委託に関す

る規約」や「クルーガイド」などに食品防御対

策の実践方法を明記してもらうことが望まし

い。 
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Ｅ. 結論 
 テイクアウト・デリバリー施設等における食品

防御対策は不十分であることが明らかとなった。

したがって、食品防御対策ガイドラインや配達員

向けチェックリスト等を活用し、より一層の普

及・啓発活動が求められる。 
 

Ｆ. 健康危険情報 

 該当しない。 

 

Ｇ．研究発表 

１.論文発表 
Manabu Akahane, Yoshiyuki Kanagawa, Yo-
shihisa Takahata, Yasuhiro Nakanishi, Take-
mi Akahane, Tomoaki ImamuraConsumer. 
Awareness of Food Defense Measures at Food 
Delivery Service Providers and Food Manu-
facturers: Web-Based Consumer Survey Study, 
JMIR Form Res, 2023, Vol. 7, e44150, p.8 
 

２．学会発表 
髙畑能久、神奈川芳行、赤羽学、今村知明．テイ

クアウト・デリバリー施設（専門店含む）におけ

る食品防御対策の実態調査．第 82 回日本公衆衛

生学会抄録集．茨城（2023.10） 
 
神奈川芳行、赤羽学、髙畑能久、加藤礼識、山口

健太郎、今村知明．食品防御対策ガイドライン－

フードデリバリー配達員向けチェックリストの

試作．第 82 回日本公衆衛生学会抄録集．茨城

（2023.10） 
 
Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 
なし。 
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表 1. 回答店舗・企業の属性 

業種 企業・店舗数

ゴーストレストラン（兼業タイプ） 1

テイクアウト・フードデリバリー専門店 1

中華料理（出前） 1

クラウドキッチン（セパレートタイプ） 1

フードデリバリープラットフォーム 3

合計 7
 

 

 

 

 

 

 

写真 1. クラウドキッチン（セパレートタイプ） 
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厚生労働科学研究費補助金(食品の安全確保推進研究事業) 

「新型コロナウィルス感染症対策に取組む食品事業者における食品防御の推進のための研究」 

分 担 研 究 報 告 書（令和 5年度） 

 

コロナ禍に実施した食品に対する意識調査結果のテキスト分析 

 

研究分担者 赤羽 学 （国立保健医療科学院 医療・福祉サービス研究部長） 

研究分担者 神奈川芳行（奈良県立医大 公衆衛生学講座 非常勤講師） 

協力研究者 松本伸哉 （島根大学医学部 環境保健医学講座 講師） 

  

 

Ａ. 研究目的 

 食品への意図的な異物混入など、食品の安全

を脅かす事故や事件が発生している［1～3］。

これらを防止するための取り組みとして食品

防御対策を講じる企業が増加してきたことは、

既存の調査でも明らかであるが［4］、一般住民

を対象とした食品防御に対する意識調査は少

ない。特に、購入した食品に異常がある場合に

消費者がどのような行動をとるかに関しての

調査はない。 

そこで本研究では、一般住民の食品防御や食

の安心安全に関する意識を調査した既存アン

ケート調査結果［5］を詳細に分析し、消費者の

研究要旨 

 令和 5 年度は食品防御や食の安心安全についての意識を把握することを目的として、アンケー

ト調査結果を分析した。分析対象としたアンケート調査はウェブ調査会社のモニタ登録会員を対

象に、10～70歳代の男女 1442人を調査対象として実施した既存データであり、性、年齢、居住

地域に加えて、食の安心安全に対する意識、購入した食品に異常があった場合の対応、コロナ禍

における外食時の心配事等を調査したものである。今年度は特に３つの設問に対する自由記載回

答を対象に日本語解析を実施した。分析の結果、自由記述の設問「コロナ禍において外食をする

際に、あなたが心配すること」に対する単語の出現頻度は、高い順に「感染」「人」「マスク」

「外食」であった。設問「コロナ禍において今後、食品製造会社に期待すること」に対する単語

の出現頻度は、高い順に「特に」「衛生」「安全」「管理」「徹底」であり、設問「コロナ禍に

おいて今後、外食産業（レストラン等）に期待すること」に対する単語の出現頻度は、高い順に

「特に」「徹底」「衛生」「消毒」「対策」であった。KH-Coderを用いた共起ネットワーク分析

で、コロナ禍での外食時における心配事のほとんどが感染対策に関連するものであった。今回分

析したアンケート調査のタイミングが非常事態宣言発出下であったことが影響していると考えら

れる。食品製造会社に期待することとして、食品衛生に関連する単語が上位を占めていたが、こ

れらは通常消費者が企業に期待するものである。一方で、「ウィルス混入防止」を期待していた

点はコロナ禍特有のことととらえることができる。「簡単に調理できる製品の開発」や「個包装

を増やす」なども、コロナ禍において外食の頻度を減らしていた消費者が求めていたことであろ

う。このような状況の中でも「異物混入の防止」に対する期待があったことは食品防御対策を進

める上で注目すべき点である。 
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行動と関連する項目（背景）を明らかにするこ

とを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

 

Ｂ．1.分析対象の調査結果 

本年度研究で分析対象としたアンケート調査

は、インターネット調査会社（株式会社マクロミ

ル）に委託し、2021年 1月 27及び 28日にわたり

ウェブ調査として実施した既存データである［5］。 

調査は 10 歳代から 70 歳代までの男女 1442 人

を対象としたものであり、各年齢階級男女均等割

り付けとした。 

 

Ｂ．2.アンケート調査項目 

主に次に示す大項目の調査結果が含まれてお

り、各項目にはさらに詳細な質問が設定されてい

る。性、年齢、居住地域等はモニタ情報として登

録されている。 

① 食品購入時に重視する事 

② 購入した食品に異常がある場合の対応 

1. 異物が混入している場合 

2. 異臭がする場合 

3. 宅配サービスで食品を受け取った際に

余分に入っていた場合 

③ 食品への意図的異物混入への意識 

④ 自由記述回答の質問 

1. コロナ禍における外食時の心配事 

2. コロナ禍に企業に期待すること（食品

製造会社、外食産業） 

 

 各項目に対しては（一部を除いて）、「全く

そう思わない」「そう思わない」「どちらかと

いえばそう思わない」「どちらかといえばそう

思う」「そう思う」「非常にそう思う」の 6件

法での回答を求めた。 

 アンケートの中には自由記述の問いとして、

「コロナ禍において外食をするに際に、あなた

が心配することを自由に記載してください」

「コロナ禍において今後、食品製造会社に期待

することを自由に記載してください」「コロナ

禍において今後、外食産業（レストラン等）に

あなたが期待することを自由に記載してくだ

さい」の 3つを設けていた。 

 

Ｂ．3.解析方法 

 本年度は、B.2.④に示す自由記述回答に対し

て日本語解析を行った。 

日本語解析では、最初に形態素（言語で意味

を持つ最小単位で、単語に近い）の列に分解し

た後、係り受けなどを無視し、回答者ごとに形

態素の出現頻度をまとめた（Bag of Words）。

その後、頻出語と頻出文を求めた。頻出語は数

をカウントし、頻出文の抽出は共起ネットワー

ク分析を行った。共起ネットワーク分析は、回

答者ごとに共に出現しやすい単語同士を結び

付けてネットワークとして表現した。 

ネットワーク構造をグラフといい、その中で

部分的なネットワーク構造をサブグラフとい

う。共起ネットワーク分析は塊とみなせるサブ

グラフを抽出する。このように抽出されたサブ

グラフは、同じような単語を組み合わせて使っ

ている回答者が多くいる場合に生成される。し

たがって、ある程度同じような意見を有する回

答者が多く存在する場合には、明確なサブグラ

フが現れる。 

頻出語と他の設問と回答との関係を調べる

ためにコレスポンデンス分析を行った。コレス

ポンデンス分析は、主成分分析や数量化３類と

同じような分析である。数値データには主成分

分析が向いているが、選択式のアンケートなど

のように数の少ない離散データは数量化３類

が向いている。自然言語解析のように数が多い

離散データの場合にはコレスポンデンス分析

が向いているため、本研究ではコレスポンデン

ス分析を行った。 

 日本語解析の分析ツールとして、KH-Coder を

用いた。 
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Ｂ．4.倫理面への配慮 

 本研究において、特定の研究対象者は存在せ

ず、直接的な個人情報の取り扱いはない。本研

究を実施するに際して、国立保健医療科学院研

究倫理審査委員会の承認を受けた。 

 

Ｃ. 研究結果 

 

Ｃ.1. ウェブアンケート調査の結果 

全ての設問に回答した 1442 人（各年齢階級男

女各 103名）を分析対象とした。居住地域は、北

海道： 4.6％、東北地方：5.0％、中部地方：16.5%、

関東地方：40.2%、近畿地方：19.1%、中国地方：

4.4%、四国地方：2.1%、九州地方：8.0%であった。 

 

Ｃ.2. 頻出語句、頻出文 

自由記述の設問「コロナ禍において外食をす

る際に、あなたが心配すること」に対する単語

の出現頻度は高い順に「感染」「人」「マス

ク」「外食」であった（表１）。図１に示す共

起ネットワーク分析結果のサブグラフの中で、

サブグラフ１からは「マスクを外して食事や会

話をすることが心配」していることが推測でき

る。サブグラフ２からは「テーブルが消毒され

ているか」、サブグラフ３からは「飛沫などの

感染対策がなされているか」を、サブグラフ５

は「大声で話す」、サブグラフ８は「隣の席の

客と距離が近い」ことを心配していることが推

測された。 

自由記述の設問「コロナ禍において今後、食

品製造会社に期待すること」に対する単語の出

現頻度は高い順に「特に」「衛生」「安全」

「管理」「徹底」であった（表２）。図２に示

す共起ネットワーク分析結果のサブグラフ１か

らは「家庭で簡単に調理できる料理の開発」を

期待していることが推測できる。サブグラフ３

からは「異物やウィルスの混入防止」、サブグ

ラフ４からは「安心安全」、サブグラフ５から

は「個包装を増やしてほしい」と期待している

ことが推測された。 

自由記述の設問「コロナ禍において今後、外食

産業（レストラン等）に期待すること」に対する

単語の出現頻度は高い順に「特に」「徹底」「衛

生」「消毒」「対策」であった（表３）。図３に

示す共起ネットワーク結果のサブグラフ１から

は「コロナ禍で大変だと思うが頑張って安心安全

な外食ができるよう期待している」、サブグラフ

２からは「テーブルや席の間隔を空け、アルコー

ル除菌を設置し、換気を行ってほしい」、サブグ

ラフ３からは「テイクアウトのメニューやデリバ

リーを充実してほしい」ということが推測された。 

 

Ｃ.3. 他の設問との関係（コレスポンデンス分

析） 

他の設問との関係をみるために実施したコレ

スポンデンス分析では、「コロナ禍において今後、

食品製造会社に期待すること」と各設問において、

次に示すような関係がみられた。 

設問「今後も事件が発生する（輸入食材）」と

のコレスポンデンス分析の結果（図 4）では、事

件が発生すると思う人たちが記載している内容

に用いられている単語が右下の方に存在してお

り「ウィルス」「菌」「品質」などに言及してい

た。 

設問「コロナ禍の食事で感染リスクが心配（蓋

付き調味料）」とのコレスポンデンス分析（図 5）

では、感染リスクを心配している人たちは、右下

の方におり「調理工程」「冷凍食品」に言及して

いた。 

設問「コロナ禍の食事で感染リスクが心配（エ

コ箸）」とのコレスポンデンス結果（図 6）では、

エコ箸による感染リスクを不安に思っている人
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が右にいて「調理工程」「冷凍食品」に言及して

いた。 

 

Ｄ. 考察   

本年度は、インターネット調査会社の登録モ

ニタを対象としたウェブアンケート調査の結果

の中で、自由記述欄に対して日本語解析を行っ

た。コロナ禍での外食時には、心配事のほとん

どが感染対策に関連するものであった。今回の

アンケート調査のタイミングが非常事態宣言発

出下であったことも影響していると考えられ

る。 

食品製造会社に期待することとして、食品衛

生に関連する単語が上位を占めていた点は通常

消費者が企業に期待する内容であるが、ウィル

ス混入防止はコロナ禍特有の期待ととらえるこ

とができる。簡単に調理できる製品の開発や個

包装を増やすなども外食の頻度を減らしていた

消費者が求めていたのかもしれない。このよう

な中でも「異物混入の防止」に対する期待があ

ったことは注目すべき点である。 

 本研究の限界として、今回の調査がウェブ調査

であることは留意しなければならない。調査対象

者の抽出が年齢階級男女均等割り付けであるた

め、居住地や国全体の年齢別人口割合を考慮した

ものではない。また、本研究が分析対象としたア

ンケートの実施時期が 2021年 1月であり、COVID-

19 感染症拡大下で第 2 回目の緊急事態宣言が出

ていた時期である。そのため、当時の感染対策に

対する意見が今回のアンケート調査の回答にも

影響を与えている可能性もあり、少し強めの対策

が必要と回答した人が多くなった可能性も考慮

しなければならない。 

 

Ｅ. 結論 

 本年度研究として、ウェブアンケート調査結

果を分析し、自由記述欄に対して日本語解析を

行った。感染症拡大下において消費者が外食時

に心配したことや食品製造会社、外食産業に対

して期待したことを明かにすることができた。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

 なし 

 

Ｇ．研究発表 

１.論文発表 

1. Akahane M, Kanagawa Y, Takahata Y, Nakani-

shi Y, Akahane T, Imamura T. Consumer Aware-

ness of Food Defense Measures at Food Deliv-

ery Service Providers and Food Manufactur-

ers:Web-Based Consumer Survey Study. JMIR 

Formative Research;2023;7:e44150 

2. Matsumoto S, Kanagawa Y, Nagoshi K, Aka-

hane T, Imamura T, Akahane M. Consumer Will-

ingness to Pay for Food Defense and Food Hy-

giene in Japan: Cross-Sectional Study. In-

teract J Med Res. 2023;12:e43936 

 

２．学会発表 

なし  

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

なし 

 

２．実用新案登録 

なし 

 

３．その他 

なし 
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5-5



表１ 設問「コロナ禍において外食をする際に、あなたが心配すること」における単語の出現回数

（上位１０位） 

抽出語 出現回数 

感染 344 

人 224 

マスク 200 

外食 161 

心配 143 

店 125 

飛沫 123 

食事 112 

消毒 111 

距離 102 

表２ 設問「コロナ禍において今後、食品製造会社に期待すること」における単語の出現回数（上位

１０位） 

抽出語 出現回数 

特に 278 

衛生 238 

安全 206 

管理 203 

徹底 157 

食品 152 

製造 103 

対策 98 

思う 89 

安心 88 

表３ 設問「コロナ禍において今後、外食産業（レストラン等）に期待すること」における単語の出

現回数（上位１０位） 

抽出語 出現回数 

特に 191 

徹底 169 

衛生 125 

消毒 124 

対策 109 

思う 100 

感染 96 

管理 96 

テイクアウト 82 

安全 77 
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図１ 「コロナ禍において、外食をする際に心配すること」の設問に対する自由記述の共起ネットワ

ーク分析結果 
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図２ 「コロナ禍において今後、食品製造会社に期待すること」の設問に対する自由記述の共起ネッ

トワーク分析結果 
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図３ 「コロナ禍において今後、外食産業（レストラン等）に期待すること」の設問に対する自由記

述の共起ネットワーク分析結果 
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図４ 自由記述欄「コロナ禍において今後、食品製造会社に期待すること」と設問「今後も事件が発

生する（輸入食材）」に対するコレスポンデンス分析結果 
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図５ 自由記述欄「コロナ禍の食事で感染リスクが心配（蓋付き調味料）」と設問「今後も事件が発

生する（輸入食材）」に対するコレスポンデンス分析結果 
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図６ 自由記述欄「コロナ禍の食事で感染リスクが心配（エコ箸）」と設問「今後も事件が発生する

（輸入食材）」に対するコレスポンデンス分析結果 
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厚生労働科学研究費補助金(食品の安全確保推進研究事業) 

「新型コロナウィルス感染症対策に取組む食品事業者における食品防御の推進のための研究」 

分 担 研 究 報 告 書（令和 5年度） 

飲食店における食品防御対策の現状と課題 
～客の不適切な食品の取り扱いの責任を飲食店が負わなければなら

ないのは何故か～ 

研究分担者 加藤 礼識 （茨城キリスト教大学 生活科学科 食物健康科学科 講師） 
研究協力者 長田 瑞花 （別府大学食物栄養科学部発酵食品学科） 
研究協力者 吉田 小春 （別府大学食物栄養科学部食物栄養学科） 
研究協力者 永野 衣祝 （別府大学食物栄養科学部発酵食品学科） 
研究協力者 上尾光司朗 （別府大学文学部 史学・文化財学科） 
研究協力者 阿部しず代 （長崎大学熱帯医学・グローバルヘルス研究科） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
A.研究目的
食品防御研究班ではこれまで、食品工

場、運搬・保管の現場、調理・提供の場、
フードデリバリーサービスの場などでの意
図的な食品への攻撃を防ぐためのガイドラ
インを作成し、食品への意図的な攻撃への
対策を検討してきている。
近年、食品防御の新たな問題として、飲

食店におけるアルバイト従業員や来店客に
よる不適切な食品の取り扱いが相次いで発

生し「バイトテロ」や「客テロ」と呼ばれ
るようになっている。 
アルバイト従業員による不適切な食品の

取り扱いに関しては、ガイドラインを用い
てアルバイト従業員に対する指導や教育に
よって防ぐことが可能である。また、指導
や教育の効果が得られない場合には、雇用
の継続を中止することによってバイトテロ
の発生を抑止することはできる。 
しかし、来店客による不適切な食品の取

研究要旨 
バイトテロや客テロと言われる、飲食店におけるアルバイト従業員や来客者による不適
切な食品の取り扱いが後を絶たない。アルバイト従業員の不適切な食品の取り扱いは当
然雇用主である飲食店の責任であるが、来客者による不適切な食品の取り扱いは「顧
客」の責任というだけでは済まない。客テロが発生した飲食店では、飲食客が減少する
ことによる売り上げの損害が発生するほか、不適切な取り扱いを受けた食品や備品の交
換や洗浄が必要となる。また大手回転寿司チェーンでは、客テロの発生によって株価の
時価総額が 168 億円減少した。このように、客テロの発生に対して、飲食店は一定の責
任を負わされることになる。 
本研究では、客テロを受けた飲食店が、なぜ責任を負わなければならないのかについて
様々な事例から検討する。 

6-1



り扱いはどうだろうか？飲食店は来店客に
対して、不適切な食品の取り扱いをしない
ように指導や教育を実施することは不可能
であるし、不適切な食品の取り扱いをする
かもしれないという理由で、入店を拒否す
ることも難しい。客テロはバイトテロとは
異なり、飲食店においての事前の対策が打
ちにくいのが現状である。 
そのように事前対策が難しい状況にあり

ながら、実際に飲食店において客テロが発
生した場合には、飲食店は客テロ発生に対
する一定の責任を負わされることになる。
飲食店は、いわば被害者でありながら、な
ぜ客テロの責任を負わなければならないの
だろうか？ 
本研究は、これまでの発生した客テロ事

案を検証して、飲食店が一定の責任を負わ
なければならない要因について検討する。 
 
Ｂ.研究方法 
過去に発生した、客テロとされる事案や

迷惑系 YouTuber と称される人物などによ
る食品の安心・安全を脅かす事案につい
て、新聞・インターネット等のマスメディ
アにより検索し、その内容を確認した。イ
ンターネット上での検索では、「客テロ」、
「客 不適切動画」、「客 悪ふざけ」など
のキーワードを使用し検索を行っている。 
そして客テロが発生した飲食店における

その後の対策や、実施者のその後について
確認した。なお、実際に客テロが発生した
飲食店に、聞き取り調査への回答を依頼し
たが、本報告書作成までに、聞き取り調査
への回答までは至っていない。 
 本研究では、客テロの発生に対しての飲
食店での事前の備え（食品防御対策）の有

無を確認し、客テロが発生した後にどのよ
うな社会的反応があったのかを調査する。
そのうえで、なぜそのような社会的反応が
起こったのかを検証することで、飲食店に
おける食品防御対策の立案につなげてい
く。 
 
◆倫理的配慮 
本研究では個人が特定可能な情報の収集は
実施せず、マスコミやインターネット等に
より、すでにメディアを通じて公表された
社会情報の収集を行っているため、基本的
には倫理面の配慮を必要としないが、個人
情報等が特定される「晒し」と呼ばれる情
報を収集している可能性があるため、本報
告では、本人特定につながる情報は記載せ
ず非公開とする。 
 
C.研究結果 
1,客テロとは（過年度研究の再編） 
（1） 客テロとは 
 客テロとは、飲食店への来店客が、店内
で行った迷惑行為を撮影し、動画や写真
を、SNS 等に投稿する迷惑行為をいう。近
年ではテーブルの上に置かれている調味料
や提供される飲食物にいたずらをする動画
を撮影し、SNSに投稿してネット上で炎上
する行為を指すことが多くなっている。客
テロの被害を受けた飲食店は、ネガティブ
なイメージが発生し、注目の眼差しにさら
され、企業ブランドを損ない風評被害に陥
る事案が発生している。2013 年ごろか
ら、飲食店に勤務するアルバイトの非正規
従業員が自社の食品を不適切に扱う事案に
対して、マスメディアが「バイトテロ」と
呼ぶようになったことから、来店客による
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飲食店での不適切な食品の取り扱いを「客
テロ」と呼ぶようになった。これらの迷惑
行為は食品に対する意図的な攻撃であり、
意図的な攻撃から食品を守るという意味

で、「客テロ対策」は食品防御の基本的な
対応の範疇と言える。下の表は過去に発生
した客による食品への不適切行為をネット
上で検索し図表化したものである。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（2） バイトテロとの相違点 

「バイトテロ」と「客テロ」の違いは
実行者の排除性である。バイトテロは、
アルバイト従業員による食品の不適切な
取り扱いであり、アルバイト従業員が不
適切な取り扱いをする可能性を察知した

段階で、注意勧告や雇用の停止といった
方法で、バイトテロの発生をある程度防
ぐことが出来ると考えられる。それに対
して、客テロの場合には、店側が客を選
別できる可能性が非常に少ない。発生傾
向としては、比較的に安価な飲食店にお
いて、若年者が客テロ行為を実施してい

表 1  過去に発生した客による食品への不適切行為をインターネット上で検索し図表化した 
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ることが多く、高級店での客テロ発生
は、あまり聞かれていない。 

 
（3） SNS での炎上 

 客テロを構成する大きな要素として、
SNS への投稿が挙げられる。SNS は発
展する前から、アルバイトによる不適切
な食品の取り扱いである「バイトテロ」
や客による「客テロ」と言われるような
行為は一定数あったものと考えられる
が、SNS での炎上に関してはスマートフ
ォンが一般化したのが大きな転機となっ
た。スマートフォンアプリを使うことに
よって撮影した写真を直接インターネッ
ト上に公開できるようなり、情報公開の
ハードルが下がったことが理由としてあ
げられる。 

Facebook や Instagram、Twitter 等で
静止画および動画の投稿がなされるよう
になったことにより、一気に不適切な動
画がインターネット上に拡散するように
なった。一部の SNS では動画閲覧に対
しての広告収入や、投げ銭システムが登
場したことにより、不適切でも再生回数
が増えるような動画が配信されるように
なっていく。また、インターネット上に
拡散された不適切な投稿を見つけた側
が、その投稿を非難する投稿をすること
によって再生回数が伸びるという要因も
重なり、炎上につながりやすい。 
 

2,客テロ発生とその後 
（1） 客テロの発生要因 

客テロ発生の要因に関しては昨年度の
研究において、下記の 6要因を抽出して
いる。 

① 省人化による監視の目の不足 
② 監視の目が届かない食品がある  
③ SNS 上の承認欲求 
④ あえて炎上を狙う人々 
⑤ 情報リテラシーの不足 
⑥ 群集心理と傍観者効果 
飲食業界の慢性的なマンパワー不足の中

で、喫食フロアの従業員を減らす飲食店
や、ホールスタッフの代わりに配膳ロボッ
トを導入して対応することで、省人化が進
み、フロア内の監視の目が行き届かない状
況が生まれている。また効率的なサービス
提供のために、事前にテーブル上に調味料
等を設置して提供することで、管理の行き
届かない食品があることが物理的な要因と
いてあげられる。又、情報リテラシーの不
足によって、SNS に投稿した後に何が起こ
るのかという発想に乏しく、承認欲求だけ
で投稿してしまう行動の要因と、SNS 上に
無数あるコンテンツの中から炎上しそうな
ネタを探し出して、意図的に炎上させよう
とする人物の存在があることも客テロが大
きな社会問題になることにつながってい
る。そして、みんなで同じようなことをし
ているから問題はないという群衆効果と、
これだけの人数がいれば、少数の人が問題
行動を犯しても、誰かが止めるはずだとい
う傍観者効果が、客テロ発生の要因となる
と考えられた。 

 
（２）客テロが発生する飲食店の傾向 
 客テロが発生する飲食店には、共通点が
見られている。前記した発生要因にもつな
がるが、比較的安価な金額で飲食提供がな
される、全国規模でのチェーン展開を行う
飲食店での発生が多く、これらの飲食店で
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はサービスの合理化を図るために、テーブ
ル上に調味料等の飲食物が常設されてい
る。また飲食物を安価に提供するために人
件費の削減を行い、省人化を行っているた
めに喫食フロアにホールスタッフがほとん
どいない状況での飲食提供となっている。
近年では、飲食物の配膳に関しては、配膳
ロボットを導入している店舗も増えてきて
いる。 
飲食店内で発生する客テロに関しては、従
業員の監視や管理が行き届かない場所で発
生していることがほとんどであり、省人化
によってサービスを簡素化させた飲食店で
客テロが発生しやすいという傾向がある。 
 
（３）客テロ発生後の反応 
客テロが発生した後の社会の反応はどの

ようなものだろうか？SNS 上にアップロー
ドされた客テロ画像や動画は、現在では、
ほぼその日のうちに炎上を始めることにな
る。これは 2016年 11 月に発生したコン
ビニエンスストアのレジ前に置かれたおで
んに指を入れた動画を投稿して炎上した
「おでんツンツン事件」 の際には投稿か
ら炎上まで 1ヶ月近く経っていたのに対し
て、最近発生している客テロ事案は、ほぼ
その日のうちに炎上を開始している。最近
SNS 上に投稿された客テロ事案では、投稿
した本人が自らの手で投稿を削除するとい
う時間的な猶予はほとんどない状況で炎上
を始めていた。 
そして炎上後すぐに始まるのは、インタ

ーネット上での犯人捜しである。過去の投
稿などから、実行者の名前・住所・通学
先・所属クラブなどがかなり高い精度で特
定され、インターネット上に晒される。イ

ンターネット上で個人特定がされた後に、
刑事事件として実施した人物が逮捕される
事例が多くなってきている。 
近年では、客テロ実施者に対しての厳罰

化が、次の客テロ発生の抑止力につながる
であろうということから、実施者に対して
賠償責任を求める民事訴訟を起こす飲食店
も多い。2023年の回転寿司店の事例で
は、当時 17 歳の少年に対して 6700 万円
の損害賠償を請求したことが話題となっ
た。 
 
（４）提供体制の変化 
 頻発する客テロの予防策として、飲食物
の提供体制に変化が表れてきている。大手
回転寿司チェーン店では、回転レーンでの
提供をやめ、注文を受けてからストレート
レーンと呼ばれる専用レーンを用いて提供
する体制に変えている。また、醬油やワサ
ビ、ガリといったこれまでテーブルに常設
して提供していた調味料等に関しては個包
装された調味料での提供に体制を変化させ
た。また、別の回転寿司チェーンでは、来
店客の要望があれば、卓上セットをすべて
交換することで対応している。 
 ファミリーレストランチェーンでは、各
テーブルに常備していた調味料等を、レジ
スター横や調理場からのスタッフ出口の横
に調味料等を置くコーナーを作り、必要な
調味料を必要な分だけテーブルにも持って
いくように変更した。来店客が使用した調
味料等を、使用の都度従業員が確認できる
体制へと変更させている。 
新型コロナ感染症蔓延時には、喫食テー

ブル上に手指の消毒用アルコールや塩化ベ
ンザルコニウム等の消毒薬が置かれている
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ことが多かったが、手指消毒用アルコール
を用いた客テロが発生したこともあり、現
在ではテーブル上の手指消毒用アルコール
が置かれることは少なくなった。 
来店客が他の来店客の口に入る食品に接

触することを減らすような提供体制に徐々
に変化してきている。 

 
（５）被害者意識という名の思考停止 
 客テロが発生した飲食店を運営する複数
の企業に対して、客テロに関する対応策に
ついての質問を行うために連絡をした。連
絡に反応のあった企業からは、「刑事事件
となっており、係争中であるために質問に
は答えられない」という回答が多かった。
その中である企業からは「我々は迷惑行為
を受けた被害者であり、我々が迷惑行為に
対する予防策を検討するのは筋違いであ
る。」との返答があった。 
 飲食店は被害者であり、客テロに対する
備えを行う必要はないのだろうか？確か
に、雇用関係にあるアルバイト従業員が、
勤務中に起こす不適切な食品の取り扱いと
は違い、飲食店には来店した飲食客の行動
に対しての責任はない。実際に飲食店は、
店舗内の設備や備品の損傷、経営への負の
評判を被り、経済的な損失や企業イメージ
を損ねることにつながる。この被害者意識
が不測の事態への備えという思考を停止さ
せて、食品防御対策を進める障壁となって
はいないだろうか？安全な食品を消費者に
届けるためには、被害者意識という思考停
止を避ける必要がある。 
 
（6）客テロに対する事前の対策 
 飲食店においては、食品への意図的な攻

撃に対しての対策が十分に進んでいない現
状がある。食品工場などの食品製造分野で
の食品防御対策が進んでいるのに対して、
実際に提供する飲食店での食品防御対策が
進まないのはなぜだろうか。フードサプラ
イチェーンの中心である食品製造部門で
は、食品テロが発生した時の社会的な影響
が非常に大きいのに対して、フードサプラ
イチェーンの末端である飲食店での客テロ
は、健康面・心理面・経済面に与える影響
が限局的であり、客テロ発生の経済的な損
失と食品防御対策のコストとの費用対効果
のバランスが見合わないということも原因
の一つと考えられる。極限まで省人化し、
薄利多売で利益を生み出そうとする飲食店
では、食品防御対策を実施する余力がない
ということも考えられる。しかし、食品防
御対策とは、必ずしもコストをかけて行う
ものではない。管理ができない食品や調味
料は、テーブル上に常置しないという単純
なことから始められるものである。 
 
3 ,飲食店が責任を取らなければならないの
は何故か？ 
 被害者である飲食店が、客テロの責任を
負うことになるのはなぜだろうか？飲食店
が食品防御対策を行うべき理由についてい
くつかの視点から検討した。 
（1） 店内の安全管理 
 飲食店には、店内の安全を確保する措置
を講ずる責任がある。これは顧客の安全を
確保するという責任である。飲食店は適切
なセキュリティー対策を講じ、喫食フロア
の人員を増やして、迷惑行為やいたずらを
防がなければならない。万が一迷惑行為に
よって問題が起こった際には、安全確保に
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関する責任が発生するものと考えられる。 
 
（2） 常設された食品・容器の衛生管理 
 飲食店には食品衛生法によって衛生上の
管理義務が生じている。食品衛生法の衛生
基準の順守には、提供時の衛生保持や保存
時の衛生保持が含まれており、テーブル上
に常設された食品に関しても、衛生保持の
ための管理が必要である。近年の客テロと
言われる行為では、テーブル上に常備され
た調味料等の不適切な取り扱いが多くみら
れる。客による不適切な食品の取り扱いが
実際に起こった場合には、適切な衛生管理
義務を怠り、食品衛生上の危害に至ったと
言え、食品衛生法上の責任を負う可能性が
ある。客テロは、単純には不適切な食品の
取り扱いであるが、不適切な取り扱いのあ
った食品を、そのまま次の客に提供してし
まった場合には、不衛生な食品を提供する
ことになり、食品による危害リスクを上昇
させることにもなる。 

 
（3） 商品および在庫の管理 
前記した安全の管理や衛生の管理のほか

に、店舗の施設・備品の管理も飲食店に課
せられた使命である。ウォーターピッチャ
ーや調味料容器については定数や容量の管
理を適宜行うことで客テロの被害防止につ
ながるものである。食品工場等における食
品防御対策においては、商品および在庫の
管理は食品防御の重要な要因であり、飲食
店でも食品テロ対策として優先すべき事項
である。万が一の不適切な取り扱いを事後
把握する目的でも定量・定位置・定品とい
う「3 定管理」を取り入れて、異常の早期
発見に努める必要がある。客テロの発生

は、商品や在庫の適切な管理が届いていな
いとみなされる可能性があり、管理不足の
責任を問われかねない。 

 
（4） 店舗への信頼消失 
 飲食店への来店客は、飲食店では不適切
な取り扱い行われた食品が提供されること
はないという前提を持って来店している。
つまり店舗は客にとって安全であるべき場
所であり、客テロ行為の発生はその安全
性・信頼性が脅かされたものと感じるため
に、不安を感じてその店舗の利用を避けよ
うと心理が働く。安全性への脅威に対して
は、セキュリティカメラの設置やセキュリ
ティスタッフの配置、フロア従業員の安全
保持教育など新たな食品防御対策を構築す
る責任を発生させる。 
 
D.考察 
1, 客テロの責任 
 不特定多数の来客を想定している飲食店
において、客テロはバイトテロとは違い、
店側が事前にその発生を個別に予測して対
策をとることは非常に難しい。テロ行為の
動機や内容、場所、時間などは予測が困難
で、過去に起きた客テロのほとんどは計画
性もなく突発的におこったものである。
「何か悪さをするかもしれないから、この
客の入店を禁止しよう」というような事前
の予防策をとることはできないため本来で
あれば、客テロの発生に対して、飲食店に
責任を求めるのは、理不尽で、不条理で、
不合理である。しかし、これまでに発生し
ている客テロは、店内に置いてある食品に
対して、店内で意図的に食品を汚染させて
いるものであり、飲食店側がほんの少し気
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を配ることによって防げるものがほとんど
であった。このほんの少しの警戒をすべき
だったのではというところに、客テロが発
生した際に、飲食店側はなぜ客テロが起こ
るような状態で店舗運営をしていたのかと
いう批判につながり、社会的な責任を負う
ことにつながるのではないだろうか。 
 
2，飲食店の客テロに対する食品防御の在り
方 
食品防御ガイドライン（調理・提供編）

では、サラダバー、ドリンクバー、ビュッ
フェ等の不特定多数がアクセスできる食品
に対しては、常に監視を行うようにと提案
している。これは、監視の目があるところ
ではテロ行為を抑止できるためであるが、
各テーブルに分散されて常置されている調
味料は監視の目も分散されて、監視が行き
届きにくくなる。店舗内の監視の行き届く
場所に調味料コーナーを設置して、必要な
調味料などの食品を必要な分だけ各テーブ
ルに持って行き消費するような対策が、低
コストで現実的な対策として考えられる。
また、客によるいたずらをほかの客が発見
し動画を撮影して、店舗に報告せずにネッ
ト上にアップしたことで発覚した客テロ行
為もあるために、客による不適切な食品の
取り扱いを、ほかの客が発見した時に、店
舗側にすぐに報告できる体制の構築も必要
である。 
客テロ対策を行っているというアピール

も、客テロ発生の抑止力として効果がある
と考えられる。食品工場等では、監視カメ
ラによる監視が従業員による不適切な食品
の取り扱いの抑止力として奏効しており、
これらは食品防御ガイドラインに沿った対

策として、客テロ防止対策としても十分準
用可能なものであると考えられる。 
 
E.結論 
 客テロが発生した場合については、本来
飲食店は被害者であり、客テロ発生の責任
を負うのは不合理なものである。しかし、
客テロ対策を講ずることなくいると、客テ
ロ行為によって不適切な取り扱いを受けた
食品が、次の来店客のもとに提供されて、
飲食店が不衛生な食品を来店客に提供する
という状況につながってしまう可能性が高
い。その場合、飲食店は被害者という立場
から、不衛生な食品を提供した、食品衛生
上の加害者という立場に変わってしまう。
だからこそ、飲食店は客テロを防止するた
めの食品防御対策を講じる必要があり、食
品防御対策をとらずに客テロが発生してし
まった場合には、株式価値の低下による運
営企業の企業価値の減少や、来店客減少に
よる経済的な損失という社会的な責任を負
うことになる。もちろん、客テロの責任を
本来取らなければならないのは、客テロ行
為をした来店客であり、客テロをしたもの
は、飲食店が負った社会的な責任にまで民
事的な賠償責任を負うものであるのは言う
までもない。 
 
F.健康危険情報 
なし 
 
G. 研究発表 
 
1.論文発表 
なし 
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2.学会発表 
1）2023年 10 月 31 日～11 月 2日 
第 82 回日本公衆衛生学会総会 
P1901-5 フードデリバリーサービスの配達
従事者への食品防御教育の阻害要因 
吉田小春 ,加藤礼識,長田瑞花,阿部しず代,
神奈川芳行,赤羽学,今村知明 
 
2）2023年 10 月 31 日～11 月 2日 
第 82 回日本公衆衛生学会総会 
P1901-1 客による不適切な食品の取り扱い
をどう防ぐのか～客テロに対する食品防御
対策～. 長田瑞花,吉田小春,阿部しず代,神
奈川芳行,赤羽学,今村知明,加藤礼識 
 
H.知的財産権の出願・登録状況 
 
1.特許所得 
 なし 
2.実用新案登録 
 なし 
3.その他 
 なし 
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厚生労働科学研究費補助金(食品の安全確保推進研究事業) 

「新型コロナウィルス感染症対策に取組む食品事業者における食品防御の推進のための研究」 

分担研究報告書（令和 5年度） 

血液・尿等人体試料中毒物及び食品中の毒物・異物の検査手法の開発と標準化 

研究分担者 田口貴章（国立医薬品食品衛生研究所） 

協力研究者 穐山 浩（星薬科大学薬学部） 

Ａ. 研究目的 

食品テロ等の毒物等混入事件が発生した場

合、地方衛生研究所（地衛研）は保健所等の関

係部局との緊密な連携の下、原因解明のため食

品のみならず被害者の血液・尿等人体試料の検

査も迅速に行うことが必要である。しかし、人

体試料中の毒物の検査方法の開発、並びに標準

化はまだ十分ではない。

毒物等混入事件発生の際には、より迅速かつ

簡便な試料調製が重要である。また、通常の分

析業務を中断して人体試料分析を開始する必

要が想定されるが、農薬、重金属等、使用され

た毒物によって適切な分析法を開発すること

が必要である。我々はこれまでに、LC-MS/MS
による人体試料中の有機リン系農薬（47 種類）

及びカーバメート系農薬（17 種類）の分析法を

開発した他、LC-MS/MS によるシアン配糖体の

分析法及び誘導結合プラズマ質量分析法（ICP-  

 
MS）を用いたヒ素等重金属の分析法について

検討してきた。本分担研究課題においては、入

手が容易な高極性農薬、顔料に含まれるカドミ

ウム等重金属及びシアン化合物について簡易

分析法の開発と標準化を目的とした。

 又、新型コロナウィルス感染症の流行により、

ゴーストレストラン等の調理のみ行う店舗が

増加し配達代行により販路が多様化した中で、

調理者・宅配業者に悪意がある場合、調理また

は宅配中の意図的な毒物・異物混入は比較的容

易であると想定される。このことから、調理済

み食品中の毒物・異物の既存の分析法の調査・

体系化と、より簡易な分析法の新規開発と標準

化を併せて進める。

Ｂ．研究方法 

R5 年度は、前年度に検討したヒト血液中の

シアン化物イオン及びその代謝産物であるチ

研究要旨

食品テロ等、意図的毒物混入事件時に健康被害が発生した場合、原因物質究明のため、保健所等

自治体において食品のみならず曝露された人に対する検査も迅速に行うことが必要であり、血液・

尿等人体試料中の毒物の検査方法の開発及び標準化が必要である。本年度は、食品からのシアン化

物塩（ナトリウムあるいはカリウム）暴露時のために、蛍光検出ポストカラム HPLC 法を用いた尿

中のシアン化物イオン及びその代謝産物であるチオシアン酸イオンの迅速同時分析法を開発した。

また、新型コロナウィルス感染症の流行により、配達代行により調理済み食品の販路が多様化した

中で、調理者・宅配業者に悪意がある可能性に備え、インスタントラーメンから陰イオン界面活性

剤をアセトニトリル・水（4：1）混液で抽出し、HLB ミニカラムで精製した後、LC-MS/MS で定量

する分析法を検討した。
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オシアン酸イオンの迅速同時分析法から、ヒト

尿中の両イオンの迅速同時分析法を検討した。

また、食品への毒物・異物混入事例の調査結果

に基づき、加工食品中の界面活性剤の分析法を

検討した。 
 
(1) 人体試料中シアン化物イオン及びチオシア

ン酸イオンの迅速同時分析法 
・分析試料 

ヒト尿は Lee Biosolutions 社が販売するもの

（個体別、品番 991 - 03 - S、50 mL。 適切な手

続きを得て匿名化された試料で、研究倫理審査

委員会の了承取得済み。）を購入し、実験に用

いた。 
 

・前処理法 
尿 100 µL に精製水 900 µL を添加しよく混合

した。遠心分離（8,000×g, 25℃, 10 分間）して

得た上澄み液を、孔径 0.45 µL フィルター（AD-
VANTEC 製）に負荷し、流出液 10 μL を次項の

条件の HPLC に注入した。 
なお、添加回収試験を実施した際は、尿 100 

µL にシアン化物イオン溶液（2 ppm または 20 
ppm）50 µL、チオシアン酸イオン溶液（2 ppm
または 20 ppm）50 µL、及び精製水 800 µL を添

加しよく混合した後、同様に遠心分離、ろ過し

た。 
 
・HPLC 条件（ポストカラム法） 
カラム：Scherzo SS-C18 (3 μm),  

4.6 i.d. x 250 mm (Imtakt 製) 
温度：40 ºC 
移動相：12.5 mM 過塩素酸ナトリウム含有

0.1M 酢酸緩衝液とメタノール混液 
流速：0.5 mL/min 
反応液 1：0.1% クロラミン T 水溶液 

（流速 0.1 mL/min） 
反応液 2：ピリジン-バルビツール酸混液 

（流速 0.1 mL/min） 
検出：蛍光検出器（583 nm、Em 607 nm） 

注入量：10 μL 
 
(2) 加工食品中の界面活性剤の分析 
・分析対象化合物 
 陰イオン界面活性剤の標準品には、直鎖アル

キルベンゼンスルホン酸（Linear alkyl benzene 
sulfonate, LAS）の塩であるデシルベンゼンスル

ホン酸ナトリウム（C10-LAS）、ウンデシルベ

ンゼンスルホン酸ナトリウム（C11-LAS）、ド

デシルベンゼンスルホン酸ナトリウム（C12-
LAS）、トリデシルベンゼンスルホン酸ナトリ

ウム（C13-LAS）、及びテトラデシルベンゼン

スルホン酸ナトリウム（C14-LAS）を各 1 mg/mL
含む陰イオン界面活性剤混合標準溶液（富士フ

イルム和光純薬製）、並びにラウリル硫酸ナト

リウム（SDS）を用いた。 
非イオン性界面活性剤の標準品には、n-オク

チル-β-D-グルコピラノシド（OG）、及び N,N-
ジ メ チ ル ド デ シ ル ア ミ ン =N- オ キ シ ド

（DMDAO）、並びにポリオキシエチレンアル

キルエーテル（POE）の一つであるポリオキシ

エチレン（20）ステアリルエーテルを用いた。 
また、実試料として、成分表示に「界面活性

剤(18%、直鎖アルキルベンゼンスルホン酸ナト

リウム)、安定化剤」と記載されている A 社台

所洗剤と、「界面活性剤（34%アルキルエーテ

ル硫酸エステルナトリウム、ポリオキシエチレ

ンアルキルエーテル、アルキルグリコシド）」

と記載されている B 社台所洗剤を用いた。 
 
・分析対象食品 
 平成 25 年 3 月 26 日付け厚生労働省 医薬食

品局 食品安全部基準審査課 事務連絡「加工食

品中に高濃度に含まれる農薬等の迅速検出法

について」を参考に、インスタントラーメン（油

揚げ麺（具、スープは除く））、乾燥エビ、及

びコンビーフの 3 食品を用いて検討した。 
 
・前処理法 
インスタントラーメンの揚げ麺及び乾燥え
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びは、ミルサーで粉砕して均一化した。コンビ

ーフはフードプロセッサーで細切均一化した。 
試料 1.0 g を量り取り、アセトニトリル・水

（4：1）混液 10 mL を加え 5 分間振とうした

後、遠心分離（1,930 ×g, 室温, 5 分間）し、上

澄液を採った。残留物にアセトニトリル・水（4：
1）混液 5 mL を加え 5 分間振とうした後、同様

に遠心分離し上澄液を採り、先の上澄み液と合

わせた。 
この溶液を 40℃以下で減圧濃縮し、残留物に

水・メタノール（4：1）混液 5 mL、コンビーフ

の場合は水 5 mL を加えて溶かしたものを、あ

らかじめ水・メタノール（4：1）混液 5 mL で

コンディショニングした Oasis HLB ミニカラム

（500 mg/6 cc, Waters 製）に注入し、流出液は

捨てた。水・メタノール（4：1）混液 5 mL で g
減圧濃縮に用いた容器を洗い込んだ後、カラム

に注入し、流出液は捨てた。さらに水・メタノ

ール（4：1）混液 5 mL を注入して流出液を捨

てた後、メタノール 10 mL を注入し、溶出液を

全て採り、メタノールで 10 mL に定容した。こ

の溶液から精確に 2.5 mL を分取し、水を加え

て 5 mL に定容したものを、孔径 0.45 µL フィ

ルター（コスモスピンフィルターH、ナカライ

テスク製）で限外ろ過し、得られたろ液を試料

溶液として LC-MS/MS 分析に供した。 
 

・LC-MS/MS 装置条件 
LC 条件 
装置:：Acquity UPLC H-Class (Waters 製) 
カラム：Inertsil C8-4 (5 μm), 

2.1 x 150 mm (GL Sciences 製) 
温度：40 ºC 
移動相：A) 10 mmol/L 酢酸アンモニウム溶液 

B) メタノール 
グラジエント：0 min: 50%B, 2 min: 50%B,  

10 min: 99%B, 15 min: 99%B,  
15.1 min: 50%B, 20 min: 50%B 

流速：0.3 mL/min 
注入量：5.0 μL 

MS/MS 条件 
装置：Xevo TQ-S cronos (Waters 製) 
イオン化：ESI (+, -) 
Acquisition: SRM or SIM モード 
Capillary voltage: 0.25 kV 
Source temperature: 150 ºC 
Desolvation temperature: 500 ºC 
Cone gas flow: 50 L/hr 
Desolvation gas flow: 1,000 L/hr 
Cone voltage (CV) and Collision energy (CE): 
マニュアル操作で最適化した。定量イオン

は表 2 に示した。 
 
・添加回収試験 
 A 社台所洗剤及び B 社台所洗剤をそれぞれ

20 mg/mL となるように水に溶かして A, B 混合

溶液とし、これを食品試料への添加に用いた。

マトリックス添加標準溶液（終濃度 0.1 mg/mL）
は、ブランク試料調製過程のミニカラム溶出液

に 1.0 mg/mL A, B 混合溶液を加え、水で定容し

て調製した。 
 定量は、1.0 mg/mL の A, B 混合溶液 1 mL に

50%メタノール水溶液を加えて希釈し 0.2 
mg/mL としたものを回収率 200%相当の検量線

用標準溶液として扱い、これをさらに 50% メ
タノール水溶液で希釈して 25%, 50%, 100%, 
125%, 及び 150%相当濃度の検量線用標準溶液

を調製し、対象化合物のピークの面積値から検

量線を作成し絶対検量線法により実施した。 
 

Ｃ. 研究結果 

(1) 人体試料中シアン化物イオン及びチオシア

ン酸イオンの迅速同時分析法 
シアン化物イオン（CN-）及びチオシアン酸イオ

ン（SCN-）をそれぞれ 0.1 ppm 添加した尿試料を、

「B 研究方法」の項に記載した方法で前処理して

得た試験溶液を蛍光検出ポストカラムHPLC法で

分析したところ、10.5 分に CN-、11.9 分に SCN-の

ピークを検出できた（図 1_A）。一方、尿ブラン

ク試料から CN-のピークは検出されなかったが、
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SCN-のピークは検出され、面積値と検量線から

0.13 ppm と算出された（図 1_B）。健常者の尿に

は内在性の SCN-が含まれること、添加試料の

SCN-のピーク面積値はブランク試料のピークよ

り十分大きいことから、開発した分析法に問題は

無いと判断した。 
続いて、開発した分析法の妥当性を評価するた

め、添加回収試験を実施した。 
シアン化物イオン（CN-）及びチオシアン酸イオ

ン（SCN-）をそれぞれ 1 ppm 添加した尿試料を調

製し、実施者 1 名が、同一の添加試料を用い 1 日

2 併行、5 日間試験を実施した。得られた結果か

ら、真度（回収率）（試料数 = 2）、併行精度（自

由度 = 5 x 1 = 5）、室内精度（自由度 = 5- 1 = 4）
を評価した。 
真度（回収率）は CN-が 80%、SCN-が 94%であ

り、併行精度は CN-が 2.8%、SCN-が 9.0%、室内

精度は CN-が 0.49%、SCN-が 1.22%と算出された

（図 2）。妥当性評価ガイドラインの目標は、真

度回収率 70 ~ 120%、併行精度 10%未満、室内精

度 15%未満であるので、本研究で開発した分析法

は、ガイドラインの目標を十分に満たしているこ

とを確認した。 
 
(2) 加工食品中の界面活性剤の分析 
 試薬メーカーから販売されている界面活性

剤の標準品各種を用いて、LC-MS(/MS)の分析

法を検討した。まず、MS 条件を検討し、表 1 に

まとめたイオンで測定することとした。 
続いて LC 条件を検討した。LAS は直鎖アル

カンとベンゼンスルホン酸が結合したもので

あるが、直鎖アルカンへのベンゼンスルホン酸

の結合位置によって異性体が存在するため、分

析カラムにオクタデシルシリル化シリカゲル

（C18）カラムを用いると、分離能が高すぎて

ピークが割れる。そのため、オクチルシリル化

シリカゲル（C8）カラムを用いた。移動相及び

グラジエントについて検討し、「B 研究方法」

の項に記載の条件で分析したところ、LAS はど

の鎖長のものも 1 本のピークとして検出され、

他の界面活性剤も確認できた（図 4）。 
A 社及び B 社の界面活性剤を水に溶かし、検

討した LC-MS/MS 条件で確認したところ、表示

に記載の界面活性剤が確認できたことに加え、

MS スペクトルから、標準品が販売されていな

い界面活性剤と思われるピークも検出された。

実試料に近いものでの評価を考慮し、A 社及び

B社の洗剤を等量ずつ混合し適宜希釈したA, B
混合溶液を用い、標準品が販売されている界面

活性剤を分析対象化合物とした。ただし、B 社

混合溶液に含まれる POE は保持時間、MS スペ

クトルがポリオキシエチレン（20）ステアリル

エーテル標準品と一致しないものが 4種検出さ

れたが、このうち MS スペクトルからポリオキ

シエチレン（9）ウンデシルエーテル（POE 
(C11)）、またはポリオキシエチレン（9）トリ

デシルエーテル（POE (C13)）と推定されたピー

クを検討対象とした（図 5）。 
 インスタントラーメンを用いて抽出溶媒の

種類と液量等について検討した。A, B 混合溶液

を添加した試料と無添加の試料から同様に抽

出し、無添加の試料から調製したマトリックス

標準溶液に対する回収率を評価した。抽出溶媒

の組成等を比較検討した結果、アセトニトリ

ル・水（4：1）混液 10 mL 及び 5 mL で 1 回ず

つ抽出し、遠心分離で不溶物を除去する方法を

採用した。精製は、既報を参考にジビニルベン

ゼン-N-ビニルピロリドン共重合体ミニカラム

（Oasis HLB, Waters 製）で精製する方法を検討

し最適化を図った。 
 検討した分析法の妥当性を評価するため、実

施者 1 名が、同一の添加試料を用いて 1 回 5 併

行、1 日の添加回収試験を実施した。「食品中

に残留する農薬等に関する試験法の妥当性評

価ガイドライン」を参考に、目標は真度（回収

率）70~120%、併行精度 10 RSD%未満とした。

陰イオン界面活性剤のうち C10 ~ C12-LAS は、

インスタントラーメン及びコンビーフで良好

な真度・精度であったが、乾燥えびからは十分

に回収されなかった。アルキル鎖長が伸びた
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C13-LAS 及び C14-LAS は、いずれの加工食品

からも回収率が低下した。SDS は、コンビーフ

からの回収のみ良好であった。非イオン性界面

活性剤は、OG のインスタントラーメンからの

回収と POE (C11)のコンビーフからの回収は目

標値を満たしたが、それ以外は本法による回収

不良、あるいは回収不能であることが判明した。 
 
Ｄ. 考察   

(1) 人体試料中シアン化物イオン及びチオシア

ン酸イオンの迅速同時分析法 
 人体試料中シアン化物イオン及びチオシアン

酸イオンの迅速同時分析法として、昨年度開発し

た血液試料の分析法に続き、今年度は尿試料の分

析法を開発した。本研究で用いた尿試料からチオ

シアン酸イオンが検出されたが、正常な血漿中に

は濃度 0 ~ 14 μg/100g 程度のシアン化物が存在し、

それらはチオシアン酸塩に代謝され尿中に排泄

されることが知られている（平成 22 年 10 月 19
日、府食第 815 号、清涼飲料水評価書 シアン）

（図 3）。   
開発した尿中シアン化物イオン（CN-）及びチオ

シアン酸イオン（SCN-）の迅速同時分析法は、妥

当性評価試験においてガイドラインの目標を満

たしたことから、食品テロ等、意図的毒物混入事

件発生時に有用であるだけでなく、シアン暴露に

おけるチオシアン酸イオン代謝量の関係性の解

明にも有用であると期待される。 
 
(2) 加工食品中の界面活性剤の分析 

陰イオン界面活性剤は、石けんをはじめ古くか

ら多くの種類が開発され、合成洗剤やシャンプー

など、その使用量は全界面活性剤の約 1/3 を占め

ている。特に直鎖アルキルベンゼンスルホン酸塩

（LAS）は洗浄力、浸透力に優れ、適度な泡安定

性を有し価格も低いことから、家庭用合成洗剤の

主力として大量に使われる。そのため、水生生物

の保全に係る環境基準にて基準値が設定されて

いる。また、非イオン性界面活性剤は、水に溶け

てもイオン化しないため水の硬度や電解質の影

響を受けにくく、他の界面活性剤と併用できるう

え、浸透性や洗浄力も十分であり、近年、陰イオ

ン界面活性剤と並ぶ量が使用されている。 
陰イオン界面活性剤を主成分とする A 社台所

洗剤と、非イオン性界面活性剤を主成分とする B
社台所洗剤を、インスタントラーメンから抽出・

精製して定量する分析法を検討したところ、C10 
~ C12-LAS 及び OG の回収率は良好で妥当性評価

の目標値を満たしたが、アルキル鎖長の長い LAS
や SDS、OG 以外の非イオン性界面活性剤への適

用は難しいと考えられる。POE 以外、M. std./S. std.
の値が 1.00 に近いことから、十分に抽出できてい

ないと考察した。また、本法は、コンビーフ中に

混入する陰イオン界面活性剤の定量には適用可

能だが、コンビーフ中の非イオン性界面活性剤の

分析、並びに乾燥えびに混入する界面活性剤の分

析には、抽出溶媒や精製方法の改良検討が必要と

考察した。 
 
Ｅ. 結論 
 尿中シアン化物イオン（CN-）及びチオシアン酸

イオン（SCN-）の迅速同時分析法を開発した。前

年度に開発した血液中の CN-及び SCN-の迅速同

時分析法と合わせ、食品テロ等、意図的毒物混入

事件発生時に有用である。 
また、調理済み食品のモデルの一例としてイン

スタントラーメンを試料とし、界面活性剤の分析

法を検討した。本法は、コンビーフに混入する陰

イオン界面活性剤の一部の分析にも適用可能と

考えられたが、他の加工食品や非イオン性界面活

性剤の分析には、改良検討が必要である。 
 

Ｆ. 健康危険情報 

 なし。 
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termination of Cyanide and Cyanoglycosides in 
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Sweetened Bean Paste by HPLC with Fluorescence 

Detection. Biol. Pharm. Bull. 2023; 46, 1024–1026. 
2. 古澤魁世, 菊島優奈, 葛西伶乃凜, 岩崎雄介, 

伊藤里恵, 穐山浩, 蛍光検出HPLCを用いた杏

仁を含む食品中のシアン化物イオン及びシア

ノ配糖体の定量, 分析化学, 2024, in press. 
3. Ito R, Kikuchi A, Ishibashi A, Kai T, Terashima A, 

Iwasaki Y, Taguchi T, Fukiwake T, Tsutsumi T, 
Imamura T, Akiyama H, Monitoring of cyanogenic 
compounds behavior during the manufacturing pro-
cess of sweetened bean paste. Heliyon (in submis-
sion). 

 

２．学会発表 

1. 古澤魁世、菊島優奈、甲斐剛志、伊藤里恵、

田口貴章、堤智昭、穐山浩．食品テロ対策の

ためのヒト血液中のシアン化物イオン及びチ

オシアン酸イオンの同時分析法の確立. 日本食

品化学学会第 29 回総会・学術大会（富山）

2023 年 6 月 8 日．  
2. 菊島優奈、古澤魁世、伊藤里恵、穐山浩．い

わゆる健康食品中のシアン化合物の分析法の

分析. 日本食品化学学会第 29 回総会・学術大

会（富山）2023 年 6 月 8 日． 
3. 田口貴章、難波樹音、穐山浩、堤智昭．食品

テロ対策のための血液・尿等人体試料中のヒ

素等重金属の分析法検討（第 2 報）．日本食

品衛生学会第 119 回学術講演会（東京）2023
年 10 月 12 日． 

4．葛西伶乃凜、古澤魁世、菊島優奈、甲斐剛

志、伊藤理恵、岩崎雄介、田口貴章、堤智

昭、今村知明、穐山浩．蛍光検出ポストカラ

ム HPLC 法を用いたヒト血液及び尿試料にお

けるシアン化物イオン及びチオシアン酸イオ

ンの分析法の確立．日本薬学会 第 144 年会

（横浜）2024 年 3 月 30 日 
 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 

 なし。 

２．実用新案登録 

 なし。 

３．その他 

 なし。 
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表 1. 界面活性剤標準品の定量イオン 
化合物 イオン化 モード* 定量 定性 保持時間（分） 

C10-LAS 

ESI (-) 
SRM 

297.2 > 183.2 297.2 > 119.2 8.7 
C11-LAS 311.3 > 183.2 311.3 > 119.2 9.1 
C12-LAS 325.3 > 183.2 325.3 > 119.2 9.4 
C13-LAS 339.3 > 183.2 339.3 > 119.2 9.8 
C14-LAS 353.3 > 183.2 353.3 > 119.2 10.1 

SDS 265.2 > 97.0 265.2 > 119.2 8.4 
OG 

ESI (+) 

310.4 > 163.1 310.4 > 119.2 6.1 
DMDAO 230.3 > 58.1 230.3 > 119.2 9.3 

POE (C11) 
SIM 

587 - 10.0 
POE (C13) 615 - 10.6 

*: SRM：選択反応モニタリング、SIM：選択イオンモニタリング． 

 

表 2. 添加回収試験における回収率 

化合物 
インスタントラーメン 乾燥えび コンビーフ 

真度 
（%） 

併行精度 
（RSD%） 

M. std./ 
S. std. 

真度 
（%） 

併行精度 
（RSD%） 

M. std./ 
S. std. 

真度 
（%） 

併行精度 
（RSD%） 

M. std./ 
S. std. 

C10-LAS 88.2 4.0 0.98 23.5  71.5  1.05  94.4  1.7  0.99  
C11-LAS 82.2 4.5 1.01 28.1  69.8  0.85  100.1  3.0  1.00  
C12-LAS 80.6 7.2 1.00 52.7  42.0  0.98  93.8  3.8  1.02  
C13-LAS 56.4 8.5 0.97 47.9  14.7  0.68  71.8  2.9  0.87  
C14-LAS 35.7 22.6 1.00 38.3  17.1  0.23  62.9  17.0  0.62  

SDS 64.3 2.2 1.01 28.6  72.6  1.27  102.4  1.4  1.02  
OG 85.7 7.8 0.91 11.3  23.1  1.09  73.0  42.7  1.01  

DMDAO 12.4 50.1 0.98 -  -  0.92  48.6  6.3  0.92  
POE (C11) 2.7 70.4 0.98 64.8  14.5  0.74  93.6  2.0  0.96  
POE (C13) - - 0.56 -  -  0.66  -  -  1.01  

 *1: M. std./S. std.は溶媒標準溶液に対するマトリックス添加標準溶液のピーク面積比． 

 *2: グレーの欄は目標を満たさなかったもの． 

 *3: 欄の-表記は算出不能の意． 
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図 1. 尿試料のクロマトグラム．A) シアン化物イオン（CN-）及びチオシアン酸イオン（SCN-）を添加

した試料（添加濃度 0.1 ppm）、B) 尿ブランク試料． 

 

 
図 2. 尿中シアン化物イオン（CN-）及びチオシアン酸イオン（SCN-）分析法の妥当性評価試験結果 

 

 

 

図 3. 生体内シアンイオン代謝経路． 
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図 4. 界面活性剤の標準品の SRM モードでのクロマトグラム例とグラジエント条件． 
 

 

図 5. B 社台所洗剤に含まれる POE のうち 2 種のクロマトグラム（左）と MS スペクトル（右）． 
本分析条件では、POE は[M + NH4]+として検出される。また、保持時間はアルキル鎖長に相関し、 

オキシエチレンの重合度の異なる分子は同じ保持時間に検出される。 
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厚生労働科学研究費補助金(食品の安全確保推進研究事業) 

「新型コロナウィルス感染症対策に取組む食品事業者における食品防御の推進のための研究」 

分担研究報告書（令和 5年度） 

 

食品のデリバリーやテイクアウト用の容器等における 

新型コロナウィルスのモデルウィルスを用いた生残性評価 

 

研究分担者 渡辺 麻衣子 （国立医薬品食品衛生研究所 衛生微生物部第 3室長） 

 

 
 

協力研究者 

西角 光平（国立医薬品食品衛生研究所 

衛生微生物部研究員） 

工藤 由起子（国立医薬品食品衛生研究所 

衛生微生物部長） 

岡部 信彦（川崎市健康安全研究所） 

 

Ａ. 研究目的 

 新型コロナウィルス感染症は、感染者の咳や

くしゃみによって口や鼻から放出される感染

性ウィルスを含む粒子が、非感染者に暴露され

ることで感染する。主要な感染経路としては、

感染者から空気中に放出された感染性ウィル

スを含むエアロゾルおよび飛沫により感染す 

 

るエアロゾル感染・飛沫感染と、感染性ウィル

スを含む飛沫が生活環境表面に付着しそれを

触れた手指等を介して感染が成立する接触感

染である。放出された新型コロナウィルスの感

染性を有する時間の程度（ウィルスの生残性）

は、流行初期株ではエアロゾル中で約 3 時間、

プラスチック表面では 72 時間生残であり、オ

ミクロン株においてはプラスチック表面で約 8

日も生残することが確認されており、環境表面

での高い環境安定性を有することがわかる。実

際に、飛沫感染やエアロゾル感染が否定できる

環境において、生活環境表面を介した接触感染

が疑われる事例も報告されている。 

 フードデリバリーやテイクアウトは、昨今の

研究要旨 

 フードデリバリーやテイクアウトに使用される食品の容器および包装には、運搬中に感染性ウィルス

が付着する恐れがある。そこで本研究では、容器・包装表面に付着した新型コロナウィルスの感染性

を有する時間の程度（ウィルスの生残性）について明らかにする目的で、食品のデリバリーやテイク

アウト用の容器や包装等におけるウィルス生残性の評価、および試料毎に異なる生残性を示した場

合の生残性に関わる素材に関連した要因の検討を行った。新型コロナウィルスのモデルウィルスとし

てウシコロナウィルスを用いて、試料含有添加物の溶出実験と溶出液存在下でのウィルス感染力価測

定実験を行った。その結果、試料表面の溶出液下でのウィルス生残性から、紙類の添加物がプラス

チック樹脂と比較してウィルス生残性を低下させる傾向にあることが確認され、食品用容器包装の

添加物や素材原料の溶出は、表面に付着した感染性ウィルスの生残性に対して影響を及ぼすことが

示唆された。本研究の結果から、素材の種類や環境条件によっては表面上でウィルスは生残性をあ

る程度保つ可能性があることから、食品関連事業者にとって、通常の食品衛生管理で必要とされて

いるレベルでの手洗い・手指衛生を十分に行う必要があることを改めて確認した。 
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コロナ禍の外出自粛後に、多様に発展してきた

サービス形態である。使用される食品の容器お

よび包装には、運搬中に感染性ウィルスが付着

する恐れがあり、容器・包装表面でのウィルス

の生残性は、消費者および新型コロナウィルス

感染症対策に取組む食品事業者にとって、重大

な関心事となっている。過去には、主にプラス

チック、金属、紙や木といった有機物質の素材

片や一部の生活用品試料片上に新型コロナウ

ィルスを接種し、気温条件および経過時間によ

る感染性ウィルスの残存性を検討した研究が

複数実施されている。それらの研究では、感染

性ウィルスの保持時間は、プラスチック製樹脂

表面上では比較的長く、金属表面では比較的短

いこと、材質の種類や室温によっては日単位で

生残する可能性があることを示唆した。しかし

食品の容器および包装を扱った検討はなされ

ておらず、それらの表面上での感染性ウィルス

生残性は不明である。 

そこで本研究では、フードデリバリーやテイ

クアウトサービスにおける容器および包装の

新型コロナウィルス感染拡大の影響を評価す

る目的で、食品のデリバリーやテイクアウト用

の容器や包装等におけるウィルス生残性の評

価、および試料毎に異なる生残性を示した場合

の生残性に関わる素材に関連した要因の検討

を行った。本研究班では、これまで、食品のデ

リバリーで使用される容器包装に関する情報

を収集し、包装製品の素材による分類を行って、

供試する包装製品を選定した。選定した製品試

料を用いてウィルス添加回収実験を行い、それ

らでのウィルス生残性減少の傾向は、大きくは

生残性の高いプラスチック樹脂系統と、生残性

の低い紙類系統に分類されることが示された。

そこで令和５年度では、ウィルス生残性に関与

する表面性状を検討するために、試料含有添加

物の溶出実験と溶出液存在下でのウィルス感

染力価測定実験を実施したので、その結果を報

告する。 

 

Ｂ．研究方法 

 食品用容器・包装の試料片から添加物を溶出

し、その溶出液存在下で培養細胞にウシコロナ

ウィルスを感染させ、ウィルス感染力価を測定

した。試料片の添加物溶出は、食品用器具及び

容器包装に関する食品健康影響評価指針別紙 2

（食品安全委員会、2019年）を参考にした。ウ

ィルスの生残性は、ウィルスを感染させた培養

細胞の細胞変性の割合でウィルス感染力価を

算出する TCID50（Tissue culture infectious 

dose 50％, 50％組織培養細胞感染量）法にて

算出し、未溶出液と比較して評価した。各容器・

包装からの結果を比較し、ウィルスが生残しに

くい容器の条件を検討した。本実験系の流れ図

を図 1に示した。なお、実験での安全性・効率

性を考慮し、BSL2実験室で取り扱いが可能な実

験用モデルウィルスとして、新型コロナウィル

スと同属のベータコロナウィルス属に属する

ウシコロナウィルスを用いることとした。使用

するウシコロナウィルス株は、ウシ呼吸器症状

由来の CS5株を供試し、培養細胞株はヒト結腸

癌由来細胞株（HRT-18G）を用いた。試料片添加

物溶出実験とウシコロナウィルス感染力価測

定試験は以下の手順で実施した。 

 

（1）食品容器・包装の試料片 

本研究班でこれまでに実験に用い、ウィルス

生残性を明らかにした試料を供試した（括弧内

は素材の種類または表面加工）；高衝撃性ポリ

スチレン（GPPS、表面加工無し）、高透明ポリ

スチレン（HIPS、表面加工無し）、発泡スチレ

ン、ポリプロピレン素材（表面サンドブラスト

加工有りおよび無し）、野菜包装用袋および耐

熱食品容器フタ、食品用耐油耐水紙（耐油耐水

加工の加工面と加工無し面）および未晒クラフ

ト紙（ポリエチレンコーティング加工面と加工

無し面）、以上の 3素材 11試料を供試した（表

1）。流通する包装製品を購入し、試料片の切片

を作製して、エチレンオキサイドガス滅菌した。 
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（2）試料片含有添加物の溶出実験の手順 

 今回添加物を溶出させる液体は、後にウィル

ス感染力価を測定するための細胞培養液とし

て用いるため、食品用器具及び容器包装に関す

る食品健康影響評価指針別紙 2（食品安全委員

会、2019 年）を一部改変し、Dulbecco’s Mod-

ified Eagle’s Medium high glucose（DMEM, 

gibco）を選択した。 

①ホウケイ酸ガラス製のフラスコに試料片を

入れ、DMEM を試料片接触面積 1cm2 あたり 2mL

の割合で満たした。 

②溶出条件は、室温および体温での使用を想定

し、試験区として 25℃・1 時間、37℃・1 時間

にそれぞれ設定した。繰り返し試験数としては、

1 試料につき 3 回溶出実験を行った。予備試験

区として 25℃ 10分の条件を設定し、1試料に

つき 1 回溶出実験を行った。試料片に DMEM を

満たしたフラスコをウォーターバスに設置し、

試験条件に従って静置させた。 

③インキュベート後に直ちにフラスコ内の

DMEMをガラス製のサンプル瓶に回収し、試料片

添加物溶出液として、ウィルス感染力価測定実

験に用いた。 

 

（3）試料片添加物溶出液下でのウシコロナウ

ィルス感染力価測定実験の手順 

①試料片添加物溶出液をパンクレアチン 2.5 

µg/ml含有 1％ FBS＋1％ Antibiotic-Antimy-

cotic（gibco）に調整し、細胞培養用培地とし

た。 

②当実験室で濃縮・精製したウシコロナウィル

ス CS5株（5.5 log10 TCID50/ml）を①で調整し

た試料片添加物溶出液で 10 倍希釈し、希釈系

列を 10-8系列まで作製した。 

③ウシコロナウィルスの培養にはヒト結腸癌

由来細胞株 HRT-18G を用いた。HRT-18G を単層

培養させた 96well 平底プレートに、②で作製

したウィルス添加溶出液を接種し、37℃、5％CO2

存在下で HRT-18Gにウィルスを吸着させた。陰

性対照として、溶出実験に用いていない DMEMを

用いた。 

④培養 6日後に顕微鏡下での細胞変性効果（CPE）

の有無を確認し、Reed‒Müench 法によりウィル

ス感染力価を算出した。 

⑤陰性対照のウィルス感染力価の対数値（N0）

と試験区条件における溶出液のウィルス感染

力価の対数値 N0から対数減少値（N0-N）を算出

し、ウィルス感染力価の減少幅を評価した。さ

らに、陰性対照に対する試験区の減少率（%）

を算出し、溶出した添加物におけるウィルス生

残性の影響を確認した。なお、本試験において

減少率は以下の式で算出した。 

（1 − 試験区のウィルス感染力価/陰性対照区

のウィルス感染力価）× 100（%） 
 

（倫理面への配慮） 

本研究において、特定の研究対象者は存在せず、

倫理面への配慮には該当しない。 

 

Ｃ. 研究結果 

新型コロナウィルスのモデルウィルスとして

ウシコロナウィルスを使用した実験系を用いて、

食品用容器・包装 11 試料の溶出実験とそれらか

らの溶出液下でのウシコロナウィルス感染力価

測定を実施し、試料中の添加物によるウィルス生

残性への影響を調べた。図 2に、溶出液中のウィ

ルス生残性（ウィルス感染力価）測定結果を示し

た。ここでは、ウィルス感染力価の実験値は繰り

返し実験における平均値および標準誤差で示し、

素材ごとに 3試験区の結果を併記した。また陰性

対照（溶出実験に用いていない DMEM）をウィルス

に作用させて得られたウィルス感染力価（5.5 

log10 TCID50/ml）を図中に破線で示した。   

表 2に、陰性対照に対する試験区のウィルス感

染力価の対数減少値および減少率を示した。溶出

条件別に結果を比較したところ、試験区である
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25℃（室温）と 37℃（体温）での 1時間溶出条件

下において、11 試料中 10 試料で感染力価の低下

がみられ、いずれも添加物の溶出とウィルス生残

性への影響が認められた。なお予備試験区として

設定した 25℃・10分での条件下では、ウィルス力

価減少値は変化無し、または小減に留まった（図

2）。 

試験区別での結果では、表 2での 25℃・1時間

の溶出条件下における結果では、発泡スチレンの

溶出液でウィルス感染力価が陰性対照と比較し

て 90.0％減少し、11 試料の中で最大の減少率を

示した。次に減少率が大きい素材は耐油耐水紙

（加工有り面）の溶出液であり、87.4％の減少を

示した。ウィルス感染力価の減少率が 50％以上の

溶出液は、上述の 2試料に続いてポリプロピレン

素材（表面サンドブラスト加工有り面）、GPPS、

未晒クラフト紙（表面加工無し面）、HIPS および

未晒クラフト紙（表面加工有り面）の溶出液であ

り、それぞれ 80.0%、74.9％、74.9％、68.4％お

よび 60.2％の減少率を示した。これに対して、ポ

リプロピレン素材（表面加工無し面）、野菜包装

用袋および耐油耐水紙（表面加工無し面）の溶出

液では 50％以下の減少率であり、それぞれ 49.9％、

20.6％、20.6％だった。耐熱性食品容器フタの溶

出液においてはウィルス感染力価の減少が認め

られなかった。 

表 2での 37℃・1時間の溶出条件下における結

果では、発泡スチレンの溶出液でウィルス感染力

価が陰性対照と比較して 87.4％減少し、11 試料

の中で最大の減少率を示した。これに次いでウィ

ルス感染力価の減少率が大きかったのは紙類 4試

料の溶出液であり、耐油耐水紙（加工無し面）の

溶出液で 84.2％、耐油耐水紙（加工有り面）およ

び未晒クラフト紙 2 試料（表面加工有り面/無し

面）の溶出液でいずれも 80％以上の減少率を示し

た。プラスチック樹脂の溶出液はいずれも紙類の

ものより低い減少率を示し、GPPS、HIPS、ポリプ

ロピレン素材（表面加工無し面）、ポリプロピレ

ン素材（表面サンドブラスト加工有り面）および

野菜包装用袋の溶出液でそれぞれ 74.9％、74.9％、

68.4％、60.2％および 20.6％の減少率を示した。

耐熱性食品容器フタの溶出液では、本溶出条件下

においてもウィルス感染力価の減少が認められ

なかった。 

 

Ｄ. 考察   

 本年度の検討では、試料含有添加物の溶出実験

と溶出液存在下でのウィルス感染力価測定実験

を実施し、ウィルス生残性に関与する表面特性を

評価した。その結果、試料含有添加物存在下の

25℃・1 時間および 37℃・1 時間の両試験区で最

もウィルス感染力価の減少率が大きかったのが

発泡スチレンの溶出液であった。この要因として、

発泡スチレンの原料であるスチレンモノマー自

体の溶出物がウィルス生残性に影響した可能性

が考えられる。スチレンはヒト、水棲生物および

実験動物において毒性を示す報告があり、またウ

ィルスをはじめとする微生物に対して実験動物

への感染性低下作用が認められている。しかし、

原料のスチレンに関しては GPPSおよび HIPSでも

同様に用いられているため、発泡スチレン加工時

にのみみられる発泡過程にもウィルス生残性を

低下させる可能性がある。その要因に関する仮説

として、まず発泡による発泡スチレンの表面積の

拡大が考えられる。発泡加工により試料表面に凹

凸が形成されることから、溶出液に接触する面積

が増大することで GPPSおよび HIPSよりもスチレ

ン溶出量が増加したことが推察される。また、発

泡剤等添加物によって化学的にウィルスが失活

し感染性を失ったなどが考えられる。発泡スチレ
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ンは、令和 4年度に実施した試料片表面にウィル

スを接種しての生残性確認実験においても最も

ウィルス生残性が低下していた試料であったこ

とから、表面上の複数の物理化学性状がウィルス

生残性に関与する可能性があり、今後、溶出液中

での発泡スチレン特異的検出成分の分析や、表面

の物理性状の測定といった分析を行い、ウィルス

の生残性に影響する要因の特定をさらに進める

必要がある。 

37℃・1 時間の溶出液下でのウィルス生残性か

ら、紙類の添加物がプラスチック樹脂と比較して

ウィルス生残性を低下させる傾向にあることが

示された。37℃・1 時間溶出条件下では紙類 4 試

料の溶出液でいずれも 80%以上の減少率を示した

（表 2）ことから、体温（37℃）での溶出によっ

て紙自体に含まれる成分が比較的多量に溶出し、

ウィルス生残性に強く影響を及ぼした可能性が

ある。その候補として考えられる紙含有成分とし

ては、抗ウィルス活性成分を含有するとされてい

るセルロースおよびパルプ繊維などの天然由来

成分のほか、加工時に使用されるロジン（マツヤ

ニ）などが挙げられる。さらに、食品用耐油耐水

紙からの溶出液実験の結果から、表面加工の有無

の間でウィルス生残性に違いが認められた。

25℃・1 時間の条件下で、耐油耐水加工面の溶出

液では 84.2％のウィルス感染力価の減少率を示

したが、耐油耐水加工無し面の溶出液では 20％の

減少率に留まった（表 2）ことから、耐油耐水加

工由来成分による影響が示唆された。紙類では紙

自体の成分と加工添加物の両方にウィルス生残

性を低下させる成分があると考えられる。一方、

プラスチック樹脂はウィルス生残性が認められ

なかった耐熱性食品容器フタや減少率 20％の野

菜包装用袋を筆頭に、全体的に紙類と比較してウ

ィルス感染力価の減少の程度が少ない傾向にあ

ったことから、プラスチック樹脂は発泡スチレン

を除いて添加物の溶出が少ない、または添加物が

溶出してもウィルス生残性への関与が少ないこ

とが示唆された。今回供試したポリエチレンコー

ティングした未晒クラフト紙は、未加工の未晒ク

ラフト紙よりもウィルス生残性が高かったとい

う結果（表 2、図 2）も、このことと一致した。先

行研究から、プラスチック樹脂表面上のウィルス

は安定的に生残性を保つ傾向があることが知ら

れており、本研究の結果はプラスチック樹脂のこ

れらの性質と関連性があると考えられた。また、

プラスチック樹脂の中でも、耐熱性食品容器フタ

は最もウィルス感染性が低下しない傾向を示し

た。これらは現代において食品の容器包装として

広く普及している製品であることから、使用の際

には衛生的な管理により一層留意する必要があ

ると考えられた。 

 今年度の検討の結果から、食品用容器包装の添

加物や素材原料の溶出は、表面に付着した感染性

ウィルスの生残性に対して影響を及ぼすこと、ま

たその影響の程度は大きくはプラスチック樹脂

と紙類に分類され、さらに成形時の加工や表面加

工の程度等にも影響され変化する可能性がある

ことが示唆された。本研究班のこれまでの検討結

果から、容器包装試料は、表面付着ウィルス生残

性がより高い素材（プラスチック樹脂を含む）と、

より低い素材（紙類を含む）に分類されることが

すでに明らかにされており、今年度の結果は、そ

の試料による生残性の違いを生じさせた要因の

一つは添加物の使用や素材原料の特性等がもた

らしたものであったことを明白に示した。 

 一方で、本研究結果は、ウシコロナウィルスを

モデルとした培養細胞によるウィルス感染性の

評価であり、実際のヒトへの新型コロナウィルス

感染性を示すものではない。しかしながら、モデ
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ルウィルスにおいては長時間感染性が保持され

ることが示されたことから、食品関連事業者にと

って、通常の食品衛生管理で必要とされているレ

ベルでの手洗い・手指衛生を十分に行う必要があ

ることを改めて確認した。 

 

Ｅ. 結論 

 ウシコロナウィルスをモデルウィルスとして、

食品容器包装の添加物溶出液を用いたウィルス

力価を測定することによって、容器包装表面のウ

ィルス生残性に影響を及ぼす要因について検討

した。その結果、食品用容器包装の添加物や素材

原料の溶出は、表面に付着した感染性ウィルスの

生残性に対して影響を及ぼすこと、またその影響

の程度は、大きくはプラスチック樹脂と紙類に分

類され、さらに成形時の加工や表面加工の程度等

にも影響され、変化する可能性があることが示唆

された。本研究の結果から、添加物の使用等によ

る表面上の化学性状によるウィルス生残性への

影響を考察することができ、物理性状の知見も含

めた多角的な評価への発展が期待できる。素材の

種類や環境条件によっては表面上でウィルスは

生残性をある程度保つ可能性があることから、食

品関連事業者にとって、通常の食品衛生管理で必

要とされているレベルでの手洗い・手指衛生を十

分に行う必要があることを改めて確認した。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

無し 

 

Ｇ．研究発表 

１.論文発表 

無し 

 

２．学会発表 

渡辺麻衣子、西角光平、岡田信彦、工藤由起子、

今村知明、食品容器・包装およびそれらの素材に

おける新型コロナウィルスのモデルウィルスを

用いた生残性評価、日本食品衛生学会第 119回学

術集会、令和 5年 10月 12日（東京） 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

無し 
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主な素材をもとに 

した分類 
試料名称 表面加工 

ポリスチレン類 

高衝撃性ポリスチレン（GPPS） 無し 

高透明ポリスチレン（HIPS） 無し 

発泡スチレン 無し 

ポリプロピレン類 

ポリプロピレン素材 サンドブラスト加工 

ポリプロピレン素材 無し 

野菜包装用袋 無し 

耐熱食品容器フタ 無し 

紙類 

食品用耐油耐水紙 耐油耐水加工 

食品用耐油耐水紙 無し（加工面の裏側） 

未晒クラフト紙 ポリエチレンコーティング 

未晒クラフト紙 無し（加工面の裏側） 

表 1．供試試料一覧 
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試験区 溶出に用いた試料片 

ウィルス感染力価    

（log
10
 TCID

50
/mL）

*1
 

対数減少値 

（Δlog）
*2
 

陰性対照に 

対する減少率 

（％）
*3
 

25℃・ 

1時間 

GPPS 4.9 0.6 74.9 

HIPS 5.0 0.5 68.4 

発泡スチレン 4.5 1.0 90.0 

ポリプロピレン素材（表面加工無し） 5.2 0.3 49.9 

ポリプロピレン素材（表面サンドブラスト加工） 4.8 0.7 80.0 

野菜包装袋 5.4 0.1 20.6 

耐熱性食品容器フタ 5.5 減少なし 減少なし 

食品用耐油耐水紙（耐油耐水加工無し面） 5.4 0.1 20.6 

食品用耐油耐水紙（耐油耐水加工有り面） 4.6 0.9 87.4 

未晒クラフト紙（表面加工無し面） 4.9 0.6 74.9 

未晒クラフト紙（表面ポリエチレンコーティング面） 5.1 0.4 60.2 

DMEM（陰性対照） 5.5 - - 

37℃・ 

1時間 

GPPS 4.9 0.6 74.9 

HIPS 4.9 0.6 74.9 

発泡スチレン 4.6 0.9 87.4 

ポリプロピレン素材（表面加工無し） 5.1 0.4 60.2 

ポリプロピレン素材（表面サンドブラスト加工） 5.0 0.5 68.4 

野菜包装用袋 5.4 0.1 20.6 

耐熱性食品容器フタ 6.0 減少なし 減少なし 

食品用耐油耐水紙（耐油耐水加工無し面） 4.7 0.8 84.2 

食品用耐油耐水紙（耐油耐水加工有り面） 4.8 0.7 80.0 

未晒クラフト紙（表面加工無し面） 4.8 0.7 80.0 

未晒クラフト紙（表面ポリエチレンコーティング面） 4.8 0.7 80.0 

DMEM（陰性対照） 5.5 - - 

*1：TCID
50
法により算出した溶出液中のウィルス感染力価測定値。実験値は繰り返し実験（N=3）における平均値を 

  示す。 
*2：陰性対照に対する試験区のウィルス感染力価の対数減少値   

*3：陰性対照に対する試験区のウィルス感染力価の少率    

表 2. 溶出液の陰性対照に対するウィルス感染力価の減少効果 
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①試料片表面添加物の溶出 

②ウィルスの添加 

図 1．試料片添加物溶出実験とウシコロナウィルス感染力価測定実験の流れ図 

③TCID
50
法：培養細胞にウィルスを感染、感染力価算出 
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図 2．試料片添加物溶出を用いたウシコロナウィルス感染力価測定結果の比較 

破線は、陰性対照として、溶出実験を行っていない DMEM のみを用いてウィルスと細胞に作
用させた際に得られたウィルス力価（5.5 log10TCID50/mL）を示した。 
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厚生労働科学研究費補助金(食品の安全確保推進研究事業) 

「新型コロナウイルス感染症対策に取組む食品事業者における食品防御の推進のための研究」 

分担研究報告書（令和 5年度） 

（新興感染症流行時における地方自治体の食品防御対策の検討） 

研究分担者 岡部 信彦 （川崎市健康安全研究所） 

協力研究者 

赤星 千絵 (川崎市健康安全研究所) 

畠山 理沙 (川崎市健康安全研究所) 

浅井 威一郎 (川崎市健康安全研究所) 

佐々木 国玄 (川崎市健康安全研究所) 

牛山 温子 (川崎市健康安全研究所) 

赤木 英則 (川崎市健康福祉局保健医療政策部

食品安全担当) 

油田 卓士 (川崎市教育委員会) 

渡辺 麻衣子 (国立医薬品食品衛生研究所) 

工藤 由起子 (国立医薬品食品衛生研究所) 

Ａ. 研究目的 

食品テロ等の意図的な毒物等混入による食中

毒事件は、食品衛生上の問題による食中毒事件に

比べ発生頻度は非常に少ないが、食の安全・安心

に与える悪影響は大きい。食品防御対策はこれま

で主に国とフードチェーンにおける事業者等の

自主的な取り組みにより進められてきているが、

フードチェーンと地方自治体の保健所や行政機

関との連携も重要であり、連携して対策を強化す

ることで事件発生の抑止及び発生後の拡大防止

につながる。 

平成 27-29年度厚生労働科学研究「行政機関や

食品企業における食品防御の具体的な対策に関

する研究」（研究代表者：今村知明）分担研究「食

品への毒物等混入事件時における保健所や行政

機関における円滑な事件処理に向けての検討」

（研究分担者：高谷幸）（以下、過年度研究）に

おいて、行政機関における食品防御対策として、

発生後の対応については各自治体で体制整備が

進められている一方で、未然防止に係る対応につ

いては、事業者の自主的な取組みを推進するため、

具体的な対応方法をわかりやすく提示していく

ことが必要とされていた。この対策に関する現状

研究要旨

食品テロ等の健康危機管理事象発生時における行政機関の対応の課題検討及び発生予防に向

けた検討のため、一行政機関である川崎市保健所の視点から課題を整理し、行政機関における食

品防御対策への関わり方を検討した。調査の結果から、食品衛生監視員は、意図的な異物混入に

関して食品事業者等からの相談に対応することがあることがわかった。未然防止の食品防御対策

に関しては所管が不明瞭な自治体が多いと考えられ、食品事業者等の身近な相談窓口として食品

衛生行政機関が担うべき役割が明確化されるべきである。また、食品衛生監視員に対する研修を

定期的に実施するなどにより、知識向上に努める必要がある。 

また、流通食品における新型コロナウイルス(SARS-CoV-2)の汚染状況の有無を検証するため、店

頭で販売されている食品の汚染実態調査を行った。流行状況により食品表面に SARS-CoV-2 が存在

する可能性があることがわかった。十分な水拭きや擦り洗いをすることで、9 割以上の SARS-CoV-

2を除去することが可能であり、手洗いや調理前の食材洗浄をしっかり行うことで、食品表面に付

着した SARS-CoV-2が感染源となる可能性は極めて低くなるといえる。 
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について、一行政機関である川崎市保健所の視点

から課題を整理し、行政機関における食品防御対

策への関わり方を検討した。 

一方、COVID-19 のまん延により感染予防対策

に努めている市民から、食品を介した感染につい

て懸念の声があがっている。厚生労働省や世界保

健機関（WHO）の見解としては、現在まで食品や

包装を介した COVID-19 の感染は確認されていな

いと記載されているが、食品包装から SARS-CoV-

2が検出されたとする海外の報道や、ダイヤモン

ドプリンセス号環境検査に関する報告（山岸拓也

ら,国立感染症研究所ホームページ,2020 年 8 月

30日）において、患者退出 17日後まで環境表面

から SARS-CoV-2 RNA が検出されているとの報告

があったこと等から、不安に感じている人もいる。

そのような不安に対する適切な情報提供や

COVID-19 対策の一助とするため、1、2 年目の研

究で検討を行った検体採取方法や検査方法を用

い、流通食品等における SARS-CoV-2 汚染実態調

査を行った。また、食品表面に SARS-CoV-2 が付

着していた場合を想定し、水洗い等の効果を検証

した。 

 

Ｂ．研究方法 

１．行政機関における食品防御対策の検討 

食品衛生分野の行政機関における食品防御へ

の関わり方を検討するため、研究協力者で打ち合

わせを対面及びメール等で適宜実施し、今年度は

以下の 2点を実施した。 

(1) 昨年度実施した食品衛生監視指導計画調査

の見直し：47 都道府県・20 政令指定都市の計

67 自治体の令和 4 年度食品衛生監視指導計画

について、食品防御につながる対策を含んでい

るかを調べるため、食品防御に関連しそうな

「混入」「意図的」「警察」等の 13 のワード

について、Adobe Acrobat Reader のテキスト

検索機能を用いて検索し、記載内容から食品防

御と関連性がないと判断したものは集計から

除いた後 13 ワードを 1 つ以上含む計画につい

てワードを含む部分の記載を内容別に分け、集

計した。この作業について、今年度見直しを行

い、文意の整理をした上で再度集計した。 

(2) 研修会の実施：昨年度、川崎市の食品衛生監

視員（以下、監視員）経験者を対象に実施した

アンケート調査の結果、研修会の要望が多く、

食品衛生監視員の知識向上を図るため、研修会

を開催した。 

 

２．食品表面における新型コロナウイルスの汚染

状況の有無の検証 

令和 3-4年度に確立した検査方法を用いて、食

品の表面成分等による SARS-CoV-2 検出への影響

及び本検査方法における添加回収率を確認した。

その後、実際に流通している食品について実態調

査を実施し、水洗い等の効果の検証を行った。 

(1) 使用した資材、試薬及び検査方法 

・モデル食品：リンゴ、トマト、なす、きゅうり、

アボカド 

・食品以外の比較対照：ステンレスバット 

・添加試料：不活化ウイルス（ATCC 製「Heat In-

activated 2019 Novel Coronavirus （ VR-

1986HK）」）（VR-1986HK） 

・拭き取り資材：日水製薬㈱製滅菌綿棒「ニッス

イ」 

・拭き取り方法：1検体につき、方向を変え 4回

拭き取った。各方向の拭き取り終了ごとに回収

液に懸濁した。 

・検査方法：ウイルス RNAの精製は NucleoSpin® 

RNA Virus キット（タカラバイオ㈱）を用い、

「病原体検出マニュアル 2019-nCoV Ver.2.9.1

（ 国 立 感 染 症 研 究 所 ） 」 に 記 載 の

NIID_2019_nCOV_N_F2 、 NIID_2019_nCOV_N_R2

及び NIID_2019_nCOV_N_P を用いたリアルタイ

ム RT-PCR 法による検出を行った。リアルタイ

ム PCRの試薬は、TaqMan Fast Virus 1-Step 

Master Mix（Thermo Fisher Scientific K.K.）

を使用し、QuantStudio5（Thermo Fisher Sci-

entific K.K.）により増幅及び検出を行った。

なお、各抽出物に対し 3重測定を行い、3ウェ

ル全ての Ct 値が 40 未満で得られた場合を陽
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性と判定した。また、Positive Control RNA 

Mix (2019-nCoV)（タカラバイオ㈱）を用いて

10,50,100,200,400,800 copies/µLの 6点で検

量線を作成し、定量解析を行った。 

(2) モデル食品表面の成分等の検出への影響の

検討 

 各モデル食品及びステンレスバット１個の表

面に 4cm×4cm 又は 2cm×8cm の穴を開けたクリ

アファイルを貼り付け固定し、滅菌綿棒で穴の内

側を拭き取り、リン酸緩衝液（以下、PBS という。）

に懸濁した。また、PBSに滅菌綿棒のみを懸濁し

た液をブランク液とした。それぞれに不活化ウイ

ルス 2µL(5.25×104copies/µL)を添加し、3 併行

でウイルス RNAの精製を行い、リアルタイム RT-

PCR 法による定量解析を実施した。 

(3) モデル食品表面への不活化ウイルスの添加

回収試験 

 各モデル食品及びステンレスバット１個の表

面に 4cm×4cm 又は 2cm×8cm の穴を開けたクリ

アファイルを貼り付け固定し、穴の内側の出来る

だ け 広 範 囲 に 不 活 化 ウ イ ル ス 4µL 

(5.25×104copies /µL)を添加し、30 分間安全キ

ャビネット内で乾燥させた。滅菌綿棒で穴の内側

を拭き取り、PBSに懸濁した。各回収液について

3併行でウイルス RNA の精製を行い、リアルタイ

ム RT-PCR 法による定量解析を実施した。これを

3日間繰り返して平均値を求め、添加した不活化

ウイルスのコピー数を 100％とした添加回収率

を確認した。 

(4) SARS-CoV-2汚染実態調査 

包装されておらず、自由に不特定多数の人々が

触ることができる状態で販売されているトマト、

きゅうりを、同じ陳列棚からそれぞれ 3個選定・

購入し、試料とした。これを 1回につき川崎市内

の計 3店舗で行い、6～10月の間 1ヶ月に 1回同

一店舗で繰り返した（試料合計数：2 種類×3 個

×3 店舗×5回＝90検体）。 

試料の可能な限り広範囲を滅菌綿棒で拭き取り、

PBS への懸濁、ウイルス RNA の精製、リアルタイ

ム RT-PCR法による定量解析を実施した。 

(5) なす表面における水洗い等の効果の検証 

モデル食品（なす）1本を 2つに切断し、それ

ぞれの表面に 4cm×4cm の穴を開けたクリアファ

イルを貼り付け固定し、穴の内側の出来るだけ広

範囲に不活化ウイルス 4µL(5.25×104copies/µL)

を添加し、30 分間安全キャビネット内で乾燥さ

せた。一方は水洗い等の処置をせずにそのまま滅

菌綿棒で拭き取り（対照）、もう一方は 3通り※

の洗浄処置後に拭き取りを行い、それぞれ PBSへ

の懸濁、ウイルス RNAの精製、リアルタイム RT-

PCR法による定量解析を行った。これを洗浄処置

毎に 3 個のなすで行いコピー数の平均値を求め、

対照からの減少率を比較した。 

※洗浄 A：水道水で濡らしたキムタオルで３回拭

き取り 

洗浄 B：水道水を５秒間当てた後、ペーパータ

オルを軽く押し当て水分を除去 

洗浄 C：水道水を５秒間当てながら手（手袋着

用）で擦り洗いした後、ペーパータオルを軽く

押し当てて水分を除去 

 

（倫理面への配慮） 

 本研究において、特定の研究対象者は存在せず、

倫理面への配慮は不要である。 

 

Ｃ. 研究結果 

１．行政機関における食品防御対策の検討 

(1) 結果の内訳では、「警察」「混入」「毒物」

「化学物質」の記載自治体数が多かった（表 1）。

明確に意図的な混入について記載していた自

治体もあったが、多くは食中毒の一般的な対応

として、「毒物」や「化学物質」の混入を考慮

することを記載した内容が多く、それらは食品

防御とも関連するとして検索結果に計上した。

「異物混入」を記載している自治体は多かった

が、意図的な混入を意識した記載でないものは

今回計上しなかった。その結果、食品防御にも

関連した内容として 13 ワードを食品衛生監視

指導計画に１つ以上含む自治体数は 30 と全体
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の 45%であった。その 30自治体の 13 ワードを

含む部分の記載について内容別に集計したと

ころ、自治体間や関連機関、警察等との連携協

力（情報共有を含む）等の事後の対応に向けた

取組みが多かった一方、意図的な異物混入を未

然に防ぐ取組みについて記載している自治体

が 2自治体あり、「フードディフェンス」の記

載があった自治体であった(表 2)。 

(2) 川崎市の公衆衛生関係職員を対象とした研

修会の参加者は 34 名で、以下の内容で実施し

た。 

「食品安全と食品防御に関する研修会」 

日時：令和 6年 1月 12日（金）10時-12時 

場所：川崎市役所本庁舎 

講演１：食品安全と食品防御～社会や食品企

業に求められるフードディフェンス～ 

講師：本研究代表者 今村知明 

講演２：食品衛生行政機関における食品防御

対策への関わり方について 

講師：本研究協力者 赤星千絵 

研修会実施後にアンケート調査を行い、24

名（回収率：71%）から回答が得られた。回答

者全員から「食品防御に対する理解が深まっ

た」との感想が得られた。一方、「食品防御に

関する相談を受ける際への不安が解消された

か」という問いについては、「解消された」14%、

「一部解消された」71%、「元々不安はない」

14%という回答率であり、様々な相談に対して

典型的な対応例はないため、適切に対応でき

るか不安が残るという声があった。 

 

２．食品表面における新型コロナウイルスの汚染

状況の有無の検証 

(1) モデル食品表面の成分等の検出への影響の

検討 

リンゴ、トマト、なす、きゅうり、アボカド及

びステンレスバットの表面を拭き取った試験液

に対して不活化ウイルスを添加し、検出への影響

を調べた結果、ブランク液の回収率を 100％とし

た比較回収率はそれぞれ、97.9％、110.6％、

108.8％、113.8％、112.6％、107.5%となり、検出

への影響は認められなかった（図 1）。 

(2) モデル食品表面への不活化ウイルスの添加

回収試験 

検索ワード 記載自治体数
混入 12
意図的 5
警察 15
事件性 3
犯罪 2
悪意 2
特異 1
毒物 12

化学物質 12
毒劇物 6

毒劇物迅速検査キット 5
食品テロ 1

フードディフェンス 2

表1．令和４年度食品衛生監視指導計画内の
　　  食品防御関連ワードを検索した結果※

※各検索ワードで検索し、記載内容から食品防御と関連性が
　ないと判断したものは除いた。

内訳 記載自治体数
連携協力（情報共有含む） 29
発生時の原因究明 26
被害拡大防止 26
未然に防ぐための取組み 2

表2．食品防御関連ワードを含む部分の
　　  記載内容の内訳
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リンゴ、トマト、なす、きゅうり、アボカド及

びステンレスバットの表面を用いて不活化ウイ

ルスの添加回収試験を行った結果、添加した不活

化ウイルスのコピー数を 100％とした回収率は

それぞれ 15.8％、19.0％、25.9％、18.4％、8.1％、

14.2%となり、モデル食品ごとに差がみられた（図

2）。 

(3) SARS-CoV-2汚染実態調査 

90 検体中 1 検体（1.1％）の食品（8 月に購入

したきゅうり）から SARS-CoV-2 RNA が検出（Ct

値：32.5、コピー数：11.6/µL（3.86×103/拭き取

り回収液））された（表 3）。 

 

(3) なす表面における水洗い等の効果の検証 

 (2)の試験で最も回収率の良かったなすを用い

て、水洗いによる洗浄効果の検証を行ったところ、

洗浄処置毎の減少率はそれぞれ、洗浄 A（水拭き）

は 99.2％、洗浄 B（流水のみ）は 34.1％、洗浄 C

（流水中で擦り洗い）は 95.3％であり、流水のみ

よりも水拭きや擦り洗いの方がなす表面におけ

る SARS-CoV-2の減少率が高かった（図 3）。 

 

Ｄ. 考察   

１．行政機関における食品防御対策の検討 

食品安全（food safety）は、「自然に起こり

うる、又は意図せぬ食品汚染からの保護」を行う

ものであり、食品関係法により具体的な基準や規

制がなされ、行政機関による指導・監督等が行わ

れている。一方、食品防御（food defense）は「公

衆衛生への危害及び経済的な混乱を引き起こす

意図的な異物混入から食品を守る努力」と規定さ

れており、前述の食品関係法で事案発生後（発覚

後）の危害拡大防止や食中毒の原因究明等につい

ては対応できるものの、意図的な異物混入の防止

等、食品防御で必要となる意図的な行為に対して

の未然防止策の検討や規定はなされていなかっ

た。 

未然防止の食品防御対策に関しては所管が不

明瞭な自治体が多いと考えられ、そのような中で

も食品衛生監視員は、食品事業者等からの食品防

御対策に関する相談に対応することがあると考

えられた。食品事業者等の身近な相談窓口として

食品衛生行政機関が担うべき役割が明確化され

た方がよいと思われた。また、食品衛生監視員に

対する研修を定期的に実施するなどにより、知識

向上を図る必要性を感じた。 

 

２．食品における新型コロナウイルスの汚染状況

の有無の検証 

令和 3-4 年度の研究で確立された検査方法を

元に、拭き取り面積や乾燥時間を一律に設定した

上で、令和 4年度に回収率を確認したモデル食品

（リンゴ、トマト）になす、きゅうり、アボカド

を追加し、再度モデル食品表面の成分等の検出へ

３ 
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の影響及びモデル食品表面における不活化ウイ

ルスの回収率の確認を行った。回収率は食品によ

って 8.1％から 25.9％と異なり、食品の種類間や

個体間において、表面の形状や状態等の差による

と思われるバラつきがみられた。また、Ｃ．２．

（4）において、なす表面に付着した SARS-CoV-2

が流水のみでは半数以上残存したことから、

SARS-CoV-2 が食品表面に強固に結合している可

能性が示唆され、食品表面からの回収率が低い一

因である可能性が考えられた。 

SARS-CoV-2汚染実態調査を行ったところ、8月

にきゅうり 1 本の表面から 3.86×103 コピーの

SARS-CoV-2 RNA が検出された。今回検出された

SARS-CoV-2 RNA の感染性は不明であるが、感染

粒子数は鼻腔ぬぐい液中で 100～1,000 コピーの

RNA に 1 個程度と推定されるとの報告（IASR 

Vol.42 p22-24: 2021年）があり、さらにそこか

ら粘膜への接触がないと感染が成立しないこと

から、本検体からの感染リスクは低いと考えられ

る。川崎市感染症情報発信システムのリアルタイ

ムサーベイランスによれば、汚染実態調査期間中

8 月は医療機関当たりの COVID-19 患者報告数が

ピークを迎えており、これは汚染実態調査の結果

が川崎市内における COVID-19 の流行状況を反映

していると思われた。また、汚染実態調査に使用

した食品は包装されておらず不特定多数の人々

が触ることができる状態であったことから、売り

場での飛沫や接触による SARS-CoV-2 の付着を想

定していたが、食品が店舗で販売されるまでには

様々な場所で様々な人々が関わっており、今回、

どの過程で SARS-CoV-2 RNA が食品から検出され

るに至ったかを特定することは難しい。 

なす表面における水洗い等の効果の検証では、

なす表面に付着した SARS-CoV-2 の除去には水拭

きや擦り洗いによる物理的な摩擦が必要である

ことが示唆された。他の食品についても同様の可

能性があると考えられた。 

十分な水拭きや擦り洗いをすることで、9割以

上の SARS-CoV-2 を除去することが可能であり、

手洗いや調理前の食材洗浄をしっかり行うこと

で、食品表面に付着した SARS-CoV-2 が感染源と

なる可能性は極めて低くなるといえる。 

なお、本検討における試験では不活化ウイルス

を用いてウイルス RNAを検出したこと、及び汚染

実態調査においてもウイルス RNA を検出したこ

とは考察する上での制限（limitation）となるが、

食品衛生上の基本である洗浄、手洗い等の重要性

を再認識させるものであった。 

 

Ｅ. 結論 

行政機関における食品防御対策として、研修会

の開催等により食品衛生監視員の知識向上を図

る必要がある。また、未然防止の食品防御対策に

関しては所管が不明瞭な自治体が多いと考えら

れ、食品事業者等の身近な相談窓口として食品衛

生行政機関が担うべき役割が明確化されるべき

である。 

食品表面における SARS-CoV-2 の汚染状況の有無

の検証のために試験方法の検討を行い、本法を用

いて、店頭で販売されている食品の汚染実態調査

を実施した。流行状況により流通食品表面に

SARS-CoV-2 が存在する可能性があることがわか

った。十分な水拭きや擦り洗いをすることで、9

割以上の SARS-CoV-2 を除去することが可能であ

り、手洗いや調理前の食材洗浄をしっかり行うこ

とで、食品表面に付着した SARS-CoV-2 が感染源

となる可能性は極めて低くなるといえる。 

 

Ｆ. 健康危険情報 

なし 
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(1) 赤星千絵、畠山理沙、牛山温子、油田卓

士、赤木英則、浅井威一郎、岡部信彦「食品衛

生行政機関における食品防御対策の検討につい

て」第 69回神奈川県公衆衛生学会、2023 年 11

月 20日横浜市, 誌上発表 

(2) 畠山理沙、佐々木国玄、赤星千絵、小河内
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麻衣、駒根綾子、清水英明、渡辺麻衣子、工藤

由起子、岡部信彦「食品表面からの新型コロナ

ウイルス(SARS-CoV-2)検査方法の検討」第 119

回日本食品衛生学会学術講演会、2023年 10月

12-13日、タワーホール船堀 

 

Ｈ. 知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得 なし 

２．実用新案登録 なし 

３．その他 なし 
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厚生労働科学研究費補助金（食品の安全確保推進研究事業） 
「新型コロナウィルス感染症対策に取組む食品事業者における 
食品防御の推進のための研究」分担研究報告書（令和５年度） 

 
海外における食品防御政策等の動向調査 

 
研究代表者 今村 知明（公立大学法人奈良県立医科大学 公衆衛生学講座 教授） 
 
研究要旨 
わが国における食品テロ対策の検討を行っていく上での基礎的資料とするため、米国 FDA

「食品への意図的な混入に対する緩和戦略」規則・ガイダンスの更新状況に関する公表情報を

収集・整理した。その結果、「食品への意図的な混入に対する緩和戦略」規則・ガイダンスにつ

いては、今年度中の大きな更新は見当たらなかった 
また、Codex 委員会おける「食品偽装の防止及び管理に関するガイドライン」の進捗状況に

ついて調査を実施した。第 27 回食品輸出入検査・認証制度部会 CCFICS（2024 年 9 月 20 日

開催予定）で議論される予定である。 

A．研究目的 
令和５年度における海外での食品テロに

関わる最新情報の把握を通じて、わが国にお

ける食品テロ対策の検討を行っていく上で

の基礎的資料とすることを目的とする。 
 
 
B．研究方法 
米国 FDA（Food and Drug Administration）

の公表情報や、研究班会議において収集した

情報等に基づき、米国 FDA「食品への意図的

な混入に対する緩和戦略」規則・ガイダンス

の更新状況について確認した。 
また、CODEX 委員会の食品輸出入検査・

認証制度部会 CCFICS での議論されている

「食品偽装の防止及び管理に関するガイド

ライン策定」について進捗状況を調査した。 
 
◆倫理面への配慮 
本研究において、特定の研究対象者は存在

せず、倫理面への配慮は不要である。 
 
C．研究結果 

 
１．米国 FDA「食品への意図的な混入に対

する緩和戦略」規則・ガイダンスの更新

状況 
2019 年３月に公表された「食品への意図的

な混入に対する緩和戦略」ガイダンス（産業界

向け）（Draft Guidance for Industry: Mitiga-
tion Strategies to Protect Food Against In-
tentional Adulteration）については、一昨年

度「小規模な食品事業者における食品防御の

推進のための研究」の分担研究「海外（主に米

国）における食品防御政策の動向調査」におい

て報告した内容から大きな更新がなされてい

ないことを確認した。 
2022 年 3 月に新たなガイダンス「Guidance 

for Industry: Current Good Manufacturing 
Practice and Preventive Controls, Foreign 
Supplier Verification Programs, Intentional 
Adulteration, and Produce Safety Regula-
tions: Enforcement Policy Regarding Certain 
Provisions MARCH 2022 /（現行の適正製造

基準及び予防的管理、外国供給者確認プログ

ラム、意図的不純物混入、及び農産物安全規制。

特定の条項に関する施行方針 産業界向けガ

イダンス 2022 年 3 月）」が公表された。この

ガイダンスでは施行裁量に関する方針が示さ

れているが、遵守日や例外措置等について新

たな変更などはなかった。事業規模によって

段階的に設定されていた規則の遵守日につい

て、2021 年 7 月 26 日に最後に設定されてい

た零細企業の遵守日を迎えたことにより、す

べての規模の事業主体が遵守対象となり、継

続運用されている状態が継続している。 
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「Guidance for Industry: Current Good 
Manufacturing Practice and Preventive Con-
trols, Foreign Supplier Verification Pro-
grams, Intentional Adulteration, and Pro-
duce Safety Regulations: Enforcement Policy 
Regarding Certain Provisions  MARCH 
2022 /（現行の適正製造基準及び予防的管理、

外国供給者確認プログラム、意図的不純物混

入、及び農産物安全規制。特定の条項に関する

施行方針 産業界向けガイダンス 2022 年 3
月）」の概要は以下のとおりである。また、全

文を資料１に示す 1。 
 

・ 米国食品医薬品局（FDA）は、FDA 食

品安全近代化法（FSMA）を実施する 5
つの規則のうち、特定の条項を施行しな

い意向を示すガイダンスを公表しまし

た。5 つの規則の対象となる特定の事業

体および/または活動に対して特定の規

制要件を強制しないことを明らかにし

ている。 
・ 公表された施行裁量方針は、以下の５規

則に関するものである。 
 人間の食品の現在の適正製造慣行

とハザード分析とリスクベースの

予防管理 
 動物性食品の現在の適正製造基準

とハザード分析とリスクベースの

予防管理 
 人間と動物のための食品の輸入者

のための外国サプライヤー検証プ

ログラム(FSVP) 
 人間の消費するための農産物の栽

培、収穫、梱包、および保持に関す

る基準(PSR) 
 意図的な異物混入から食品を保護

1 「Guidance for Industry: Current Good 
Manufacturing Practice and Preventive 
Controls, Foreign Supplier Verification 
Programs, Intentional Adulteration, and 
Produce Safety Regulations: Enforcement 
Policy Regarding Certain Provisions 
MARCH 2022 /（現行の適正製造基準及び

予防的管理、外国供給者確認プログラム、

意図的な不純物混入、及び農産物安全規

するための緩和戦略（IA） 
 
このうち、食品防御に関する IA 規則につい

ては、以下の施行裁量方針の記載がある（セ

クションⅢ.B に記載）。 
 

・ 特定の事業体に対する執行方針：2018
年 1 月の FSMA ガイダンスで、FDA は、

特定の農場関連活動を行っているが、

「農場」の定義の下では農場とは見なさ

れない特定の施設に対して、執行裁量ポ

リシーを確立した。この新しいガイダン

スでは、FDA は IA 規則に関連する執行

措置を同じ施設や活動に適用するつも

りはないことを明確にしている。（しか

しながら、FDA は「農場」の定義を変更

する可能性のある規則作成を発行して

いるので、これらは今後 IA の規定がこ

れらの事業体に適用されるかどうかに

影響する。） 
・ 特定の状況における IA 規則の執行方

針：特定の状況 (たとえば、是正措置手

順の実装によって対処される単一の障

害がある場合など) で再分析の要件を

強制しないとした。 
 IA 規則は、緩和戦略、戦略の組み合

わせ、または FDP 全体が適切に実

施されていない場合など、特定の状

況において、食糧防衛計画(FDP)の
再分析を要求している。 

 IA 規則はまた、対象となる事業体

が、緩和戦略が適切に実施されてい

ない場合に取らなければならない

食品防御是正措置手順を確立し、実

施することを要求している。 
 

制：特定の条項に関する施行方針 産業界向

けガイダンス 2022 年 3 月）」

（https://www.fda.gov/regulatory-
information/search-fda-guidance-docu-
ments/guidance-industry-current-good-
manufacturing-practice-and-preventive-
controls-foreign-supplier）2024 年 1 月 31
日閲覧 
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重複を減らすために、FDA は、欠陥を修正

し、欠陥が再び発生する可能性を減らす行動

を通じて緩和戦略の不適切な実施が対処され

た場合には、再分析の要件については裁量を

もって判断するとしている。 
 
２．CCFICS New Work on the develop-

ment of Guidance on the prevention 
and control of food fraud についての

調査 
 

2023年 5 月に開催された食品輸出入検査・

認証制度部会（CCFICS）第 26 回部会におい

て、「食品偽装の防止及び管理に関するガイ

ドライン」の案が報告された。概要は以下の

とおりである。また、全文を資料２に示す 2。

本稿は CCFICS 電子作業部会が作業中の原

案であり、未定稿である。 
 

・ 本ガイドラインは、食品偽装とその管理

をターゲットとしている。 
・ 「2008 年の意図的な食品汚染の防止の

議論に配慮すること」、「既存のテキスト

の重複を避けること」が明記され、既存

の食品偽装に関するコーデックスのテ

キストのレビューを踏まえて検討され

ている。 
・ なお、CCFICS の作業範囲は、「消費者

の健康を守り、公正な食品取引を確保す

る」、という CCFICS の権限内にすべき

としている。 
・ 食品偽装の定義と種類についてはまだ

議論の余地があるものの、経済的利益の

ために意図的に行われた場合の「追加」

「代替」「希釈」「偽造」「虚偽」「隠蔽」

等が食品偽装の該当例として示されて

いる。 

2 PROPOSED DRAFT GUIDELINES ON 
THE PREVENTION AND CONTROL OF 
FOOD FRAUD（https://www.fao.org/fao-
who-codexalimentarius/sh-
proxy/en/?lnk=1&url=https%253A%252F%
252Fwork-
space.fao.org%252Fsites%252Fco-
dex%252FMeetings%252FCX-733-

 
本ガイドラインは 2024 年または 2025 年

の完成を目指しており、完成までに複数回草

案が提示される見込みである。改訂版の作成

は電子作業部会（EWG 議長国：米国、共同

議長国：英国、中国、EU、イラン）が作業を

進める。CCFICS 電子作業部会の作業計画は

以下のとおりである。 
 

・ 2023 年 10 月 EWG への初回草案  
・ 2023 年 11 月 コメント提出期限  
・ 2024 年 2月初旬 ドラフト 2 を EWG に

提出  
・ 2024 年 3 月中旬 コメント提出期限  
・ 2024年 5月 会議用文書案をEWGに提

出  
・ 2024 年 6 月 会議用文書提出  
・ 2024 年 9 月 CCFICS 27 
 
現状確認された「食品偽装の防止及び管理

に関するガイドライン」についての主要な論

点（2024 年 1 月時点）は以下のとおりであ

る。3 
 

・ 地理的表示保護制度（GI）を含む知的財

産の扱いについて 
 「食品偽装の防止及び管理に関す

るガイドライン」について、地理的

表示保護制度（GI）を含む知的財産

に関する記載をコーデックス及び

CCFICS の所掌範囲とすべきか否

か、各国認識の違いから意見が分か

れ、議論の余地があることが明らか

になった。これについては CAC 執

行部に助言を求めるとともに電子

作業部会（EWG）で継続検討となっ

た。 

26%252FWorking%2BDocu-
ments%252Ffc26_06e.pdf）2024 年 1 月 31
日閲覧 
 
3 第 107 回コーデックス連絡協議会：農林

水産省 (https://www.maff.go.jp/j/sy-
ouan/kijun/codex/107.html)2024 年 1 月 31
日閲覧 
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 この背景には GI の保護を拡充した

い国々（EU）と、 これに反対し従

来通り WTO の「知的所有権の貿易

関連の側面に関する協定（TRIPS）」
の範囲とすべきとする国々（米国）

の対立構造がある。 
 我が国は GI に関する議論はコー

デックスの所掌範囲外の立場（これ

まで通り TRIPS 等で議論すべきと

の立場）。 
 仮に GI が当ガイドラインの対象

となった場合にも、 直ちに日本に

影響はないと思われるが、日本の制

度や食品貿易に影響を及ぼすガイ

ドラインとならないよう、引き続き

注視する必要がある。 
・ 食品偽装の議論の進め方、対象範囲につ

いて 
 食品偽装は CCFICS だけでなく部

門横断的で広範な課題であるが、議

論の進め方について、まずは

CCFICS で消費者の健康保護と食

品の輸出入における公正な取引の

保証に必要な範囲を対象として検

討し、検討状況を関連他部門

（CCFL や CCMAS 等）に情報共

有する、ということが確認された

（CCGP31 でも確認）。 
・ 「食品偽装の防止及び管理に関するガ

イドライン」の今後 
 ガイドライン原案をステップ

2/3 に戻し、CCFICS26 で提出

された全ての議論とコメント

（角括弧内の文章を含む）を考

慮し、次回 CCFICS27 会合

（2024 年 9 月 16 日～20 日開

催予定）までに改訂草案を作成

することとなった。 
 改訂版の作成は電子作業部会

（EWG 議長国：米国、共同議長国：

英国、中国、EU、イラン）が作業を

進める。 
 

D．考察 
2021 年 7 月 26 日の最終の遵守日をもっ

て、米国 FESMA は完全に制度化され、運用

されている。また、CODEX 委員会では特に

異物混入を伴わない食品偽装も広く食品安

全の問題としてとらえ、何らかのガイドライ

ンを作成中である。日本国内においても、こ

うした海外の動向を踏まえて日本の規制や

ガイドラインの在り方を検討する必要があ

る。 
新型コロナウィルス感染症の拡大により、

フードデリバリー業界においては事業者の

多様化や市場拡大が進み、食品の無人販売所

という新たな業態も生まれるなど、食品業界

においては急激に構造変化が起こった。また、

社会慣行にも食毒液の常設など、様々な変化

が新しい生活様式として定着している。 
これら急激に変化した事業者や業態、日常

の変化を踏まえ、新たなルールやガイドライ

ンの設定が求められる。 
 
E．結論 
米国 FDA の公表情報や、研究班会議にお

いて収集した情報等に基づき、米国 FDA「食

品への意図的な混入に対する緩和戦略」規

則・ガイダンスの更新状況について整理した。 
その結果、「食品への意図的な混入に対す

る緩和戦略」規則・ガイダンスについては、

今年度中の大きな更新はなされていなかっ

た。 
また、CODEX 委員会においては、2023 年

5 月の CCFICS 部会で食品偽装に関するガ

イダンス草案が提出された。今後、2024 年 9
月 16 日～20 日にオーストラリアのケアンズ

で開催予定の CCFICS 部会で改訂版が提出

される予定である。 
 

 
F．健康危険情報 
なし 
 
G．研究発表 
 
１．論文発表 

なし 
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２．学会発表 
なし 

H．知的財産権の出願・登録状況 
 
１．特許取得 

なし 
 

２．実用新案登録 
なし 
 

３．その他 
なし
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令和６年２月１日 
厚生労働大臣 殿                                        

                   
                              機関名  公立大学法人奈良県立医科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名  理事長 
                                                                                      
                              氏 名 細井 裕司                   
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 食品の安全確保推進研究事業                         

２．研究課題名 新型コロナウィルス感染症対策に取組む食品事業者における食品防御の推進のため

の研究  

３．研究者名  （所属部署・職名） 公衆衛生学講座・教授                   

    （氏名・フリガナ） 今村 知明・イマムラ トモアキ              

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ
クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 

                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 
（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 





令和６年３月２９日 
厚生労働大臣 殿                                                                              

                                   
 
                              機関名  国立保健医療科学院 

 
                      所属研究機関長 職 名  院長 
                                                                                      
                              氏 名  曽根 智史         
 

   次の職員の令和５年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名 食品の安全確保推進研究事業                               

２．研究課題名 新型コロナウィルス感染症対策に取組む食品事業者における食品防御の推進のための研究     

３．研究者名  （所属部署・職名） 医療・福祉サービス研究部・部長                    

    （氏名・フリガナ） 赤羽 学・アカハネ マナブ                      

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 

                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 










